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はじめに
従来、「地域jと「科学技術」が結びついて議論されることは比較的稀であった。
「科学技術」という「言葉」は、主として、原子力や宇宙ロケットなどのメガ
サイエンスの領域にとどまっていたし、「実体」としての「科学技術」は、産業
等の地域経済や、医療・福祉などの市民生活の背後に存在しているに過ぎなかっ
た。「地域における科学技術の振興」といった主張がなされることもきわめて少
なかった。
ところが、近年の社会状況の変化は、そうした「科学技術」に、言葉の意味の
拡大と実体の前面化をもたらしている。旧ソ連、ヨーロッパに限らず、次世代に
向けた壮大な社会変革が進行する中で、「科学技術」の概念自体もゆらいでいる
し、「担うべき主体」についての考え方もゆらいでいる。
科学技術政策大綱の一節も、こうした分脈の中で読まれる必要がある。「地域
における科学技術活動は、地域の活性化の原動力となって多極分散型国土の形成
に資するとともに、地域の様々な要請にきめ細かく応え、地域住民の生活の質を
向上させるものである」。この一見明白な命題は、「地域」と「科学技術」の体
系的な整理を要求している。地域のいかなる主体が、いかなる科学技術を、いか
よ　うに振興していく　のか。そして、そのシナリオはいったい誰が書く　のか。
「地域科学技術政策の体系化」胃政策研究の立場からその要求に応えようという
のが本調査研究の長期的な目標である。「Chaos　－　Network　－　Cosmos」一未だ誰
もつまびらかにしたことのない地域の科学技術の現状、まず、その実状把握から
始める必要がある。
今回の調査は、その実状把握の一部として、地域の主体の一つである都道府県
及び政令指定都市の科学技術政策を明らかにするものである。かなりの部分が単
年度調査という限界を有してはいるが、今回の報告が一つの基礎資料として、
「地域」と「科学技術」の体系的な整理に貢献することを期待している。
本調査研究を進めるに当たっては、下記の学識経験者からなる「地域に∴おける
科学技術振興に関する調査研究会（平成3年10月設置）」を設置して、委員の
先生方々からご指導を頂いた。
また、関係省庁、都道府県、政令指定都市をはじめ多く　の機関の方々に、ご協
力を頂いた。
このような関係者の方々のご指導、ご協力なくしては、本調査研究は実現しな
かったところである。この場をかりて深く謝意を申し上げる次第である。
地域における科学技術振興に関する調査研究会
（順不同、敬称略）
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要 旨
【目的及び方法】
近年の急速な経済社会や科学技術の変化を背景として、地方公共団体において
も基礎研究を中心とした科学技術の振興が必要であるという認識が高まっている。
また、先般閣議決定した「科学技術政策大綱」において、政府は重点施策のひ
とつとして「地域における科学技術の振興」を取り上げたところである。
地域における科学技術活動は「地域の活性化の原動力」や「地域住民の生活の
質を向上させるもの」であり、このような観点から地方公共団体自らが科学技術
の振興に取り組み始めている。国としても我が国全体の科学技術水準の向上とい
う観点から、これを積極的に支援するとともに、地方公共団体との相互の連携を
通した新たな科学技術振興の体制を提案することが喫緊の課題となっている。
本調査研究では、地域科学技術政策の実施状況及びその全体像を体系的に明ら
かにすること－「地域科学技術政策」の体系化－その第1歩として、都道府県及
び政令指定都市における科学技術振興のための体制及び施策についての総合的な
調査研究を実施した。
調査は次の5つ実態調査とヒアリング調査によった。
1　都道府県による主体的かつ総合的な科学技術政策の取り組みに関する実態調
査
2　都道府県及び政令指定都市の科学技術関係経費に関する実態調査
3　多様な研究コンソーシアの形成に関する実態調査
4　公設試験研究機関における研究活動の現状に関する実態調査
5　地域において新たに設立された研究開発機関の特定及びこれら研究開発機関
に∴おける研究活動の現状に関する実態調査
【韻査結果】
1　科学技術政策の推進体制
科学技術関係審議会の設置しているのは11都道府県、科学技術政策の基本指
針の策定しているのは9都道府県と増えてきている。しかし、科学技術政策の専
任セクションの設置は科学技術という名称を室課係名に冠しているところで見る
－1・－
限り　3都道府県にとどまっている。
2　地域の科学技術関係経費総額
都道府県及び政令指定都市の科学技術関係経費・総額は、5，7　3　2億円と推計さ
れた。これは、国の科学技術関係予算2兆1，40　7億円の約4分の1（2　6．7
％）に相当する。また、財政歳出との対比をみると、国の1．3　6％に対し、都道
府県は1．2　6％とほぼ同水準である。
経費の内訳をみると、所管部局別では、農林水産系が約3分の1と最も多く、
次いで商工系が約4分の1となっている。費目別では、公設試験研究機関関係経
費が約6割（61．7％）を構成している。
3　地域の科学技術関係経費と産業構造や県内総生産、財政歳出等との関連
地域の科学技術関係経費の金額は、都道府県で2　7億円から215億円、政令
指定都市で8億円から15　2億円までと、かなり広い範囲に分散している。
科学技術関係経費は、人口や県内総生産等との相関関係が認められるものの、
「産業構造」と「科学技術関係経費の所管部局構成」との問に単純な相関関係が
認められないこと、「人口1人当たりの科学技術関係経費」や「財政歳出に占め
る科学技術関係経費の比率」等については今後の詳しい分析が必要である。
4　国の施策展開と新たな研究開発機関の全国展開
テクノポリス構想以降、研究開発機関の地域展開を促す施策は8施策あり、5
省庁にまたがって展開されている。こう　した国の施策展開に地域独自の動きも加
わり、1984年以降に設置された研究開発機関で地方公共団体が出えん、出資
または直接運営している機関は、37都道府県81機関にのぼっている。これら
の機関は、比較的小規模、高額の計測・試験機器の保有、外国人研究者の長期滞
在等の特徴を有している。
5　地域における科学技術政策の特徴
都道府県及び政令指定都市の科学技術政策は、地域の中小企業や農林水産業者
に対する技術指導や支援が主流である。
このような中、3　5都道府県に∴おいて研究開発型企業の誘致や育成支援のよう
な多様な科学技術主体の創出を目指した施策展開が取り組まれており、2　5都道
府県において研究者研修生の受け入れ事業を中心と　した科学技術分野での国際化
に向けた取り組みが進められている。
ー　2　－
また、研究人材の育成や科学技術の啓蒙普及に関してはほぼ全国的な施策展開
が認められたが、そのうち若手研究者の育成と科学技術に関する県民理解の醸成
については、約4割の回答にとどまった。
6　財団法人または第3セクターの研究（開発支援）機鞠
都道府県政令指定都市が出えん出資している、財団法人または第3セクターの
研究（開発支援）機関は121機関にのぼっている。その設立は、ほとんどが
19　8　0年代に入ってからであり、累積基金資本金総額は1，9　4　7億円、その内
の地方公共団体負担額6　7　7億円、負担率34．8％となっている。
7　「地方公共団体」の共同研究
「地方公共団体」の共同研究の相手は、「民間企業」や「地方公共団体どう　し」
が多く、それぞれ4　71件、443件である。一方、「大学」や「国立試験研究
機関」との共同研究は、「大学・民間企業・地方公共団体」のように3者以上で
実施するものを含めても、それぞれ3　4件と3　3件にとどまっている。
なお、公設試験研究機関の共同研究は「研究者の直接の働きかけ」によるもの
が多く、コーディネーターを介したものは少ない。
8　公設試験研究機関の特徴
公設試験研究機関は、明治時代半ばから整備されはじめ、その半数は19　5　0
年以前に整備されている。農林水産系が最も早く整備され、次いで工業系、戦後
に入って衛生研究所等の保健系、19　60年代後半に公害研究所等の環境系が整
備されてきている。
主な特徴と　しては、農林水産系が6割を占めていること、職員数5　0人未満の
機関が全体の8割近くを占めていること、国立研究機関に比べ、大学院修士課程
以上の研究者の比率は16％と少ないが、着実な学歴向上が認められること、外
国人研究者は全体の8％の機関に所在しているが、1年末満の短期滞在にとどま
っていること、実施件数や予算が少ないという傾向はあるものの、約7割の機関
が共同研究を実施していること、などが挙げられる。
都道府県別の比較では、「高額の計測・試験機器の保有」、「公表論文数」、
「研究員の平均年間給与（3　0歳）」において、都道府県間で差異が認められた。
また、公設試験研究機関が中心業務としている「研究」「技術相談・指導」「依
頼分析・試験」の3つの業務の比重についてばらつきが認められたが、この点に
胃　3　－
ついては、今後の詳しい分析が必要である。
また、公設試験研究機関の整備については、1984年以降、約3分の1の機
関で大幅な組織改編が行われており、19　90年単年度に30もの都道府県で再
編整備が実施されている。
【まとめ】
1　地方公共団体における科学技術の振興に向けた体制の整備
「地域における科学技術の振興」が実現されるには、多くの地方公共団体にお
いて、審議会や基本指針など政策上の基本的な体制・枠組み策定と、事務分掌上
の明確な位置づけをもった組織体制の確立という、2つの観点からの科学技術推
進体制の整備が進められることが必要である。
2　地方公共団体による適切な経費水準の見極めと国の政策の検討
各都道府県、政令指定都市が、科学技術関係経費について、それぞれの産業構
造、政策目標、財政規模等を踏まえ、各々にとって適切な水準を見極めることが
必要であるとともに、国の科学技術政策に∴おいても地域ごとの科学技術ポテンシ
ャルや政策の動向等地域の実状を腐まえた施策展開の検討が必要である。
3　地域における科学技術政策の長期的戦略と具体的方策の検討
基礎研究を重視した「シーズ創出型」の科学技術政策を着実に展開していく　た
めには、基礎研究から応用研究、開発研究を経て実用化に至るという長期的な戦
略を検討するとともに、研究交流の効果的な促進策等の異体的方策の検討も必要
である。
4　地域における科学技術活動を支える研究機関の在り方の検討
再編整備のすすむ全国600余の公設試験研究機関と累計2．0　0　0億円近くの
の基金資本金を有する全国121の研究（開発支援）機関については、「シーズ
創出型」の科学技術政策という分脈のなかで、その日的、形態、運営、管理等の
在り方が改めて問われている。
5　公設試験研究機関による国際責献や国際的ネットワークの形成
公設試験研究機関10　0年の歴史的蓄積を考慮すれば、主として発展途上国に
対する国際責献と、グローバルな科学技術の振興をも目指した、世界的レベルで
の研究機関の国際的ネットワークの形成等、公設試験研究機関の国際的な役割は
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今後ますます重要であり、今後の外国人研究者の受け入れ制度の拡充も必要であ
る。
6　地域における科学技術振興を担う人的資源の発掘・育成・確保
地域内に存在する良質の科学技術シーズを発掘し、他の人的資源と結び付け、
プロジェクトとして育て上げるオーガナイザーの発掘、科学技術活動を担う主体
である研究者・技術者の育成・確保、とりわけ優秀な若手研究者の育成・確保、
未経験の行政分野である科学技術政策を計画立案していく行政マンの育成・確保
が、今後の地域の科学技術の振興にとって極めて重要である。
【今後の課題】
1　いわゆる「政府研究開発投資倍増計画」と地方公共団体による科学技術関係
経費の関係
昨今、様々な場で我が国の研究開発投資の増額についての方向づけがなされて
いる。しかし、これまでの議論は、国の科学技術関係経費を中心に取り上げたも
のであり、地方公共団体の科学技術関係経費についてはあまり着目されてはいな
い。今後、我が国の研究開発投資を検討していく際には、国の科学技術政策と地
方公共団体の科学技術政策がいかなる相互補完関係に立つべきなのかという点も
含め、地方公共団体による研究開発投資についても議論していく必要がある。
2　都道府県を超えた広域的な視点からの科学技術政策の検討
経済活動や社会活動が広域的に展開しているという実態に加え、限られた研究
者・技術者、研究設備施設、資金等の中で効果的に地域における科学技術活動を
支援していく　という観点に立つとき、今後、都道府県を超えた広域的な視点から
の科学技術政策の推進の在り方を具体的に検討することが必要である。
3　「科学技術の振興」と「地域の活性化」との連関の検討
これまでは「いかに地域に∴おいて科学技術の振興を図り、新たな産業シーズを
創り、育て、それをどのように地域の発展につなげていく　か。」については十分
論議されてこなかった。今後、科学技術の振興が、地域経済の発展も含め地域の
活性化にどのように結びつくかを検討することが必要である。
4　「地域科学技術政策の体系化」と「地域の科学技術指標」の検討
「地域における科学技術の振興」について地方公共団体がいかなる政策目標、
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政策理念を掲げていけばよいのか。また、前述した1～3をより明らかにするた
めにも「地域科学技術政策の体系化」に向けた研究が必要がある。当研究所とし
ては、本調査研究に引き続き、本調査研究に含めなかった地元企業や大学など他
の科学技術活動を担う主体も含めた包括的な調査研究を実施すると同時に、地域
の科学技術政策の効果についての評価手法として、「地域の科学技術指標」も検
討していく　こと　としている。
5　「地域における科学技術の振興」という概念の一般的定着
今回の調査研究では、「地域」を、とりあえず「都道府県」のような　Local
Government　に置き換えて調査を行った。調査研究にあらわれた都道府県ごとの
「科学技術」の捉え方も様々であった。今後、「地域に∴おける科学技術の振興」
という概念が、より一般的な概念として根付いていく　ことも今後の調査研究にと
っては重要なことである。
－　6　－
1　背景及び目的
従来、地方公共団体による産業政策は、地場産業の振興が中心であり、いかに
地場産業の技術を高め、競争力を強化していくかが、最大の関心事であった。
また、地域住民への公共サービスの増進という観点から、研究の成果が直ちに
地域住民に効果として現れにくい基礎研究や地域にポテンシャルのない分野の研
究については、地方公共団体が叡り組むことの必要性は希薄であった。
しかし、近年の急速な経済社会や科学技術の変化を背景として、地方公共団体
においても基礎研究を中心とした科学技術の振興が必要であるという認識が高ま
っ　ている。
先般、閣議了解された科学技術政策大綱においても、政府の重点施策のひとつ
として「地域における科学技術の振興」が取り上げられたところである。
科学技術政策大綱では、地域における科学技術活動について二つの視点から定
義を行っている。一つは、「地域の活性化の原動力となって多極分散型国土の形
成に資する」ものとしてであり、もう一つは「地域の様々な要請にきめ細かく応
え、地域住民の生活の質を向上させる」ものとしてである。
前者は、第4次全国総合開発計画の中でもふれられており、そこでは研究開発
機能の強化を地域活性化の戦略的課題と位置づけている。いわば「地域経済の発
展には科学技術の発達が不可欠であり、と　りわけ地域の自立的発展を目指した内
発的開発にとって、その原動力となる科学技術の振興はより一層重要である。」
と　し、このような認識に立って構成されているのが前者である。
一方、後者は、科学技術活動に対する地域からの様々な要請を取り上げている。
この要請には、地域の農林水産業者や中小企業等の技術ニーズも含まれるが、後
段の「地域住民の生活の質の向上」という言葉が示すように保健衛生や生活環境
等の分野における科学技術の振興をより強く意識したものである。いわば「地域
の問題は、地域の人が最もよく知っているはずであり、それらの問題の解決に向
けた科学技術を振興すべきである。」と　し、このような認識に立って構成されて
いるのが後者である。
加えて、地域自らが積極的に先導的・基盤的な研究施設を整備するなど、我が
国全体の科学技術水準の向上に貢献していこうとする動きも現実に見られはじめ
ている。
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ここでは、このような「地域における科学技術の振興」という課題について、
「地域の活性化」、「科学技術」及び「国の施策」という視点から概観し、次に、
「「地域科学技術政策」体系化の試み」として、本調査研究の目的を記述する。
1．1　「地域の活性化」という視点
まず、「地域の活性化」という視点からは、以下の4点を挙げることができる。
第1には、従来の地域振興は、概して「中央→地方」という図式に従って展開
されており、地方は開発された技術の地場産業への導入という消極的な役割しか
担っていなかったが、近年、国際化や高度情報化の急速な進展に伴い、地方の情
報発信・受信機能が高まり、地方が技術導入に関する多くのチャンネルを有する
よ　うになったこ　と。
第2には、高齢化や生活の高度化によって、住民のライフスタイルが大きく変
化したことに伴い、「活力ある地域づく　り」を地域が主体性をもって模索する必
要が生じてきたこと。
第3には、地域経済の一層の活性化を図っていく　ためには、地域の農林水産業
者や中小企業に対する技術指導や支援等を中心とした従来の産業振興だけでは限
界があり、科学技術シーズの創出等「地域の自立的発展を目指した内発的開発」
を目指した新たな地域振興の手法が必要であるとの認識が広まってきたこと。
第4には、これまでの我が国の経済発展と国民生活の向上に、科学技術が多大
な貢献をしてきたという認識を広く地域住民が持つようになったこと。
である。
1．2　「科学技術」という視点
次に、「科学技術」という視点からは、以下の3点を挙げることができる。
第1には、今日、研究開発を進める上で、基礎的・理論的な科学領域と応用的
・実証的な技術領域との相互連携が必要不可欠となり、科学と技術の接近、共鳴、
融合が見られるようになったこと。
第2には、研究機器の急速な進歩によって、研究の効率化が飛躍的に高まった
と同時に、研究成果の実用化までの時間が短縮されるようになったこと。
第3には、科学技術が多様化し、学際化してきたことに伴って、中央での取り
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組みが比較的希薄な領域が見られるようになってきたこと。
である。
1．3　「国の施策」という視点
さらに、「国の施策」という視点からは、以下の5点を挙げることができる。
第1には、第3次全国総合開発計画に∴おける地域定住圏構想により、自立調和
型地域社会の創出の必要性が提起されたこと。
第2には、第4次全国総合開発計画に∴おける多極分散型国土形成の構想により、
地域活性化のための研究開発機能の育成等が戦略的課題と　して位置づけられたこ
と。
第3には、地域の社会基盤の充実や研究開発機能の集積等を促進するため、民
活法、頭脳立地法、多極分散型国土形成促進法等の制定により、地域が主体的に
取り組めるメニューが増加したこと。
第4には、科学技術振興調整費による地域流動研究制度等地域の科学技術振興
等に活用できる国の施策等が増えるとともに、いく　つかの地方公共団体に∴おいて、
地域の科学技術振興に資する独自の取り組みが始まったこと。
第5には、先導的に科学技術振興に取り組んでいる地域の事例が蓄積したこと
によって、地方公共団体が科学技術振興方策を検討するに当たっての素材が提供
されるよう　になったこ　と。
である。
これら経済社会や科学技術をめぐる状況の変化を背景に、近年、地方公共団体
においても科学技術が地域の経済社会発展の原動力であるという認識が高まり、
科学技術振興への取り組みが活発になっているのである。
1．4　「地域科学技術政策」体系化の試み
従来、国は一般に投資効果が現れにくい、研究成果の実用化に長期間を要する
研究や巨大な資金と多数の研究人材の結集を要する研究を分担してきた。
しかし、近年、一部の地方公共団体では、基礎研究を担う組織が設立されるな
どの動きも見られ、必ずしも研究分野や研究段階ごとに国との役割分担を明確に
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するこ　とができなく　なってきている。
このような地方公共団体での動きは、科学技術政策においても「国と地方の役
割分担」の見直しが必要であることを示唆しており、また、我が国全体の科学技
術水準の向上という観点から、国と地方公共団体との相互の連携を通した新たな
科学技術振興の体制を提案することが喫緊の課題となっていることを示している。
その際、国と　して「地域における科学技術の振興」について、どのような姿勢
で臨むのか。科学技術政策大綱で指摘された「地域の主体的かつ個性的な取組を
積極的に支援」するとは、具体的に何を意味するのかを検討する必要がある。
これを明らかにするには、まず、「近年、地域でどのような取組が活発になっ
ているのか。」その実状把握をしてみる必要がある。
言うまでもなく「地域における科学技術の振興」を担う主体は、地方公共団体
に限られるものではなく、大学、民間企業、国も重要な役割を果たしている。し
かしながら、地域における総合的な科学技術政策の推進という観点に立つとき、
地方公共団体の施策の現状を把握することが、まず最初にくるべきものである。
本調査研究では、このような理由から、都道府県及び政令指定都市を中心に、
地方公共団体に∴おける科学技術振興のための体制及び施策について総合的な調査
研究を実施した。
その結果、「都道府県及び政令指定都市の科学技術政策の現状と課題」という
かたちで、その実状を今回初めて明らかにすることができた。
本調査研究の実施は、地方公共団体による科学技術振興の体制づく　りや新たな
科学技術政策の立案に資すると同時に、国による地方公共団体の科学技術振興の
支援施策の立案に資する基礎資料を提供するものである。
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2　調査研究の内容及び方法（概要）
実態調査を行う前に、できるだけ広範にして正確なデータを得るために「地域
科学技術政策」に関する仮説を図　2－ト1のように設定した。
本仮説は、「科学技術には経済及び社会生活への貢献という2つの側面がある
と仮定した場合、科学技術政策のパラダイムは経済及び人間生活という2つの軸
で区分される2次元領域で示される。なお、第3次元は国際化の領域である。」
と　いう　ものである。
なお、このことについては、第3回科学技術政策研究に関する国際コンファレ
ンス（19　92年3月　9～11日：科学技術庁科学技術政策研究所主催）におい
て、当研究所総括主任研究官権田金治が“Framework ofIndustrial Location
Policy and Roles of Regional Science　＆　Technology PolicyinJapan’’のなか
で発表したところである。
次に、これに基づいて実態調査を実施した。実態調査の内容は以下のように5
つに大別される。
（1）都道府県による主体的かつ総合的な科学技術政策の取り組みに関する実態
調査
（2）都道府県及び政令指定都市の科学技術関係経費に関する実態調査
（3）多様な研究コンソーシアの形成に関する実態調査
（4）公設試験研究機関における研究活動の現状に関する実態調査
（5）地域において新たに設立された研究開発機関の特定及びこれら研究開発機
関に∴おける研究活動の現状に関する実態調査
なお、山形県、岩手県、宮城県、静岡県、富山県及び石川県については、各県
庁、試験研究機関及び研究支援機関に∴おいてヒアリング調査も実施した。
また、これら実態調査の概要は、以下のとおりである。
2．1　都道府県による主体的かつ総合的な科学技術政策の取り組みに関する実
態調査
地域科学技術政策会合（第1回：平成3年7月、第2回：平成4年4月）にお
いて配布された「都道府県における科学技術活動の概要（科学技術庁）」を中心
に、各都道府県の科学技術関係審議会の設置条例、設置要綱、科学技術政策の基
ー11－
図2－1－1科学技術政策のクライテリア
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本指針、その他関係資料を収集するとともに、当該会合に∴おける議論を聴取した。
なお、地域科学技術政策会合は、我が国の科学技術政策に関する政府の最高審
議機関である科学技術会議が、各県に設置されている科学技術関係審議会等との
連携を通じて、科学技術政策面から地域及び国全体の科学技術の一層の振興を図
ることを目的と　し、開催されているものである。
参加者は、北海道、山形県、埼玉県、神奈川県、富山県、石川県、山梨県、静
岡県、京都府、大阪府、兵庫県及び山口県の科学技術関係審議会の会長等と国の
科学技術会議議員及び政策委員である。
2．2　都道府県及び政令指定都市の科学技術関係経費に関する実態調査
平成4年1月　9日「科学技術関係経費の調査の協力依頼について」により、科
学技術政策研究所所長名で、都道府県（4　7）の知事及び政令指定都市（千葉市
を除く札幌市、仙台市、横浜市、川崎市、名古屋市、京都市、大阪市、神戸市、
広島市、北九州市及び福岡市の11）の市長に対し、科学技術関係経費の調査の
協力依頼を行った（付録資料）。45道府県及び7政令指定都市から回答があっ
た。（なお、締切までに回答が頂けなかったのは、東京都、長崎県、札幌市、横
浜市、名古屋市及び福岡市である。）
なお、調査表の送付先は、都道府県については科学技術政策担当部局、政令指
定都市については企画担当部局とした。
調査表の質問は、全部で2　4間である。質問事項は、以下のように8つに分類
される。
（1）公設試、大学等（行政枠内）の設置、運営
（2）財団、第3セクター等（行政枠外）の設置、運営
（3）指導、支援、誘致に係る施策の推進
（4）研究交流等ネットワーク形成に係る施策の推進
（5）国際交流に係る施策の推進
（6）人材育成に係る施策の推進
（7）総合的な施策の展開
（8）啓蒙普及に係る施策の推進
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2．3　多様な研究コンソーシアの形成に関する実態調査
調査は、まず大学、国立試験研究機関、地方公共団体及び民間企業からなるマ
トリ　ックス（4＊4）を作成し、次いでマトッリクスの各項目毎に以下の4つの
異なった調査結果を記入し、最後に各項目毎の和を求めることによってマトリ　ッ
クスを完成させる。という手順で進めた。
ここでは、次の4つの異なった調査を実施した。
（1）国立試験研究機関を中心とした共同研究の実施状況
（2）国立大学を中心とした共同研究の実施状況
（3）公設試験研究機関を中心と　した共同研究の実施状況
（4）民間企業どうしの共同研究の実施状況
2．4　公設試験研究機閑における研究活動の現状に関する実態調査
調査は、平成4年1月から2月にかけて「「地域科学技術振興における地域資
源の有効活用に関する調査研究」についてのアンケート調査」（付録資料）によ
り実施した。
調査対象機関は、「全国試験研究機関名鑑」（科学技術庁監修、ラティス社刊）
を用いて、公設試験研究機関の一覧を作成し、その全数（628機関）と　した。
全体と　して回収数は4　72機関、回収率は75％であった。
なお、実施に当たっては、（社）科学技術と経済の会に委託した。
アンケート調査の質問は、全部で2　8間である。調査結果は、以下のように7
つにま　とめられる。
（1）職員構成
（2）年齢構成
（3）学歴構成、博士号取得者数
（4）組織体制、研究員の処遇等
（5）計測・試験機器の整備状況
（6）研究開発、技術指導・相談、依頼分析・試験
（7）共同研究
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2．5　地域において新たに設立された研究開発機関の特定及びこれら研究開発
機関における研究活動の現状に関する実態調査
（1）地域において新たに設立された研究開発機関の特定
まず、公表資料及び関係省庁の資料を収集するとともに、担当者からのヒアリ
ング調査を実施した。次に、都道府県の担当者に研究開発機関の確認を行うとと
もに、当該研究開発機関に関する資料を収集した。
収集した主な公表資料は、以下のとおりである。
①90年代の産業科学技術ビジョン（平成2年8月）　通商産業省工業技術院編
②基盤技術研究促進センター85－90（平成3年1月）　基盤技術研究促進セ
ンター
③多分野にわたる研究開発一生研機構の出資プロジェクトー　生物系特定産業技
術研究推進機構
④研究振興事業の概要　医薬品副作用被害救済・研究振興基金
⑤地域における創造的人材育成のあり方に関する調査研究報告書（平成2年3月）
財団法人自治総合センター
（2）これら研究開発機関における研究活動の現状に関する実態調査
調査は、平成4年2月から3月にかけて「「地域科学技術振興における地域資
源の有効活鞘に関する調査研究」についてのアンケート調査」（付録資料）を実
施した。調査対象機関は、2．5（1）で特定した研究開発機関（94機関）と
した。全体と　して回収数は48機関、回収率は51％であった。
なお、実施に当たっては、（社）科学技術と経済の会に委託した。
アンケート調査の質問は、全部で2　5問である。調査結果は、以下のように6
つにま　とめられる。
（彰職員構成
②年齢構成
③学歴構成、博士号取得者数
④研究員の処遇等
⑤計測・試験機器の整備状況
⑥共同研究
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なお、讃査の目的、内容及び方法について、より詳細な説明が必要なものにつ
いては、以下の各章においてさらに説明を加えている。
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3　都道府県による主体的かつ総合的な科学技術政策の推進
科学技術会議第11号答申（昭和59年11月）、第4次全国総合開発計画
（昭和62年6月、閣議決定）等において、地域の研究開発機能の強化が地域活
性化の戦略的課題として位置づけられたこと等を背景に、近年、研究開発機能の
高度化を促進することによって地域振興を図ろうとする都道府県が増加している。
また、科学技術政策大綱（平成4年4月）においても、政府の重点施策のひと
つとして地域における科学技術の振興が取り上げられたところである。
このような状況のなか、神奈川県、富山県、兵庫県等では、科学技術振興策を
審議する審議会、会議等を開催しており、さらに神奈川県、埼玉県、岩手県等で
は、科学技術政策の大綱や指針等を策定するなど、主体的かつ総合的な科学技術
政策の推進に取り組み始めている。
ここでは、都道府県による主体的かつ総合的な科学技術政策の取り組みについ
て、科学技術関係審議会の設置及び科学技術政策等の基本指針等の策定に焦点を
あて概観することとする。（表　3－1－1参照）
3．1　科学技術関係書議会の設置
近年、都道府県における科学技術振興政策等の検討を行うため、学識経験者等
からなる科学技術会議や審議会等を設置する都道府県が増えている。
現在、北海道、岩手県、神奈川県、富山県、石川県、山梨県、京都府、大阪府、
兵庫県、広島県及び山口県の11道府県で科学技術会議や審議会等が活動してい
る。
しかし、これら科学技術会議や審議会等は、それぞれ都道府県政上の位置づけ
や役割が少しづつ異なっている。例えば、北海道の「北海道科学技術審議会」は、
北海道科学技術審議会条例に基づき知事の諮問機関として設置され、毎年、①北
海道科学研究費補助金研究課題の選考、②職務発明等の認定、（診北海道科学技術
賞候補者の選考等を行っているほか、知事に対して意見を具申することができる
こととなっており、神奈川県の「神奈川県科学技術会議」は、神奈川県科学技術
会議設置要綱に基づき設置され、（彰科学技術に関する基本的かつ総合的な政策に
関すること、②県の行う重要な研究開発に関すること、③県試験研究機関の活性
化に関すること、等について審議し、必要に応じて知事に提言することとなって
－17－
いる。また、岩手県では、知事、副知事及び県庁内の関係各部局からなる科学技
術振興に関する企画、連絡調整等を行う横断的な組織として、「岩手県科学技術
振興推進会議」を設置している。
なお、科学技術政策等の基本指針等を策定するなどの目的で期間を限定して設
置された静岡県の「静岡県科学技術振興会議」（昭和62年3月～平成3年5月）
及び埼玉県の「埼玉科学技術懇話会」（昭和6　3年9月～平成2年3月）は、そ
の目的を達成した後既に廃止されている。
このほか、山形県、福岡県等のように科学技術会議や審議会等の設置は行わず、
国等の地域における科学技術振興施策を活用しつつ、自らも主体的かつ積極的に
特色ある科学技術振興を展開している都道府県もある。
一方、科学技術政策の専任セクショ　ンを設置している都道府県については、科
学技術という言葉を室榛名に冠しているところでみると、北海道、埼玉県及び神
奈用県の3都道府県に過ぎない。
3＿　2　科学技術政策の基本指針の策定
近年、上述の科学技術関係審議会の審議を経て、都道府県政上での科学技術政
策の位置づけを明確にすることを目的として、科学技術政策の基本指針を策定し
た都道府県も増えている。
現在、北海道、岩手県、埼玉県、神奈川県、富山県、山梨県、静岡県、大阪府、
及び兵庫県9道府県で科学技術政策の基本指針が策定されており、山口県及び広
島県でも鋭意審議が進められている。
これらの科学技術政策の基本指針をみると、道府県内の既存の産業立地や大学、
公設試験研究機関等の研究ポテンシャル等によって多少の相違はあるものの、①
地域住民の生活の質の向上への貢献、②地域産業の高度化への貢献にポイ　ントが
置かれており、さらに既存の研究ポテンシャルが高い地方公共団体では、③科学
的知見の蓄積・拡大への責献、④国際化の推進及び国際社会への貢献等が基本目
標と　して掲げられている。
また、これらを棲極的に推進していくための具体的な施策としては、①公設試
験研究機関の整備、科学技術支援体制の整備等の研究開発拠点の整備、②科学技
術教育の充実、若手研究者や専門技術者の育成と定着、③科学技術協力の幅広い
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展開等国際協力の推進、④科学技術情報の住民への提供、普及啓発の強化等開か
れた科学技術政策の展開、⑤道府県庁内での科学技術に関する総合調整機能の強
化等政策推進体制の強化等を挙げている。
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表3－2－1科学技術関係審議会及び科学技術政策の基本指針
Table3－2－1ustofS＆TPoJicyCouncilandS＆TPolicyPrinciplebyPrefectures
都道府県名 北海道
科学技術関係審議会
名　　　　　　 称
設　 立　 年　 月
設置根拠条例等
会　　　　　　 長
構　　　　　　 成
任　　　　　　 務
北海道科学技術審議会
昭和2 7 年9 月
北海道科学技術審議会条例
小池東一郎 （道都大学長）
産学官から有識者3 0 名
知事の諮問に応じて、以下の事項について審議し．意見を具申。
・科学技術を道政に反映させるための措置に関すること。
・科学技術の振興及び普及に関すること。
・科学技術に関する事項の連絡調整に必要な措置に関すること。
・科学技術団体の助成に関すること．
・一般科学技術研究の奨励補助に関すること。
・道の勤務発明に関すること
・科学技術行政協議会及び日本学術会議との連携に関すること．
・その他科学技術振興に関し必要と詰められること。
科学技術政策の
基本指針
策 ．定 ・年　 月
政策の基本方向
具体的な施策提言
北海道における科学技術振興の基本方針
平成3 年4 月
・産業の括性化
・生活環境の向上
・国際化の推進
・総合的、横断的な科学技術振興の推進
・創造的人材の育成
・道立試験研究機関の括性化等研究開発機能の強化
・共同研究の推進等研究交流の推進
t創造的人材育成のための教育、研修等の拡充等人材の育成
・産学言問等連携の仕組みづくり等研究開発推進のための体制づ
く　り
・研究関連インフラの整備等研究開発基盤の整備
・海外技術協力の促進等国際交流の促進
・科学技術情報ネットワ胃クの形成等科学技術情報の活用
・科学教育の充実等普及啓発
担当部局 企画振興部調髪課
岩手県
岩手県科学技術振興推進会議
平成元年4 月
岩手県科学技術振興推進会議設置要綱
工藤巌 （岩手県知事）
知事、副知事及び庁内関係部局長の 1 6 名
・科学技術の振興策の綿合的かつ長期的な乱点に立った企画及び推進
・科学技術振興策に係る連絡調整
岩手県科学技術振興推進指針
平成 2．年5 月
・研究開発拠点の創出、研究関発支援施設の整備等新たな科学技術ぷ輿拠点の創出
・大学、国、県及び民間の試綾研究機関等の既存研究拠点の整備
・高度な研究課超や複数分野にまたがる研究課題へ対応するための研究交流の推進
・研究開発機能の高度な集複のための研究者、技術者の養成 ・確保
・研究腑発成果の企業化及び地域への普及 ・定着のための研究成果の利活用の促進
・独創的な研究開発会社 （R ＆D ）や試験研究施設の誘致、設立による研究開発拠点の
創出
・研究交流施設や共同研究施故等研究開発支視施設の整備
・学術研究、交流、住宅、教育、文化、スポーツ等の施設を一体的に整備する学術研究
機能集積地域構想
企画讃整部企画蘭整諌
神奈 川 県
神奈 川 県 科 学技 術 会 議
昭 和 6 3 年 6 月
神 奈 川 県科 学技 術 会 議 穀 置要 綱
斎 藤 進 六 （東京 工 大 名 誉教 授 ）
産 学 公 の学 識 者 1 5 名
次 の 事 項 に つ いて 審 議 し、 必 要 に 応 じて知 事 に 撥 音
・科 学 技術 に関 す る 基本 的 か つ総 合 的 な政 策 に 関 す る こ と
・県 の 行 う重 要 な 研 究 開発 に関 す る こ と
・県 試験 研 究 機 関 の 活性 化 に関 す る こ と
神 奈 川 県 科 学 技 術政 策 大 綱
平 成 2 年 3 月
・生 精 の 質 の向 上 の た め の科 学 技 術 の 振興
・地 域 産 業 の高 度 化 の た めの 科 学 技 術 の振 興
・人 類 の福 祉 向 上 の た めの 知 識 の 創 造 ・進 歩 へ の 貢 献
・科 学技 術 振 興 基盤 の 整 備
研 究 間 期拠 点 の 整 備
創 造 的 人材 の育 成 と定 着
国 際 協 力 の推 進
開 か れ た科 学 技 術 政 策 の推 進
・研 究 開 発 の重 点 分 野
人 間 社会 系 科 学 技 術 の振 興
産 業 系 科 学 技 術 の 振興
創造 的 科 学 技 術 の振 興
企 画部 科 学 技 術 政策 室
埼 玉 県
埼 玉 科学 技 術 懇 話 会
昭 和 6 3 年 9 月 （平成 2 年 3 月 廃 止）
埼 玉科 学 技 術 懇 話 会 設 置要 綱
竹 内 正幸 （埼 玉 大 学 長）
国、 民間 研 究 機 関 及 び大 学 の 学 識経 験 者 1 0 名
2 1 世紀 に 向け た精 力 あ る創 造 性 豊 か な杜 会 の 形 成 に寄 与す る た め、 埼 玉 県 に お け る総
合 的 な科 学 技 術 政 策 の基 本 的 方 向 に つ い て、 協 議 や 提肯 す る．
・科 学 技術 政策 の 総 合 的 推進 方 策 に つ い て
・試 験 研 究 機欄 の 括 性化 と 今後 の 在 り方 に つ いて
・科 学 技 術 に親 しむ 風 土 の醸 成 方 策 に つ い て
2 1 世 紀 に 向 け た埼 玉 県 の 科学 技 術 政 策 に つ いて
平 成 2 年 2 月
・2 1 世紀 の科 学 技 術 を担 う創 造 性豊 か な青 少 年 を育 成 す る こ と。
・研 究 者 の 交流 及 び 情 報 交換 等 を促進 し、 研 究 開 発括 鋤 を よ り高 め る こ と．
・先 端 技 術 産業 の 集 積 を 図 る と とも に、 地 場 産 業 に 先端 的科 学 技 術 を導 入 する な ど地 域
経 済 の活 性 化 を図 る こ と。
・国 際 化 に対 応 した 地域 づ く り を推進 す る こ と．
・科 学技 術 モデ ル 校 の指 定　 ・工 業 ・農 業 高 校 の 充実　 ・リニ ア モ ー ター カ ー 体験 線 の
設 置　 ・科 学 技 術 館の 設 置　 ・小 ・中学 生 へ の科 学 技 術 の 啓 載　 ・研 究 者 の 交流 促 進
・ハ イ テ ク技 術 者 の 育成　 ・研 究 開宛 プ ロ ジェ ク トの助 成　 ・研究 職 員 の 研 修 制度 の 充
実　 ・ハ イテ ク ・メ ッ セ の建 設　 ・イ ンキ ュ ベ ー タ ーの 蝦 倒　 ・ベ ンチ ャー 企 業の 育
成　 ・研 究 開 発 型 工業 団 地 の 整 備　 ・研 究 顧 問制 度 の 推 進　 ・サ イエ ン ス ・シテ ィー
の 育成　 ・国 際 会 議の 開 催　 ・治 外 研 究 者 ・技術 者 との 交 流 促進
企 画 財政 部 企 画 総務 諌科 学 技 術 担 当
???
石 川 県
石 川 県 技術 振 興 会 瘢
昭 和 5 7 年 8 月
石 川 県 技術 振 興 全 線 設置 要 綱
安 井 武 司 （金 沢 大 教 授）
産 学 官 か ら有 識 者 2 0 名
石 川 県 にお け る 工 業技 術 の 瘢 輿
・技 術 瘢興 に必 要 な 事項 に つ いて の 対応 策 の 提 言
・委 員 会 に対 す る 検 討事 項 の 指 示 とそ の 報 告の 審 議
・そ の 他技 術 振 興 の 推進
頭脳 立 県の 本 格 的展 開
・先 端 企業 、 研 究 所 な どの 立 地拡 大 ， 未 来産 業 の育 成
・機 械 工 業 な どの メカ トロ ・ハ イテ ク化 の 推進
・緯 線 産 業 の 多角 的 な 総 合産 地 化 の 実 現
・ハ イ テ ク パ ー クの 拡 充 と産 業 情 報 ネ ッ トワ ー クの 形 成
・工 業 試験 場 の 近 代 化 案 の策 定
・創 造 頭脳 集団 制 度 の 般 置 （客 員 研 究 員 制 度の 導 入 ）
・先 端材 料 開 発 研 究 室、 電 子 技 術 研 究 室の 設 置
・石川 トラ イア ル セ ン タ 一校 立 案 の提 言
・食 品加 工 実 験 棟 の新 設
石 川 県 工 業 試験 場
富 山県
富 山 県 科 学技 術 会 議
昭 和 5 8 年 1 1 月
富 山 県科 学技 術 会 議設 置稟 綱
柳 田 友遭 （東 泉 大 名誉 教 授 ）
県 内 の 産 ・学等 か ら有 識 者 2 0 名
・県 の科 学 技 術 振 興 の方 向及 び 施策 の在 り方 に 対 す る提 言
・科 学技 術 に親 しむ風 土 の醸 成
・試験 研 究 機周 の 総 合 的 有機 的 連 携 を 図 る ため の 方 策 の検 討
・園等 に対 す る 科 学技 術 対 策 の 意 見 具 申
富 山 県科 学 技 術 プ ラ ン
平 成 3 年 1 0 月
′頭 脳 基 地 富 山へ の 重 要 視点 j　と して
・豊 か な 生 活 の 実現 に 貢 献 す る科 学 技 術 の 振興
・富山 な らで は の科 学 技 術 の振 興
・国 際 社 会 に貢 献 す る 科 学技 術 の 振 興
・フ ロン テ ィア に挑 む 人 づ く り
博 物 飽般 臥　 シ ンポ ジ ウ ム ・見学 会 開 催、 科 学 技 術 白書 刊 行 、 こ ども未 来餉 建 設、 県
立 大 学大 学 院 設 置、 高 等 教 育 振 興財 団 の充 実、 人 材 バ ン ク機 能 充実 他
・研 究開 発 を推 進 す る基 盤 づ く リ
県 立試 験 研 究 機潤 の整 備 ・充 実、 民 間 研 究 所 等誘 致 、 研 究 機 関 の集 積 拠 点 形 成、 交流
施 設整 備
・新 し い科 学技 術 を創 造 す る シ ステ ム づ く り
産 ・学 ・官典 同研 究 促 進、 県 単独 地 域 洗 勧研 究 プ ロ ジ ェク ト推 進 、 国 の 大型 プ ロ ジ コこ
ク ト参 加 ・誘 致、 研 究 コー ディネ ー ト機 能 充 実、 国 際 的 交 流機 会拡 大、 環 日本 泡研 究
関 発 拠 点 形成 、 起 業 家 支 援機 能 強 化、 情 報 シ ステ ム 整 備
企 画 県 民 部 企画 射 整 室
? ? ? ? ?
静 岡県
静 岡県 科 学 技術 振 興 会 議
昭 和 6 2 年 3 月 （平 成 3 年 5 月 廃 止 ）
静 岡県 科 学 技術 振 興 会 議 設置 要 綱
細 井 虎 三 （静岡 大教 授 ）
産 学か らの 有識 者 1 5 名
以 下の 点 に つ いて 審 議 ・検 討 を行 い、 創 造性 豊 か な 科 学 技術 の 振 興 策 に つ いて 知 事 に 提
首 ・報 告 を 行 っ た。
「豊 か な 心 と精 力 あ る 社 会 をめ ざ して － 2 1 世 紀 へ の み ち づ く り ーJ
静 岡 県 に お け る科 学 技 術 振興 施 策 の 基 本 方 向
平 成 2 年 1 月
t 科 学技 術 振 興 の ため の 基 盤 整 備 のあ り方
・産 業括 性 化 の た めの エ レク トロ ニ クス 技 術 の活 用 策
・研 究開 発 機能 高度 化 を中 心 と した情 報 化 の あ り方
・静 岡県 科 学技 術 振 興 財 団 の 設立
・研 究 開 発 高度 化 促 進 の た め の ネ ッ トワー ク の確 立
商 工 労働 部 工 業 立 地技 術 課
山 梨 県
山 梨 県 科学 技 術 会 議
平 成 3 年 1 0 月
山 梨 県 科学 技 術 会 議 設置 要 綱
大 村 智 （北 里研 究 所所 長 ）
有 識 者 1 5 名
・山 梨 県 の科 学 技 術 振興 の基 本 的 方 向、 そ の他 科 学 技 術 に関 す る 事項 に つ いて 知 事 に 膣
言、 助 首 を行 う．
山 梨 県科 学 技 術 政 策 大綱
平成 4 年 3 月
・創 造 性 豊 か な 文 化 的風 土の 実 現
・豊 か な県 民 生 緒 の 実現
・自然 と人 間 が 調 和 した快 適 な 県 土 の実 現
・特 色 あ る産 業 構 造 の実 現
・国 際 交流 、 国 際 協 力の 推 進
・地 域 科学 括 動 の 展 開
・参 加 ・体 農 型 の 学 習施 設 の設 置
・教 育研 究 中枢 拠点 の鰹 備 及 び 交流 施 設 の 整 備
・研 究 者の クラ ブ 的 な組 織 と して の ア カデ ミー の 設立　 な ど
企 画 県 民局 企 画 課
???
大 阪 府
大 阪府 科 学 技 術 懇 枯 会
昭 和 6 1 年 1 2 月
大 阪 府 科 学技 術 懇 館 全般 庫要 綱
産 学 官 か ら有 識 者 7 名
科 学技 術 振 興 の あ り方 等 に つ い て知 事 に提 言
大 阪府 研 究 開発 大綱
昭 和 6 3 年
・地 域 の 括性 化 に資 す る
・府 民 生 活 の 向上 に 資 す る
・国際 化 に 資 す る
・研 究 開 朔 力 を総 合 的 に 搾押 し てい くた め の府 の 役 割
・府 立 試験 研 究 機 関 の 活性 化 につ い て
商 工 部工 業 課 技 術 娠興 皐
京 都府
京 都府 科 学 技 術 審議 会
昭 和 3 6 年 9 月
京 都 府 附 属 機関 般薗 条 例
学 識 経 験 者 1 5 名
科 学 技 術 の 振興 に関 す る 討 査研 究
科 学 技 術 振 興対 策 の 審 議
（特 に策 定 して いな い ）
・文化 学 術 研 究 拠 点の 担 倒
・産 単音 交 流 の 促 進
・京都 産 業 技 術 薪 興基 金 （仮 称 ）の 創 設
・産 学 官 共 同利 用施 殻 の 検 討
商 工 部 商 工 振興 課
? ? ? ?
広 島 県
広 島 県科 学 技術 振 興 会 議
平成 4 年 6 月
広 島 県科 学 技術 振 興 会 議 設 置要 綱
古 田典 司 （広 島 大 学長 補 佐 ）
産 学 官 か ら 1 7 名
次 の事 項 に つ い て審 議 し、 知事 に提 言
・科 学 技 術 の振 興 に係 る 基 本 方 向 に関 す る こ と
・科 学技 術 の振 興 に係 る 施 策 に 関 する こ と
・そ の他 科 学技 術 の振 興 に 関 す る こ と
r広 島 県 に おけ る科 学 技 術 振興 の 基 本 方 向 に つ いて （仮 称 ）」 の 策 定 作業 に着 手
商 工 労 働部 工 業 技 術 課
兵 庫 県
兵 庫 県 科 学 技術 会 議
昭和 6 1 年 7 月
兵庫 県 科 学 技 術会 議 設 置 要 綱
熊谷 信 昭 （大 阪 大名 誉 教 授 ）
産 学 官 か ら有 識者 2 1 名
以下 の 点 に つ い て知 事 に 提 言
・科 学 技 術 嶺 興 の基 本 方 向 及 び総 合 的 推 進 に 関 す る こ と
・科 学 技 術 の ニ ー ズ、 シ 細ズ に 関 す る こ と
・そ の他 科 学 技 術 振興 に 関 す る こ と
兵庫 県科 学 技 術 政策 大 網
・県 民 生 活 の 向上 と地 域 軽 済 の括 性 化
・地 域 の 特 性 を生 か した 基 礎 研究 の 重 視
・総 合 的 科 学 技術 政 策 の 展 開
・科 学 技 術 振 興拠 点 の 整 備
・基 盤 的 研 究機 関 の 形 成
・県 立 拭触 研究 機 関 の 拡 充 整備
・国 際 社 会 との ネ ッ トワ ー ク化 の 推 進
・創 造 的 人 材 の育 成 と定 着
企 画 部 企 画 参事 （科 学 技 術担 当）
? ? ? ? ? ? ?
山 口県
山 口県 科 学 技 術 振興 会 議
平 成 3 年 5 月
山 口県 科 学 技術 振 興 会議 設 置 運営 要綱
田 中良 平 （東 京 工大 名 誉教 授 ）
産 学 官 か ら 1 2 名
次 の 事 項 に つ い て知 事 に提 言
・科 学 技 術 振 興 に関 す る基 本 的 かつ総 合的 な 政 策 に 関 す る こ と
・県 試 黒 研 究 機 関の 活 性化 に 関 す るこ と
・その 他 科 学 技 術の 振 興 に関 す る こ と
r 山 口県 に お け る科 学技 術 振 興 の基本 方針 （仮 称） 」 の策 定 作 業 に着 手
商 工 労 蘭 部工 業 振興 素
資料：「都道府県における科学技術指節の概要」（第2回地域科学技術政策会合）から作成
4　各地域科学技術関係経費の比較
本章では、平成4年1月に実施した、各都道府県及び政令指定都市に対する調
査結果を中心に、各地域の科学技術関係経費の比較を行う。（ここでいう「地域
の科学技術関係経費」とは、今回調査した都道府県及び政令指定都市の支出した
科学技術関係経費を指しており、政令指定都市以外の市町村、民間企業、国等の
他のセクターの支出経費については今回の調査分析の対象としていない。）
まず、都道府県、政令指定都市が支出した科学技術関係経費の総額及びその内
訳（所管部局、設問項目、公設試）の概要を述べた上で、主として都道府県を単
位とした科学技術関係経費の比較を行う。
4．1地域の科学技術関係経費
（1）地域の科学技術関係経費の総額
今回の調査では、科学技術に関係した24項目の問を設けて（表　4－1－4　参照）、
都道府県及び政令指定都市の平成2年度決算額を調査した。回答のあった45都道
府県、7政令指定都市弓主4．日の科学技術関係経費総額は、約　4，924億円であり、そ
の平均は、1都道府県当たり約100億円、1政令指定都市当たり約　59億円であっ
た。（表　4－ト1参照）
表4－1－1都道府県、政令指定都市が支出した科学技術関係経費
TabJe4－1－1　　　S＆TBudgetofLocalGovemments　　　　　　（平成2年度、百万円）
（1990Fr′血11⊥ony望l）
回答都道府県 回答政令指定都市 計
Re卿 叫
P工e負∋CtuヱeS
陸Sp軸
年給C迂1∝lClt肺★
Toヒal
科学技術関係経費
鎚で如鴎眈
451，392 40，963 492，355
平均
短叩
10，031 5，852
都道府県及び政令指定都市が支出した科学技術関係経費の総額（推計）
竹光al鎚で疇t of hxB⊥（あⅥ潤だ忙S（est血虻の
573，244百万円
muユion y訂l
＊C⊥ties whichhavehighergovemabiiitythm ordimrycities，desigruted坤a goverTd
O工工迫皿．
（注4．1）
今回の詣変では、都道府県で、東京都と長崎県の2都県、政令篤志都市で、札幌市、桂浜市、名古屋市、福岡市の4市
からの回答が得られなかった。
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後述（4．2）するように、この科学技術関係経費の内、都道府県の「経常的
な経費」r注4．2）については、財政歳出、研究者技術者数、人口、県内総生産との相
関が認められる（相関係数　0．722～0．678）ので、この4つのパラメーターを使っ
て都道府県及び政令指定都市が平成2年度に支出した科学技術関係経費を推計偵
4．3）すると、その推計総額は約5，732億円となった。
科学技術庁のとりまとめを元に算出した、国の科学技術関係予算総額は、平成
2年度で約　2兆1，407億円煉れ4）となっており、その26．7％に相当する経費を都道府
県及び政令指定都市が支出しているという計算になる。
（注4．2）
今回漁賛した科学技術開儀経費の内、年度による変動か大きいと考えられる「公設試綴研究機属の再編整備経費j　と、
機関の所有の有無による変動が大きいと考えられる「公立の高等教育機内に係る経費」を醸いたものを、「経常的な経費」
として取り扱った。
（注4．3）
今回行った推計方法は以下の通り。
①都道府県の科学技術開係経費の内、「経常的な経費」については、財政歳出、研究者技術者数、人口、県内組生産の
4つのパラメーターそれぞれとの直線回帰により国答のなかった2都県の金顔を算出した。（4つの買った数値が算出き
れる）
◎都道府県の科学技術関係経費の内、「経常的な経費以外の経費」については、回答のあった45道府県の単純平均値を、
回答のなかった2都県の会読とした。
◎政令穂定都市の科学技術同族経費については、財政歳出、人口、工業製造品年間出荷額等、課税対象所得譲のいずれ
のバラメ∵ノターとも相照が認められなかったため∴1回答のあった7政令指定辞市の縫紋の］’／，倍を政令指定都市主体の
科学技術関係経費とした。
◎以上の方法から得られる科学技術開係経費の合計値（4つの数値）の単純平均値をもって、都道府県及び政令指定都
市が支出した科学技術雨係経費の推計値とした。
（注4．4）
科学技術白書に公表されている「国の科学按楠関係予算（科学技術庁試算）」（1兆9，2的億円、平成2年度）は、大学
の人件費を58％算入で計算している。ここでは、都道府県及び政令籍定都市に対して行った調査及び、後にみる総務庁統
計局「科学技術研究諭査報告」との整合性を詞るため、同「科学技術研究詣査報告」から算出Llた人件費5四％を加算して
国の科学捜術関係予算組頭とした。
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また、総務庁統計局の「科学技術研究調査」では、使用研究費の支出源という
形で、国・地方公共団体の支出した研究費が調査されているが、同報告（平成3
年）によると、国・地方公共団体が平成2年度に支出した研究費は約1兆9，901億
円（自然科学系のみ）となっており、その内、国の支出額は約1兆6，438億円で全
体の　82．6％、地方公共団体の支出額は約3，464億円で全体の17．4％（注4．5）とな
っ　ている。
都道府県及び政令指定都市の「科学技術関係経費」、国の「科学技術関係予算」、
そして科学技術研究調査報告による国及び地方公共団体の「支出研究費」と「内
部使用研究費」、これらの4つの費目の関係を図示したのが図　4－ト1である。図
の1番左が「科学技術関係予算（経費）」だが、その内実際の研究費に支出され
ているのは、国が　76．8％、地方公共団体が　60．4％であり、残りの部分は、国際
協力や国際交流事業、啓蒙普及事業、研究開発型企業の誘致育成事業、各種補助
金、関係一般行政費など、研究以外の関連事業に充当されているということがわ
かるC　また、支出研究費の内、国・地方公共団体の内部使用研究費に回されるの
は、国　82．6％、地方公共団体
94．7％となっている。
（注4．5）
絶務庁統計局の「科学樟術研究調査」においては、タト部からの受け1、れ研究費、外部への支出研究費の項目において、
「匡ト公立大学」、「国・公営の研究機閏」など、国と地方公莱団体の区分か明確にできないものが含まれているが、そ
の部分については、それぞれの内部使用研究費（例えば国立大学の内部使用研究費と公立大学の内部使用研究費など）の
比率を用いて持分を行った。
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図日トト1　国及び地方公共団体の科学技術関係経費（予算）と支出研究費、内部使用研究費（平成2年度）
Rgure4・1・1S＆TBudgetsandR＆DExpenditures（CentralandLocalGovernments，1990FY）
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なお、国の「科学技術関係予算」に含まれている都道府県政令指定都市に対す
る補助金は、平成3年度予算で総額約　283億円、科学技術関係予算総額の1．4％
となっている。（注4．6）（表　4－ト2　参照）
表トト2　都道府県政令指定都市に対する補助金
Table4－1・2　S＆TSubsidieStORegJOnalGovernmentsbyMinistries
（平成3年度、百万円）
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一方、回答のあった45都道府県の科学技術関係経費についてみてみると、その
支出総額約　4．514億円は、当該45都道府県の財政歳出総額（平成2年度）の1．26
％に相当し、当該45都道府県の県内総生産（平成元年度）の0．13％に相当してい
る。（表　4－2－2　参照）
ちなみに、国の科学技術関係予算については、一般会計計上分について、会計
総額の1．36％（平成3年度当初予算）となっており、科学技術関係予算総額の対
G N P比は0．53％（前記平成2年度予算総額を平成元年度G N Pで除した）とな
っ　ている。
（注4．6）
財政調査会編集「平成3年度補助金砲覧」及び科学技術庁「平成4年度科学技術関係予算概算要求の概要jより善出し
た。
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（2）地域の科学技術関係経費の内訳
本節では、回答のあった45都道府県及び7政令指定都市の科学技術関係経費に
ついて、「所管部局別内訳」、「調査の設問項目別内訳」、「公設試験研究機関
関係経費の内訳」という　3つの視点から、その内訳を概観する。
①所管部局別内訳
まず、所管部局別の内訳であるが、各都道府県、政令指定都市には、様々な名
称の部局が存在しており、その所管区分も必ずしも同一ではない。本調査は、所
管部局を「商工系」、「農林水産系」、「環境・土木系」、「保健・衛生系」、
「県民・生活系」、「教育系」、「企画・総務系」の7つの部局系に区分するこ
と　としたが、実際の部局名と本調査の部局区分との対応関係は、表　4－主3　の通り
である。例えば、「保健環境部」のように、今回設定した部局区分をまたがる部
局の場合は、回答された事業内容に応じて、事業単位で部局区分を行った。従っ
て、いくつかの部局名が同時に複数の部局区分に対応している。
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表トト3　部局名一覧
1bbb4－1－3　LisleHe障れmen Nan檜S
部局区分 実際の部局名
［bnl加 t Cla331flcatlon 丸文ual 加nl加 rた　陶憮1
商工系 経済局 （7 市）　　　　 経済労働部 （1県）　　 社会層 （1県）　　　 商工観光労働 部（1 県）　 蕗工 務 （9 県）
0コWm and h 血stql む°nO肩uC3叩 岬 clheよ　　　 もonon C鄭d h h rD甲叫 p雨．）So白山叫叫Ipd ・）　　　 C°mln附Ce．h du 町．T°lm ld c珊 C°山 h血咄 叫
h lh D■pL（lp巾r・）　　　　　 P P糟ね．）
商工労働開発部（1 県）　 商工労働観光部（4 県）　 商工労働部 （30県）　 労働部 （4 県）
0 m mm ．h 血u 叩．1－b rd　 C伽m一陣rCq h du．汀y．1－b rm d　 Cm 叫 h du 坤 肋dhk h h rh pL（4pnk 〉
DeYtlopm en【D∞【ィ1両 ．1　　 T°uruID印し（4肺 ．l　　　　　　 D ∞t．ロ0肺 ．1
農林水産系 経萌局 （1市）　　　　 経済労働放水産課（1県） 水産局 （3 県）　　　 水産部 （4 県）　　　　 水産林業部 （1県）
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d Fl血 d eS Pu肺 －D vuion（lp陀I・）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （1p柁0
水産林務部 （1県）　　 農業水産部 （2 県）　　 農政水産部 （1県）　 農政部 （ユ4県）　　　　 農 地林務蕗 （2 県）
Fbh肺．一肌dFoIu りD甲L　　 ▲gnc山n調n dR s肺 q 随PL　 A鮮ICd血 m d Rsk n出　　 AgICd 山eh pL（14p爬血）　 ▲伊の血m lL■ndd h 咄
（lp止）　　　　　　　　　 P p肺 ・）　　　　　　　　　 Ih pq l画 ・）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 叫 pの ・）
農務部 （2 県）　　　　 農林水産部 （16県）　　 農林＄ （8 県）　　　 林業水産部 （3 県）　　 林政部 （1 県）
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林線水産部 （2 県）　　 林鹿 部 （7県）
P°托す■y ．nd R k n蜘DEPL　　 P㈹ 叫 Cb 叫Tpn．r－・）
√2unlr3．1
環境 ・土木系 衛生環境部 （2 県）　　 環境局 （1県 1 市）　　　 環境事業局 （2 市）　 棟境部 （5 県）　　　　 環境保健局 （1 市）
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徹 也 P 匹血・）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 B叫 lc岬）
環境保健部 （12県）　　 環境保全局 （1市）　　 企画県民部環境藍備譲（1県） 速 築部（1 県） 住宅局（1市）
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D甲叩 2匹血・）　　　　　 （Icily）　　　　　　　　　　 m M聞爪h叩け叱m m H h朋の叫 p帽の　 D甲亘】p柁り
住宅都市格 （1県）　　 生活環境部 （2 県）　　　 土木部 （12県）　　　 保健衛生紡 （1 県）　　 保健環境部 （6 県）
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Dcvtlo切11“l［D 叩【．（lo陀Ll　　 ［kpl．r2tIrdL1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日p柁H　　　　　　　　　　　　　 DcpLr69柁rJ．1
保健 ・衛生兵 衛生環境漆 （3 腺）　　 衛生局 （4 市）　　　　 衛生部 （7 県）　　　 下水道局 （1市）　　　 環境保健局 （1市）
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P p柁h・）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 Bu贈叫lclサ）
環境保健部 （5 県）　　 健康 福祉部 （1県）　　 公営企業管理局（1 県） 厚生部 （4 県）　　　　 水道局 （3 市）
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清掃局 （1 市）　　　　 生活福祉部 （1県）　　 福祉保健訪 （1県）　 保健衛生部 （2 県）　　 保健環境部 （14県）
SはYも叫声け3un 1叫 city）　　 hlbhch 年m dW clrre DもpL　　 PubhcW dh椚＝mdHb止血　 PubhcW elfn m dM d d n pLh bhcHの山h t“日もⅣirm 噺t
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保像局 （1 市）
PutIbcHb山h Bu几1d lcltYl
県民 ・生活系 県民生活 部 （2 県）　　 県民部 （1県）　　　　 交通局 （1市）　　　 滑防局 （1市）　　　　 生活環境部 （2 県）
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恥1fare ［kpq2 pd J・）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （lc吋）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 加pq 2画 ．・）
生活福祉部 （1県）　　 生活文化総室 （1県）　　 生活文化部 （1県）　 民生局 （1 市）　　　　 民生 缶 （1 県）
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教育系 教育委員会（15県 5 市）　 教育局 （1 県 1市）　　 教育庁 （6 県）　　　 県立大学準備事務局 （1県）
Ed．一ニaC1°n B。ゼdd Educlum （15p肺 ・．　 Educ．も。れ加矧叫lp爬r．lc吋）　 E血clb仇A卿 cy（6p－の・）　 h bhcUnlYm サ▲叩 醜t
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市立大学事務局（1市）
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企画 ・総務系 企画開発部 （2 県）　　 企画管理局 （1 県）　　　 企画局 （1 県）　　　 企画県民沸 く1 県）　　 企画財政部 （2 県）
Pl叫 甜d 如h k止stra－ Ph几m噌tn　h Ⅶ1坤m軌lh pL PIM 叩 hれdM 叫 押 餌IBu帽山 Ph m 喝Buta叫1画 ・）　 Plm ngn dCm u岬 Dq几　 Plm 増山 E Kd ▲斤h r．
tlcn P p陣は）　　　　　　　　 （1匹が・）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （1両 ・）　　　　　　　　　 D甲叫2Ft血・）
企画振 興部 （2 県）　　 企画推進局 （1 県）　　 企画総室 （1県）　　 企画調整部 （4 県）　　 企 画缶 （10県）
Plm ngm d加 moもcn DepL　 Ph uu叫鮒dh motOn3um n　 Plm ngC血 も慣αfi鴎 Phnnl㍗m dC血 u血0九叫 P叫 叫 （10匹由・）
P p陀f，．）　　　　　　　　　 （lp鵬r・）　　　　　　　　　 （lp丘f・）　　　　　　　 （4pn h・）
計画局 （1市）　　　 総務 部 （17県）　 知事公室 （1県）　 地域振興部 （1 県）　 むつ小川原 開発 室（1 県）
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図　4－1胃2　が、都道府県計、政令指定都市計及び全体計について、科学技術関係
経費の所管部局別の内訳（比率）をみたものである。（所管部局別の経費の金額
及び構成比の異体的数値については、表　4－1－4　及び　図　4－1－3　参照）
都道府県については、「農林水産系」の部局の所管が一番多く　なっており、
「農林水産系」（40．2％）と「商工系」（26．3％）の2つの部局で科学技術関係
経費の約3分の2を所管している。
一方、政令指定都市では、「農林水産系」の比率は極端に少なくなり（0．8％）、
代わって、「教育系」の部局の所管が一番多く　なる。「教育系」（39．4％）と
「企画・総務系」（28．2％）で約3分の2　となっている。
全体としては、「農林水産系」3分の1強（36．9％）、「商工系」4分の1強
（25．5％）、「企画・総務系」6分の1弱（15．9％）と、3つの部局で約8割を
構成しており、以下「教育系」、「保健・衛生系」、「環境・土木系」、「県民
・生活系」となっている。ここで、「企画・総務系」の比率が比較的高く　なって
いるのは、公立大学等の高等教育機関に係る経費の一部及び公設試験研究機関の
再編整備関係経費の一部が「企画・総務系」部局に所管されていることなどによ
る。
図4－1－2　科学技術関係経費の所管部局別構成比（平成2年度）
Figure4－1－2　S＆TBudgetsbyDepartment（1990FY，Shares）
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表トト4　科学技術関係経費の内訳（部局別）
Table4－1－4　S＆TBudgetDetailsforPrefecturesandSpecifiedC雨es’（Classifiedbydepartments）
（1）都道府県　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成2年度、百万円）
P血u工eS　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1990Fy′mLl⊥imyen）
部局名 科 学技術 関係 経 費 構 成 比
3 S丘で坤 亡 独 3
商工 系 om rα 甜d 工：触 Ⅳ 118，631 26．3％
農林 水 産系 勾rin dtlユ把．Fo工田tⅣ ad FIsl思血班 181，528 40．2％
環 境 ・土木系 nW im 虹 and Pubユ⊥C 恥rb 21，599 4．8％
保 健 ・衛 生系 旭 ic 丑≡止とh ぉ出 損Ⅹ址cal 29，853 6．6％
県 民 ・生 活系 0 血 上y 訂d 地 ユ⊥C 恥1fare 14，421 3．2％
教 育系 出 血 d m 18，478 4．1％
企 画 ・総務 系 pl叫 a出 血 止stratim 66，881 14．8％
都 道府 県計 p工efec亡、江≡止 でotals 451，392 100．0％
（2）政令指定都市　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成2年度、百万円）
S芦に迂土のnt⊥es★　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1990Fr′肺⊥ユ⊥onyerl）
部局名 科学技術関係経費 構成比
快画 ヒS S丘で坤 亡 盟Ⅵ皿eS
商工系 C加m m e and 二m五BtTy 6．869 16．8％
農林水産系 勾rln 止tu氏，Fo工eStTy and F⊥sher 田347 0．8％
環境 ・土木系 取Ⅳim nt a通 知bl⊥C 恥rkS 2，447 6．0％
保健 ・衛生系 抽 h c fkalth and 掩血Ga1 3，567 8．7％
県民 ・生活系 、GJm 皿止y and nわ1⊥C 恥1fa工e 7 0．02％
教育系 血 m ヒkn 16，155 39．4％
企画 ・総務系 pl皿Iー止喝 and 出血止strat m 11，571 28．2％
政令指定都市計 S匹 上丘d e止y Tot止S 40，963 100．0％
（3）全体　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成2年度、百万円）
Tbとal　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1990汀．mill⊥on卿）
部局名 科学技術関係経費 構成比
S S丘で坤 と 加 eS
商工系 om m e 弧d h 血鏡野 125，500 25．5％
農林水産系 勾rim ltu氏．Fon StⅣ 訂d F⊥S施工kS181，876 36．9％
環境 ・土木系 加 im －en亡甜d 姐 ic 恥工b 24，046 4．9％
保健 ・衛 生系 咄 1⊥C 胞 止也 訂d 掩血cal 33 ，420 6．8％
県民 ・生活系 m m 皿軸目元用地1⊥C 恥1ね氏 14，428 2．90％
教 育系 改玩出血 34，633 7．0％
企 画 ・総務系 plarm i叩 訂d 皺h h i放血 ∞ 78，451 15．9％
全体計 Gr訂d 旭 492，355 100．0％
★（ユt⊥eswl止dlhⅣel止すergove正n慮止11匂血no叫dヒk浮′由Si卯t∝l
lYagOVemヒ0工血∫即胱．
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図トト3日　所管部局別科学技術関係経費（平成2年度、都道府県）
F吟Ure4－1－3（1）　S＆TBudgetCJassJfiedbyDepartrnen叫1990FY．PrefechJreS）
商工系　　　農林水産系　環境・土木系　保健・衛生系　県民・生活糸　　　教育系
Comwはmd A伊血血ら　hvhm班l hblicHd血　Co咄－1unityーl　】油血潮
hduSはy FQ甘eSむyガd　　題JdhbIic mdMdid PublicWclf耳c
Fi血mcS W軸　　部　局　名
DEPARTMENT
企画・総務糸
Pl▲nnlng町d
A血nbis血0の
図1－卜3（2）所管部局別科学技術関係経費（平成2年度、政令指定都市）
Figure4－1－3（2）S＆TBudgetClass．FiedbyDepaTtr閥ntS（1990FY，SpeclfIedCitJeS’）
商工系　　　農林水産系　環境・土木系　保健・衛生系　県民・生活糸　　　教育系
Co芯∽d　㌫　慧芯t　慧怠慧慧霊芸霊霊　恥血i珊
Rののが　　　Wo間　　部　局　名
企画・総務系
Ph汀11mg且nd
人血血i5は敲ion
DEPARTMENT
t Cltles肺1dlhll杷hlくわer卿の11比y亡bn o血ry cltles，由痺嘘edby a卵m脚t OrdW聡．
図トト日3）所管部局別科学技術関係経費（平成2年度、全体）
Figure4－1－3（3）SaTBud伊tCIasslnのbyDe関山rne叫1990FY，Total）
商工系　　　農林水産系　環境・土木系　保健・衛生糸県展・生活系
C〇・一据cc財d Aのmlurげ　馳Y肺　hhlicIId血　C脚11通り鮒d
hlh細γ　　　嘲y山　　　車■dhblic dMdkd h心IicWcl短e
Fiののが　　Wdb　部　局　名
DEPARTMENT
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企画・総務系
Pl鯛血g皺Id
A血nhi細山on
②設問項目別内訳
次に、調査の設問項目別の内訳であるが、前述したように、今回の調査では24
項目の質問を設けたが、ここでは、それを8つの項目にグルーピングし（表　4胃1
－5）、その項目別の内訳をみることとする。
表4－1－5　設問グルーピング表
．b血e4－1－5SuⅣeyOnRegbndS＆TBud ets Ouesが0nn肺I細S
区　 分 グルーピングした設問項目名 調査票上の設問項目
Classlfica亡10nI亡em C亡叩 rles Survey Q戎10n Items
機関の設置運営
公設試、大学等 （行政枠内）
公設試験研究棟蘭の運営 （Q l ）
伽 卵 nt Of 抽 u⊥ic Research h 5ヒ止止1m 5（Qll
公設試験研究機関の再編整備 （Q 6）
Govem 陀n亡　恥⊥at銭：l
工nstltl止⊥ons
R氾r甲山zat10n Of Pの11c fbsearch InSヒ1tu亡iQnS（06）
公立理科系大学等高等教育機関の運営 （Q 2 ）
肋 卵 rl亡Of f止如 r 故山cat⊥ondユOr甲nS（Q2）
財団、3 セク等 （行政枠外）
財団or3 セクの研究機関 （Q 4 ）
Es亡の1⊥S血 ard 旭n卿 EsLibl⊥S血 がd 抱卵 Of なⅣem 陀nヒーaff山 ed
of Instlt止lons Ibsearch 工nstltu亡ions伯引
財団or3 セクの研究開発支援機関 （Q 7）
Exヒra「卯 m 亡∂ユ Esヒのu sh佗n亡ad 随 卵 rlt Of G〇Vem 陀nt－affll⊥a亡の
工nstltu亡10nS 鮎D Sl］押⊃rヒ缶はituヒ10nSl佗7）
科学技術振興基金 （Q 8）
S丘でPrm 〇亡⊥on n血 （08）
諸施策の推進
指導、支援、誘致
地元企業の技術開発支援、高度化支援 （Q lO）
SL窮Orヒto 矩dunol喝1G止［ねveloFre蛇 ard 肺 n亡
Of k al Firm （QlO）
地元企業に対する技術相談、指導 （Q 12）
Cor匹rate Su暮）0止′　工nvj上a亡10n
a∝ドhcl血と10n
Tbchnoicqical Aおice ∂∫d Gui血rlC碧for IβCa＿1FirTTLS（Q12）
研究開発型企業の誘致、育成支援 （Q ll）
Invlta亡lon or 工n血 tion of 鮎D Flm （011）
研究交流等ネットワーク形成
産学官の研究交流 （共同研究等） （Q 13）
SU押⊃r亡t0 1もsearch lnteraCtlon　けrdust工y －Acd血l上る一
触 m t）（013）
民間の研究交流促進 （異業種交流等） （Q 15）
Prcmoヒlon of 馳SeSrCh 工n亡erac亡10n h1Prlvate ミkcLOr
（Inとer⊥∂bora亡○工Y etC．H Q15）
科学技術情報の提供 （城外とのシステム） （Q 14）
prQm 亡⊥on o　Ⅵar OuS ProjecヒS Research Interactlon ard
N∋tWO叫
Offer of S丘で工nfom 亡lon （b忙ernal Sys亡即日Q14）
国立研究機関等への資金拠出 （Q 9）
坤 1℃址ure to Central なⅣem 聡n亡al Research Insヒ止u－
t⊥ons（Q9）
医療機周への研究補助 （Q 3 ）
ReseardlSのsldks to 岨 cal 工n或止uClons（Q3）
国際交流の推進
国際交流推進拠点の整備 （Q 19）
Setti昭一lp Sヒa亡10nS for I虎em tlonal Qプq準r庇lon（019）
国際交流の推進 （研究者受入支援等） （Q 20）
PrQ¶〇ヒ⊥on of Ir忙em C10nalPrm く丈lon of I虎ernationa1 C嘩 ratlon （恥Seard－2rAc－
Co－くp2ration 喝亢ance′S呼声）工t e［C．）伯20）
人材育成の推進
Prcm〇ヒlon of 伽 随source
専門技術分野の人材育成 （Q 17）
随m 鞄squTCe 蜘 1q組 b r 鴎箕氏SくQ17）
若手研究者の育成施策 （Q lg）
［bvel叩 亡 Hm 恥5∞ e ［kvelqme此 Of Y叫 声r 馳searcb rs（Q18〉
科学技術政策の総合的な推、
総合的な展開
科学技術政策の総合的推進 （Q 21）
G≧reralPrq嘘lon of SふT Pollq′（021）
研究開発促進制度 （例．科研費） （Q 23）
Qヨneral Prm cたlonPrqKたiQn Sy立em Of 鮎D （Slのsl血es m ミkle此iflc
触 る工℃h．e［C．）的23）
特定課題解決のための調査研究 （Q 24）
Gmeral Prm にたlon ofS丘で
Pd⊥cy
工r埠11工Y aId Ibseaヱてh on S匹 iflc Prの1部IS（024）
啓蒙普及
県民理解の醸成 （Q 22）
PrqKたicln Of 地 r叫 訂d 匁ブコ画 融 Of CltlォenS
伯22〉
科学技術教育の充実 （青少年、生渡教育） （Q 16）
Pl血11c Urにbrstaは止ng a∫d PrQmCたlon of S石で肋 亡ion　は∞喝er 蓋neraとOn and
Prm 庇 On Of ShT 1⊥felc叩 地組ヒon）伯16）
自然科学系博物館 （Q 5 ）
肋 胞 unS（QS）
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図　4－ト4　が、その内訳（比率）で、全体的に「公設試、大学等」の占める比率
がかなり高い。（設問項目別の経費の金額及び構成比の具体的数値については、
表　4－卜6　参照）
都道府県では、科学技術関係経費の84．0％、約　3，811億円が公設試、大学等の
研究機関の運営充実のための経費に充当されている。
政令指定都市では、「公設試、大学等」の比率は約半分（49．3％）まで低下し、
国際交流や啓蒙普及関係など、やや分散した経費配分となっているが、全体では、
科学技術関係経費の8割強（81．1％、約　4，013億円）が「公設試、大学等」によ
って構成されている。
本調査では、「公設試、大学等」の項目のみが人件費を含んだ経費計上となっ
ているが、人件費を除いた構成比においても、「公設試、大学等」は全体の7割
弱（68．2％）を占めており、金額にして約　2，006億円の経費が投入されている。
図4－1－4　科学技術関係経費の設問項目別構成比（平成2年度）
Figure4－1－4　S＆TBudgetsbyQestionnaireItems（1990FY，Shares）
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政令指定都市
S謎にifld Cities★
人件費を除く計
ToLal e吋
Personrel蝕pm已S
鼠別法盈伽血g
B総合的な展開
GcncmlPmmodon
囚人材育成の推進
封一山PromolionorS＆T
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表1－1－6　科学技術関係経費の内訳（設問項目別）
Tabb4－1J S＆TBudgetD朗aib orPreedUreSandSpecifiedCiIies’（CJassjfi由byQueslioTrnaj伯Jtem＄）
（1）都道府県　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成2年度、百万円）
Pエビ如lユpeS　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（19Ⅸ『Y，mlllionl喩n）
設 問項 目名 科学技術 関係経 費 構成 比
OJeStiom 止re Iヒems ． S丘で鼠】d声亡 抽 S
公 設試 、大学 等 （行 政枠 内） QⅣきm nt Re a亡ed　nstk uLlons381．120 名3．99％
財 団、 3 セ ク等 （行 政枠外 ） ぬたra車gPVerm 亡山 工ns亡止utions 11．693 2．58％
指 導、 支援 、誘致　 缶rp m Ce Su卿 虎．工nvlh とim d In血 とim15，830 3．71％
研 究交 流 等 ネッ トワーク形成 Rese鑑の　 nterac亡ion 訂d Net㈹rh n冒5，385 1．19％
国 際交 流 の推進 prQm 亡lon of 工n亡em 亡iom l Col準 ra亡ion 4，593 1．0 1％
人 材育 成 の推進 prqm ヒ10n Of Fhmむ－Re∽し】廿日∋C絵Vel甲把nt 15，575 3．43％
総 合的 な展 開 Q∋柁rd prqm Lion 5、335 1、18％
啓 蒙普 及 軸 11c U 上転rS亡ard ng and prQm ヒ10n Of s丘で 13，254 2．92％
都道 府 県計 pre簸土urよL ToLd 1∝）．（X）％
加5LmisJlO亡eqL】且1亡○亡be tOtal S丘で坤亡肺use of dn血1e classification
（2）政令指定都市　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成2年度、百万円）
5匹d丘のC止iest　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1990Fy′　r止1110nyen）
設 問項 目名 科 学技術 関係 経 費 構 成 比
恥 5ヒlonnaire Ite汀6 S‘T 坤 亡 Shl工eS
公 設試 、 大学等 （行 政枠 内） 伽Vern陀n亡Relaヒed Instiヒu亡ions20．2 18 49．29％
財 団、 3 セ ク等 （行 政枠外 ） ExLral可W ern陀n亡d InStltu亡10nS2，240 5．46％
指 導、 支援 、誘致　 corp r舐e SuR カrt′工抑止ation a山 王n血 tion3，394 8．27％
研 究交 流 等 ネッ トワー ク形 成 Re認証の interact10n 訂d Ne亡WOrkl呵335 0．82％
国際交 流 の推進 pm 血 ion of Inヒem tlonal Co一〇㌍ratlon10，938 26．67％
人 材育 成 の推進 pr卸〇ヒh n of nm ResoW ∝ De喚10F 肥nt 221 0．54％
総 合 的 な展 開 Ge佗rd prm 〇Llon 85 0．21％
啓 蒙 普及 R のIic U肺 rstd ln冒a雨 Prm Cion or S丘で 3，589 8．75％
政令 指 定都市計　 S声にifld C止y To亡山 1（X）．鵬
加sLTnis not呵ユal LO止紀LOヒd S丘で坤亡bきCauSe Ofのuble dasslflca亡ion
（3）全体　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成2年度、百万円）
ToLal　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1990Fr，n止11lon yen）
設 問項 目名 科 学技術 関係 経費 構 成比
紬 St10nnaire I亡er旭 S丘で坤 と S肺 S
公 設試 、大学等 く行 政枠 内） Goveロm nC 只ela亡ed Ins亡止u亡ions401，338 81．11％
財 団、 3 セ ク等 （行 政枠外 ） EK亡ra㌣∞ern陀nヒal 工ns亡1m th ns13，932 2．82％
指 導、 支援 、誘 致　 co工p raヒe Su卿 氏，工Ⅳ止ad On 訂d 工nq血 亡10n20，223 4．09％
研 究 交 流等 ネ ッ トワー ク形成 Re蟄誠の inLeraC亡ion 訂d Ne亡WOrk nq5．720 1．16％
国 際交 流 の推 進 pr（m 亡10n Of 工n亡em Lb r血 Co一一〇匹r山 on 15，532 3．14％
人材 育 成 の推 進 pr（m tlon of Hu棚 Resαm e ［冶Vel甲 肥nt 15．797 3．19％
総 合的 な展 開 Ge陀ral prm tlon 5，420 1．10％
啓 蒙普 及 Pの1ic U肺 rs亡∬血 呵 a雨 Prqm t On Of s打 16，843 3．40％
全 体 計 Grad m t山 1α）．郁陽
加乱mls noヒ甲1to th≧tOtal S丘で坤肺of d九血1e classlf caとOn
（4）人件費を除く計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成2年度、百万円）
To亡al ex叫PefSOnnel b甲enSeS　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1990FY，血1110nyen）
設問項目名 科学技術関係経費 構成 比
恥 Stim 止re 工ヒerlS S丘で耽d芦亡 馳肥S
公設試、大学等 （行政枠内） 眩Ⅳem t Relatd　 n虎址utiom 2（泊，586 6g．21％
財団、 3 セク等 （行政枠外） b 氏ra畢 rr肺 山 王n鼓ib止10m 13，932 4！74％
指導、支援、誘致　 cb【pOrate Su抑 止．工Ⅳk aLiαl ∬d 工血 亡1m20，223 6．88％
研究交 乾等ネッ トワーク形成 触覚arCh i此erac亡ion 訂d Net㈹rk n冒5，720 1．95％
国際交流の推進 prm tion of 工此em tiom l Co一群 r舐lon15．532 5．28％
人材育成の推進 prm 亡lon of 批m m 只思m ∬∝バお柁1q T暇1亡 15．797 5．37％
総合的な展開 Qm em l prqmDヒlon 5，420 1．84％
啓蒙普及 地 1ic 地 rs亡肌姐叩 訂d Prq咄 ion Qf s丘で 16，843 5．73％
人件費を除く全体計 Gr鵬 でOt益 獣呼 Persm l 匝 S 1（氾．∝陽
廿絵Sumis r沿亡equa1ヒ0ヒb total S丘で坤ヒ肺ofのuble d．assinQtlon
★Citieswhidlb佗t止如rgoverrabllitythul O工てⅡnlrydLes．くksl卯亡の坤a切丸佗mm亡
ordlrumce．
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③公設試験研究機関関係経費の内訳
「公設試、大学等」に関する経費が都道府県及び政令指定都市の科学技術関係
経費の8割強を占めているのは前述の通りだが、その内の4分の3強（75．2％）
を構成しているのが公設試験研究機関関係の経費である。再編整備関係経費を含
んで約　3．018億円（科学技術関係経費全体の　61．3％に相当）、再編整備関係を除
いても約　2，694億円（同　54．7％）の経費が公設試験研究機関に支出されている。
図　4一ト5　は、公設試験研究機関の所管部局別の機関数及び、平成2年度決算額
を図示したものである。「農林水産系」が、機関数、経費ともに約6割を占めて
おり、「商工系」が、機関数で約　20％、経費で約　25％、「環境・土木系」、
「保健・衛生系」は約　7％から10％となっている。（異体的数値は、表　4－1－7
参照）
なお、「県民・生活系」、「企画・総務系」所管の公設試験研究機関がそれぞ
れ3機関あるが、その具体的機関名等は表　4－上8の通りである。
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図4－ト5用　所管部局別公設試験研究機関機関数
鞠Ure4－1－5（1）NumberofPubricResearchInstitutionsClassifiedbyCbpartment
商工系　　農林水産系　環墳・土木系保健・衛生系県民・生活系
Commcrceand Agriculture，hlVironmcnt PublicHcalth Community
hduslⅣ　　For叫and
Rshcdcs
and恥buc andMediGd
Works
部　局　名
DEPARTMENT
教育系　　企画・総務系
Educ瓜ion nanI ing的d
Admの血血ion
図トト5甜　所管部局別公設試験研究機関平成2年度決算額
Figure4－1・5（2）TotaJS＆TExpendituresofPublicResearChInstitutionsClassifiedbyDepartment
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表4－1－7　公設試験研究機関の所管部局別構成比（平成2年度）
TabJe4・1・7　NumberofPubIicReseardllnstitutionsandExpendituresDotaiJsClassifiedbyDepartment（1990FY）
部局区分
快画 tS
機　 関　 敷 2 年度決算額 内訳
Nl江nk ref止のm donS
圃 庇
To叫 窩 翫 Expcndim柁Ilm （milhonycn）
人件費 維持運営費眈険研究費指導普及費鬼没設偉費庁舎改修費
Sh川ロ
（百万円）
（m iⅡonycn）Sh 代S 匹nOnnd 甲cr■t刃ng
t色血堰＆
rC3ctJCh
d vlOe＆
5uPPOn『岬Pmcnl tm mtcnln
商工系
加 rce ∬d I血 u Y
105 19．71品 55，509 24．7％ 30，932 4，5：び 5，857 1，597 22，3021．285
農林水産系
勾rln 止亡u工e，FbreSu Y and FIs撫rles
324 60．8％ 157，359 5g．4％ 952 49 13，358 19，724 1，∝）823，250 4，174
環境 ・土木系
m Vk m t ぉーd 抽 11C 恥rks
43 8．1％ 19．702 7．3％ 11，名44 2，090 1，79476 乙6息2 970
保健 ・衛生系
n b llc 胞 1th 融 鵬 1cal
55 10．3％ 23．951 富．9％15，863乙716 2，096 29 2，014 1，233
県民 ・生活系
OJ▼n mlty ∬d n 】bllc 恥1h re
3 0．6％ 1．143 0．4％ 740 1865 4 217 0
教 育系
肋 亡10n
0 0．0％ 0．0％
企 画 ・総務系
Pl叫 ard A丸山止虹rau on
3 0．5％ 蘭2 0．2％ 孤9 110 120 50 504
合計
Tbb止S
533 100．0％ 269，366 100．0％ 154．897 22．81629，7伍 3，462 50，515 7，砧8
構成比 57．5％ 裳．5％11．1％ 1．3％ 18．8％ 2 8％
ShlrCS
表ト1－8　「県民・生活系」「企画・総務系」部局所管の公設試験研究機関一覧
TabJe4－1－8　AUsto＝hePublicReseaTChlnstitutionsAffiIiatedtoCommunityandPubIicWelfaTeDepts．and
PlanmngandAdminis廿a60nDepb・
都道府県 機関名 所管部局名 部局区分
Pre恕 ures伽e ofIns亡i上U［10nS 旭ua⊥坤 加 虻N那eS ［淘準正r肥n亡C1asslflqtlon
埼玉県 埼玉県障害者リハビリテー ションセンター
（福祉工学研究室）
王血且ca坪のPersonsIbIubll止at10nG≡nter
（馳1fare叫止絵er軸 I血 ratory）
生活福祉部 県民・生活系
hltama 抽1icI止血∂∫d 娘！1fare Dq亢． cm 止ty訂d Publlc恥lfare
石川県 農短附属農業資源研究所 総務部 企画・総務系
IsⅡawa 工nsヒitut⊥onof勾Tin止turalIもSOurCe Q≡neralAff止rs舞 ． Plむm qad 九五止止stratOn
福井県 環境センター 県民生活部 県民・生活系
FLkl止 hlVirom即しCenヒer cm 止tyard nの1⊥C恥1fare Cm ltyard Pの1ic恥1fare
静岡県 環境放射線監視センター 企画調整部 企画・総務系
Sizuob 王hvlrm nCRK且a此fbys恥亡d山㍗Qヨnter Plam l呵ard C∞rdj＿nationD可丈．Plm jの9訂dAhinlsヒration
愛知県 発達障害研究所 民生部 県民・生活系
Ald止 Insヒ止u亡ionofD訊杷1q耶ent陸ヒa油土⊥on抽1ic鞄lfan 坤二． cm 止ty aId Pl血11cVblねpe
滋賀県 琵琶湖研究所 企画部 企画・総務系
Siqa hlStituClonofBIwakoL由Pl叫 軸 ． Planr止nq訂d 地山止stration
肩42調
また、全体としての経費の内訳（再編整備関係経費を除く）をみてみると、総
額約　2，694億円の内、約1，549億円（57．5％）が人件費であり、試験研究費とし
て回答されたのは約　298億円（11．1％）、1機関当たり平均で約　5，600　万円であ
った。（表　4－ト7　参照）
なお、その経費の内訳を所管部局別に図示したものが図　4－卜6　である。
図4－1－6　所管部局別公設試験研究機関経費の内訳（構成比）
Figure4－1－5　PublicResearchlnstJIutionExpendituresClassi摘edbyDepartment（ShaTeS）
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4．2　科学技術関係経費の地域比較
本節では、都道府県、政令指定都市ごとの科学技術関係経費総額の地域比較と
所管部局構成の地域比較を行う。
（1）科学技術関係経費総額の地域比較
図　4－2－1が、各都道府県、政令指定都市の科学技術関係経費総額を図示したも
のである。棒グラフの1番上のクロスの網がけの部分が、公立大学等「公立の高
等教育機関に係る経費」（機関の所有の有無による変動が大きいと考えられる）、
その下の白抜きの部分が「公設試験研究機関の再編整備経費」（年度による変動
が大きいと考えられる）、そして1番下の黒色部分が、その他の「経常的な経費」
である。
図4－2－1都道府県政令指定都市別科学技術関係経費（平成2年度）
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表4・2・1都道府県政令指定都市別科学技術関係経費（平成2年度、千円〉
Tabk）4－2－1S＆TBtJd9et：RegiondDis打ibution（1990FY，TTtousardyen）
都道府県政令指定都 経常的な経費 公設試験研究機関の
再編整備経費
B軸 S 血r 叫 Z故lon
公立の高等教育機関
に係 る経費
姐 S jbr地画 Of
計
Ppef8C亡山門崇l丘 YeaエY 触 art S丘で軸 S 加 止S
S詳［1fld Cltles． Of Publlc h敗 Ch
工nSヒ1亡止icr情
凪画 地 ヒlonal 蜘
北海道 仙 1の 18，524，113 1，201，928 1，943，228
681，998
21，669，269
青森県 如Dd 8，942，688 120，937 9．髄 3，625
岩手県 I喝亡e 5，089，880 2，467，188
481，987
8．239，0砧
宮城県 軋押ゆ 5，029，902 797，122 5，827，024
秋田県 放lta 8，962，70S 1，148，327 10，59：3，022
山形県 Y鵬 La 4，649，701 196，136 3lXI，163 5，145，仙 3
福島県 n止血 血 5，121，421 1，737，532 8，071，623 14，930，576
茨城県 m m ql 6，852，392 97，319 593，587 7，543，298
栃木県 で∝hlql 8，015，545 431 631，361 意，647，437
群馬県 む鴨 4，074，719 617，614 4，692，333
埼玉県 h ltama 7，413，845 1，360
627，8 15
7，415，205
千葉県 地 15，269，346 1，7似，紗0 17，502，051
神奈川県 肋 御 由 2 1，494，283 12，374，794 303，兆 5 34，173，042
新潟県 Nll寧亡a 6，814，575 361，782 7，176．353
富山県 で卿 a 亀，754，1も2 4，219，765 12，973，947
石川県 工地 肌 6，945，780 6，798 1，（泊7，939 7，960，5 17
福井県 n血止 6，350，077 4，027，518
54，81国
7，145，101
252，5措
17，522，796
山梨県 憮 m d止 2，684，922 2，584，922
長野県 蝕声m 6，281，114 6，588，546
岐阜県 n h 4，352，814 0 ＄0，870 4，433，6g4
静岡県 shl血 18，228，471 1，3（氾 2，770，5（適
459，956
21，∝吼277
愛知県 鮎d止 10，180，513 6，αX） 10，186，513
三重県 岨e 10，966，7g9 403，055 11，829，8（氾
滋賀県 h l申 6，122，022 0 1，562，317 7，784，339
京都府 町Obo 4，18富，610 1，221．544 5，410，154
大阪府 蝕ぬ 12，750，594 79，525 12，012，773 24，842，892
兵庫県 ト如甲 8，903，148 912，626 9，307，5（光 19，123，380
奈良県 Na［a 3，029，894 184，592 4，515，347 7．729，833
和歌山県 馳b 脚 色 4，（抵1，539 63，（汐6 17，728，326 21．852，96 1
鳥取県 Tc亡亡呵i 3，328，213 3，328，213
島根県 sh血 3，268，101
115，4（泊 874，047
3，268，101
岡山県 亀 押ra 4，542，086 5，631，533
広島県 比加血血 7，980，607 4，561，412
2，874，399
978，336
296，514
13，520，355
山口県 Y翻叫∝氾 4，777，542 4，777，542
徳島県 m kL追hlm 4，（汐1，313 7．262，225
香川県 払声旭 3，340，456
3，877，086
384，744 3，725，2∝）
愛媛県 訊1㌍ 9，868，870 878，530
2，828，199
14，624，486
高知県 払出 3，921，830 4，015，599 7，93倉，429
福岡県 F膿血 8，021，739 31，537 10，㍍ 1．475
佐賀県 寧声 4，336，786 4，336，786
熊本県 粗相 【こ亡0 4，866，711 0
2，446
1，288，S21 6，155，532
大分典 故La 4，927，421 4，（X氾 4，933，名57
宮崎県 軋yaz嶽1 4，123，447 538，1（適
325
159，970 4，831，523
鹿児島県 帥 6，770，576 768，354 7，53S，930
沖縄県 快1na嶋 3，994，036 3，！ゆ4，362
4、計　 S血 1 322，315，525 42，141，267 86，934，738 451，391，530
平均　 九呵 e 7，152，567 936，473 1，931，883 10，030，923
仙台布 地 1 15，230，935
69，053
15，230，935
川崎市 振団止1 1，052．脚 3 1，052．g93
京都市 軸眈0 3，620，814 3，589．867
大阪市 蝕血 4，535，450 10，752，4（汐 15，297，859
神戸 市 掩土監 752，424 1．751，（施0 2，513．484
広島市 田虚 血 1．525，338 1，525，33g
北九州市 阻軸 h 1，651，糾 1，651，654
4、計　 S血 al 2g，370．519 0 12，592，522 40，953．041
平均　 A叱 坪 4，052，931 0 1，798，932 5，851，863
合計　 加 1 350，5S6，餌4 42，141，267 99，527，250 492，354，571
，Cltlesd止d7h飢噌hl如卿′ernの111tythmOrdlnaヱYdt1es，Cksl卵td吋8匹rrmnと血冊．
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その「経常的な経費」の金額をみてみると、その平均値は、都道府県で約　72億
円、政令指定都市で約　41億円となっているが、各都道府県、政令指定都市ごとの
金額は、都道府県では約　27億円から約　215億円まで、政令指定都市では約　8億円
から約152億円までと、かなり広い範囲に分散している。（表　4－2胃1参照）
都道府県について、20億円きざみ区分でその分布を見てみると（図　4－2胃2）、
「40億円以上　60億円未満」が15府県（33．3％）と一番多くなっており、続いて
「60億円以上　80億円未満」が9県（20．0％）、「20億円以上　40億円未満」及び
「80億円以上100億円未満」がそれぞれ7県（15．6％）となっている。なお、図
4－2T3　は、都道府県の経費の分布を　box－and－Whisker plot（箱ひげ図）に図示
したものである。
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図4－2．2　都道府県の科学技術関係経安　く経常的な経費）の分布
Figure4－2・2　YearyConstantS＆TBudgetsforPrefectures
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図4－2－3　都道府県の科学技術関係経費（経常的な絃寅）の分布
Figure4・2・3PrefeCtUralDistributionofYearyConstantS＆TBudgets
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そのような科学技術関係経費（「経常的な経費」、都道府県データのみ）と、
都道府県別の「人口」、「県内総生産」、「一人当たり県民所得」、「財政歳出」、
「研究者技術者数」（注4．7）の関係を見てみると、その内の4つのパラメーター
について相関関係が認められた。相関係数が高い方から記述すると、「財政歳出」
0．722、「研究者技術音数」0．71g、「人口」0．718、「県内総生産」0．678、であ
った。科学技術関係経費の分布と、5つのパラメーターの分布を棒グラフと折れ
線グラフで表示したものが図　4－2－4　であり、「人口一人当たりの科学技術関係経
費」等パラメーターで科学技術関係経費を除したものを4分位で区分して地図化
したものが図　4－2－5　である。（具体的数値は表　4－2－2　参照）
（注4．7）
それぞれのデータの出所は以下の通り。
r人口」　　　　　　　　　平成2年18月1日、国勢漏査
「県内総生産」　　　　　平成元年度、纒漬企画庁詔査局編「地域態濱要覧1992」
「－人当たり県民所得」　平成元年度、同上
r財政歳出j　　　　　　　平成2年度、自治省編「地方財政白書J
r研究者技術者数」　　　平成2年相月1日、国勢詣査1％抽出推計。職業（中分類）の「A専門的・技術的膿業従
事者」（11科学研究書及び（2）技術者の合計値。
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図　4－上5用　人ロー人当たりの科学技術関係経費（4分位表示）
Figure4－2－5（1）RegionaFDistributionofYearyConstantS＆TBudgetPerCapita
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図4－2－4（2）都道府県別科学技術関係経費（経常的な経費）と県内総生産
Figure4－2－4（2）RelatJOnShlPbetweenYearyConstantSaTBudgetandGrossPrefecturalProductbyPTefectures
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図卜2－日2）県内総生産に対する科学技術関係経費の比率（4分位表示）
FigUrO4－2－5（2）RegionalDistributionoドねaryConstantS＆TBudge＝oGrossPrefectura＝⊃roduct（Ratio）
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図4－2胃4（3）都道府県別科学技術関係経費（経常的な経費）と県民所得
Figure4－2－4（3）ReIationshipbetweenYoaryConstantS＆TBudgetsandPrefecturaJJnconleS
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図ト2－5（3）－人当たり県民所得に対する科学技術関係経費の倍率（4分位表示）
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図4－2－4（4）都道府県別科学技術関係経費（経常的な経費）と財政歳出
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図4－2－5用　財政歳出に占める科学技術関係経費の割合（4分位表示）
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図4－2－4（5）都道府県別科学技術関係経費（経常的な経費）と研究音数
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図卜2－5（5）研究者技術者一人当たりの科学技術関係経費（4分位表示）
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表4－2t2　都道府県別科学技術関係経費と人口、県内総生産等との関係
Tablo4－2－2　BasicS＆TDatabyPrefecture
都道府県
科学技術関係経費 科学技術関係経費 人ロ （平成2 年） 県内総生産 （平成元年度）
（全体経費）【A l（経常的な経費）【現 【C］ ［D］
PrefecLure（平成2 年度、
百万円）
Td▲lS＆T臥叫卿
【A］
（平成2 年度、
百万円）
Ye∬yConsunlS＆T
3udgclP 】
Pop山鉱i咄（19貿） Gro錨恥臨地lr山恥血叫1第9Fn
【C】
（千人）
一人当り
P訂C坤血
［Å忙】
一人当り
P訂叫 iは
［B／C1
【p］
（十偉円） ［Aの】 田の】
（15嘲）Fr，M illi帆Ycn）（19餌）Fr．M illionYen） rn ous暮nd）（円、 （円、Y切）（8illionYcn）
北海道 仙 止の 21，669 18j 24 5，544 3，839．5 3，282．3 15，570 0．14％ 0．12％
青森県 九m rl 9，054 8，943 1，483 5，112．0 5，030．4 3j 33 0．26％ 0．25％
岩手県 工場te 82 39 5，0卯 1，4 17 5，814．6 3，592．1 3，494 0．24％ 0．15％
宮城県 岨押ql 5，827 5，030 2，249 2，591．5 2，237．0 5，775 0．09％ 0．07％
秋田県 Aは亡a 105 93 8，963 1，2278，629．87，30 1．6 2，9920．35％ 0．30％
山形県 泡m data 5，146 4，650 1，258 4，089．3 3，594．9 3お 20．16％ 0．14％
福島県 n火ush Ⅳa 14，931 5，121 2，104 7，095．9 2，434．0 52 72 0．24％ 0．08％
茨城県 工ban q⊥ 75 43 6，852 2，845 2，651．0 2，40 8．2 各，652 0．09％ 0．08％
栃木県 m ゴ止g⊥ 8，647 8，016 1，935 4，468．5 4，142．1 6，730 0．13％ 0．12％
群馬県 伽m 4，692 4 ，075 1，966 2，385．4 2，072．3 63 79 0．07％ 0．06％
埼玉県 sai＿ta脂 7，4 15 7，4 14 6，405 1，157．7 1，157．5 16，228 0．05％ 0．05％
千葉県 C址a 17，502 15，269 5，555 3，168．4 2，748．5 14，726 0．12％ 0．10％
神奈川県 肋 叩 34，173 2 1，494 7，980 4，282．12，693．4 253 490．13％ 0．08％
新潟県 NⅡ申しa 7，176 6β15 2，475 2，9（泊．0 2，753．8 7，1980．10％ 0．09％
富山県 叫 m 12，974 8，754 1，120 11，582．0 7，815．0 3，593 0．35％ 0．24％
石川県 IS址ね鳩 7，961 6，945 1，165 5，835．3 5，954．0 3J 97 0．22％ 0．19％
福井県 F血止 17，523 6，350 824 21，276．07，710．2 2j 27 0．69％ 0．25％
山梨県 伽 m s軋 2，685 2，685 853 3，147，7 3，147．7 2，5400．11％ 0．11％
長野県 Na嬰m 6j S9 6，281 2，157 3，055．0 2，912．4 6，3920．10％ 0．10％
岐阜県 QJu 4，434 ． 14，353 2，067 2，145．4 2，106．3 5，962 0．07％0．07％
静岡県　sh⊥zL血 21，0（姫 ． 18，228 3，671 5，72（．鋸 4，965．7 12，936 0．16％ 0．14％
愛知県 鮎d止 10，187 10，181 6，690 1，522．5 1，52 1．7 27，279 0．04％ 0．04％
三重県 Mb 11，830 10，967 1，793 6，599．5 6，118．0 5，426 0．22％ 0．20％
滋賀県 S極 7，784 6，122 1，222 6，368．1 5，㈱8．2 4，397 0．18％ 0．14％
京都府 均仕0． 5，410 4，189 2，603 2，078．81，509．4 7，9620．07％ 0．05％
大阪府 缶aka 24，843 12，751 8．735 2，8叫．2 1，459．8 34，6660．07％ 0．04％
兵庫県 城てgO 19，123 8，卯3 5，405 3，538．01，647．2 17，0350．11％ 0．05％
奈良県 Nm 7，730 3，030 1，375 5，619．7 2，202．8 2，846 0．27％ 0．11％
和歌山県 抽ka脚咽 21，853 4，062 1，074 20，34 1．2 3，780．5 2，596 0．81％ 0．15％
鳥取県 Ⅲ丈tの 33 28 3，328 615 5，405．2 5，405．2 1，731 0．19％ 0．19％
島根県 shim 蛇 3，258 3，268 781 4，184、5 4，184．5 1，9980． 6％ 0．16％
岡山県 qQ卿 5，532 4，542 1，926 2，924．1 2，410．3 6，484 0．09％ 0．07％
広島県 Ili＿∝戚山頂 13，520 7，981 2，850 4，744．3 2，8α）．4 95 39 0．14％ 0．08％
山口県 Yam 卯CⅡ 4，778 4，778 lj 73 3，038．03，038．0 4，6970．10％ 0．10％
徳島県 歌丸遁hl氾 7，262 4，091 832 8，733．0 4，919．9 2，125 0．34％0．19％
香川県 胞嬰伯 3，725 3，340 1，023 3．639．9 3，254．0 3，糾9 0．12％ 0．11％
愛媛県 計山階 14，524 9，859 1，515 9，653．0 6，514．0 3，869 0．38％ 0．26％
高知県 Rdナ止 7，938 3，922 825 9，621．54，753 ．4 1，935 0．4 1％ 0．20％
福岡県 F心血 10，881 8，022 4，811 2，261．71，65 ．3 14，5450．07％ 0．05％
佐賀県 坤 43 37 43 37 878 4，940．2 4，940 ．2 2，1220． 0％ 0．20％
熊本県 的刀即r丈0 6，156 4，867 1，840 3，344．7 2，544 ．4 4，749 0．13％ 0．10％
大分県 び上a 4，934 4，927 12 37 3，988．8 3．983 ．6 35 12 0．14％ 0．14％
宮崎県 岨ya痴止 4，832 4，123 1，169 4，133．33，527．6 2，6800．18％ 0．15％
鹿児島県 粗ず軌血 7539 6，77 1 1．798 4，193．5 3，766．1 4，172 0．18％ 0．15％
沖縄県 qd月掛屯 3，994 3，994 1，222 3，267．5
4．㊥6．4
0．650
3，267．2
2，925．0
0．718
2，671 0．15％
0．13％
0．635
0．15％
0．10％
0．678
合計 ¶ま且1 4513 92 322，316 110，194 337，178
平均 丸閻準　　　　　 10，031 i　　　 7，153
全体 経費【A ］との相関係数
Co汀el戚ionCocm cienttoT心IS＆T 短軸融Al
経常 的な経費田］との相 関係数
CorrehtionCoeEficiczlttOYeJryCoⅢtanlS＆TBudgeP ］
2，449 7，493
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一人 当 り県民 所得 （平成 元年度 ） 財 政歳 出 （平 成 2 年 度） 研 究 者技 術音数 （卯 年 国 調1乳抽 出推 計）
田1 【円 【G l
汁e ecm alb cqncp訂P耶0叫1939Fr）Tの相 通醐田 川血 酵（1柵 FY ） R棚 也叫 19町 N d ond C匂加乱は15 1％
〔E 】
（千円〉 ［A ／E l 【B／E ］
［円
く十億円） ［A ／円 【B 脛】
b 血 鉱10n）tG l
（千人〉
一人当り
扼rR 酬 血訂
［A ノG 】
一人当り
P瞥R椰 h匂・
【B／G 】
（¶10US且nd Yen）（倍、u m e5） （倍、¶皿鴎）（もillion Yen） m ou息■nd）（円、Y en）（円、Y の）
2 ，37 6 9 ，1207 ，7 96 2 ，4 17 0 ．90 ％ 0 ．77 ％ 7 5．22 8 8，15 5 24 6，33 1
2 ，032 4 ，4 60 4 ，4 0 1 65 9 1．3 8％ 1．36 ％ 10．6855 ，0 59 843 ，65 0
2 ，096 3，93 1 2，4 28 66 1 1．2 5％ 0 ．77 ％14 ．5 5 68 ，2 1 1 35 1，02 6
2 ，442 2，3 86 2，0 60 7 3 20 ．80％ 0 ．69 ％ 35 ．3 165 ，07 2 142 ，490
2 ，09 8 5 ，0 194 ，2 72 599 1．7 7％ 1．50％ 13 ．0 8 14 ，84 86 9 ．439
2，152 23 9 1 2 ，1（il 5 6 7 0 ．9 1％ 0 ．82％15 ．0 34 3 ，06 7 3 09 ，980
2，385 6，25 8 2 ，14 6 8 04 1 ．8 6％ 0 ．＆1％22 ．0 6 78 ，663 2 32 ，792
2，638 2 ，85 9 2 ，59 8 8 38 0 ．9 0％ 0 ．82％ 68 ．810 9 ，54 1 99 ，599
2 ，780 3 ，111 2 ，8 83 628 1 ．3 8％ 1．28％32 ．3 2 57 ，723 24 8 ，162
2，6糾 1，74 8 1，5 18 62 9 0．7 5％ 0．65 ％35 ．9 13 0，7 06 113 ，50 2
2，858 2 5 95 2 ，594 1，3 500．5 5％ 0．55 ％ 14 7 ．8 5 0，17 1 5 0，16 1
2，80 1 6，284 5 ，45 1 1，27 81．3 8％ 1．19 ％ 129 ．3 13 6 ，133118，（汐2
3，0 07 11，3647 ，14 8 1，5 88 2．15％ 1．3 5％ 3 22．8105 ，854 66，5 87
2 ，3 77 3 ，0 19 2 ，867 1，02 7 0 ．7 0％ 0．6 6％3 7．3 192 ，39 （i 182 ，69 6
2，5 92 5 ，005 3 ，37 7 50 5 2 ．5 7％ 1．73 ％2 1．0 5 17 ，8 07 4 16，866
2，5 82 3 ，083 2 ，69 0 47 7 1．6 7％1．4 ％ 15．3 52 0，2 95 45 3，97 3
2 ，4（沿 7 ，30 1 2 ，64 （； 4 124 ． 6％ 1．54 ％ 13 ．0 1，3 47 ，90 748 8，46 7
2 ，5 85 1，0391，039 39 4 0 ．6 8％ 0 ．68 ％ 12．7 2 11，4 1 12 1 ，4 1 1
2 ，6 12 2 ，522 2 ，4 0 5 83 8 0 ．79 ％ 0 ．75 ％ 3 6．6180 ，0 15 17 1，6 15
2 ，4 95 1，777 1，74 5 6 64 0 ．6 7％ 0 ．66 ％3 0．3 14 6，3 26 143 ，65 7
2 ，899 7 ，2 44 6 ，2 8 8 1，04 1 2 ．02 ％ 1．75 ％69 4 3 02 5 9 8 262 ，65 8
3 ，00 2 3 ，393 3 ，3 9 1 1，8 10 0 ．5 6％ 0 ．56 ％134 ．5 75 ．73 6 75 ，69 2
2 ，5 87 4 5 73 4 ，239 60 4 1．9 6％1．82 ％ 2 6．9 4 39 ，77 0 407 、58 7
2 ，9 14 2 ，57 1 2 ，10 1 44 8 1．74 ％1．3 ％ 2 4．5 3 17 ，7 28 249 ，87 8
2 ，6期 ． 2 ，0 11 1，55 7 7 10 0 ．7 6％ 0 ．59 ％ 42 ．4 127 ，59 898 ， 8 8
3 ，179 7 ，8 15 4 ，0 11 2 ，2舶 1．11％ 0 ．57 ％15 9．3 155 ，95 0 80 ，糾 1
2 ，7 0 1 7 ，080 3 ，29 6 1，43 9 1．33 ％ 0 ．62 ％10 8．7 175 ，92 8 8 1．！粕6
2 ，174 3 ，5 56 1，3 94 4 5 3 1．70 ％ 0 ．67 ％27 ．5 2 80 ，06 6 109 ，77 9
2 ，10 8 10 ，367 1，9 2 7 46 2 4 ．73 ％0 ．88 ％ 13 ．5 1，6 18 ，73 8 3（泊，85 5
2 ，17 7 1，529 15 29 33 11．0 ％ 1．0 1％ 8．6 387 ，00 2387 ，（氾2
2 ，14 2 1，52（i 1，52 6 4 6（i 0 ．70 ％ 0 ．70 ％10．5 3 11，24 8 3 11，24 8
2 ，55 6 2，2 03 1，8 16 67 8 0 ．83 ％ 0 ．68 ％32 ．4 173 ，8 13 143 ，274
2 ，6 62 5 ，0792 ，9 9 8 87 8 1．54 ％ 0 ．・9 1％ 49 ．2 274 ，80 4162 ，20 7
2 ，3 02 2 ，075 2 ，07 5 59 3 0 ．8 1％ 0 ．8 1％ 2 0．7230 ，8 04 230 ，80 4
2 ，2 75 3 ，192 1，79 8 43 5 1．6 7％ 0 ．舛 ％10．3 705 ，0 70 397 ，2 15
2 ，50 8 1，4 85 1，3 32 39 7 0 ．94 ％ 0 ．84 ％13．8 269 ，94 2 242 ，（光2
2 ，162 6 ，754 4 5 65 53 4 2 ．74 ％1．85 ％ 17．4 840 ，4 88 567 ，17 6
2 ，00 1 3 ，967 1，96 0 49 01．62 ％ 0．80 ％ 9．2 862 ，8 73 42 6，28 6
2 ，52 6 4 ，3 083 ，17 6 1，2 19 0 ，89 ％ 0 ．66 ％ 5 4．5168 ，70 5 124 ，36 8
2 ，15 3 2 ，0 14 2 ，0 14 4 18 1．04 ％ 1．0 1％9 7 44 7 ，09 1 朝 7 ，の 1
2 ，2 69 2 ，7 13 2 ，145 69 7 0 ．8 8％0 ．70 ％ 19．8 3 10 ，8 85 245 ，79 3
2 ，28 9 2 ，1552 ，153 54 8 0 ．外）％ 0 ．外）％ 16．23 04 5 50 304 ，16 2
2 ，055 2 3 5 1 2 ，0 07 4 9 3 0 ．98％ 0 ．秒1％12 5 3 86 ，52 2 329 ，87 6
1，985 3 ，7 98 3 ，4 11 77 3 0 ．98％ 0 ．88 ％15．6 4 54 ，15 2 40 7 ，86 6
1，89 2
110 ，20 1
2 ，中19
2 ，11 1 2 ，1 11 4 8 8
35 ，7 24
794
0 ．82 ％ 0 ．82 ％ 13 ．2
2 ，020 ．1
叫 ．9
3 02 、60 3 302 ，57 8
4 ，09 6　　　 2，9 25
0 ．4 19
0．5 07
1．26％　　 0 ．！粕％
0 ．62 1
0．722
22 3 ．4 5 0　 15 9 ，554
0 ．68 3
0 ．7 19
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なお、政令指定都市については、「人口」、「工業製造品等年間出荷額等」、
「課税対象所得額」、「財政歳出」（注4．8）の4つのパラメーターとの関係を見
てみたが、いずれも相関関係は認められなかった（表　4－2－3）。
（注4．8）
それぞれのデータの出所は以下の通り。
「入口」　　　　　　　　　　　　　平成2年18月1日、国勢調査
「工業製連晶等年間出荷該等」　　昭和63年度、朝日新帝社編「民力」
「課税対象所得譲」　　　　　　　　平成2年、同上
r財政歳出」　　　　　　　　　　　平成2年度、自治省臨「地方財政白書」
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表4－2－3　政令指定都市別科学技術関係経費と人口、財政歳出等との関係
TabIe4－2－3　BasicDatabySpocifiedCities’
政令指定都市
科学技術関係経費科学技術関係経費人口（平成2年） 工業製造品年間出荷額等（昭和課税対象所得顧（平成2年度）財政歳出（平成2年度）
（全体経費）［A］（経常的な経費）rB］［C］ 63年度）p］ 搾］ ［円
S匹ClfledCltleSカ（平成2年度、
百万円）
ToはIS＆TBud伊l
【Al
（平成2年度、
百万円）
Y叩Const机S＆T
Budg叫瑚
Populadon（19外） AnnualAmountorIrldLuLrlaIProduct TaxableIncomc（1990FY） Toblllud烏叫19卯Fy）
［C1
（千人）
一人当り
PerCapila
【A／C］
一人当り
PerC p血
【B！C］
（1988FY）［D］
（十催円）［Aの1 ［B／D］
［El
（十健円）【A偲］【B佗】
【円
（十億円）［A〝］ 【8〝］
（1蜘FY，MiHioOYcn）（19外）FY，MiHonYcn）rmou5and）（円、Y餌）（円、Yen）仰曲onYen） （BilHoIIYen）BⅢio Y帥）
仙台市Scndの 15，231 15，231 918 16，584．6 16，584．6 785 1．94％ 1．94％ 1，180 1．29％1．29％ 295 5．16％5．16％
川場市KaWaSah 1，053 1，053 1，174 897．1 897．1 5，744 0．02％0．02％ 2，031 0．05％0．05％ 4（沿 0．26％0．26％
京都市Kyo10 3，690 3，621 1，461 2，525．3 2，478．1 2，9（汐 0．13％0．12％ 2，0740．18％0．17％5430．68％0．67％
大阪市Os血 15，298 4，5352624，830．41，728．6 7，417 0．21％0．06％3，465 ．44％0．13％ 1，486 1．03％0．31％
神戸市Kob 2，513 752 1，477 1，701．3 509．3 2，717 0．09％0．03％ 2，0510．12％0．（叫％ 755 3 0．10％
広島市Hiroshjma 1，525 1，526 1，086 1，405．9 1，405．9 2，343 0．07％0．07％ 1，507 0．10％0．10％4 9 0．36％0．36％
北九州市nt止押Shu 1，652 1，652 1，026 1，609．1 1，609．1，3350．07％0．07％ 1，034 0．16％0．16％ 423 0．39％0．39％
合計Totd 40，963 28，3719，767 24，250 13，342 4，332
平均Avcr8gC 5，852 4，053 1，395 4，194．2 2，9秒1．9 3，464 0．17％0．12％ 1，9060．3 ％0．21％ 619 0．95％0．65％
全体経費【A］との相関係数
Correl■LionCocmcienttoTotdS＆TBudget（A）
0．471 0．163 0．376 0．475
経常的な経費田］との相関係数
Cor柁l■LionCocmcientLoYeaJTConsL叫IS＆TBud8etlBl
－0．151 －0．379 －0．208 －0．160
＊Cltles whlchhave hlghr g3Verrhibll1ty than ordlrLary Cltles，Ckslgnatedty a goverruTenL ordlrance・
（2）科学技術関係経費の郡局別構成の地域比較
都道府県、政令指定都市の科学技術関係経費（経常的な経費）について、その
所管部局別の構成比を見てみると、全体と　しては、「農林水産系」が　43．7％、
「商工系」が　30．6％、以下「保健・衛生系」、「企画・総務系」、「環境・土木
系」、「教育系」が約4～8％、「県民・生活系」が約1％となっている。（注4．
9）しかし、都道府県と政令指定都市ではその構成比は大きく異っており、また、
各都道府県、政令指定都市間でもかなりのばらつきが認められる。（表　4－2－4　参
照）
図　4－2－6　は、各都道府県、政令指定都市ごとの部局別構成比をグラフ化したも
のであり、その中から、特徴的な都道府県として、「平均型」（最も平均に近い
構成比のもの、千葉県）、「農林水産型」（農林水産系の構成比が最も高いもの、
岩手県）、「商工型」（商工系の構成比が最も高いもの、静岡県）、「企画総務
型」（企画・総務系の構成比が最も高いもの、三重県）の4つの都道府県の部局
別構成比を示したのが、図　4－2－7　である。
く注4．9）
4．1においても所管部局別の構成比をみたが、そこでは、「公立の恵等教育機雨に係る経費」及び「公設試鰯研究機
関の再臨整備鯉費Jを含んた「科学技術関係経費絶頗jをみており、ここの記述とは数値か異なっている。
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図日トト㍗01都道府県政令指定都市別科学技術関係経費の所管部局構成比
（経常的な経費、平成2年度）
Figure4－2－6（1）YearyConstantS＆TBudgetbyPrefectural0rCityDepartment（1990FY）
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図　卜上目2）都道府県別科学技術関係経費の所管部局別構成
（経常的な経費、平成2年度）
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表4－2－4　所管部局別科学技術関係経費一覧（経常的な経費、平成2年度）
Taue4－2－4　YearyConstantS＆T臥題dgetbyPrefecturaIorCityDepanment（1990FY）
（千円．‰血Ycn）
都 道 府 県 政 令 指 定 都 市
P refeq ：　　 丘
商 工 糸
加 融
農 林 水 産 系
1cult
環 境 ・土 木 系
むⅣ1
保 健 ・衛 生 農
地 11　 撮迫1th
県 民 ・生 活 系
加 止
教 育 系 企 画 ・総 務 糸
and
計
11pES
匪 1fld CltleSt 瘢
如　　 u n ．
Fbかe31コY
灯 貯 £
鵬
C
加 地 1
ty
畑 地 u c 凸血工甘已k n
P l叫
皺h 田 鹿 ra－ 恥 13
地 たTY 迎・d Fl加 工1es P 止〉】⊥C 触 拠 1fafe 亡1qn
北 海 道 わ kb iの 3 ，m ，4 9 怠 12 ，3 1 8 ，9 4 69 13 ，2 3 0 1，7 5 8 ，∝ 絡
0
2 3 5 ，59 1
0
0
0
0
0
1，∝ 沿
0
3 1 ，6 外）
3 10 ，4 3 3 1 8 ，5 2 4 ，1 1 3
青 森 県 加 ［1 1，13 1，6 5 8 5 ，9 1 5 ，1 1 37 7 5 ，4 4 1
0
4 4 4 ，8 3 4
り 2 0 ，4 7 5 3 ，9 4 2 ，5 舶
岩 手 県 I咄 e 9 2 0 ，4 7 4 3 ，87 6 ，3 9 9 2 5 ，7 2 6 5 ，0 8 9 ，8 80
富 娩 県 組朔 1 1，2 7 亀，5 6 3 2 ，52 8 ，7 1 7 60 5 ，15 0 2 ，6 3 8 17 0 ，（X 氾 5 ，0 2 9 ，9 0 2
秋 田 県 池 2 ，7 5 6 ，9 4 2 4 ，5 6 5 ，1 7 0 2 4 1 ，4 3 0 1 ，3 8 3 ，1 16 5 0 5 ，tX 沿 8 ，96 2 ，7 0 8
山 形 県 伽 色の ta 1．2 7 3 ，5 8 4 2 ，8 0 1 ，9 2 41 16 ，4 5 0 2 6 2 ，4 3 7 0
0
0
1，19 3 ，09 4
0
1 8 7 ，5 5 3 7 ，7 5 6 4 ，6 4 9 ，7 0 4
福 島 県 n 血 劇 の 5 4 8 ，9 怠2 3 ，75 9 ，5 4 1 7 8 ，39 6 2 1 9 ，37 6 30 5 ，0 2 6 1 0 ，（X 氾 5 ，1 2 1 ．4 2 1
茨 娩 県 叫 1 ！氾 3 ，4 7 3 3 ，5 1 9 ，6 8 8 1 ，3 6 7 ，7 6 75 0 4 ，39 9 5 5 5 ，7 1 0 1，3 5 5
0
0
6 ，＄5 2 ，3 92
栃 木 県 叫 1 3 ．2 7 9 ．3 5 4 2 ，7 1 0 ，25 81 6 4 ，2 3 3
0
2 1 5 ，3 0 7 4 5 3 ，3 8 9 8 ，0 1 5 ，6 4 5
群 馬 県 加 8 3 8 ，8 2 1 2 ，82 1 ，65 4 3 8 4 ．7 9 4 2 9 ，4 4 0 4 ，07 4 ，7 19
埼 玉 県 由 1tm 1，5 6 9 ，8 7 2 3 ，26 1 ．∝ ）83 4 1 ，5 9 6 2 ，1（適 j 9 2 3 2 ，3 3 8
0
15 ，0 0 3
0
0
1（刀 ，5 2 1 1，9 18 7 ，4 1 3 ，8 4 5
千 葉 県 地 3 ，9 7 9 ，3 12 7 ，9 8 9 ，2 3 5 1 ，1 0 6 ，9 8 35 2 ，57 6 蘭 5 ，3 7 8 9 5 9 ，7 5 2 1 5 ，26 9 ，3 4 6
神 奈 川 県 比和 卿 7 ，富2 4 ，鍬 ） 4 ，3 9 8 ，9 0 1 2 ，0 5 4 ，5 40 1 2 12 ，76 5
0
7 7 1 ，12 7
3 ，7 8 8 ，6 1 8 2 ，1 9 9 ，4 6 6 2 1 ．49 4 2 83
新 矧 県 組地 山 1，7 2 9 ，怠7 3 3 ，6 7 2 ，6 1 06 3 1 ，3 9 7 4 6 9 ，6 3 9
0
3 1 1，0 5 7 6 ，8 1 4 5 7 6
富 山 県 恥 輝 問 4 ，8 8 6 ，2 12 2 ，60 2 ，2 3 7 3 8 4 ，2 8 1 11 0 ，3 2 5 8 ，75 4 ，18 2
石 川 県 工仙 崎 3 ，4 9 7 ，6 4 0 2 ，6 5 8 ，5 8 61 3 4 ，8 9 0 50 2 ，1 12 13 j l l 0
3 6 5 ，3 42
0
0
0
1 3 9 ，0 4 1
0
5 ，1 9 1
0
0
6 ，9 4 5 ，7 8 0
福 井 県 Fl血皿 2 ，6 5 5 ，4 0 3 2 ，1 4 9 ，5 1 2 1 2 6 ，49 0
0
0
2 2 0 ，90 3
6 4 2 ，6 5 （i 4 10 ，67 4
0
2 4 ，16 8
0
6 ，35 0 ，0 7 7
山 梨 県 伽 m乱す止 7 5 6 ，9 2 7 1 ，6 3 0 ，5 5 4 29 2 ，2 5 0 2 ，6 8 4 ，9 2 2
長 野 県 ぬ卯 2 ．7 3 9 ，17 8 3 ，0 1 0 ，2 8 7 5 0 7 ，4 8 1 6 ，2 8 1，1 14
岐 阜 県 Gi血 1 ，39 4 ，2 5 9 2 ，5 0 1 ，5 8 6 2 3 6 ．05 6 4 ，35 2 ，8 14
静 岡 県 効ユZl血 1 1 ，7 0 2 ．4 7 3 5 ，19 4 ，1 7 2 0
1 ，2 7 2 ，2 3 9
1 ，16 6 ，34 4 0
6 9 9 ，9 60
0
0
0
0
19 7 ，7 3 7
16 5 ，4 8 2
0
6 ，17 9 ，0 4 7
1 8 ，2 2 8 ，4 7 1
愛 知 県 近d hl 3 ，4 14 ，17 0 4 ，0 7 4 ，2 2 9 5 2 2 ，17 8 10 ，18 0 ，5 13
三 重 県 沌旦 1 ．7 4 0 ，0 5 9 2 ，5 1 8 ，65 7 2 7 g ，84 8 2 2 6 ．1 1g 2 4 ，06 0 10 ，9 6 6 ，7 8 9
滋 賀 県 晦 1，18 1，19 7 2 ，2 3 9 ，06 82 5 ，3 9 7
0
5 9 4 ，4 7 8
0
1，7 7 1 ，2 4 6
0
30 9 ，6 3 6 6 ，12 2 ，0 2 2
京 都 府 Ky 丈○ 1，5 9 3 ，3 9 2 2 ，5 鍋 ，g 6 8 6 ，3 5 0 4 ，18 8 ，5 1 0
大 阪 府 仙 5 ，3 8 7 ，2 7 9 1 ，5 6 1 ，7 7 1 1 ，6 2 1 ，3 36 3 ，17 5 ，89 21，50 0
0
0
0
0
2 ，8 16 1 ，0 ∝ ），（氾 0 12 ，7 5 0 ，5 9 4
兵 庫 県 城q p 3 ，2 7 1．5 9 8 3 ，27 2 ，50 35 （泊 ，3 1 7
0
0
65 1
6 9 5 ，7 3 5 1，0 1 7 ，16 3
0
17 S ，災 ）1
14 5 ，8 32 8 ，9 0 3 ，1 4 8
奈 良 県 血 コ 6 8 7 ，0 8 0 1 ，7 6 5 ，5 5 4 5 5 2 ，2 6 0 2 5 ，（X 氾
0
0
3 ，0 2 9 ，8 9 4
和 歌 山 賭 場 ね 卿 1，2 9 3 ，0 3 7 2 ，1 3 0 ，3 1 7 4 5 9 ，2 3 4 4 ，0 6 】j 3 9
鳥 取 県 和 しtorl 1，2 4 4 ，0 3 7 1 ，54 3 ．9 9 2 2 4 5 ，6 4 4 2 9 3 ，8 89 3 ，3 2 g ，2 1 3
島 根 県 知 立m 5 4 7 ，3 96 2 ．47 6 ，0 9 51 9 1 ，1 5 1 4 5 ，8 8 0
0
2 6 ，18 7
0
5 3 3 ，47 2
0
0
0
0
0
0
5 0 ，7 2 8
0
2 4 1 ，8 97
7 ，57 9
0
2 1 ，27 5
0
0
3 ，1蛤 8 ，10 1
岡 山 県 （h ym 1，4 0 9 ，5 8 9 2 ，2 9 5 ，1 5 18 8 6 ，6 1 8 4 ，5 4 2 ，0 8 6
広 島 県 山 m h m a 4 ，0 （適 ，88 5 3 ，2 0 3 ，1 2 47 2 3 ，1 3 6 7 ，9 8 0 ，6 0 7
山 口 県 Y叫 Ll 1．2 4 8 ，9 5 1 2 ，5 7 1 ，9 8 87 14 ，80 6
0
4 ，7 7 7 ，6 4 2
徳 島 県 恥 kl血 9 2 6 ，7 8 6 2 ．3 5 1 ．5 6 5 2 7 9 ，49 0 4 ，0 9 1，3 1 3
香 川 県 K 甲崎 8 5 0 ，8 5 2 1 ，4 9 2 ，3 か7 9 6 ，5 7 1 2 α ），6 10 0
1 7 ，7 9 3
9 8 0
0
0
5 毛，6 14
3 ，3 4 0 ，4 56
愛 媛 県 抽 3 ，7 0 3 ，164 5 ，5 8 7 ，5 25 1 3 3 ，57 6 37 9 ，5 2 4 4 7 ，2 8 8 9 ，8 6 8 ，8 70
高 知 県 k d 止 1 ，3 6 3 ，9 2 2 2 ，0 6 5 ，2 141 6 9 ，0 3 3
0
4 7 3 ，95 3
3 2 0 ，2 3 1 0
0
0
3 ，4 30 3 ，9 2 1，8 30
福 岡 県 F山血 2 ，1 0 8 ，7 8 2 4 ，7 17 ，！沿 1 7 4 5 ，0 7 4 3 9 1 ，36 3 3 ，0 2 1 ，7 39
佐 賀 県 軸 9 7 4 ，3 0 2 2 ，6 9 5 ，4 7 7 12 8 ，0 5 9 4 ，9 9 5 6 0 ，（X 拇 4 ，3 3 6 ，7 8 6
熊 本 県 礼m m 丈0 7 4 9 ，0％ 3 ，6 36 ．0 35 17 ，80 2 4 12 ，3 7 2 0 0
0
0
1 9 2 ，5 2 2
5 1 ，4 （抵 4 ，8 6 6 ，7 1 1
大 分 県 血 8 1 3 ，1 55 3 ，7 15 ，5 4 1 0
2 2 1 ，35 3
3 9 3 ，4 7 3 0
0
5 ，2 5 2
0
8 ，8 6 5
0
1 3 ，4 2 2 ，8 4 4
4 ，9 2 7 ，4 2 1
宮 崎 県 叫 坪 山 1 ，04 7 ，9 3 3 2 ，8 5 4 ，16 1 0 4 ，1 2 3 ，44 7
鹿 児 島 県 鮎 申 立止rm 1 ，32 3 ，90 5 4 ，5 4 6 ，2 4 84 2 7 ，6 7 4 17 1 ，3 6 2 0 6 ，7 7 0 ，5 76
沖 縄 県 q Lm a鳩 67 8 ，94 5 2 ，8 5 4 ，17 34 5 4 ，9 3 4 0 0 5 ，9 8 4 3 ，99 4 ，0 36
4 、計 釦b 七Ota l 10 0 ，56 6 ，06 0 15 2 ，7 4 3 ，7 ∝ ） 18 ，1 1 3 ，2 5 62 3 ，4 6 2 ，0 1 8 2 ，40 8 ，0 4 111 ，5 9 9 ，6 0 6 3 2 2 ，3 1 5 ，52 5
構 成 比 鮎 ロS 3 1 ．2 0 ％ 4 7 ．3 9 ％
0
0
5 ．6 2 ％ 7 ．2 8 ％ 0 ．7 5 ％ 3 ．6 0 ％ 4 ．16 ％ 1 （X ）．（X ）％
仙 台 市 知 血 1 7 4 8 ．8 90 0 4 8 6 ，9 8 4 0 2 ，8 5 2 ，12 3 1 1 ，14 2 ，9 3 9
0
0
0
0
0
4 2 7 ，6 4 0
15 ，2 3 0 ，9 36
川 崎 市 仙 止 3（泊 ，（X 拇 3 4 8 ，2 5 3 4 0 1，4 8 4 0 3 ，15 6 1 ，05 2 ，89 3
京 都 市 Kyま0 2 ，84 1 ，9 89 0 7 6 7 5 3 9 ，6 1 2 0 2 3 S ，4 4 6 3 ，6 2 0 ，8 14
大 阪 布 地 1 ，6 5 1 ，42 5 0
0
1 ，3 9 9 ，4 10 1，0 外 ），7 9 7
0
6 ，5 10
0
3 怠7 ，3 0 7 4 ，5 3 5 ，4 50
神 戸 布 地 2 3 2 59 6 9 6 ．7 4 4 3 2 ，4 2 1
0
11 7 ，5 86
7 5 2 ，42 4
広 島 布 山 m 劃 血色 6 5 0 ，4 7 0 3 4 7 ，4 4 7
0
3 4 7 ，4 4 7
l（X ） 5 2 8 ，3 2 1 0
6 12
1 ，5 26 ，33 名
北 九 州 市 振 臨 時 止 血 6 5 3 ，3 59 1 ，7 5 2 4 5 0 ，7 15 1 ，6 5 1 ，6 64
4 、計 鼠由一亡ぬ 1 6 ，85 9 ，39 3 2 ，4 4 7，0 2 5 3 ，4 9 7 ，9 13 7 ，12 2 3 ，5 3 1，0 3 9H j 7 0 ，5 7 9 2 名，3 7 0 J 19
構 成 比 如 良3 2 4 ．2 1％ 1 ．22 ％ 8 ．6 3 ％ 12 ．33 ％ 0 ．0 3 ％ 12 ．8 0 ％ 40 ．7 8 ％ 1（X H X ）％
合 計 旭 1 10 7 ，4 35 ，45 3 15 3 ，0 9 1．14 72 0 ，5 6 0 ，2 8 2 2 6 ，9 5 9 ，9 3 1 2 ，4 1 5 ，16 3 1 5 ，2 3 0 ，6 4 5 2 4 ，9 9 3 ，4 2 3 3 5 0 ，6 8 6 ，0 4 4
構 成 比 如 n s 3 0 ．5 4 ％ 4 3 ．6 5 ％ 5 ．8 6 ％ 7 ．6 9 1あ 0 ．6 9 ％ 4 ．3 4 ％ 7 ．1 3 ％ 1（X ）．∝ ）lあ
一Cltles豆止のbⅦ地歩∝g関配mbllltytluno血相Cltles，血sl卵tの吋a卵mt0血，
胃601
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図4－2－7科学技術関係経費部局別構成の特徴的な都道府県
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また、都道府県の部局別構成比を「農林水産系」、「商工系」、「その他」に
3分割し、それと各都道府県県内総生産の「第1次産業」、「第2次産業」、
「第3次産業」の構成比（注4．10）との比較を試みたのが、図　4胃2－8　である。両
者の間には、基本的には、相関関係は認められない。なお、両者の関係を中央値
を基準とした4分割表示で地図化したものが図　4－2－9　である。
（注4．10）
平成元年度データ、纒濱企画庁過重昆編「地域経済要覧1992」
－62－
図4－2－8　都道府県別産業構成比と科学技術関係経費の部局別構成比
（平成2年度）
FigUre4－2－3　PrimaTy．SecondaryandTerriarylndustTyandPrefecturatS＆TBUdgetSforEachDepts，（1990FY．Ratios〉
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図4－2－日1）第1次産業構成比と科学技術関係経費の農林水産系部局構成比（中央値による4分位表示）
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表卜2－9日－2）第1次産業構成比と科学技術関係経費の農林水産系部局構
成比の分布
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図4－2－9（2）第2次産業構成比と科学技術関係経費の商工系部局構成比（中央値による4分位表示）
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図　卜2－9は）第3次産業構成比と科学技術関系経費のその他の部局構成比（中央値による4分位表示）
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5　地域における新たな科学技術政策の展開
本章では、平成4年1月に実施した、各都道府県及び政令指定都市に対する調
査及び、平成4年2月に実施した、新たに設置された研究開発機関に対する調査
などをベースに、「研究開発基盤の整備」、「研究開発活動の支援」、「研究人
材の育成と科学教育」、「国際化への対応」の4つの項目を設けて、地域におけ
る新たな科学技術政策の展開を記述する。なお、4の調査分析と同様に、都道府
県及び政令指定都市の政策展開を調査分析の対象としているが、5．1においては、
密接な関連のある国の施策等についても調査分析の対象と　した。
5．1研究開発基盤の整備
本節では、地域の研究開発基盤の整備に密接な関連のある国の施策の変遷と新
たに設置された研究開発機関の設置状況をみるとと　もに、その新たに設置された
研究開発機関の特徴を記述する。
（1）国の施策の変遷と新たに設置された研究開発機関
地域の研究開発基盤の整備を促す一つの要因と　して、国の施策の変遷があげら
れる。昭和58（1983）年の高度技術工業集積地域開発促進法（テクノポリス）以降、
研究開発機関の地域展開を促進する様々な施策が、複数の省庁によって展開され
てきている。（表　5－1－1参照）
表トト1地域の研究開発基盤の整備に関連の深い国の施策
Table5－1－1ListofCentraIGovernmentalPolicIeSRelatedtoEstablJShmentofRegionaJR＆DFacIJities
年 施　策 関係省庁 根拠 （関連）法令
1983 テクノポリス 通商産業省 高度技術工業集積地域開発促進法（テクノポリス法）
1985基盤技術研究促進 通商産業省、郵政省基盤技術研究円滑化法
1986
1986
リサ チー・コア
生研機構
通商産業省
農林水産省
民間事業者の能力の活用による特定施設の整備の促進
に関する臨時措置法
生物系特定産業技術研究推進機構法
1937医薬品基金 厚生省 医薬品副作用被害救済基金法
1988
1988
1988
頭脳立地
先導的・基盤的地域科学
術施設整備
産業技術研究基盤整備事業
通商産業省
科学技術庁
地域産業の高度化に寄与する特定事業の集積の促進に
関する法律 （頭脳立地法）
多極分散型国土形成促進法
通商産業省 産業技術に関する研究開発体制の整備に関する法律
（産技法）
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さらに、表に掲げた施策については、研究開発機関の全国的な立地展開が促さ
れているのみではなく、地方公共団体の出資等、地域の主体の参加も伴ってきて
いる。
また、その一方で、公設の試験研究機関の整備、財団等による研究開発機関の
設置など、地域独自の研究開発基盤整備も同時に展開されている。
昭和59（1984）年以降（テクノポリス以降）に新たに設立された研究開発機関で、
地方公共団体が出えん出資しているものは、81機関（37都道府県にわたって設置）
にのぼっている。（表　5－ト2　参照）（注5．日
その内の、国の施策にともなって設置された機関（47機関）だけをみても、そ
れらは29都道府県にわたって設置されており、その設立状況は図　5－ト1のように
なっている。
図日トト1新たに設立された研究（開発支援）機関（国の施策に伴って地方自治体が出えん出資したもの）
Figure5－1－1DistTibutionofResearchandR＆DSupportlnstituionsbyRegionEstabiishedsince1984laspartofNadonatPoliCy）
機関数　　　 3 ：　 ■■書■■
Number　of　工ns亡1Lutlons
2 ：　 ■書喜■
1 ：　 匹正憲辺
0 ：　 ⊂＝＝コ
（注5．1）
国の施策にともなって設置された培雨については、公表資料及び関係省庁ヒアリングにより、地域独自の機関設置につ
いては、公表鷲料及び地方公共団体ヒアリングにより確認した。
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表5－卜2　新たに設立された研究（開発支援）機関で、地方公共団体が設置もしくは出えん出資したもの
TabIe5－1・2　ReSearChandR＆DSupportlnstitutionsEstabIishedsince1984，lnvestedorFundedbyLocalGovemments
施策 携関数 都道府県 機関
基盤技術研究促進 1大阪府 基盤情報システム開発（株）
リサ チー・コア 11北海道 恵庭リサ胃チ・ビジネスバ クー（株）
宮城県 （株）テクノプラザみやぎ
茨城県 （棟）つくば研究支援センター
神奈川県 （株）ケイエスピー
新潟県 長岡リサー チコア（（財）信濃川テクノポリス開発機構）
富山県 （財）富山県産業創造センター
愛知県 （株）サイエンス・クリエイト
大阪府 （株）千里ライフサイエンスセンタ胃
兵庫県 （株）ェー リツタ
福岡県 （棟）久留米リサー チ・バ胃ク
福岡県 （株）福間ソフドノサ チーパ クー
生研機構 11北海道 （株）北海道グリー ンバイオ研究所
青森県 （株）糖鎖工学研究所
岩手県 （株）冷水性高級魚養殖技術研究所
岩手県 （株）若手バイオマス研究センター
山形県 （株）機能性ペプチド研究所
東京都 （株）加工米育種研究所
和歌山県 （株）和歌山アグリバイオ研究センター
愛媛県 （株）海藻資源研究所
長崎県 （株）シー テックス
鹿児島県 （株）沖永良部球根バイオ研究所
沖縄県 （株）沖縄蘭研
頭脳立地 15青森県 （株）八戸インテリジェントプラザ
茨城県 （株）ひたちなかテクノセンター
群馬県 （株）ぐんま産業高度化センター
石川県 石川トライアルセンター （（財）石川県産業振興基金協会）
富山県 富山県総合情報センター （株）
静岡県 （株）浜名湖頭脳センター
和歌山県 （株）和歌山リサー チラボ
鳥取県 （株）新産業創造センター
岡山県 （財）岡山県新技術振興財団
広島県 先端技術共同研究センター （（財）広島テクノプラザ）
徳島県 （株）徳島健康科学総合センター
福岡県 （株）北九州テクノセンター
大分県 （財）大分県高度技術開発研究所
鹿児島県 （株）鹿児島頭脳センター
沖縄県 （株）トロピカルテクノセンター
先導的・基盤的地域科学技術施設整備 9北海道 （株）地下無重力実験センター
北海道 （株）オホー ツク流氷科学研究所
岩手県 （株）鉱工業海洋生物利用技術研究センター
新潟県 （棟）レー ザー 応用工学センター
岐阜県 （株）超高温材料研究センター
岐阜県 （株）日本無重量総合研究所
静岡県 （株）鉱工業海洋生物利用技術研究センター
大阪府 （株）イオン工学センター
山口県 （株）超高温材料研究センター
－69肩
施 策 機関数 都道府県 機関
公設試験研究機関、公営研究所等 34北海道 食品加工研究センター
北海道 北海道立工業技術センター （（財）テクノポリス函館技術振興協会）
北海道 （財）室蘭テクノセンター
青森県 農産物加工指導センター
岩手県 生物工学研究所
秋田県 高度技術研究所
秋田県 県立農業短大付属生物工学研究所
秋田県 生物資源庶合開発利用センター
秋田県 金属工業研修技術センター （（財）秋田県資源技術開発機構）
秋田県 総合食品研究所
秋田県 木材高度加工研究所
山形県 高度技術研究開発センター
埼玉県 さいたまインダスドノアルビジネスパーク
千葉県 （財）かずさディー・エヌ ・エー研究所
東京都 食品技術センター
神奈川県 （財）神奈川科学技術アカデミー
神奈川県 （財）神奈川高度技術支援財団
長野県 伊那技術形成センター
愛知県 （財）ファインセラミックスセンター
三重県 （財）国際環境技術移転研究センター
京都府 （財）京都高度技術研究所
大阪府 新産業技術総合研究所
大阪府 （財）大阪バイオサイエンス研究所
兵庫県 先端技術研究開発センター
岡山県 バイオテクノロジー研究所
岡山県 同山セラミックスセンター （（財）岡山セラミックス技術振興財団）
山口県 海洋水産ハイテクセンター
山口県 環境ハイテクリサーチセンター
愛媛県 （財）愛媛テクノポリス財団
佐賀県 諸富デザインセンタ胃
大分県 生物工学研究所
大分県 （財）ハイパーネットワーク社会研究所
熊本県 電子応用技術研究所
鹿児島県 鹿児島県バイオテクノロジー研究所
合 計 81
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（2）地域に展開している新しい研究開発機関の特徴
昭和59（1984）年以降に新たに設立された研究開発機関で、研究者が当該機関の
職員として所在しているもの（地方公共団体が出えん出資していないものを含む）
（注5．2）に対するアンケート調査（平成4年2月実施、94機関対象、48機関回答）
によると、その主な特徴は次の通りである。（表　5－ト3　参照、8で詳述する公設
試験研究機関に対するアンケート結果もあわせて掲載した。）
平均職員数　23．1人、平均研究職員数15．67人、研究職員の平均年齢　37．73才。
比較的小規模で、職員の年齢構成もやや若い、という特徴がまず指摘できる。全
職員数、研究職員数及び技能職員数の分布状況については、図　5胃1－2　の通りであ
る。
また、研究職貝の15．0％が博士課程卒であり、回答　48機関の内12機関（25．0
％）に延べ28人の外国人研究者が所在し、その内の5機関には、通常勤務の外国
人研究者が所在している。
計測試験機器については、取得価格1億円以上の機器を　20．0％の機関が保有し
ており、1，000万円以上　5．080万円未満の機器については、84．4％の機関が保有し
ている。
（注5．2）
対象機閏の特定方法は（1）と同じ。
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表5－1．3　地域に展開している新しい研究機関の特徴
TabIe5－1－3　FeaturesofNewIyEstablishedR＆Dlnst血tbns
項 目 平 均 （参考）公設試験研究機関
工t鴎 如嘩 （ば．）紬 ユ⊥C 紬Dea血
Instlctuヒlors
職員 数 全 戦 月数 加 1 23．10 人 声どm 39ノ叫 人 卿
旭 r of staff内 試 険研 究業者 h Res冶arの 象。£1餌 17．69 32．02
内研 究軋 員 胞粗 血 的 15．67 24．47
内技 能職員 知 れ1clam 5．00 10．56
年令 別構成 び 才 未満 1ess tb n 2匝 1止d 4．21 ％ 4．7 ％
坤 StrucCure25 ～35才 未満 25一事1爬ard d 4 1．88 27．4
35～45才 未満 王ト441搾arl止d 25．75 30．8
45～55才未 満 4ト9 1哩rd d 15．63 26．41
55才 以上 m ふ 亡血。5軸 rd d 9．94 10．58
平均 年令 細 見寧 aq。 37．73 才 沖且FOld 40．75 才 押 rd d
学歴 構成 博 士課程 卒 加に亡。n 亡e・∞um Gr。血盟亡び 15．（泊 ％ 1．89 ％
S亡rud：ure Of修 士課程 草 地或e。蛾11rSe 白地 ［郎 27．の 14
肋 ○⊥Career学部 卒 t址V。琵止y 血 t。S 47．48 67．74
短大 卒 その他 Ju血∝ b u 呵e む。血 t。S 10．27 15．77
博 士号 既収 得者 数　 N血 。f 輸 rc鹿rs 山Lh はXtm C。S3．28 人 p巳rSCm 1．58 人 pどSO悶
平均 給 与 3（氾万 円未満 1ess thm 二日山⊥11m y。。 0 横 関 山底止止1。相 4 機 関 加 止。tl。m
（30才研究 職 3（泊～350万 円未 満 3　 －3．5 血⊥1⊥m y。n5 27
年 間総 額）350－4（氾万 円未 満 3．54　 雨⊥1⊥m y飢 4 91
Averac声Sala工Y400～450万 円未満 4　 －4．5 muⅡm yen15 198
（文事や rl止d 450～5（氾万 円未満 4ふ5　 mLUuくれym6 90
researdY≧r，5（泊～550万 円未 満 5　 －5．5 m⊥1＿1⊥m y的6 19
annual． 550～6∝）万 円未満 5．ゝ4　 和上1⊥1m y。。 3 4
ヒefom x）5（氾万 円以上 m R tb n 6 mUⅡm yen 5 0
外 国人研 究者 滞在 3 カ月未満 1 機関 1m就1［皿1。m 7 機 関 1n故止。亡1。悶
Fofd す1 Staylnq less け且n 3 mJ忙hs
3 カ月 ～ 1 年 未満
延べ　 2 人 延べ 13 人
tもS色arC加rs ［Ctal　 pm
5
td二a1　　 匹
31
3 mqnChs －1ess thm l year 13 39
1 年 ～ 2 年未 満 4 2
1 year －1ess tb n 2 ye且rS 7 2
通常 勤務 者 5 0
呵 血 1y 叩 1画 6 0
外 国人研究 者所在槻瀾 12 機関 1r底止。C1。m 36 枚 関 山嘘止血1cm
InsL1tした1cm H∝ヒ1叩 Fb血 gn 輸 肺 延べ 28 人
t血止　　 問
延べ 66 人
tの＿1　 p三rS〇nS
計測 試験機 器 1（X氾～5∝船万 円未満 84．44 ％ 54．57 ％
胞 Stj工13u巳nt ar．d 10 －1ess tb n 50 血．u ⊥伽 ）唱n
血 tlon 5（X氾～ 1 億 円未満 26．67 10．77
InsCm r虹S！氾－1ess tb n l∝hl⊥⊥1cn yen
1 億 円以上
mare thm l（泊nu⊥10n l噌rl
20．㈲ 4．95
共 同研 究 5 件 未満 1eお tb n 5 C己Sぴ 375 0 ％ 33．％ ％
卸 atlve 5 ～ 9 件 5 －9 cas也 14．58 11．23
輸 arの 10件 以上 m tね。10 。aS鴎 2．08 5．30
0 件 及 びN A 0 。a白日rN．A． 45．83 49．58
実施 1 機 関当 た り
per carrylr増q允 山IS亡1t眈1cns
4．33 件 ①宋S 4．31 件 。読S
回答 1 機 関当 た り
p江 pe騨 戚 1r臨［止utlQns
3．35 件 ①33 3．10 件 ①虎S
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図5－1－2　新しい研究開発機関の職員数の分布
Figure5－1－2　DistnbutionoftheNurnberofStaffinNew吋EstablishedR＆DInstitutions
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一方、研究職鼻の採用元については、新卒者採用を行っている機関は少なく
（11機関、22．9％）、民間企業を中心とした他機関からの採用を行っているとこ
ろが大半（42機関、87．5％）となっている。（表　ト1－4　参照）
表5－1－4　新しい研究開発機関の研究職員の採用
TabIe5－1・4　0riginandNumbeTOfResearchorsinNewIyEstablishedR＆DInstitudons
（横関数Numh汀OrIn血utions）
研究職貝の採用
随searcb rs むtp如 亡Sb 亡l遥
人数　 pe丹m S
Tob l ％1 2 3 4 5 6 7 8 9 10－
新卒者
伽 1y Gm ①ユaCeユ　 ・
2 3 5 1 11 22．92
他 機関か ら採 用
Frqu Oヒher Ins［1ヒUL10nS
2 4 1 6 3 4 4 18 42 S7．50
国立研 究機 関
bbt1m ⊥Res色irCn InsCl亡u亡1cns
4 1 5 10．42
公設試験研 究機 閑
地 ⊥1C 恥SearCh Ins亡1tuC10nS
2 1 2 1 6 12．50
大学
は11Versl［1色S
3 3 1 1 2 10 20．83
民間企 業
prlva亡e CO工p n ［10nS
5 3 4 2 2 2 1 1 16 36 75．α）
共同研 究機 関
Co⊥⊥aborat10n Pa工tnerS
0 0．（泊
特殊 法人
的 m enと－∃上tl⊥1ab d 卑賠ニ1a⊥Co甲 n 亡10nS
4 2 1 1 8 16．67
その他
馳 rs
3 2 2 1 2 10 20．83
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5．2　研究開発活動の支援
本節では、平成4年1月に実施した、各都道府県及び政令指定都市に対する調
査（45都道府県、7政令指定都市回答）を元に、都道府県、政令指定都市が地域
の企業や研究機関等に対して実施している研究開発活動の支援（財団、第3セク
ター等による間接的な支援は除く）の状況を記述する。
本調査では、研究開発活動の支援と　して、8つの項目を設けてその実施状況の
調査を行ったが、その回答状況は、
「地元企業に対する技術相談、指導」
「地元企業の技術開発、高度化支援」
「民間の研究交流促進（異業種交流等）」
「産学官の研究交流（共同研究等）」
「研究開発型企業の誘致、育成支援」
51県政令市（経費　約15億円）
49県政令市（経費　約　59億円）
49県政令市（経費　　約　8億円）
45県政令市（経費　約　29億円）
35県政令市（経費　約135億円）
「科学技術情報の提供（域外とのシステム）」34県政令市（経費　　約　4億円）
「匡上立研究機関等への資金拠出」　　　　　　　　25県政令市（経費　　約　3億円）
「医療機関への研究補助」　　　　　　　　　　　　8県政令市（経費　約14億円）
であった。（表　5－2－1参照、それぞれの具体的事業内容については、資料編の表
1～表7　参照）
8項目合計の経費約　257億円は、科学技術関係経費総額（経常的な経費）の
8．0％に相当している。なお、これと同時に、15県政令市から、「地元企業の技術
開発、高度化支援」、「研究開発型企業の誘致、育成支援」に関する貸付事業、
総額約　331億円（同総額の　9．5％に相当）が回答されている。
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表5－2－1都道府県政令指定都市別研究開発支援事業（平成2年度、千円）
Table5－2・1AListofR＆DSupportBudgetsbyPrefectuTeSandS卿fiedC摘es’（1990FYJhoudsandYen）
都 道府県政令指定都市
Prt迂ec亡upes 丘
地元企業に対 地元企業の枝 民周の研 究交 産学官の研究 研究開発型企 科学技術情報 国立研究機関 医療機関への
合計
T鵬 1
す る技術相接 術開発、高度 洗促進 （興業 交流 く共同研 業の誘致、育 の提供 （域外 等への資金拠
出
埠 匹 血 皿 粕
研 究補助
Re；c暑rd 日田♭
指導 化支援 複　 流等） 究等） 成支援 システム）
T ech d o詳cll Su押α丘b cchh m のon d Suppo正也日か h vit■don ofln 0伽 orS＆T
卑d fled Clヒ1eS．▲dⅥcc m d nd o由d dcYclnSca∫Ch im cP CscaT nk rlc＿cuh donofR＆h b m さnOn ccnはalgovcm －ddics 10m d i一
gd 血鱒cc b r
locd 血mほ
o　 cnl机d ld・donirlPnYl匝don 伽dusq r
Ic凛dcm ■・gOV－
em m cnt）
D 丘m 甘 如加m 叛 陸
地n）
m cnk i膵 clrC d h d Iudons
F n
Ylnm cnl0r
loc■1蝕 15
比C的r（h td 事♭
OratOIy e睫．）
lm blunOnS
北海道　 Ho址料の 89，611 15443612，530 146，776 81．975 91β鵡 527，961
青森県　 加 n 9，963 10，（期0 6，252 30，309 0 21X） 56，724
岩 手県　 丁場te 23，294 10 1，010 63，305 87．純1叫 010 132 90 26，426 20，柵 337，971
宮 城県 組y埠L 36，3 7ー9 453 79 1．524 175，628 0 515 5，975 266，4（力
秋 田県　 Aklta 17，651 gO，021 1，5α） 91，898 0 337 1．084，690 1，276．⑩7
山形県　 Yの ta 14，120 15，αX） 糾，816125，393 0 ：5 0 2205 79
福 島県　 n止血 0 0 51，708 0 2，968 3（XI 953 14 150，290
茨城県 Ib誠a魂 ユ4，787 1，740 53．352 3，∝船 0 3，482 45，（X的 121，361
栃 木県　 m d 止手 5，7S8 432．4α） 6，610 283，319 937 43 17 472 733，903
群馬県　 QJm 18，769 2 1，568 0 0 11，495 51，832
埼玉県　 h ltm 24．991 116，928 36．812 174，8340 3535 65
千乗県　 Q止血 7．972 1（追．lX 沿 3．296 17．857 20，㈱ 24，293g（X） 154，218
神奈川県 胸 囲 59，584 255，520101，195 58」34 4Sj伽 2．915 536，糾8
新潟県 組1甲亡a 7，236 82，830 1，217 53．802 368，057 2，7怠6 515，928
富山県 Tq 岬Ⅷ 1、154 32、9％ 42，700 123、439 3tlOl、2貼 9．974 3，311、543
石川県 I嵐山的 13．（》8 120，716 5，∝め 43，716 145，∝X） 58，4694（X） 3863 99
福 井県　 n血皿 20，645 40，（X沿 6，脚4 230，853 715．427 28，096 1，糾 1，（施5
山梨県　 細 身止 31，298 0 3．1は3 3，483 0 382餉
長野県 N呼m 23，137 77，㈱ 3，㈱ 0 0 70362 41X） 173，899
岐阜県　 □血 25，157 8g，353 2，023 富，S3g 0 13 82 125，753
静岡県　 S血相如 30，442 311．2506，566 2（泊，悦0 193，926 17，9（幻 3，（X氾 44，駈2 ぴ）7，946
愛知県　 Aユd止 49，5∝l 18，940 4，539 42，228 2加㊥的 2，325 3175 32
三度県 粗。 9，222 44 日2 20，α相 0 4，590，977 89．∝胎 4，719，3日
滋賀県　 立止甲 51，疎）7 13，富49 2，362 2，【泊0 5，473 2，920 1，（氾0 7：3，738
京都府　 K蝉 0 20，519 80，8（船 68，429 0 6，0α） 175，848
大 阪府　 ○血 0 593 の 122，38g 54β∝） 0 8，029 30，∝泊 274320
兵庫県 蜘 24，1SO 66，9（il2，500 125．㈱ 275（泊 0 246，141
奈 良県　 Nm 13，250 4g，450 6，（カ0 L200 0 215 69．】25
和 歌山県 恥kaym 9，244 16，0α） 5，046 6．5130 6，534 1，320 44，757
鳥 取県　 TDttod 5，（汐2 15，4∝I 20，820 13．397 2∝），（X氾15g3 5，071 262，S63
島根県　 地 肌 9，115 20．00） の0 0 9，214 38，929
岡山県　 ckaya汀も 10，214 146，0（力 25．084 35．（》0 478，0朗 3．647 ∑犯945
広 島県　 組rD血胸 24，21二3 99，9：32 33，454 9，5020 3α） 26，1g7 193J 鞘
山口県　 Yar佃年劇 ＿ 20．914 3：31，4524，α14 125，5の 0 0 481，914
徳 紺屋　 n血 劇血 6，500 10，（X氾 コ，∝沿 0 195咲）
香 川県 叫 聞 8，970 39，895 1，520 50，9糾 26，080 23 14 103，663
愛媛県　 拉山狩 14，321 49，7 19 3，糾4 91，857 乙724，948359 7，770 2，892，010
高知県　 ㌫∝hl l亀，切）7 34，肺 3，035 29，i9 1 0 1，013 865 50
福 岡県　 n血pね 14，511 33，0α） 3，0掴 2，1207，71 4．782 64，658
佐賀県 sa申 9，234 50，00 ） 14，帥0 67．280 15，脇 ） 155，5糾
熊本県　 的鵬 0 0 50，0疎） 4，髄4 77，7：和 0 7，875 20，150 169，g79
大分県　 0血 17，296 403 ∝〉2畠，195 3．24 1 5．7（刀 5，252 10、的0 110，984
宮崎県 組yazaⅡ 5．865 11，∝船 1，437 0 lgJ 52
鹿児島県 Ka画 血 22．817 169．472 2．023 15，551 ］5，98（i 2，385 248234
沖縄県 仙 瑚 5．344 11，（X氾 乙360 3，385 0 22，0息9
小計　 虫止ト［°も止 847，301 3j 70，950 7客6，542 2．6烏5，517 13，108，409 367，1蘭 刀3，255 1，316，053 21，998，240
仙台市　 お 血1 6∝），∝氾 132 （氾 0 175，（略0 16，島外） 50，（XX） 84 1，950
川崎市　 搬出a岨 1（札∝沿 0 llX），冊 ）
京都市 軸£○ 16，597 2，111，128 3，5（》 0 8，226 2，139，651
大阪市 飯山 10，109 77．9（氾 3，616 3，671 228，126 84，238 407．6d ）
神戸市　 故士官 3，257 乙l∝l 乙598 1、498 10．亀97 203 50
広 島市 組口鋤 1，327 0 乙αi5 0 1，ltXI 4，492
北九州市 組t故四 hユ 11，9砧 47，565 5（X） 2（氾 152，185 0 1，826 214243
4、計　 鼠かt改心 e 13，356 23 51，8938，779 180，429 411，6990 61，152 糾，238 3，72亀，346
合計　 加 止 1，490．6575，922，糾3 795．321 2、8応，94613．520，103 367，1蘭 294，407 1，4（粗291 ：び，726，5息6
重複計上があるたわ、県市ごとの計は各項目の計と一致しない。
廿だtOtd of eadp詑f．∬ddty13rE亡甲l to廿絵mOf tl℃1tm肺u鎗Of血の1ed岨止flcadcn．
．cltleS止止のhⅣe地軸r（声Ⅳ－embillty thむ10rdlr止柑dtle3．の1卵tedh′8卿′℃閉止0血．
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5．3　研究人材の育成と科学教育
本節では、5．2に引き続き、平成4年1月に実施した、各都道府県及び政令指
定都市に対する調査（45都道府県、7政令指定都市回答）を元に、研究人材の育
成と科学教育（科学技術の啓蒙普及）に関する施策の状況を記述する。
（1）研究人材の育成
本調査では、「専門技術分野の人材育成」と「若手研究者（35才以下）の育成」
の2項目について、その実施状況を調査した。
「専門技術分野の人材育成」については、ほとんどの県政令市から実施の回答
を得たが、「若手研究者（35才以下）の育成」の方は　21県政令市（全体の　40．4
％）の回答にと　どまっている。
経費的には、2項目合算で、約158億円の経費が支出されており、これは、科
学技術関係経費総額（経常的な経費）の　4．5％に相当している。（表　5－3－1参照）
人材育成事業の内容と　しては、
・民間企業者対象のものと　して、　研修・O R T等育成事業の実施
公設試へ研修生研究員と　して受入
大学の公開講座共同実施
研修機関への補助
企業の育成事業（研究機関への派遣等）
の補助
・行政職員対象のものと　して、　大学、研修機関、企業等への派遣
内部での研修実施
客員研究員の招へい
といった事業内容があげられている。
事業の目的について見てみると、基礎理論の修得、先端技術の修得をあげる一
方で、短期即効的な効果も掲げられており、対象と　している産業等の分野も多岐
にわたっている。（事業の具体的内容については、資料編の表8及び表9　参照）
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表5・3・1都道府県政令指定都市別「人材育成の支胤こ関する事業」（平成2年度、千円）
Table5－3－1AListo‖1urrunResourcN）DevebprnentPromotionBudgetSbyPrefectuTeSaTld
SpecifjedCities’（1抽FY．ThousardYen）
都 道府 県政令 指定都 専門技術分野の人材育 成 若 手研 究者の育成 合　 計
PrefeCヒu工せ3　5 抽山川M 闇Olけcc 血Ⅳclo叩 n l H um ■n eSOum e dcVd opm c血T et▲1
匝 1f16d CltleSf b r c叫頓知 OryOun関川酎卿血椚
北海道 仙 1の 1．200 ．563 12 フ18 1，213，28 1
青森県 加 d 37 ，亀9 6 富96 37，896
岩手県　 加 亡e 22，306 2 ，5（氾 22，3（抵
宮城県 出庫 17．223 3 ，947 21．170
秋 田県 放1La 2．94 8 2 ，8（期 5，748
山形県 Yの 由心 34，526 2 ，265 36，791
福 島県 n加血 54，157 1，4卯 55，64 7
茨城県 h m ql 6，939 6，93 9
栃木県 T∝出ql 2，102 5，（X氾 7，10 2
群馬県 Q，m 34，09 1 34 ，09 1
埼玉県 salt∬ra 110．174 110，174
千葉県 cM b 2．932，850 297 2．933，14 7
神奈川県 粗相卿 3，336，291 3，336，か l
新潟県 Nll卵白 25．582 0 25，5 82
富 山県 加y机 2，327 2，327
石川県 Iせ止ね鳩 20，68 1 0 20．6 81
福井県 n血i 35，700 35．7∝）
山梨県 廿肌 の1 0
長野県 随申∞ 47，06 1 47，06 1
岐阜県 G血 1 1，499 2，555 14．155
静 岡県　 軌血 0ね 64，253 64，253
愛知県 Ak hl 475，824 475，824
三重県 鵬e 5，860 5，850
滋賀県 軸 24，19 2 24，192
京都府 K挿 O 18，46 8 4，㈱ 22，458
大阪府 0血 乙545，510 乙545，510
兵庫県 叫q p 3 富7，59 3 387，593
奈良県 他日 8．99 8 S，99 8
和歌山県 嶋b y訂畠 196，216 196 ，216
鳥取県 To仕Orl 522 522
島根県　 蝕1mane 7，397 7，39 7
岡山県 Cね四m 7，218 17，0 24 24、242
広 島県 Hlro劇 の 2，350．519 2，350，519
山口県 Ym 甲d 11 24，99 4 24．994
徳島県 Tob血 胸 382，34名 3g2，348
香川県 抱卵Ⅶ 556 656
愛媛県 飢i陀 17，840 12，104 29，944
高知県 咄 11 578，542 17 6 57S，7 18
福 岡県 餌 ∽ ね 59，618 1，6（期 61，218
佐賀県 蝕声 7，（氾0 2 ，4 39 9，43 9
熊本県 敗m m PCO 9 0，14 2 餌），142
大分県 血 4 6．63 9 46 ，63 9
宮崎県 組浮説氾 9 ，870 9．870
鹿児島県 抱卵血1両 47 8 47 8
沖縄県 αユ相場 16 1，42 8 161，42 8
小 計 且の一触 1 15 、507 ，04 1 71β22 15，575，56 7
仙台市 虫r血 1 132，∝）0 132，0∝l
川崎市 知 慮 止 0 0
京都 布 陣 23，69 2 23，692
大阪市 血 1，03 5 5，74 8 7，78 3
神戸 布 地 37，130 798 37．923
広島市 山地 6．370 1，125 7，49 5
北九州市 n t叫 血 12．39 2 12，3 92
4 、計 魚止ト血 1 212，619 8．571 221，290
合 計 恥 1 15，7 19 ，660 80 ，593 15，796，857
重複計上があるため、県市ごとの計は各項目の計と一致しない。
竹治亡眈al of eadlprQf．訂dclty13戒叫1totb SunOf t士蛤1t叙IS如u滋Of血の1台Cla錮lflca亡Iqn．
㌢1亡1色S hhld bⅦhl如r申Ⅶm由111亡y血no血相d亡les．由1す仏日d坤a90Vermt OKll細由れC告．
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（2）科学技術の啓蒙普及
本調査では、「科学技術に関する県民理解の醸成」、「科学技術教育の充実
（青少年、生涯教育）」、「自然系博物館」の3つの項目について調査を実施し
たが、それぞれの項目に対する回答状況は、
「県民理解の醸成」　　　23県政令市（経費　約10億円）
「科学技術教育の充実」　32県政令市（経費　約　36億円）
「自然系博物館」　　　　32県政令市（経費　約129億円）となっており、
無回答が目立つ調査結果となっている。（表　ト3－2　参照）
3項目合計の経費約168億円は、科学技術関係経費総額（経常的な経費）の
4．8％に相当しており、
「県民理解の醸成」の事業内容としては、　刊行物による広報
試験研究機関の公開
県民対象の研究成果発表
公開講座・セミナー等の開催
開発技術等の展示
といった内容があげられている。（「県民理解の醸成」、「科学技術教育の充実」
の異体的事業内容は、資料編の表10及び表11参照）
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表5－3・2　♯道府県政令指定都市別「科学技術の啓贅普及に関する事業」（平成2年度、千円）
Table5－3－2　AListofPublicUrderstardingandPrαmOtionBud9etSbyPrefecIUreSarKISpecdiedcities’（1990FY．ThousandYen）
都道府県政令指定都市 県民理解の墟成 科学技術教育の充実 自然系博物飽 合　計
PTefe出血Sも細 山onorund的伽Idh8PromolionorS＆Tducllion Scien山ncmucums Tohl
卑冶ClfledC比1est 1nd■CCepl慮れceOrci血ensOlmg町gcne鵬0叫1ire－1ong）
北海道　肋kb1の 4，435 1，∝）0 5，436
青森県　加rl 120，475 7，054 127，530
岩手県　工廠 31，690 31，690
宮城県虹鱒ql 7，170 乙638 9，808
秋田県　Akta 2∝） 6，100 0 6，300
山形県　Ym の亡a 5∝） 7，756 187，553 195，809
福島県　旭 him 11，241 0 292，452 303，693
茨城県　h nql 555，710 555，710
栃木県　短ゴ止ql 605，238 596，547 453．389 1．655，174
群馬県　Q．m 29，440 29，440
埼玉県　白地mu 3，028 13，500 87，521 104，049
千葉県　地 72．337 朗5，378 214，044 677，715
神奈川県　胞砲弾嶋 18，219 1，497，445 2，306，176 3，g21，840
新潟県　軋1甲臼 0 608 469，031 469，639
富山県　旬m 0 1，800 1，800
石川県 I寸Llb旭 4（X） 4∝）
福井県　n血止 91．301 355，342 456，543
山梨県　蜘一也の1
長野県　油甲m
岐阜県　Glh
静岡県　効1血
愛知県　組d止 140 12，627 135，110 197，877
三重県　血e 24，060 24，（適0
滋発県　凱i寧 5，445 5，045 1，762，156 1，772，646
京都府　K押亡0
大阪府　○鼠ね 3，983 2，816 1，500 8，299
兵庫県　H匹P 208，831 822，404 1，031，235
奈良県・恥n 1，352 1，362
和歌山県　愉ね四m 178，卯I 17g，901
鳥取県　ToともOrl 10 293，889 293．899
島根県　血i壷
岡山県　α日脚ra 50，728 50，728
広島県　Rm hの
山口県　Ym 瓢d止 0 241，897 241，897
徳島県　加k血加 2，782 276，708 279，490
香川県・私邸崎 98 98
愛媛県　m h 19，289 45，792 65，081
高知県　ぬゴ止 3，430 40，（刀0 43，430
福岡県　nlhDb 10，592 391，368 388，718 401．960
佐ダ県　坤 3，200 1，795 4．995
熊本県　的1m 亡0 2，外）6 2，外）6
大分県　0ぬ 572 572
宮崎県血押Z山
鹿児島県　ね画血 8，496 15，363 172，497 196，356
沖縄県　吐血Ⅶ 5，9島4 5，984
4、計　鼠止トCOtd 967．080 3，462，931 9，427，203 13，254，452
仙台市　由血1 30，885 2，821，238 2，852，123
川崎市　K岨S山d 3，156 3，156
京都布陣 958 66，967 164，479 232，404
大阪市蝕血 0 382，898 382，398
神戸市　触 0 0
広島布　山Ⅸ娼hlm 0
北九州布　山t叫血 450 51，g50 65，736 11怠，036
小計　鼠止「亡ぬ1 1，408 152，858 3，434351 3，588，617
合計　散文且1 968，488 3．515，7怠9 12．861．554 16，843，069
重複計上があるため、県市ごとの計は各項目の計と一致しない。
¶警亡眈al ofeach pref．ardclty13∝た叫1toth台風rnOf t－eltgrlS肺uSe OfdMblecla331flca亡lon．
．鳥山eSのユdhave出庫r印加止11ty出場nOrdh8工ydt1es．d迫1匹tedb a90鴨mt OdjJm．
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一方、「文部統計要覧（平成4年版）」によると、平成2年10月1日現在、博
物館は全国で　799機関あり、内、科学博物館は　81機関（10．1％）となっている。
（表　5－3－3　参照、なお、表中の総合博物館も自然科学部門を有しており、科学博
物館が自然系博物館すべてを代表しているわけではない）
表5－3－3　博物館数（種類別）
Table5－3－3　NumberofMuseums
（1990．10．1）
区　 分 国　 立 公　 立 私　 立 計
classlflcaヒ⊥on 帖正lom l 抽 1土C Pr血 亡e眈 止
総合博 物鋸 G≧脂n l n 】監u憬 3 76 17 96
歴史博 物館 組立Ory 汀uSeu帽 4 138 116 258
美術博 物葉上奴t m はm m 2 9 1 159 252
砕 飜 秘 密 却 如 轍 晦 軸 草 ∴ 封 ・
野外博 物館 0止d∞r 汀uSeum 1 3 7 11
動 ・植 物 園等　 Z∞，Bo亡誠in 1 g血 etc 10 37 54 10 1
計　　 R丈且1 28 387 384 799
注：博物館法による登録博物館又は博物館施設の数である。「文部統計要覧（平成4年版）」より作成。
Sourc萱：I一蜘転k of馳Gatlonal Statlstlcs（1992）－．
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本調査に∴おいては、21都道府県政令指定都市から、22機関の自然科学系博物館
が回答されている。（表　5－3胃4　参照）
また、11都道府県から、自然科学系博物館を計画中であるとの回答が得られて
いる。（表　5－3－5　参照）
表5－3－4　自然科学系博物館（回答されたもの）
TabLe5－3－4　ASampleListofPubIicScienceMuseums
機　関　名 県市名 設立年
若手県立水産科学館 岩 手 県 1 9 8 6
秋田大学鉱山学部附属鉱業科学館 秋 田 県 19 5 1
山形県立博物館 山 形 県 19 7 1
福島県立博物館 福 島 県 19 8 6
栃木県立博物館 栃 木 県 1 9 8 2
埼玉県立長瀞自然史博物館 埼 玉 県 1 9 8 1
新潟県立自然科学館 新 潟 県 1 9 8 1
福井県自然保護センター 福 井 県 1 9 9 0
福井県立博物館 福 井 県 1 9 8 4
和歌山県立自然博物館 和歌山県 1 9 8 2
鳥取県立博物館 鳥 取 県 1 9 7 2
岡山県技術振興センター 岡 山 県
山　口 県
1 9 8 5
1 9 1 7
（ニューサイエンス館）
山口県立山口博物館
徳島県立博物館 徳 島 県 1 9 9 0
愛媛県立博物館 愛 媛 県 1 9 5 9
福岡県青少年科学館 福　岡 県 1 9 9 0
鹿児島県立博物館 鹿児島県 1 9 5 3
仙台市科学館 仙 台 市 1 9 9 0
京都市青少年科学センター 京 都 市 1 9 6 9
大阪市自然史博物館 大 阪 市 1 9 5 0
神戸市立青少年博物館 神 戸 市 1 9 8 4
北九州市立交通科学館 北九州市 1 9 8 5
表5－3－5　計画中の自然科学系博物館
Tabre5－3－5・ASampIeListofPubficScienceMuseums
（ScheduledEstablishment）
機　 関　 名 県市 名 設立年
茨城県自然博物館 （仮称） 茨 城 県 1 9 9 4
荒川総合博物館 埼 玉 県 1 9 9 6
さいたま科学創造パーク 埼 玉 県 1 9 9 7
現代産業科学館 （仮称） 千 葉 県 1 9 9 4
神奈川県立自然系博物館 （仮称） 神奈川県 1 9 9 5
日本海博物館 （仮称） 富 山 県 1 9 9 6
自然科学博物館 （仮称） 石 川 県 ．－．
琵琶湖博物館 （仮称） 滋 賀 県 1 9 9 5
人と自然の博物館 （仮称） 兵 庫 県 1 9 9 2
愛媛県総合科学博物館 愛 媛 県 1 9 9 4
高知県立森林科学館 高 知 県 1 9 9 2
宇宙科学館 （仮称） 佐 賀 県 －
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5．4　国際化への対応
本節では、5．3に引き続き、平成4年1月に実施した、各都道府県及び政令指
定都市に対する調査（45都道府県、7政令指定都市回答）を元に、科学技術に関
する国際化への対応状況を記述する。
本調査では、科学技術に関する「国際交流拠点の整備」と「外国人研究者への
支援等の国際交流の推進」の2項目を調査したが、
国際交流拠点の整備に、10都道府県政令指定都市が約146億円、
国際交流の推進に、　　18都道府県政令指定都市が　約　9億円
の経費支出の回答をしている。（計25都道府県政令指定都市）
「国際交流拠点の整備」では、米国に先端産業情報基地を設置するなどの多様
な展開も見受けられる。一方の「外国人研究者への支援等の国際交流の推進」で
は、中国、韓国等からの研修生の受け入れが目立つが（回答27事業中15事業が受
け入れ事業）、国際会議や国際シンポジウム、共同研究といった内容も見受けら
れる。（事業の具体的内容は表　5－4－1及び表　5－4－2　参照）
なお、経費の合計額約155億円は、科学技術関係経費総額（経常的な経費）の
4．4％に相当している。
表5－4－1国際交流拠点の整備に関する事業一覧（平成2年度）
TabJe5－4－1AustofSe仙1g－UPStatLOnSProjectsforlnternat10na題C0－0PeratJOnbyPref眈tUre（1990FY）
都道府県 事業名 部局名 事業内容
北海道 国際研修センター設置要請 総務部 外務省、国際協力事業団 （J IC A）に本道への設置を要請
秋田県 金属鉱業研修技術センターの建設 商工労働部 地下音源に関する総合的な研究、研修及び交流を行う機関として、金属鉱業
研修技術センターを建設した。本館1，244rが、宿泊棟1，955rパ、ゲストハウス
353汀1、レストラン公9rパ
福島県 県立大学整備事業 総務灘
神奈川県湘南国際村 （仮称）計画推進事業 企画部 地域から世界に貢献するとともに、地域社会の発展に寄与する緑陰滞在型の
国際交流拠点 「湘南国酎 す（仮称）」の実現に向けて （財）研究教育財団（仮称）
の調査、まちづくり調査、研究・研修機関の諌致活動、湘南国際村開村準備
及び （扶）湘南国際村協会への出資等を行った。
石川県 石川ハイテクサテライトセンターU．商工労働部 先端技術が集中する米国に、情報基地として石川ハイテクサテライトセンタ
S．A ．運営 （工業試験場）ーU．S．A．を開設した。そこで得られる情報を基に、先端技術開発の研究を推
逢し、本県産業の技術高度化を図る。
兵庫県 研究開発基盤の拡充整備 （先端技術研
究開発センター （仮称）の建設）
商工部
鳥取県 （抹）新産業創造センター出資金 商工労働艶 （株）新産業創造センター の設立 （平成2年4 月） （社屋等の建設事業は、
平成3年度になる）
広島県 貰際人材育成拠点構想推進事業 総務部 アジア諸国を中心とした開発途上国を中心とした人材育成、技術協力等の役
割を果たすために拠点機能を充実強化することとし、そのための拠点施設の
設置、事業内容の検討を行う。 （構想策定委月余運営経費、構想策定に係る
調査実施等）
佐賀県 有田国際ファインセラミックスシンポ商工労働部 国際ファインセラミックスシンポジウムを定例的に開催 （S．5 9～、また
ジウム開催 有田の窯業洗険腸に国際会註場を検討中）
仙台市 仙台国際センタ 建ー設 企画局 国際学術都市及びコンベンション都市を建設するたわ、国際化推進の拠点施
国際交流課 詮として仙台国際センター を建設した。
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表5－4－2　外国人研究者への支援等国際交流の推進に関する事業一覧（平成2年度）
TabJe5－4－2　AUstofPromobonProjedforlnternationaIc0－0PerationbyPrefecIure（1990FY）
都道府県 事業名 部局名 事業内容
北海道 中国黒竜江省医学技術交流事業費 保健環境部 技術者等の派遣 （平成3 年度から技術者等の派遣、受入を実施）
宮城県 海外技術交流推進事業 商工労働部 友好県省の中国吉林省から技術研修員 を受け入れる。
吉林省農業研修生受入事業 農政部 吉林省 と宮城県交流計画に基づき吉林省農業研修生 3 人 を受け入れた。
群馬県 中国研修医受け入れ事業 衛生環境部 中国映西省 の病院に勤務する医師の医療技術の向上とあわせて両国間の親善
に寄与するため、昭和58年度か ら県内の医療機関において研修医を受け入 れ
ている。 （平成 2 年度実績）受け入れ人月 4 人、研修期 間3 カ月
埼玉県 埼玉県 ・山西省農業交流事業 農林部 本県と中国山西省との農業専門家を相互に派遣する 受け入れ 6 人　 派遣 2
富山県 富山県国際交流奨学金 総務部
富山県国際理解研究費 総務部 （他 に事務費）
富山県国民健康保険加入助成金 総務部
石川県 石川県海外技術研修員受入れ 県民生活局 （県民生活局分） 韓国からの技術研修月受入れ （研修期間約 7 カ月） 受入
農林水産部 れ先 農業総合試験場3 人畜産試験場 3 人 韓国からの技術研修員受け入れ
（研修期間約 1 ケ月）受入先畜産試験場 1 人
創造頭脳集団 「客員研究員」制度 商工労働部 中国か らの技術研修月受入れ（研修期間約 7 ～9 カ月）、 受入れ先　 農業総合
試験場 2 人　 国内外の大学、企業等か ら研究者を 「客員研究員」 として招請
し、地場産業の先端化、企業構造転換のための推進力とする。
長野県 長野県海外技術研修員受入事業 生活環境部 開発途上国から研修生を受入れ、技術研修 を実施することにより、研修員の
属する国の経済社会開発 と撰際的友好関係の増進に貢献 しうる人材を養成す
る とともに、県民との接触 を通 して民族間相互の理解 を増進する。
岐早県 中国林業技術研修生指導費 林政瓢 中国技術研修生に対 して、林業センターでの研修を実施する。
愛知県 先端技術国際会議等開催費補助金 商工部 学会等の主催する先端技術関連の国際会諸事に対する助成
先端技術国際シンポジウム開催事業費 商工部 先端技術分野の国際シンポジウムの開催
大阪府 海外研究者招鳩事業 商工部 産業技術総合研究所 に海外で括鐙する指導的な研究者を紹噂 し、共同研究 の
指導助言等 を通じて研究の活性化 と企業支援の向上を図る。平成 2 年度は中
国人研究者（1 名）を招韓。
鳥取県 中国河北省農業研究者受入事業 農林水産部 鳥取県の農業技術の修得を希望する中国河北省の研究者を受入れ、県の試験
境、農業大学校等において指導 を行 う。
島根県 海外枝補研修員受入事業 総務 凋発途上国か ら中堅技術者を受け入れ、県内の研究機関において必要な技術
を習得 させる。
山口県 超高温材料国際シンポジウム 商工労働部 国内外の著名な研究者を招へい し、超高温材料 に関するシンポジウムを開催
し、研究者の交流を促進する。
福岡県 海外技術研修員受入事業 国際交流課 開発途上国から研修員を受入れ、必要な技術の習得及び県民等との接触を通
じて、その研修員の属する国の経済開発と繁栄 に貢献しうる人材を養成 し、
併せて福岡県 とそれぞれの国との種々の分野での交流に寄与することを目的
とする。受入人数 農業（1人）水産（3人）畜産（3人）工業（5 人）その他（3人）計15
熊本県 日中農業技術交流促進事業 農政部 研修生受入れ 県立農業大学校研修、試験研究機関研修
熊本県 財団法人国際保健医療交流センター 衛生部 主 に開発途上国の保健医療の向上に資するため、開発途上国の保健医療専門
家に対 する研修事業等を行う
宮崎県 S P G 国際共同研究推進事業 商工労働部 S P G （シラス多孔質がラス）の幅広い実用化 を推進するため、アメ リカの
アラバマ州立大学と共同研究を実施
鹿児島県 中国との農業技術交流推進事業 農政部 1 年ごとに相互に交流団を派遣 し、品種交挨や情報交流 を実施。
大阪市 大阪 ・上海学術交流 市立大学事務局 受け入れ経費
サ ンタ ト・ペテルプルタ国立大学 との
学術交流
市立大学事務局 宿泊費、生活補助費等生活支援
海外技術協力 経 済局 J I C A か らの受け入れ事業
中国技術協力 経 済局 友好都市 ・上海市 との技術交流
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6　科学技術振興のための団体の設立とその基金の状況（行政の枠外）
本章では、平成4年1月に実施した、各都道府県及び政令指定都市に対する調
査（45都道府県、7政令指定都市回答）を元に、科学技術振興のための団体の設
立状況、地方公共団体の出えん出資金の負担状況などを記述する（注6．日。
本調査では、財団法人または第3セクターの研究機関、研究開発支援機関（都
道府県、政令指定都市が出えん出資しているもの）を調査したが、45都道府県、
7政令指定都市からの回答の結果は、
研究機関が　　　　　　61機関、基金資本金額　919　億円、
研究開発支援機関が　69機関、　　　　　　　1，150　億円、
全体では　　　　　　121機関、　　　　　　　1，947　億円（9櫻閏の重裡回答あり）
であった。（一覧表は表　6－3　及び表　6－4）
その121機関の設立年をみてみると、そのほとんどが　昭和55年以降（1980年代
に入ってから）である。（図　6－1参照）
昭和58年と昭和61年に設立の山があるのは、5．1でみた、国の施策の変遷中
の、テクノポリス（昭和58年）、リサーチコア（昭和61年）の施策と符号してい
る。
図6－1都道府県政令指定都市が出えん出資している研究（開発支援）機関
設立状況
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（注6．1）
今回の讃蚕では、都道府県で、東京都と長崎県の2都県、政令七宝都市で、札幌市、横浜市、名古屋市、福岡市の4市
からの回答が得られなかった。
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機関の法人のタイプで区分すると、財団等（社団を含む）が　99機関、株式会社
22機関であり、株式会社は18．2％の構成となっているが、株式会社の出現は、昭
和61年以降であり、61年以降のみで比較をすると、財団等　51対株式会社　22とな
り、株式会社の比率は　30．1％となる。（表　6－1参照）
1法人当たりの基金資本金額は、財団法人等が約15．8億円、株式会社が約
17．3億円となっており、あまり差はないが、地方公共団体の負担率の方は、財団
等　39．4％に対し、株式会社15．9％となっており、大きな差が出ている。
全体の基金資本金額約1．947億円の内、地方公共団体の負担額は　677億円（負
担率　34．8％、設立乗の累計であり、2年度の単年度負担額ではない）となってい
るが、地方公共団体の負担はこれだけではなく、補助・委託等の形で法人への支
出がなされている。基金資本金への当年分の出えん出資も含んで、平成2年度に
法人に支出した金額は約143億円となっており、この金額は科学技術関係経費
（経常的な経費）の　4．1％に相当している。
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表6－1怒道府県政令指定都市が出えん出資している研究機関及び研究開発支援機関
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また、本調査では、科学技術の振興を目的とした基金の設立状況を調査したが、
その結果、6都道府県政令指定都市から、9件、基金額65億円の回答が得られた。
基金の名称、事業内容等は表　6－2　のとおりである。
表6－2　科学技術振興のための基金設置状況一覧
Tabre6・2AListofFundsforS＆TPronlOtion
（千円、Thou鶉ndYen）
基金名 都 道府県 部局名 基金額 備考
工業技術振興基金 茨城県 商工労働部 1，5（泊，∝沿 産 ・学 ・官共同研究委託、新 製品 ・薪 技術開発助成、
人材育成助成、技術交流 ・普及助成 等
つ くば研究開発型企業育成基金 茨城県 商工労働部 350，∝沿 研 究開発事業、人材育成事業、情 報調査事業
債務保証基金 富山県 商工労働部 250，㈱ テクノ地域 の中堅 ・中小企業の研 究開発資金の借入への保証
技術 開発資金 富山県 商工労働 部 365，1（カ 県 内中堅 ・中小企業 の新技術等の研 究 開発へ の助成
（無利子成功払い）
技術振興基金 富山県 商工労働部 1，（適5，25 0 研修指導、技術交流、調査研究、 情報提供
滋賀県工業技術振興基金 滋賀県 商工労働部 735，0 10 工業技術振興事業費補助金の財源 に充 当研修用機器の充実。
技術相談 コーナーの開設
地域科学技術振興基金 山口県 商工労働部 1，脚 ，（X 泊 （平成 3 年度－ 5 年度で造成 ）
（財）山 口県産業技術 開発 機構 に く基礎的研究開発事業 〉リスクが大 き く民間企業単独では実施 国難な
基礎的研究分野 につい て、県内外 の産 ・学 ・官で檎成す る研 究グルー
プ等 に委託 して研究開発 を実施 し、そ の成
大 阪市立大学振興基金 大阪市 市立大学事務局 1，∝X）．（X 氾 特定研究助成、大学院生の国際会議等へ の派遣助成、
教員 の海外 出張旅費、学生 に対す る奨学及補導厚生資金
北 九州市 中小企業技術 開発振興基金 北九州市 経済局工業課 25 8，153 北九州市中小企業技術開発 振興助成金。
新技術 ・新製品等の研究開発 を行 う中小企 業音叉 は中小企業 団体に
対 して、助成金 を交付す る。
合　　　　 計 6，533、523
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表6－3　都道府県政令指定都市が出えん出資している研究機関
TabIe6－3　ReserchLnstitutionslnvestedorFundedbyLocalGovernments
（千円、TheuⅧndYcn）
団体 名 設立年月日都 道府県 基金 額 内県負 担 額 資本 金額 内県負 担額 部局 名 2 年度支出額
（株 ）恵 庭 リサ ーチ ・ビジネス バー ク 開脚4仰0北海 道 1，508，430300．∝〉0 商工労働観光籠 0
（財 ） 室 蘭テ クノ セ ンター 紬／12β1北海 道 74，730 20，0（氾 商工労働観光施 49，629
（株 ）北 海 道 グ リー ンバイ オ研究 所 87仰岬 0北海 道 1．030，（X氾 1，凧 ，∝氾 農政部 0
（株 ）八 戸 イ ンテ リジ ェ ン トプラザ 89β5β0青森 県 9（泊，α）0 100，恥0 商工労働部
（株 ）糖 鎖 工学研 究所 9 1！02β0青森県 380，∝）0 5，的0 企画部 0
（株 ） 冷水性 高級 魚養殖 技術 研究 所 89β3βl岩 手県 1，∝〉0，（XX） 30，（泊0 林業水産部 5，（X将
（株 ） イ ンテ リジ ェ ン ト・コスモ ス研 究機 構 89βか10宮 城県 5，498．050 490，∝）0 企画旛 170，∝X）
（財 ） 秋 田県分析 化学 セ ンター 72β5β1秋 田県 5，α氾 生活環境紘 0
（財 ）秋 田県 資 源技術 開発機 構 90／‖／ワぎ秋 田県 427，0α） 2（刀，0∝〉 商工労働部 203．419
（財 ）福 島県 立 工業技 術振 興財 団 84！10／00福 島県 406 ，032 250．000 商工労働部 0
（財 ） とち ぎ総 合研 究機構 栃 木県 3∝），（X の 60 ，0（氾 企画調整課
（財 ） 地震 予知総 合研 究振 興会 81／0 1β2埼 玉県 290 ，0（泊 5，0（期 環境部 0
（財 ） 地震 予知総 合研 究振 興会 81／0 1β2千 葉県 290 ，0（泊 5，0（氾 総務鮪 0
（財 ） か ず さデ ィー ・エヌ ・エー研究 所 9川）3β0千 葉県 5．000，0（カ 3，750，（氾0 企酉島 952，5（氾
（財 ）神 奈 川科 学技術 アカデ ミー 89β7／00神奈 川県 4，000，0α）3，5（氾，000 企画紐 1，364，086
（財 ） 木原 記念横 浜生 命科学 振 興財団 ざ5β3／00神奈 川県 】80 ，（X沿 50，000
（株 ） レーザ ー応用工 学 セ ンター 90／03β0新潟 県 1，050，0（泊 100，（氾0 商工労働紡 1∝），∝氾
（財 ）福 井県産 業振 興財 団 87／03／12福 井県 1．215，9（油 765，9∝〉 商工労働篩 0
（財 ） 地震 予知総 合研 究 振興会 8】βlβ2長野県 2外），（X氾 5，000 生活環境部 0
（財 ） 長野県 技術 セ ンター 72β4／10長 野県 5 ，（X氾 5，0（氾 土木部 0
（社 ） 長野県 原種 セ ンター 87β4β0長 野県 抑 ），（X氾 360，0（氾 農政旛 56 ．顔氾
（財 ） 岐 阜県公 衆衛生 検査 セ ンター 73／02／00岐 阜県 30 ，（カ1 10 ，0∝〉 衛生環境篩 0
（一抹）超 高温 材料 研究 セ ンター 90／03β0岐 阜県 66，（沿0 商工労働篩 0
（社 ） ぎふ ・つ くば情 報 セ ンター 90／04／00岐 阜県 商工労働あ 23，533
（財 ） フ ァイ ンセラ ミ ノクス セ ンター 85／05／07愛 知県 3，467，152 500，000 商工訪 15，0 m）
（財 ） 国 際環境 技術移 転研 究 セ ンター 90／0二lβ0三 重県 4，667．000 1，5（期．000 知事公室 750，α）0
（財 ） 三 重県 工 業技術 振 興機 構 90／05！00三 重県 822 ，650400，0∝〉 商工労働篩 877，232
（財 ） 滋梨県 公 園緑 地 セ ンター 縄／11／O l滋賀 県 49 ，600 30，0（氾 土木筋 20，897
（財 ） 滋賀 県建 設技術 セ ンター 83β8β0滋賀 県 10 ，∝氾 5，000 土木畠 5，α泊
（財 ） 京都 高度 技術研 究所 招β β9京都府 250，500 501000 商工あ
（株 ） イ オ ン工 学研究 所 88／11β2大 阪府 239，000 8，500 商工部 0
大阪 がん 予防検 診 セ ンター 86／10／0 1大 阪府 10，∝〉0 10，（泊0環境保健部 530，㈱
（財 ） 地 球環境 産業技 術研 究横 絹 90／07／uO大 阪府 8．∝泊．000 2∝）．0∝） 環境保健篩 74，223
（株 ） 国 際電気 通信基 礎技術 研 究所 86／03β2 奈 良県 20，880，0∝） 14，450 企画篩 0
（株 ） イ オ ン工 学 セ ンター 88／‖β2奈 良県 り 00，0α） 20，000 商工労働絃 0
（株 ）け いは ん な 89／08／02奈 良県 6，0（泊．000 50，000 企画部 25，0（泊
（財 ）和 歌山 テ クノ振 興財 団 9I／03／1g和 歌山県 12，6α） 5，000 商工労働鑓 5，㈱
（珠 ）新 産 業創 造 セ ンター 90！04／00鳥 取県 1，335．∝氾 200．（泊0 商工労働誌 2（泊，∝氾
島根 難 病研 究所 76／05／00島根県 302 ，∝氾 301，000 環境保健訪 45．880
岡山県 新 技術振 興財 団 8］！12β0岡山県 1，135，550835，390 商工篩 162，5（刃
岡山 セ ラ ミックス技術 振 興財 団 90／03β0岡 山県 400，000 150，000 商工茄 】56，254
岡山県 環境 保全 事業 団 74／10β0岡 山県 1，626，500100 ．000 環境保健篩 0
（社 ） 岡 山県 農業 開発 研 究所 86／12β0岡山県 378，000 50 ，0∝〉 農林 誌 0
（株 ）超 高温 材料 研 究 セ ンター 90／03バ）0山 口県 2，250，∝沿 200，同0商工労働部 0
（財 ） 徳 島県地 域産 業技術 開発研 究機 構 85β8／15徳 島県 1，247，g lO 335 ，0∝） 商工労働篩 0
（財 ）愛 媛テりポ リス財 団吋 ・イノベ シー］ン研 究所 89β4β1愛 媛県 1．250，0（氾 950 ，0∝） 商工労働筋 4，（X船
（財 ）国 際東 ア ジア研 究 セン ター 90／01／01福 岡県 570，tX粕 1∝），0（氾 企画振興部
（財 ）国 際保健 医 療交流 セン ター （A C IH ） 90ノ02β0熊 本県 3（泊，（X氾 50，000 衛生篩 0
電 子応 用機械 技 術研 究所 85／04β0熊 本県 り 59，987 1，802 ，（刃0 商工級光労働篩 70．∝氾
（財 ）熊 本県建 設技術 セ ンター 84！03！00熊 本県 4，∝氾 2，0（氾 土木篩 0
（財 ） 大分 県 高度技術 開発研 究所 83／12β0大 分県 295，020 5，0㈲ 商工労働椒光庭 2 1，367
鹿児 島県 ファイ ンセ ラ ミック製品 開発 研究所 84／10β0鹿 児島県 商工労働嵐 5，491
（株 ） トロピ カルテ クノセ ン ター 90／10β0沖 縄県 1，282，∝氾 200，∝10 商工労働筋 223．（X氾
（財 ）沖縄 農林 漁 業技術 開発 協会 86β4β0沖 縄県 35，5∝） 5，0（氾 農林水産旛 7，392
（財 ）京 都高 度技術研 究所 89／10β0京 都市 257．5∝） 100 ，0（氾 経済局 318，8 17
（財 ）京 都衛 生 検査研 究 セ ン ター 79伽 β0京 都市 16，5（氾 4，0∝l 衛生局 0
（財 ）大 阪バ イ オサイ エ ンス研 究所 87βlβg大 阪市 1，036，0α） 2（札 0∝） 環境保健局 7（泊，tX 氾
（財 ） 関 西情 報 セン ター 70伽 β0大 阪市 250 ，6（泊 50，0（泊 計画局 0
（財 ）広 島市水 産振 興協 会 富2β4β1広 島市 10 ，（X氾 10，0∝） 経済局 1g3，057
（財 ）国 際東 ア ジア研 究 セ ン ター 90βlβ0北 九州市 423，αX） 300，0（泊 企画局 348，8∝l
（財 ）北 九州都 市 協会 77／11β1北 九州市 2．（X船 2，0∝） 企画局 7畠，840
計 75，373，182 17，111，740 15，54軋480 2，糾3，5∝）7，763，5 17
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表6－4　部道府県政令指定都市が出えん出資している研究開発支援機関
TabIe6－4　R＆DSupportInstitutonsInvestedorFundedbyLocaIGovernnlentS
（千円、Tlu咄姐dYcn）
機関団体 名 設立年月日 都 道府県 基金額 内県負担額 資本金 額 内県負担額 部局名 2 年度支出額
（財 ） テクノポ リス函館技術振 興協会 84バ）7仰）北海道 1．14 1，110 750，（X氾 商工労働観光部 146．11泊
（財 ）道央 テ クノポ リス開発機構 88髄 ノ∝）北海道 1，543．430 6（対，∝氾 商工労働観光れ 2心1，844
（財 ）青森 テ クノポ リス開発機構 84／10仰）青森県 1，106 ，（X 氾 440，0α） 商工労働部 4，（X氾
（財 ）八 戸地域 高度 技術振興 セ ンター 85／10仰0青森県 531，∝槍 145，（X氾 商工労働部 103，750
（財） 岩手県 高度技術振 興協会 86／09の1岩 手県 1，478，135 845，∝X） 商工労働薗 8，146
（財 ）東北産 業技術 開発協 会 66／10／O l宮 城県 483，880 340，0α） 商工労働れ 72j （氾
（財 ）富城県 高度技術振興財 団 86ノ02仰1富城県 】，452，1㈱ 1，050，（X氾 商工労働嵐 84，7（拇
（財） 畢生農学振 興会 89バI3β1宮城県 75，㈱ 20，∝X） 農政部 0
（株） テ クノプラザ みや ぎ 88仰）畑宮城県 3．555，㈱ 1，（X 沿，∝巾 250，∝氾
（財〉　秋 田 テクノポ リス開発機構 84ノ0 2バ）1 秋 田県 1．614，928 8g9，4万 商工労働部 83，596
（財） 山形テ クノポ リス財団 85／u4佗2山形県 2，9（泊，（X氾 1，9以），588 商工労働開発諮 42 35
（財） 山形大学 産業研 究所 83！12仰）山形県 75．510 9，5∝l 商工労働開発部 5，5（泊
（財）福 島県工 業技術 振興財団 84／10仰）福 島県 405，032 250，（XX） 商工労働部
（財〉　茨 城県科学技術 振興財団 89／10／30 茨城県 246，482 233，482 商工労働拓 72，∝氾
（株） つ くば研究支援 セ ンター 88伽 ！∝）茨城県 2，8（泊，（X氾 513，350
（財）栃木 県産業技術振 興協会 83／12ノIX I栃木県 1，479，860 7∝），（XX） 商工労働観光部 14．056
（財）千葉県 工業技術振 興セ ンター 86β4庫 ）千葉県 冥）3，（X氾 5∝），∝沿 商工労働紘 139，764
（財 ）神奈 川科学技術 アカデ ミー 89！07！（カ 神 奈川県 4，（X 槍、000 3，5（泊、脇 ） 企画挑 236舟場
（財）神奈 川高度技術 支援 財団 89／08β8 神 奈川県 1，200，0（氾 1，∝吼0（刃 商工部 220，555
（株 ） ケイエ スピー 86／12！19 神 奈川県 4，500，∝沿 5∝），050 0
（財 ）木原 記念横浜生命科 学振興財団 85／03／00神 奈川県 180，∝氾 50，0α） 企画払
（財 ）信波川 テクノポ リス開発横様 83／03／（抑新渦県 2，275，㈱ 1，048，（X氾 商工労働細 19，∝氾
（財 ）富山技術 開発財 団 83！l卸 富山県 2，987．850 1，362，0（氾 商工労働鮎 456，258
（財 ）富山県 高等教育振 興財 田 90／10／29富山県 10，（X氾 10，（X氾 総務拓 10，（X氾
（財 ）富山県 産業創造 セ ンター gS／∝）／（船富山県 50，0∝l 30 ，0（泊 30．α：め
（財 ）石川県 産業振興基金協 会 60／05／00石川県 2，853，0α） 商工ユl 鋭泊，（X氾
（財 ）福井県 産業振興財 団 87／03／12福井県 1，215，9∝〉 765，900 商工労働舶
（財 ）山梨 2 1 世紀産業 開発 機構 86／11！∝〉山梨県 2，479，0（泊 1，502，0（刃 商工労働部
（財 ）浅間 テ クノポ リス開発機構 85／10バX）長野県 1，8（泊，0伽 1，1∝），（X氾 商工雛 4，000
（財 ）長野県 テ クノハ イラ ン ド開発機 構 86／10ノ（泊長野県 3，9（吼0㈲ 1，600．∝沿 商工部
（財 ）静岡県科 学技術振興財 団 9 1／06β1静岡県 6，5（泊，（X 氾 6，6（泊，㈱ 商工労働鵠 0
（財 ）静岡県 学術 教育振 興財 団 87／03／31静岡県 5（泊，0（氾 5伽．（X 泊 企画調整部
（社 ）静岡県 農業振興基金 協会 81β8佗5 静岡県 2，α泊，∝氾 1，0α）．∝X） 農政部 1（泊．㈹
（財 ）愛知県 農業振興基金 9 り10／16愛知県 4，∝槍，㈱ 3，0α），∝氾 農業水産部
（一抹）サ イエ ンス クリエイ ト 90／（犯の0愛知県 1，473，（X氾 2α），0（氾 0
（財 ）国際環 境技術移転研 究セ ンター 90／03／∝）三重県 4，557．∝巾 1，5∝I，000 知事公望 1，503，070
（財 ）滋賀県 工業技術振 興協会 85／03／∝）滋賀県 10，1∝） 4，0（氾 商工労働挑 30．129
（財 ）京都産 業技術振 興財 団 9 1／12！19京都府 2，∝泊，α泊 1，6（粗 0（油 商工部
（財 ）千里 ラ イフサ イエ ンス振興財団 外）仰7／31大阪府 2，5（礼 （氾0 1，（X泊，000 企画調整部 1，柵 ，∝）0
（株 ）千里 ラ イフサ イエ ンスセ ンター 88／∝）／∝〉大阪府 602，（X 氾 125，0α）
（財 〉　兵庫県 科学技術振 興財 団 76伯4／（泊兵庫県 2（知，0（氾 2（札0∝I 商工音B
（株 ）エ ー リツタ 9 M X）／（抑兵庫 県 2，500，（X氾 320，0（カ 20，（X的
奈 良先 端科学 技術大学 院大学支援財 団 9 1／07／18奈 良県 4．㈱ ．㈹ 1，250，∝氾 企画鶴
（財 ）和歌 山テ クノ振興財 団 9 1！03／柑和 歌山県 12，600 5，（X氾 商工労働諮 0
（財 ）鳥取県 工業技術振 興協会 86仰4伽鳥取県 205，300 123，㈱ 商工労働払 11，820
（財 〉　しまね技術振興協 会 89／05／（X ）島根県 刀7，252 125，732 商工労働部 81，994
岡 山県 新技術振 興財 団 83／12／（泊岡山県 1，135，550 835，390 商工鶴
（財 ）広島県 産業技術振興機構 83／11β4広 島県 1．748，∝氾 1．020，㈹ 商工労働紘 15j 12
（財 ）広島県農 業 ジー ンバ ンク 89／12／18広 島県 刃4，466 農政拓 125．208
（財 ）山 口県産 業技術開発機構 83／10／（氾山口県 3，067，712 2，06乙520 商工労働雛 130，955
（財）香 川県産 業技術振興財 団 84／10／01香 川県 1，州 ，碑 ） 7（知，（X粕 経済労働部 69，458
（財 ）愛媛県保健 医療財 団 75伯2ハ5愛媛 県 5，（X 沿，∝氾 601，（X泊 保健環境範 0
（財 ）愛媛県 技術開発振 興財 団 84／07バ）1愛 媛県 7叫 酪 ） 7（カ，∝氾 商工労働諮 0
（財 ）愛媛 テ クノポリス財 団 86／lM ）1愛媛県 1，250，∝氾 950，0（氾 商工労働払 4，∝氾
（財 ）東予産 業創造 セ ンター 餌）／09／13 愛媛 県 188，834 15，（X氾 商工労働離 3927 3
（財 ）福岡県 科学技術振 興財 団 89／11／W 福 岡県 1，5（泊，0α） 1，5∝I，（X氾 商工部 5（泊，（X氾
（株 ）久留米 リサーチ パーク 88 uO仰）福 岡県 1，166 ，（X氾 260，㈱
（株 ）福間 ソ フ ド ノサ ーチパーク 9 1／∝）佃）福 岡県 5，（X粕，㈲ 5∝），（Xカ 0
（財 ）久留米 ・鳥栖地域 技術 振興セ ンタ 83／11伽佐 賀県 593，2（氾 80，αXI 企画局 30，（X氾
（財 ）佐賀産 業技術情 報セ ンター 89／0：事価佐 賀県 762，∝氾 2∝）．∝氾 商工労働部
（財 ）熊本 テ クノポリス財 団 83／11伽熊本 県 4，159，987 1，802，0α） 商工労働観光部 70，0α）
（財 ）熊本 テ クノポ リス技術 開発 基金 83／11伽熊 本県 736．104 259，∝X） 商工労働舶光筋 32 76
（財 ）大分県 地域技術振 興財団 83／12／∝）大分県 814．0 15 505，015 商工労働観光鮨 3，（X船
（財 ）大分県 高度技術 開発研 究所 83／12／∝）大分県 295，020 5，0α） 商工労働観光れ 21，367
（財 ）鹿児 島県産業技術振 興協 会 83髄 β1鹿児島県 乙397，150 lJ 61．3朋・ 商工労働誌 7 1，仏 5
（財）神奈 川高度技術 支援財団 89／08花鳥川崎市 1，2（札 （X氾 2∝），0α） 経済局 2（泊．∝氾
（財 ）京都 高度技術研 究所 89／10β0京都市 257JX的 1餌）．（X氾 経済局 255，蠍 ）
（財）大 阪市立大学後援 会 65β1伽大阪市 23，5（氾 20，凧 市立大学事着局 0
（財）北九 州市産業技術振 興基金 9 1／03／29北九州市 8榊．（X氾 8伽，㈱ 経済局 410，α氾
計 93，392，∝汀 51，527，896 7，515，580
－90一
7　多様な研究コンソーシアの形成
本章では、まず、多様な研究コンソーシアの形成に関する実態調査の目的及び
方法について、詳細な説明を加えて上で、多様な研究コンソーシアの現状として
調査結果を記述する。
7．1　調査の目的
近年、国では、創造的な研究開発を効率的かつ効果的に進めるという観点から、
既存の体制や制度にとらわれることなく、異なった組織間での研究交流を推進し
ている。また、地方公共団体においてもこのような動きは進みつつある。
さらに、民間企業においても共同研究が数多く実施されてきており、国も一層
の促進を目指し、昭和36年度に創設された鉱工業技術研究組合制度をはじめと
して、それぞれの時代に適合した制度により、これらを推進・支援してきている。
本調査では、これらの其同研究を通して形成された研究コンソーシアの現状を
明らかにすることを目的としている。
7．2　調査の方法
調査は、
（1）国立試験研究機関を中心とした共同研究の実施状況
（2）国立大学を中心とした共同研究の実施状況
（3）公設試験研究機関を中心とした共同研究の実施状況
（4）民間企業どうしの共同研究の実施状況
の4つに分けて行い、それぞれの結果を表　ト3－1のマトリックスに記入し、各
項目毎の和を各種研究コンソーシアの数とした。
（1）～（4）の異体的方法は、以下のとおりである。
（1）国立試験研究機関を中心とした共同研究の実施状況
研究交流促進法で規定している国の「試験研究機関等」の数は、全部で93機
関である。しかしながら、これら全ての機関で、共同研究の課題、相手機関、期
間、内容等に関する資料を公表しているわけではない。
一方、共同研究はお互いの研究機関の間で共同研究契約が結ばれて実施されて
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いるが、その数が一定数を超えると、業務の円滑な遂行という観点から業務マニ
ュアルが作成されるのが通常である。そこで共同研究規程を整備している省庁に
調査の対象を絞り、そこで編集、発行、調査している資料を調査することとした。
「研究交流ハンドブック」（科学技術庁編）によると、共同研究規程を整備し
ている省庁は、北海道開発庁、科学技術庁、農林水産省、通商産業省、運輸省、
郵政省及び建設省の7省庁である。
具体的な調査資料は以下のとおりである。
北海道開発庁
科学技術庁
農林水産省
通商産業省
運輸省
郵政省
建設省
北海道開発庁企画室調べ
科学技術振興局研究交流課調べ
農林水産技術会議連絡調整課調べ
試験研究所研究計画　平成3年度版（工業技術院編）
平成2年度研究計画（気象研究所）
平成2年度港湾技術研究所年報（港湾技術研究所）
平成2年度船舶技術研究所年報（船舶技術研究所）
電子航法研究所、交通安全公害研究所からは聞き取り
通信総合研究所年報　平成2年度（通信総合研究所）
土木研究所年報（平成2年度）（土木研究所）
建築研究所年報（平成2年度）（土木研究所）
（2）国立大学を中心と　した共同研究の実施状況
国立大学を中心とした共同研究の実施状況については、文部省が『「民間等と
の共同研究」の平成2年度実施状況』（文部省学術国際局）を公表しており、本
資料を調査することと　した。
文部省では、国立大学等が民間企業等から研究者及び研究経費等を受け入れて、
当該大学等の教官と相手方民間企業等の研究者とが共通の課題について対等の立
場で共同して研究する「民間等との共同研究制度」を昭和58年に発足させてい
る。
平成2年度の受入れ実績及び予算額は、件数で8　6　9件、実施大学数81、相
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手方企業数等5　59、受入れ研究者数で1，0　31人、予算額で3　7．5億円であ
る。
（3）公設試験研究機関を中心と　した共同研究の実施状況
公設試験研究機関を中心とした共同研究の実施状況については、既存の調査資
料はない。このため、科学技術政策研究所において、各公設試験研究機関に対し
アンケート調査（「地域科学技術振興における地域資源の有効活用に関する調査
研究」についてのアンケート調査」）を実施し、そこから推計することとした。
なお、「地域科学技術振興における地域資源の有効活用に関する調査研究」に
ついてのアンケート調査の内容については、8章に記述した。
また、推計式は以下のとおりである。
公設試験研究機関同士の其同研究実施数
1．3　8　　　　　　　　　＊　　6　2　8
1公設試当たりの公設試　　　　　公設試数
同士の共同研究数
公設試験研究機関と民間企業の共同研究実施数
0．7　5　　　　　　　　　＊　　6　2　8
1公設試当たりの公設試　　　　公設試数
と民間企業の共同研究数
／2 4　3　3
4　71
（4）民間企業同士の共同研究の実施状況
非公式のものも含めると極めて多くの共同研究が実施されていることが予想さ
れるが、ここでは、国の施策に基づいて実施されている共同研究のみを調査対象
と　した。
まず、民間企業による共同研究を推進する国の施策を特定すること　と　し、以下
の6つの制度を特定した。（）内の数字は、これらの制度に基づき形成された
研究コンソーシアの数である。
・新技術事業団に∴おける「創造科学技術推進制度」（16）
・「鉱工業技術研究組合法」に基づく鉱工業技術研究組合制度（70）
・「基盤技術研究円滑化法」に基づく基盤技術研究促進制度による出資
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（44）
「生物系特定産業技術研究推進機構法」に基づく生物系特定産業技術研究推
進機構制度による出資（2　3）
「医療品副作用被害救済・研究振興基金法」に基づく　医療品副作用被害救
済・研究振興基金制度による出資（7）
「異分野中小企業の知識の融合化による新分野の開拓の促進に関する臨時
措置法」に基づく中小企業融合化施策（140）
7．3　研究コンソーシアの瑞状
各種研究コンソーシアの数（199　0年度現在）をみると（表　7－3－1）に示す
とおり、大学、国立試験研究機関及び地方公共団体の共同研究の相手は、民間企
業が最も多く　それぞれ8　2　3件、5　5　4件及び4　71件である。
地方公共団体からみた共同研究の相手は、民間企業が最も多く　4　71件で、次
いで公設試験研究機関を中心とした地方公共団体が443件であるが、大学、国
立試験研究機関との共同研究の数は少なく、それぞれ28件、16件に過ぎず、
これに「大学、民間企業、地方公共団体」「国立試験研究機関、民間企業、地方
公共団体」「大学、国立試験研究機関、地方公共団体」の3者による共同研究と
「大学、地方公共団体、民間企業、地方公共団体」の4者による共同研究を加え
ても、それぞれ34件と　3　3件にとどまっている。
また、産学官の3者で共同研究が実施されることは少なく、産学もしく　は産官
の2者で共同研究が実施されることがほとんどである。
なお、ここでは宇宙開発事業団、動力炉・核燃料開発事業団、日本原子力研究
所、理化学研究所等の特殊法人については、国立試験研究機関として集計に加え
ている。
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表7－3－1研究コンソーシアの数
TabLe7－3－1　Numberof Research Con＄qtIa
（1990年（1990Y）
大学 国立試験研究怯関 地方公共団体 民間企業
Unlverslt⊥es btona⊥ 加al Pr土vaCe
researdl
1nst止ut10nS
Fわ11c
e t1亡土es
CO工pOrations
大学
Ur止verslties
不明
unknown
国立試験研究機関
Na亡10ru⊥
research
1nst．1tutlons
108 53
地方公共団体
kxal
PLの11c
er虹止ies
28 16 く・33
民間企業
Prlva亡e
COrpOraC土ons823 554 471 （300）
コンソーシア参加者　　　　　　　　コンソーシア数
Consortia Partici詳mtS NL肺r of Consortia
大学　　　 国立試験研究怯関　 地方公共団体
0
Natlonal　　　　　　　　 Lxa1
Universities　　　　　 reseafCh　　　　　 piblic
institutions　　　　　　 encities
大学　　 国立試験研究検閲　 民間企業
4
Ndt10nal　　　　 Private
Universities　　　 researcn　　 corp rations
ms［1tuC10nS
大学　　　　 地方公共団体　　　 民間企業
1
Universities　　　　　 I．ccal　　　　　　　　 Private
publlc　　　　　　 corpra亡0nS
erltk1es
国立試験研究観閲　 地方公共団体　　　 民間企業
12
Nat10nal　　　　　　 IぷCal　　　　　　　　 P工・ivate
research　　　　　　 public　　　　　 corporatiors
jnStltuti0nS　　　　　 enC止es
大学　　　 国立試験研究検閲　 地方公共団体　　　 民間企業
5
Nat10nal　　　　　　　 k al　　　　　　　　 Prlvate
Universities　　　　　 researdュ　　　　　 piblic　　　　　 corprations
1nsL止utims　　　　　　 enCi上1es
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8　公設試験研究機関における研究活動の現状
本章では、まず、公設試験研究機関における研究活動の現状に関する実態調査
の目的及び設計等について、詳細な説明を加えた上で、調査結果を記述する。
8．1　詞査の目的
公設試験研究機関は、地方公共団体の行政組織規則等に基づき設立され、農林
水産系、工業系、保健・環境系に大別される。その業務内容は、研究、試験・分
析、技術指導・普及等多岐に亘っている。
近年、各地方自治体において地域の活性化という観点から科学技術振興方策の
検討が積極的に進められており、工業系、農林水産系の公設試験研究機関を中心
に再編整備が行われるなど、その役割についても再検討されつつある。
本調査では、このような状況を踏まえ、公設試験研究機関の研究活動の現状を
ー明らかにすることを目的としている。
8．2　讃査の設計
調査の設計は、（1）調査対象機関の選定　（2）調査方法の決定　（3）調
査票の作成という手順で進めた。
（1）調査対象機関の選定
「全国試験研究機関名鑑」（科学技術庁監修、ラティス社刊）を用いて、調査
対象となる公設試験研究機関の一覧表を作成した。母集団の大きさは62　8機関
で、これら全てを調査対象とした。
（2）調査方法の決定
調査対象が全国に分布していることから、郵送調査により実施すること　と　した。
（3）調査票の作成
（かまず、調査が実際に可能かどうかを考慮せず、公設試験研究機関の研究活動
を全て把握することを目的として、考えられる全ての項目を列挙した。
②その際、各種新聞、雑誌、類似調査等を収集し、参考にした。
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③さらに、調査の妥当性（把握しようと　していることが設問として実現されて
いるか。）、回答の容易性（回収率の向上）等を基準に、質問項目の取捨選
択、設問の改良、選択肢の充実、分類項目の適正化等に努めた。
8．3　調査の実施
調査は、平成4年1月から2月にかけて実施した。全体として回収数は47　2
機関、回収率は75％であった。なお、実施に当たっては、（社）科学技術と経
済の会に委託した。
また、調査票『「地域科学技術振興における地域資源の有効活用に関する調査
研究」についてのアンケート調査』及び単純集計結果は、付録資料のとおりであ
る。
8．4　調査の分析結果
（1）都道府県別の研究員数及び職員数
まず、都道府県別に研究機関の研究員数及び職員数を図　8－4－1（1）及び図　8－4－
1（2）に集計した。その結果をみると、職員数は、大阪府が最も多く1，9　3　8人、
次いで北海道が1，8　3　3人、神奈川県が1．7　8　3人、東京都が1，2　2　5人、
愛知県が1，120人である。研究員は、北海道が最も多く　9　94人、次いで東
京都が83　0人、大阪府が748人、愛知県が741人、神奈川県が62　9人で
ある。なお、大阪府及び神奈川県についてはそれぞれ大阪府立成人病センター及
び神奈川県立こども医療センターが含まれているので職員数に比べ研究員数がか
なり低くなっている。
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図8－4－1（1）都道府県別の研究員数及び職員数
Figure8－4－1（1）NumberofResearchersandOtherStaffbyeachPrefectures
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（2）設立年
公設試験研究機関の約半数は、1950年以前に設立されている。
農林水産系の試験研究機関が最も早く整備され、次に、工業系の試験研究機関
が整備され、さらに、戦後、衛生研究所等の保健系の試験研究機関、1960年
代後半に公害研究所等の環境系の試験研究機関が整備されている。
また、1961年に農業基本法が制定されたこともあり、1960年代には農
業系の試験研究機関の整備が再び活発になっている。（図　8－4－2　参照）
図8－4－2　公設試験研究機関設立の変遷
Figure8Jト2　TrendsinEstabIishnlentOfPublicResearchJnstituぬns
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（3）所属分野
本調査における回収472機関の内訳は、保健・環境系が90（19％）、農
林水産系が287（60％）、工業系が90（19％）、その他が12（3％）
である。
なお、複数回答もあったため、回収機関総数と所属分野別の機関数の総計は一
致しない。
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（4）職員構成
1990年現在の保健・環境系、農林水産系、工業系の試験研究機関の職員構
成を以下に示す。
①保健・環境系の試験研究機関
職員数は、回答88機関のうち「20～30人」が最も多く　21機関（24％）、
次いで「3　0～40人」が16機関（18％）である。また、職員数が5　0人未
満の比較的小さな研究機関が全体の81％を占めている。（図　8－4－3（1）参照）
研究員数は、回答8　4機関のうち「10′－2　0人」、「2　0～3　0人」が最も
多く同数の19機関（2　3％）である。（図　8－4－3（2）参照）
一技能職員数は、回答47機関のうち41機関（91％）が、「10人未満」で
ある。（図　8－4－3（3）参照）。
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図843（1）全職員敷く保健・環境系）
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図843（3）技能職員数（保健・環境系）
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②農林水産系の試験研究機関
職員数は、回答284機関のうち「10～2　0人」が最も多く　64機関（2　3
％）、次いで「20～30人」が63機関（2　2％）である。また、職員数が5
0人未満の比較的小さな研究機関が全体の74％を占めている。（図　8－4－4（1）
参照）
研究員数は、回答2　8　4機関のうち「10～2　0人」が最も多く119機関
（42％）、次いで「10人未満」が6　7機関（2　4％）である。（図　8－4－4（2）
参照）
技能職員数は、回答2　44機関のうち144機関（5　9％）が、「10人未満」
である。（図　8－4－4（3）参照）
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図8－4－4（1）全職員数（農林水産系）
Figure8－44（1）NumberofTotaIStaff（AgricuIture，Fores打yandFisheries）
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844（2）研究員数（農林水産系）
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図844（3）技能職員数（農林水産系）
Figure844（3）NumberofTechnicians（Agiculture，ForOStryandFisheries）
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③工業系の試験研究機関
職員数は、回答90機関のうち「10～20人」が最も多く　25機関（28％）、
次いで「2　0～30人」が13機関（14％）である。また、職員数が50人未
満の比較的小さな研究機関が全体の7　9％を占めている。（図　8－4－5（1）参照）
研究員数は、回答88機関のうち「10～2　0人」が最も多く　2　2機関（2　5
％）、次いで「10人未満」が18機関（20％）である。（図　8－4－5（2）参照）
技能職員数は、回答51機関のうち47機関（92％）が、「10人未満」で
ある。（図　8－4－5（3）参照）
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図845（1）全職員数（工業系）
Figure8Jト5（1）NumberofTotalStaff（lndustry）
機関数
NUMBEROF
INSTITUTIONS
機関数
NUMBEROF
INSTnUTIONS
20
15
10
5
0
??????????????????????
－10　　10－20　　20－30　　30・40　　40－50　　50－70　　70－1（カ　l（氾－150　150－
職員数
NUMBEROFSTAFF
図845（2）研究員数（工業系）
Figure8L4－5（2）NumberofResearchers（Industry）
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図8－4－5（3）技能職員数（工業系）
Figure84－5（3）NumberofTechnicians（lndustry）
10　　10－20　　2030　　3ひ40　　40－50　　5070　　70－1（カ　1恥150　150
技能職員数
NUMBEROFTECHNTCIAN
－105－
（5）技能職員数の変化
「平成3年科学技術研究調査報告」（平成4年3月発表）によると、公営研究
機関の研究本務者1人当たりの技能者数は、工学0．05人、農学0．71人、保
健0．06人である。なお、国営研究機関では、工学0．04人、農学0・45人、
保健0．2　0人である。
1985年以降、技術職員については、回答418機関のうち「変わらない」
と答えたのは2　28機関（55％）、「減少している」又は「少し減少している」
と答えたのは140機関（33％）、「増えている」又は「少し増えている」と
答えたのは50機関（12％）である。（表　8－4－1参照）
表8411985年以降の技能職員数の変化
Table8－4－1ChangesinNumberofTechniciansfrom1985
（機関数（％）NUMBER OFNSTITUTIONS（％））
減少 やや減少 変化な し やや増加 増加 合計
Ik ：reaSe Decrease
Sllqh亡1y
トbC
Chlnqe
IncredSe
Sllqhtly
工ncreaseTo亡al
保健 ・環境系
Heal亡h and む1V rOm 鉗t 5（7） 14（20） 44（62）7（10） 1（1） 71（100）
農林水産系
Agriculu亡urelForestry and Fisheries37（14） 56（21） 139（52） 29（11） 7（3） 268（1（氾）
工業系
工ndustry 16（21） 11（15） 44（58）5（7） 0（0） 76（100）
合計
でoLal 59（14） 81（19） 228（55） 42（10） 8（2） 418（1∝〉）
（6）年齢構成
保健・環境系、農林水産系、工業系の試験研究機関の年齢構成の推移を以下に
示す。
なお、2　0　0　0年の推計値については、次のように算出した。
ア、研究員総数は、19　9　0年から変化しない。
ィ、2　000年の3　5～45歳及び4　5～55歳の研究員の割合は、19　90年
の25～35歳、35～45歳の研究員の割合を採用する。
ウ、5　5歳以上の研究員の割合は、次の算出式による。
4　5～5　5歳の研究員の割合（19　9　0年）
＊　5　5歳以上の研究員の割合（19　90年）
／4　5～5　5歳の研究員の割合（198　0年）
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エ、2　5歳以下の研究員の割合は、次の算出式による。
（2　5歳以下の研究員の割合（19　8　0年）
＋2　5歳以下の研究員の割合（19　9　0年））／2
①保健・環境系の試験研究機関
1機関当たりの研究員の平均年齢（19　9　0年現在）は、4　0．5歳である。
19　8　0年には1機関当たり　4　5歳以上の研究員は全体の2　5％だったが、
19　9　0年にはやや増加し、全体の31％となっている。また19　9　0年現在、
3　5～45歳の研究員の占める割合が44％とかなり高いことから、今後10年
間で急速に4　5歳以上の研究員の割合が増加することが予想される。
（図　8胃4－6（1）参照）
②農林水産系の試験研究機関
1機関当たりの研究員の平均年齢（19　0　0年現在）は、4　0．5歳である。
1980年には1機関当たり　4　5歳以上の研究員の占める割合は全体の40％
だったが、19　9　0年にはやや世代交代が進み、3　7％となっている。
（図　8－4－6（2）参照）
③工業系の試験研究機関
1機関当たりの研究員の平均年齢（19　90年現在）は、41．8歳である。
19　8　0年には1機関当たり　4　5歳以上の研究員の占める割合は全体の3　6％
だったが、19　90年には全体の42％となっている。また、保健・環境系や農
林水産系に比べ、高年齢化が進んでいる。（図　8－4－6（3）参照）
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図8－4－6（1）年令構成（保健・環境系）
Figure8－4－6（1）AgeStructure（Hea柑1andEnvironment）
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図846（3）年令構成（工業系）
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④国立言式験研究機関との比較
なお、人事院「国家公務員給与等実態調査」によると、国家公務員研究職の平
均年齢（1991年1月15日現在）は4　2．3歳である。
また、年齢構成は統計上の区分が一致しないので正確には比較できないものの、
19　91年1月15日現在、国家公務員研究職は4　4歳以上の研究者が全体の4
4％を占めていることから、公設試験研究機関の研究員の方がやや年齢が若いこ
とがわかる。（図　8－4－6（4）参照）
図8－4－6（4）年令構成（国立試験研究機関）
Figure8・4JS（4）AgoStructure（NationalResearchJnstjtution）
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（7）学歴構成及び博士号取得者
保健・環境系、農林水産系、工業系の試験研究機関の学歴構成の推移及び博士
号取得者数を以下に示す。
①保健・環境系の試験研究機関
学歴は着実に向上している。199　0年現在、学歴構成は大学院修士又は博士
課程卒が全体の22％、大学学部卒が6　7％、高校、高専、短大卒が10％、そ
の他が1％となっている。（図　8－4－7（1）参照）
また、博士号取得者については、回答8　7機関のうち58機関（6　7％）で博
士号取得者がおり、そのうち10機関で10人以上の博士号取得者がいる。なお、
回答機関の博士号取得者総数を回答機関数で除して求めた1機関当たり博士号取
得者数は、3．82人である。
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②農林水産系の試験研究機関
学歴は着実に向上している。1990年現在、学歴構成は大学院修士又は博士
課程卒が全体の15％、大学学部卒が71％、高校、高専短大卒が13％、その
他1％となっている。（図　8－4－7（2）参照）
また、博士号取得者については、回答2　77機関のうち109機関（3　9％）
で博士号取得者がいるが、10人以上の博士号取得者がいる機関は4機関にすぎ
ない。なお、回答機関の博士号取得者総数を回答機関数で除して求めた1機関当
たり博士号取得者数は、0．9　5人である。
③工業系の試験研究機関
学歴は着実に向上している。1990年現在、学歴構成は大学院修士又は博士
課程卒が全体の14％、大学学部卒が58％、高校、高専、短大卒が26％、そ
の他2％となっている。（図　8－4－7（3）参照）
また、博士号取得者については、回答88機関のうち2　9機関（33％）で博
士号取得者がいるが、10人以上の博士号取得者がいる機関は2機関にすぎない。
なお、回答機関の博士号取得者総数を回答機関数で除して求めた1機関当たり博
士号取得者数は、1．2　4人である。
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図847（1）学歴構成（保健・環境系）
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④国立試験研究機関との比較
1991年7月に、科学技術庁が関係省庁に依頼した調査結果によると、19
91年7月1日現在、学歴構成は大学院博士課程卒が全体の15％、修士課程卒
が全体の3　5％、大学学部卒が3　5％、高校、短大卒が14％、その他1％とな
っており、公設試験研究機関よりも国立試験研究機関の方が学歴は高い。
（図　8－4－7（4）参照）
図847（4）学歴構成（公設試験研究機関と国立試験研究機関〉
FigureS・4・7（4）SchooJCareerStructure（PubJicResearchlnstjtutionandNationalResearchlnstkution）
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（8）組織体制、研究員の処遇等
公設試験研究機関における組織体制、研究鼻の処遇等について、以下に示す。
（彰大幅な組織改編
1984年以降、回答466機関のうち161機関（35％）が、大幅な組織
改編を行った。（表　8－4－2　参照）
表8－4－2公設誌の大幅な組織改編
Table84・2　MqjorReorganizationofPubLicResearchlnsdtutions
（機関数（％）NUM王旺ROFmSTmONS（％））
組織改編をした　 Reorgm izの 161（35）
組織改編をしない　 Notreorganizcd305（65）
計　 Totd 466（1∝）
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②企画調整部門の設置
1977年に企画調整部門を設置していたのは、回答380機関のうち62機
関（16％）に過ぎなかったが、1990年には回答444機関のうち12　0機
関（2　7％）で設置している。（表　8－4－3　参照）
表8－4－3　企画調整部門の設置
Table84－3　EstabIishmentofPlannngandCoordinatingDivisions
（機関数（％）NUMBEROFINSTITUTIONS（％））
1 9 7 7年 1977 1 9 8 4 年 1984 1 9 9 0 年 19期
設置した　　 Esmblished 62（16） 86（21） 12（x27）
設置しない　 Notestablished318（84） 322（79） 324（73）
計　 Toは1 380（1（氾） 408（1∝） 444（1（沿）
③平均年間給与（3　0歳）
回答数433機関のうち「400万以上450万円未満」が最も多く198機
関（46％）である。（図　8－4－8　参照）
図848　平均年間給与（30歳）
Figure8・4－8　Average AnnuaISalaけ（30－yeaトOlds）
機関数
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????????????
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④定期的な人事異動
1990年現在、回答426機関のうち290機関（68％）において定期的
な人事異動は行っていない。（表　8－4－4　参照）
表8－4－4　研究員の定期的な人事異動
Table8・44　SecondmentofResearchersatFixedPeriods
（機関致（％）NUMBnOFINSTnUTIONS（％））
1 9 7 7 年 1977Y 1 9 8 4 年 1984Y 1 9 9 0 年 1990Y
行っている　　 Perb nn 104（29） 125（32） 136（32）
行っていない　 Notpe血m 255（71） 261（68） 2！和（68）
計　 Toは1 359（1（泊） 386（68） 426（1（泊）
⑤他機関からの研究員の採用及び他機関への研究員の転出
他機関からの研究員の採用及び他機関への研究員の転出はほとんどない。回答
453機関のうち335機関（74％）で他機関からの採用がなく、回答449
機関のうち346機関（77％）で他機関への転出がない。（図　8－4－5　参照）
表845　他機関からの研究員の採用及び他機関への研究員の転出
Table8－4－5　HostingofResearchersfromOutsidelnstitutionsandSecondmentofResearchers
（横関数（％）NUMBEROFINSTITUTIONS（％））
他機 関か らの研 究員の採用 研究月数 他機関への研 究員の転出
Hos亡i呵 Of Researd 氾r伽 肺 r of Secondrrent　of Researcher
from Outside　工nstitut10nSResearch∋rS t0 0Lher InsC1tut10nS
335（74） 0 346（77）
54（12） 1 51（11）
27（6） 2 18（4）
2叫 4） 3 16（4）
4（1） 4 10（2）
3（1） 5 2（0）
4（1） 6 3（1）
3（1） 7 0（0）
0（0） 8 2（q
1（q 9 1（0）
2（鋤 10－ 0（0）
453（1∝） 計　 T ob l 449（1∝）
＊外国人研究者は含まない。
＊Does rK）tincltAe foreign reSearChers
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⑥外国人研究者のいる研究機関
外国人研究者のいる研究機関はほとんどない。いる場合も3ヶ月～1年の短期
間の研究が多い。（表　8－4－6　参照）
なお、3ヶ月～1年の外国人研究者の受け入れに当たっては、13機関で住宅
面での援助、8機関で研究費の優遇等を行っている。
表8－4－6　外国人研究者のいる研究機関
Table8－4－6ResearchinstitutionsHostingForelgnResearchers
磁 関数
NUMBEROF
lNSTITUTlONS
割合 ％
RAT10 ％
人 数
NUMもEROF
PERSONS
1 ケ月未満　　　　 －1m on血 2 0 3
1－3 ケ月　　　　　 ト3mon血S 5 1 13
3 ケ月一1年　 3m on山一lye打 31 7 48
1－2 年　　　　　 1－2yea∫S 2 0 2
通常勤務　　　　　 Regular 0 0 0
外国人研究者はいない
NoForeignResearchers416 92 0
計　 Total 456 1∝） 66
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⑦研究ポテンシャルの維持及び改善
回答1091（複数回答：回答項目から3つ選択）のうち「研究者の教育・訓
練」が最も多く（326）、次いで「研究員の増大」（210）、「研究者の流
動化・他の機関との人事交流」　（131）、「ポスト等の処遇上の改善」（1
19）だった。（図　8－4－9　参照）
図　8胃4－g　研究ポテンシャルの維持及び改善
Figure8－4－g Mai【teM〔Ce川dI叩川Vement Of Research Potential
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の報酬の改善　　4．勤務時間・就業規則等の労務管理面での改善
等の処遇面の改善　　6．研究月の増大　　　7．研究人月の若返り????
他の研究機関との人事交流　　9．研究者の教育・訓練　10．その他
lndex
l．Nothingworthyofspecialmention，2．Transferofauthoritytodecideorchangeasubjectof
researchtotheresearcherhimself，3．Improvementofremuneration（Salary，bonusandsoon），
4．ImprovemenlOflabormanagement（WOrkinghours，Officeregulationandsoon），5．Promotion，
6．hcreasenumberofresearchers，7．Hireyoungerresearchers，8．Mobilizationofresearchers，interchange
PerSOnalwithotherresearchinsdbtions，9．Educalionandtraimig，10．Others
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（9）計測・試験機器の整備状況
（》所属分野別の計測・試験機器の整備状況
保健・環境系の試験研究機関については、回答機関数は、取得価格毎に少し異
なるが、平均8　4機関であった。1機関当たりの計測・試験機器数は、「2　0万
～百万円」が162、「百万円～3百万円」が5　3で、「1千万円以上」は5に
過ぎない。
農林水産系の試験研究機関については、回答機関数は、取得価格毎に少し異な
るが、平均2　5　9機関であった。1機関当たりの計測・試験機器数は、「2　0万
～百万円」が8　8、「百万円～3百万円」が2　5で、「1千万円以上」は2に過
ぎない。
工業系の試験研究機関については、回答機関数は、取得価格毎に少し異なるが、
平均7　9機関であった。1機関当たりの計測・試験機器数は、「2　0万～百万円」
が12　2、「百万円～3百万円」が6　5で、「1千万円以上」は、保健・環境系
や農林水産系に比べると多く、15である。（図　8－4－10（1）参照）
図8－4－10（1）計測・試験機器の数
Figure8－4－10（1）NumberofTestingandMeasuringInstruments
0．2－1　1－3　　　3－5　　5－10　10－50　501∝）1αゝ
取得価格（百万円）
PRICE（MILLIONYEN）
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②都道府県別の計測・試験機器の整備状況
都道府県別の計測・試験機器の整備状況については、全公設試験研究機関から
は回答が得られなかったので（回収率65％）、厳密な比較はできないものの傾
向はみることができる。
1千万円以上の計測・試験機器の所有数をみると、長野県が最も多く12　5、
次いで愛知県が119、兵庫県が107、静岡県が105、福井県が98である。
（図　8－4－10（2）及び図　8－4－10（3）参照）
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図8－4－10（2）都道府県別の計測・試験機器点数
Figure84－10（2）NumberOfTestingandMeasuringlnstrumentsbyPrefecture
■ 10－50百万円M illionYen □50－1（氾百万円M illion Yen 臼 1億円以上M orethan lOOM i11ion
Yen
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囲脾刑期理棚爛脾朋棚
図8一行10O）都道府県別の計測・測定機器点数（4分位表示）
Figure8－4－10（3）NumberoflbstingandMeasuringlnstrumentsbyPrefecture
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†　 召冠国正
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（10）研究開発、技術指導・相談、依頼分析・試験
1990年度に公設試験研究機関に∴おいて実施された研究湘発、技術指導・相
談、依頼分析・試験について以下に示す。
①研究開発
保健・環境系の試験研究機関については、回答49機関のうち「0～10件」
が最も多く18機関（37％）、次いで「2　0～30件」が13機関（27％）、
「10～2　0件」が10機関（2　0％）である。
農林水産系の試験研究機関については、回答22　9機関のうち「0～10件」
が最も多く　74機関（32％）、次いで「10～2　0件」が55機関（24％）
である。
工業系の試験研究機関については、回答86機関のうち「0～10件」が最も
多く　33機関（38％）、次いで「10～20件」が21機関（2　4％）である。
（表　8－4胃7　参照）
表8－4－7　公設試験研究機関による研究開発の件数の推移
Tabb8－4・7　Changesin NumberofResQarChandDevoIopmentP叫ectsbyPublicRosearchlnstitutions
桟関数岬umbrorimdludorB）
研 究 開 発 の件 数 保 健 ・環境 系 農 林 水 産 系 工業系
N um k rofRcsearch
and D evclopm enl
H ealth and a lVの nm en【 A 訂CU加 ∫CR 汀eS叫 andFisheIiesh dustry
1 9 8 0 1 9 8 5 1 9 9 0 1 9 8 0 1 9 8 5 1 9 9 0 1 9 8 0 1 9 8 51 9 9 0 年
R のed s 1980Y 1985Y1990Y 1980Y 1985Y 1990 Y 1980Y 1985Y 1990Y
0－10 15 17 18 61 67 74 26 34 33
10－20 10
5
5
0
2
0
0
0
0
0
16
6
2
10 4 8 45 55 19 18 21
20－30 13
0
5
2
0
0
0
0
1
29 36 36 11 12 17
304 0 19 20 22 3 3 5
40－50 3
0
10
3
15
4
14
8
2
5
1
2
10
4
2
0
0
2
2
1
1
0
0
2
5
150－60
60－70 0
0
4
0
1
0
1
070－80
80－90 0 2 3 0 1
外）－1∝） 0 4 1 0 0
1αト 1 8 12 2 2
計　 T otd 37 45 49 188 2糾 229 67 75 86
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なお、科学技術庁によって日本科学技術情報センターのJI C S T科学技術文
献ファイルに収録されている論文数を各都道府県の公設試験研究機関別に集計し
た結果によると、19　87年から1990年の平均年間論文数は、大阪府が5　2
7件で最も多く、次いで東京都が512件、北海道が458件、愛知県が38　7
件、静岡県が3　30件である。また、1研究員当たりの1987年から19　9　0
年の平均年間論文数を都道府県別に比較すると、茨城県が0．76件で最も多く、
次いで栃木県と静岡県が0．71件、大阪府が0．70件、埼玉県が0．68件
である。（区18－4－11（1）、図　8－4－11（2）及び　図　8胃4－11（3）参照）
図8－4－11（1）都道府県別の1987年から1990年にかけての平均年間論文発
表数及び研究員数
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図8411（2）都道府県別の研究員一人当たり1987年から1990年に発表
した平均年間論文数
Figure8・4・11（21AvorageNumberofPapersPublishedin1987・1990byResearcherpeTCapita
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図8－卜11（3）研究員一人当たり1987年から1990年に発表した平均年間論文数
②技術指導・相談
技術指導・相談については、回答のばらつきが大きかった。特に、保健・環境
系及び農林水産系で、その傾向がみられた。これは「保健・環境系」の中でも
「保健系」と「環境系」、「農林水産系」の中でも「農業系」と「林業系」と
「水産系」では、業務内容が異なっているためである。
ここでは、工業系においても繊維と機械では業務内容が異なっているという面
はあるものの、比較的ばらつきの小さかった工業系に限ってみる。（表　8－4－8（1）
参照）
図8－4－8（1）公設試験研究機関による技術指導・相談の件数の推移
Table8・4－8　Changesin NurTlberofTechnlCaIConsuItancyCasesbyPublicRes8arChInstitutions
機関数岬umkrorim血udons）
技術 指導 ・相 談 の 保健 ・環境 系 農林水 産系 工業系
件 数
Cascs
Hd lh and EnvlrOnm e血Agncultulrc．ForeslけandFishcricsIndusl丹
1 9 8 0 1 9 8 5 1 9 9 0 1 9 8 0 1 9 8 5 1 9 9 0 1 9 8 0 1 9 8 51 9 9 0 年
1980Y 1985Y 1990Y 1980Y 1985Y 1990Y 1980Y 1985Y 1990Y
0－1，（X沿 20
2
0
0
0
0
0
0
0
0
1
28
0
29
3
140
6
154 176 23 25 32
1，0（沿－2，0（沿 10 12 13 16 14
2，αX）－3，（XX ） 0
0
0
0
0
0
3
1
0
2
1
0
2
2
1
15
6
2
12
9
3
13
3，0（カ4 ，0（泊 12
4，0（沿－5，0α） 3
5，0（氾4 ，（X沿 0 0 1 0 0 3 2 3
6，0∝ト7，（X 沿 0
0
0
0
0
0
0
1
0
0
0
0
1
2
0
0
0
2
1
0
2
1
2
3
5
3
0
2
7，㈱ －8，（X沿 4
8，∝X）－9，（X沿 1
9，㈱ 一10，（X 的 0 1 1 0 0
10，∝0 1 0 3 4 6
計　 Totd 23 29 33 152 17198 72 79 90
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工業系の試験研究機関については、回答90機関のうち「0～千件」が最も多
く　32機関（36％）、次いで「千～2千件」が14（16％）、「2千～3千
件」が13機関（14％）である。（図　8－4胃12（1）参照）
図8412（1）技術指導・相談の件数（工業系、1990年）
Fiogure8－4－12（1）NumberofTechnicalConsultancyCas8S（lndustry，1990Y）
0－1　　ト2　　　2－3　　　34　　4－5　　　5－6　　6－7　　　7－8　　8－9　　9－10　　1仇
千件THOUSAND
（診依頼分析・試験
依頼分析・試験については、（2）技術指導・相談と同様の理由から同様に回
答のばらつきが大きかった。（表　8－4－8（2）参照）
図848（2）公設試験研究機関への依頼分析・試験の件数の推移
Table8－4－8　Changesin NumberofAnalysisRequested toPublicResearchlnstitutions
機関数岬umbTOfim山utlOnS）
依頼分析 ・試験の 保健 ・環境系 農林水産系 工業系
件数
Andysk
Hedlh andEnvkonment AgricultutTe，ForestryandFisheriesIndustⅣ
1 9 8 0 1 9 8 5 1 9 9 0 1 9 8 01 9 8 51 9 9 0 1 9 8 0 1 9 8 51 9 9 0年
1980Y 1985Y 1990Y 1980Y 1985Y 1990Y 1980Y 1985Y1990Y
仇1，（XX） 12 16 20 137 153 181 15 1723
1，0（カ 2ー，0∝） 5 3 4 2 4 4 7 11 12
2，0（沿－3，∝沿 2 1 0 0 0 1 2 2 7
3，αX）4 ，（X沿 0 1 3 0 0 0 2 6 6
4，（X沿－5，（X沿 l 0 0 0 0 0 7 1 6
5，㈱ 4 ，（X沿 1 3 2 0 0 0 4 5 8
6，（X沿－7，（X氾 2 1 0 0 0 0 4 6 7
7，（X0 8，∝沿 0 0 0 0 0 1 2 2 3
8，（Xカ 9ー，（X沿 0 1 0 0 0 0 1 7 1
9，（X氾一10，㈱ 2 0 2 l 0 0 3 2 2
10，∝沿－ 16 29 31 0 1 1 25 19 14
計　 To払1 41 55 62 140 158 188 72 78 89
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工業系の試験研究機関については、図　8－4－12（2）に示すとおり、回答89機関
のうち「0～千件」が2　3機関（26％）、「千～2千件」が12機関（13％）、
「2千～3千件」が7機関（8％）、「3千～4千件」が6機関（7％）である。
図8412（2）依頼分析・試験の件数（工業系、1990年）
Figure8」ト12（2）NumberofAnalysisRequested（lndustry，1990Y）
0－1　　ト2　　2－3　　3－4　　4－5　　　5－6　　6－7　　7－8　　8－9　　9－10　　10一
千件THOUSAND
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（11）共同研究
1990年度に公設試験研究機関において実施された共同研究について以下に
示す。
①共同研究の数
保健・環境系の試験研究機関については、回答62機関のうち47機関（76
％）で共同研究を実施している。なお、47機関のうち共同研究の数が3件以下
のものが2　5機関（実施機関の53％）を占めている。
農林水産系の試験研究機関については、回答197機関のうち140機関
（71％）で共同研究を実施している。なお、140機関のうち共同研究の数が
2件以下のものが78機関（実施機関の56％）を占めている。
工業系の試験研究機関については、回答67機関のうち46機関（69％）で
共同研究を実施している。なお、46機関のうち共同研究の数が4件以下のもの
が27機関（実施機関の59％）を占めている。（図　8－4－13　参照）
図8－4－13試験研究機関と共同研究の数（1990年）
Figure8・4－13NumbersofRes8archInstitutionsandCooperativoResearchPrqjects（1990Y）
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（診共同研究の相手機関
保健・環境系の試験研究機関については、1機関当たりの数は、「大学と」が
最も多く1．3　6件、次いで「国研と」が1．0　5件、「公設試と」が1．0　3件で
ある。
農林水産系の試験研究機関については、1機関当たりの数は、「公設試と」が
最も多く1．6　8件、次いで「国研と公設試と」が1．2　2件である。
工業系の試験研究機関については、1機関当たりの数は、「民間企業と」が最
も多く　2．1件、次いで「大学と民間企業と」が0．99件、「公設試と」が0．9
件である。（図　8－4－14　参照）
図8－4－14　分野別の共同研究の相手機関
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INDEX
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1．大学と　　2．民間企業と　　3．固研と　　4．公設誌と　　5．その他の研究機関と
6．大学と民間機関と　　7．大学と国研と　　8．大学と公設試と
9．大学とその他の研究機関と　10．民間企業と国研と　11．民間企業と公設試と
12．民間企業とその他の研究機関と　　13．回研と公設誌と
14．国研とその他の研究機関と　15．公設試とその他の研究機関と　16．その他
hdex
l．Universlty，2．Privatecorporation，3．Nationalresearchinstitution，4．PublicresearChinstitution，
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instituion，14．Nationalresearchinstituionandtheotherresearchinstituion，15．Publicresearchinstituion
andtheotherresearchinstituion，16．．Odler
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③共同研究の平均期間
保健・環境系の試験研究機関については、回答49機関のうち「2年～3年」
が最も多く15機関（31％）、次いで「3年～5年」が11機関（22％）で
ある。
農林水産系の試験研究機関については、回答180機関のうち「3年～5年」
が・最も多く111機関（62％）、次いで「2年～3年」が41機関（2　3％）
である。
工業系の試験研究機関については、回答62機関のうち「1年～2年」が最も
多く　21機関（34％）、次いで「6ヶ月～1年」が19機関（31％）である。
（図　8－4－15　参照）
図8415　共同研究の平均期間
Figure84－15　AveragePeriodofC∞PerativeResearch
Proiects
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④共同研究の平均予算
保健・環境系の試験研究機関については、回答5　3機関のうち「百万円未満」
が最も多く　2　9機関（5　5％）、次いで「10　0万～5　00万円」が18機関
（3　4％）である。
農林水産系の試験研究機関については、回答18　2機関のうち「百万～5百万
円」が最も多く　99機関（54％）、次いで「百万円未満」が33機関（18％）
である。
工業系の試験研究機関については、回答62機関のうち「百万～5百万円」が
最も多く19機関（31％）、次いで「2　0百万円～5　0百万円」が14機関
（2　3％）である。（図　8－4－16　参照）
図8－4－16　共同研究の平均予算
Figure81ト16　Average8LLdgetforC∞PeTativeResearchPrqiects
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（9共同研究の分野
保健・環境系の試験研究機関については、回答47機関のうち「環境・公害」
が最も多く　39（34％）、次いで「公衆衛生」35（30％）である。
農林水産系の試験研究機関については、回答140機関のうち「農業一般・作
物」が最も多く85（25％）、次いで「バイオテクノロジー」64（19％）、
「獣医・畜産」43（13％）、水産業」28（8％）である。
工業系の試験研究機関については、回答46機関のうち「新素材」が最も多く
32（14％）、次いで「電子・通信・情報工学」31（13％）、「機械工学」
2　4（10％）、「鉄鋼・金属工業」2　2（10％）、「食品工業」20（9％）
「窯業」17（7％）である。（表　8－4－9　参照）
表849　共同研究の分野
TabJe8－4－9CooperativeResearChATeaS
（複数回答MULTIPLEANSWER：機関数NUMBEROFINSTITUT10NS（％））
保健・環境系 農林水産系 工業系
Hed血and
EnYironlnent
A廓Culture，
Forcsけy
andFishedes
hdustⅣ
農業一般・作物　 AgricultureandCrop 、1（1） 85（25） 5（2）
獣医・畜産
VeterinaTyandLivestockIndus打y1（1） 43（13） α0）
林業　 Forestry 2（2） 28（8） 4（2）
水産業　 Fishedes 1（1） 42（12） 1（0）
食品工学　 Foodh dustry 7（6） 17（5） 2（X9）
蚕業・繊維
SericultureandFitcrIndustry0（0） 17（5） 14（6）
化学　 Chem ist丹 4（3） 1（0） 15（6）
医薬品　 Phannacenticals 10（9） 4（1） 2（1）
原子力・エネルギー
Atomi cEnergyandEnergy 1（1） α0） 3（1）
宇宙開発　 SpaceDevelopment 0（0） 叫0） 叫0）
海洋開発　 Ocean Deve10pment 0（0） 5（1） 3（1）
バイオテクノロジ 　ー Biotechnology9（8） 64（19） 15（6）
土木 ・建設
CivilEngineenngandConstru Ctionh dustr1（1） 1（0） 4（2）
窯業　 Cerami cIndustry 0（0） 叫0） 17（7）
鉄鋼 ・金属工学　 SteelandM etal Industry0（0） 2（1） 22（10）
新素材　 New Material 0（0） 6（2） 32（14）
機械工学 ，M echanica】Engineedng0（0） 4（1） 24（10）
電子・過信・情報工字
Electronics，TelecommunicationEngineerlng
andInformalionEngirleenng1（1） 4（1） 31（13）
その他電気工学
OtherElectronicEngineenng0（0） 1（0） 2（1）
環境・公害
EnvironmentandEnvironmentalPollution39（34） 17（5） 9（4）
公衆衛生 HygenicScience 35（30） 1（1） 1（0）
その他　 0山er 3（3） 1（0） 7（3）
計 To払1 47（1（カ） 140（1（カ） 46（1∝）
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⑥共同研究を始めるに当たっての手続き
回答322機関のうち「貴研究機関の研究者の直接の働きかけ」が最も多く
95機関（30％）で、次いで「共同研究の相手からの直接の働きかけ」が87
機関（27％）である。（表　8－4肩10　参照）
表8410　共同研究を始めるに当たっての手続き
FigUre84・10　ProcedureforlnitiatingCooperativeResearCh
（横関数（％）NUMBEROFINSTITUT10NS（％））
貴研究機関の研究者の直接の働 きかけ
95（30）トbking approaches directly　to a c∞匹rative research partner
貴研究機関の仲介者を通じた働 きかけ
46（14）Making a押rOaChes Lk ough nd iator of your research institution
貴研究機関の調整部門を通 じた働 きかけ
44（14）馳king approaches　through the c∞rdi＿nating division in your research institution
共同研究の相手からの直接の働 きかけ
87（27）Making 琴prOaChes directly to reseracher in your reserach institution
共同研究の相手の仲介者を通 じた働 きかけ
30（9）Making aFprOaChes through a c00Perative research F且rLner rTediator
その他　 O ther 20（6）
計　 Totd 322（1（泊）
⑦仲介者の加入
回答92機関のうち「中央行政機関」が最も多く45機関（49％）で、次い
で「地方行政機関」が32機関（35％）である。（表　8－4－11参照）
表8－4－11仲介者の加入
Table84－12　Af川iationof Mediator
（機関数（％）NUMBEROFINSTITUTlONS（％））
中央行政機関　 Centralgovem m en45（49）
地方行政機関　 Locd Govem m ent32（35）
民間機関　　　 PrivateInstitution2（2）
第3 セクタ 　ー n irdsector 2（2）
その他　　　　 0山ers 11（12）
計　 Totd 92（1（力）
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⑧共同研究成果の評価
回答331機関のうち「貴研究機関と相手機関とで協議して行っている」が最
も多く14　5機関（44％）で、次いで「貴研究機関内の長及び部門長が行って
いる」が44機関（13％）である。また、「外部学識経験者で構成する諮問機
関を作り、行っている」は21機関（6％）にすぎない。（表　8－4－12　参照）
表8－4－12　共同研究成果の評価
TabJe8－4－12CooperativeResearchResultAssessment
（機関敷く％）NUMBEROFINSTITUTIONS（％））
特に行っていない
76（23）Not assessed ln F札止icular
外部学識経験者で構成する諮問機関を作 り、行っている
21（6）
Assessed in advisory 址 y that 匹 Ple of ejやerience or acadeTnic
S融 山g oragaIllze
庁内に協議機関を作 り、行 っている
24（7）Assessed in conference in　research institution
科学技術振興機関を設置し、行っている
3（1）Assessed by institution promoting science and tedul0lcgy
貴研究機関内の長及び部門長が行っている
44（13）Assessed by head of depa加 nt or head of research institution
貴研究機関内の企画調整部門で行っている
4（1）Assessed by plam ing and c∞rdirLating division in research institution
貴研究機関 と相手機関とで協議 して行っている
145（44）Consult with parLner in c嘩 rative research while assessing
その他
14（4）0Lb rs
計　 Totd 331（l（泊）
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⑨共同研究成果の取扱い上の問題
回答334機関のうち271機関（81％）で「特に問題になったことはない」
としている。（表　8－4－13　参照）
表8413　共同研究成果の取扱い上の問題
Table8－4・13　ProblemswithC∞PerativeResearchResuJts
（機関数（％）NUMもEROFINSTnUTIONS（％））
特に問題 となったことはない
271（81）No廿止ng worLhy of．speclal 汀entlon
守秘義務 による研究内容の公表制限
24（7）Restrictions on ptiblication and priVaCy Of research
権利 （知的所有権）の帰属
14（4）ChlerShip of intellectual pr畢 rty
権利 （知的所有権）の扱い
20 （6）Use of intellecLual prop≡rty
その1位
0Lb r 5 （2）
計　 Toは1 334（1∝り
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9　調査結果の要約
ここでは、本調査研究が広範囲にわたったことから、改めて調査結果を要約す
ること　とする。
なお、調査結果は本報告の3．1から8．4に記述しており、以下に記述する
調査結果の要約もそれぞれ対応する車ごとに要約してある。
3．1　科学技術関係審議会を設置する都道府県は増えているものの、科学技術
政策の専任セクションを設置する都道府県はまだ少ない
近年、都道府県における科学技術振興政策等の検討を行うため、学識経験者等
からなる科学技術会議や審議会等を設置する都道府県が増えている。現在、北海
道、岩手県、神奈川県、富山県、石川県、山梨県、京都府、大阪府、兵庫県、広
島県及び山口県の11道府県で科学技術会議や審議会等が活動している。
一方、科学技術政策の専任セクショ　ンを設置している都道府県については、科
学技術という言葉を室係名に冠しているところでみると、北海道、埼玉県及び神
奈川県の3道県に過ぎず、まだ少ない。
3．2　科学技術政策の基本指針を策定する都道府県も増加
近年、上述の科学技術関係審議会の審議を経て、都道府県救上での科学技術政
策の位置づけを明確にすることを目的として、科学技術政策の基本指針を策定し
た都道府県も増えている。現在、北海道、岩手県、埼玉県、神奈川県、富山県、
山梨県、静岡県、大阪府及び兵庫県の9道府県で科学技術政策の基本指針が策定
されており、山口県及び広島県でも鋭意審議が進められている。
4．1（1）　地域の科学技術関係経費総親は、国の約4分の1に相当
平成2年度に支出された科学技術関係経費は、1都道府県当たり約10　0億円、
1政令指定都市当たり約59億円であり、都道府県及び政令指定都市の支出した
科学技術関係経費総額は約5，7　32億円と推計された。
これは、国の科学技術関係予算2兆1．40　7億円の2　6．7％に相当する。
国の科学技術関係予算に含まれている都道府県政令指定都市への補助金は、約
2　8　3億円、1．4％（平成3年度）である。
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対財政歳出対比は、国1．36％（平成3年度、一般会計分のみ）に対し、都道
府県1．26％、県内総生産対比は、国0．53％（対G N P比）に対し、都道府県
0．13　％となっている。
4．1（2）　地域の科学技術閑係経費の所管部局別構成は農林水産系が最も多
く、費目別では、公設試験研究機関関係が約6割
都道府県及び政令指定都市の科学技術関係経費の所管部局は、様々な部局に分
散しており、その構成も県政令市によってかなり異なっているが、全体と　しては、
農林水産系が約3分の1、商工系が約4分の1、企画・総務系が約6分の1とい
う構成になっている。
費目別では、公設試験研究機関関係経費が61．3％（再編整備費用を含む）と
なっており、「公設試、大学等」の直営の研究機関等に係る経費が全体の81．1
％、人件費を除いても68．2％を占めている。
公設試験研究機関の約6割（機関数、経費とも）が農林水産系である。
公設試験研究機関関係経費の5　7．5％が人件費、試験研究費は11．1％、1
機関当たり、約5．6　0　0万円であった。
4．2（1）　地域の科学技術関係経費の金額は、広い範囲に分散、人口、県内
総生産、財政歳出等との開孫について今後の詳しい分析が必要
「公立の高等教育機関に係る経費」と「公設試験研究機関の再編整備経費」を
除いた「経常的な経費」でみてみても、地域の科学技術関係経費は、都道府県で
2　7億円から215億円、政令指定都市で8億円から15　2億円と、かなり広い
範囲に分散している。
都道府県で、20億円きざみの分布を見てみると、40億円以上60億円未満
が15都道府県（3分の1）と最も多くなっている。
都道府県の「経常的な経費」は、「人口」、「県内総生産」、「財政歳出」、
「研究者技術者数」の4つのパラメータとの相関関係が認められた。（相関係数
0．6　7　8～0．7　2　2）
「人口一人当たりの科学技術関係経費」、「県内総生産に対する科学技術関係
経費の比率」等、パラメータと経費の関係の都道府県比較は本文中に図示してあ
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るが、この点については、今後の詳しい分析が必要である。
4．2（2）　科学技術関係経費の部局構成と産業構造との閏に単純な相閑関係
は認められないが、今後の詳しい分析が必要
都道府県の科学技術関係経費の所管部局構成は、都道府県毎にかなり相違が認
められるが、都道府県毎の「農林水産系の部局」、「商工系の部局」、「その他
の部局」の所管する経費の構成比と、「第1次産業」、「第2次産業」、「第3
次産業」の構成比の間には、単純な相関関係は認められない。
2種類の比率の中央値を用いた4分割表示を本文中に示してあるが、この点に
ついても、今後の詳しい分析が必要である。
5．1　国の施策展開と地域独自の動きにより、新たな研究開発機関が全国展開
1983年のテクノポリス以降、研究開発機関の地域展開を促す国の施策は8
施策あり、5省庁にまたがって展開されている。
地域独自の展開もあり、昭和59（1984）年以降に設置された研究開発機
関で、地方公共団体が出えん出資または地方公共団体が直接運営している機関は
81機関にのぼっており、37都道府県にわたって設置されている。匡Iの施策に
伴って設置された機関、47機関に限っても、2　9都道府県にわたっている。
こうした新たな研究開発機関は、平均研究職員数15．6　7人と、比較的小規模
で、高額な計測試験機器を比較的多く保有し、外国人研究者の滞在も比較的多い
という特徴をもっている。
5．2　研究開発活動の支援では、科学技術主体の多様な創出を目指した施策展
開も
都道府県政令指定都市による、地域の企業や研究機関等に対する研究開発活動
の支援施策には、25　7億円、公設試験研究機関の再編整備費用等を除いた経常
的な科学技術関係経費の8．0％に相当する経費が投入されている。
施策の内容では、「技術相談指導」や「高度化支援」等の従来型の指導支援施
策が主流を占めている一方で、誘致という施策形式を含んではいるが、「研究開
発型企業の誘致、育成支援」に35都道府県政令指定都市から135億円の経費
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投入の回答が得られており、多様な科学技術主体の創出を目指した施策展開も認
められる。
5．3（1）　若手研究者の育成を実施している都道府県政令指定都市は4割
研究人材の育成には、158億円、経常的な科学技術関係経費の4．5％に相当
する経費が投入されている。
人材育成自体にはほとんどすべての都道府県政令指定都市が回答を寄せたが、
「若手研究者（35才以下）の育成」は、21都道府県政令指定都市、全体の
4　0．4％にと　どま　っている。
5．3（2）　「科学技術に関する県民理解の醸成」への回答都道府県政令指定
都市は、全体の44．2％
科学技術の啓蒙普及には、168億円、経常的な科学技術関係経費の4．8％に
相当する経費が投入されている。
そのうちの、「科学技術に関する県民理解の醸成」は、2　3都道府県政令指定
都市、全体の4　4．2％にとどまっている。
5．4　科学技術の国際化への対応は、約半数の都道府県政令指定都市が実施
科学技術の国際化への対応には、155億円、経常的な科学技術関係経費の
4．4％に相当する経費が投入されており、実施都道府県政令指定都市は2　5、全
体の4　8．1％である。
「外国人研究者への支援等の国際交流の推進」では、中国・韓国等からの研究
者研修生の受け入れが目立つ。（2　7事業中15事業）
6　都道府県政令指定都市が出えん出資している、財団法人または第3セクター
の研究（開発支援）機関は121機関、累積している基金資本金額は約2千億円
都道府県政令指定都市が出えん出資している、財団法人または第3セクターの
研究（開発支援）機関は、45都道府県7政令指定都市からの回答で、自ら研究
を行う研究機関が　61機関、研究開発を支援する研究開発支援機関が69機関、
合計121機関（重複回答あり）にのぼっている。
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その設立は、ほとんどが198　0年代に入ってからだが、累積された基金資本
金額は1，94　7億円であり、その内の地方公共団体負担額は67　7億円、負担率
3　4．8％である。
財団法人の研究（開発支援）機関に対する地方公共団体の負担率が39．4％な
のに対し、株式会社の研究（開発支援）機関に対する負担率は15．9％となって
いる。
株式会社の研究（開発支援）機関の出現は、1986年以降である。
財団法人または第3セクターの研究　＝開発支援）機関に対する単年度支出額は、
143億円、経常的な科学技術関係経費の約4．1％である。
7　　r大学」や「国立試験研究機関」と「地方公共団体」との共同研究は少ない
地方公共団体からみた共同研究の相手は、民間企業が最も多く　4　71件で、次
いで公設試験研究機関を中心と　した地方公共団体が44　3件である。
一方、大学や国立試験研究機関との共同研究は少なく、それぞれ2　8件、16
件に過ぎず、これに「大学、民間企業、地方公共団体」「国立試験研究機関、民
間企業、地方公共団体」「大学、国立試験研究機関、地方公共団体」の3者によ
る共同研究と「大学、地方公共団体、民間企業、地方公共団体」の4者による共
同研究を加えても、それぞれ34件と　3　3件にとどまっている。
8．4　公設試験研究棲閑における研究活動の規状
（1）公設試験研究機関の研究員が最も多いのは北海道
「全国試験研究機関名鑑」（ラティス杜）からの集計によると、公設試験研究
機関の研究員数は、北海道が最も多く、次いで東京都が8．30人、大阪府が
7　48人、愛知県が741人、神奈川県が62　9人である。
（2）公設試験研究機関100年の歴史的蓄積
公設試験研究機関は、明治時代から整備されはじめ、その約半数は19　50年
以前に整備されている。また、農林水産系が最も早く整備され、次に、工業系が
整備され、さらに、戦後、衛生研究所等の保健系、1960年代後半に公害研究
所等の環境系が整備されている。
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（3）公設試験研究機関のうち最も多いのは農林水産系の試験研究機関
公設試験研究機関のうち、農林水産系が60％を占め、次いで保健・環境系が
19％、工業系が19％である。
（4）公設試験研究機関のほとんどは小規模
公設試験研究機関においては、職員数が50人未満の比較的小さな試験研究機
関が全体の8　0％近く　を占めている。（保健・環境系：81％、農林水産系：7
4％、工業系：79％）
（5）1985年以降、技能職員数に変化なし
「平成3年度科学技術研究調査報告」によると、一般に、研究本務者1人当た
りの技能者数は、国営研究機関よりも公営研究機関の方が多い（国営：公営＝
0．04人：0．05人（工学）、0．45人：0．71人（農学）、0．20人：
0．06人（保健））。また、198　5年以降、公設試験研究機関の技能職員数に
変化はない。
（6）保健・環境系の公設試験研究機関では、今後10年間で急速に45歳以上
の研究員が増加
公設試験研究機関はそれぞれの時代の社会的要請に従って設立され、研究員も
採用される。一般に、設立時には若い研究員が多く集められるが、その後異動す
ることはない。保健・環境系の公設試験研究機関では、199　0年現在、3　5～
4　5歳の研究員の占める割合が44％とかなり高いことから、今後10年間で
4　5歳以上の研究鼻の削合が急速に増加することが予想される。
（7）公設試験研究機関の研究員の学歴は着実に向上
1980年以降、公設試験研究機関の研究員の学歴は着実に向上しているもの
の、国立試験研究機関と比較すると、国立試験研究機関では大学院修士課程以上
が全体の50％を占めているのに対し、公設試験研究機関では大学院修士課程以
上は16％に過ぎない。
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（8）1984年以降、約3分の1の公設試験研究機関で大幅な組織改編等
1984年以降、35％の公設試験研究機関で大幅な組織改編を行っており、
組織内に企画調整部門を設けるところも増えている（1990年現在、27％の
機関で設置）。また、研究管理者は、研究ポテンシャルを維持・改善していくに
は、「研究者の教育・訓練」が一番重要であると考えている。
公設試験研究機関の研究員の平均年間給与（30歳）は、「400万円以上
450万円未満」であり、外国人研究者のいる公設試験研究機関は全体の8％に
過ぎず、いる場合も1年未満の短期滞在にとどまっている。
（9）公設試験研究機関は一般に高額の計測・試験機器の所有数が少ない
1機関当たりの1千万円以上の計測・試験機器の平均所有数は、保健・環境系
では5、農林水産系では2、工業系では、保健・環境系、農林水産系と比較する
と多いものの15に過ぎない。
また、都道府県別の1千万円以上の計測・試験機器の所有数をみると、長野県
が最も多く12　5、次いで愛知県が119、兵庫県が10　7、静岡県が105、
福井県が98である。
（10）公設試験研究機関の業務は「研究」「技術指導・相談」「依頼分析・試
験」の3つが柱
公設試験研究機関の業務は「研究」「技術指導・相談」「依頼分析・試験」の
3つを中心と　している。なお、それぞれの実施件数を本文中に示してあるが、
「技術指導・相談」と「依頼分析・指導」については回答にばらつきが大きかっ
た。それぞれにどのく　らい力点を置いているかについては、今後の詳しい分析が
必要である。
また、公設試験研究機関の公表論文数を都道府県別に集計・比較すると（19
8　7－19　9　0年の平均）、大阪府が最も多く　52　7件、次いで東京都が512
件、北海道が458件、愛知県が387件、静岡県が3　3　0件である。
さらに、これを1研究員当たりになおすと茨城県が最も多く　0．76件、次いで
栃木県と静岡県が0．71件、大阪府が0．70件、埼玉県が0．68件である。
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（11）公設試験研究機関の約7割が共同研究を実施
公設試験研究機関の約7割が共同研究を実施しているが、1機関当たりの実施
件数は3件以下の機関が過半を占めている。共同研究の相手は、保健・衛生系で
は大学が最も多く、農林水産系では公設試験研究機関が最も多く、工業系では民
間企業が最も多い。また、平均期間は、保健・環境系では「2年～3年」が最も
多く、農林水産系では「3年～5年」が最も多く、工業系では「1年～2年」が
最も多い。さらに、平均予算は、保健・環境系では「百万円未満」が最も多く、
農林水産系及び工業系では「百万～5百万円」が最も多い。
なお、共同研究の実施に当たっては、「研究者の直接の働きかけ」によるもの
が多く、コーディネーターを介したものは少ない。
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10　　まとめ
科学技術政策大綱の中で指摘された「地域における科学技術の振興」という課
題を体系的に明らかにすること－「地域科学技術政策の体系化」という課題－が、
政策研究という立場にある我々の長期的な課題である。
本調査研究では、この第1歩として、都道府県及び政令指定都市を中心に、地
方公共団体における科学技術振興のための体制及び施策について総合的な調査研
究を実施した。
今回、その結果を「都道府県及び政令指定都市の科学技術政策の現状と課題」
というかたちで、初めて明らかにすることができた。本調査研究の結論と　して以
下の6点を指摘する。
（1）．地方公共団体において科学技術の振興に向けた体制の整備が必要
科学技術会議や審議会等、科学技術関係の審議会を設置している都道府県は
11県に、科学技術政策の基本指針を策定している都道府県は9県にのぼってお
り、このことは、地方公共団体自らが科学技術の振興を自らの政策課題と　して認
識しつつあるということを意味している。
しかしながら、審議会の設置年次をみてみる　と、19　5　2年の北海道と
1961年の京都府を例外と　して、他はすべて1982年以降の設置となってお
り、こうした動きはまだここ10年来のことであることが伺える。
一方、今回実施した調査の受け入れ窓口からも、科学技術政策の専任セクショ
ンが設置されている都道府県、政令指定都市はまだ少ない（科学技術という言葉
を室係名に冠しているところは北海道、埼玉県及び神奈川県のみ）ことが明らか
となった。
「地域における科学技術の振興」が実現されるには、多くの地方公共団体にお
いて、審議会や基本指針など政策上の基本的な体制・枠組み策定と、事務分掌上
の明確な位置づけをもった組織体制の確立という、2つの観点からの科学技術推
進体制の整備が進められることが必要である。
（2）各地方公共団体における科学技術関係経費の適切な水準の見極めと地域の
実状を踏まえた回の科学技術政策の検討が必要
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都道府県及び政令指定都市が平成2年度に支出した科学技術関係経費は、総額
約5．73　2億円と推計された。これは国の科学技術関係予算約2兆1，4　0　7
億円の約4分の1（2　6．7％）に相当する金額である。
また、財政歳出との対比でみると、都道府県の平均1．2　6％は国の一般会計分
の1．3　6％とほぼ同水準となっている。
一方、各々の都道府県、政令指定都市の科学技術関係経費は広い範囲に分散し
ており、「人口」や「県内総生産」等との相関関係が認めらることは明らかにな
ったものの、「人口1人当たり科学技術関係経費」や「県内総生産に占める科学
技術関係経費の比率」あるいは「科学技術関係経費の所管部局構成と都道府県の
産業構造との関係」等については、既にふれたように単純な相関関係が認められ
ず、今後、詳細な分析が必要である。
今後、早急に各都道府県、政令指定都市が、科学技術関係経費について、それ
ぞれの産業構造、政策目標、財政規模等を躇まえ、各々にとって適切な水準を見
きわめることが必要なことであるとともに、国の科学技術政策おいても地域ごと
の科学技術ポテンシャルや政策の動向等地域の実状を踏まえた施策展開の検討が
必要である。
（3）地域における科学技術政策の長期的な戦略と具体的方策の検討が必要
従来、地方公共団体の科学技術政策は、地域の中小企業や農林水産業者という
既存の政策客体に対し技術指導や支援等を行う「ニーズ対応型」の施策が主流で
あり、本調査研究においても「技術相談・指導」「技術開発・高度化支援」とい
った「ニーズ対応型」の施策が幅広く展開されていることが確認された。
しかし、1980年代初頭のテクノポリス構想以降、国の施策が「地域の自立
的発展を目指した内発的開発」という方向に変わりつつある中で、地方公共団体
においても科学技術活動を担う主体を創．出するなどの「シーズ創出型」の施策も
展開され始めている。本調査研究が明らかにした都道府県、政令指定都市が出え
ん叉は出資した「研究機関」及び「研究開発を支援する機関」が121機関にの
ぼっているという事実や「研究開発企業の誘致、育成支援」が35都道府県、政
令指定都市によって推進されているという事実は、そうした「シーズ創出型」の
施策も展開され始めていることを示している。
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さらに、新たに設立された「研究機関」の中には、神奈川科学技術アカデミー
や大阪バイオサイエンス研究所などのように基礎研究を重視し、研究を実施する
と　ころも現れている。
一方、本調査研究においては、ほとんどの都道府県、政令指定都市で「産学官
の研究交流」を推進する施策が展開されているものの、実際の研究開発の場では
「大学」や「国」と「地方公共団体」の相互の連携はあまり進展していないとい
う事実も明らかになっており、199　0年に地方公共団体が大学や国立試験研究
機関と実施した共同研究の数は、それぞれ34件と33件にとどまっている。
今後、基礎研究を重視した「シーズ創出型」の科学技術政策を着実に展開して
いくためには、基礎研究から応用研究、開発研究を経て実用化に至るという長期
的な戦略を検討するとともに、研究交流の促進策等の具体的方策の検討も必要で
ある。
（4）地域における科学技術活動を支える研究機関の在り方の検討が必要
都道府県、政令指定都市の科学技術関係経費の約6割が、公設試験研究機関の
経費に投入されており、公設試験研究機関は地域の科学技術政策の中心的な位置
を占めている。
その公設試験研究機関は、地域の農林水産業者や中小企業等の技術ニーズに応
えることを主な任務としており、「研究」「試験・分析」「技術指導・相談」を
業務の中心としている。また、職員数が50人未満の比較的小規模な機関が全体
の約8割を占め、一般に高額の計測・試験機器の所有数は少なく、博士号取得者
数が少ない等の傾向も認められた。
このような中で、1984年以降約3分の1の公設試験研究機関で大幅な組織
改編を行っており、1990年の1年だけをみても、30もの都道府県が再編整
備を実施している。
一方、前述したように、全国には121の地方公共団体が出えん叉は出資した
「研究機関」及び「研究開発を支援する機関」が設立されており、その基金資本
金累計総額は、調査時点で約2千億円近く　に達している。
「シーズ創出型」の科学技術政策という分脈の中で、これらの研究機関はその
日的、形態、運営、管理等の在り方が改めて問われている。
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（5）国際貢献や国際的ネットワークの形成に向けた取り組みが重要
科学技術の国際化への対応には約半数の都道府県、政令指定都市が取り組んで
いる。具体的な事業内容としては国際会議や国際シンポジウム、共同研究といっ
たものはまだ少なく、中国、韓国等からの研究者研修生の受け入れ（回答2　7事
業中15事業）が多い。
一方、公設試験研究機関にも外国人研究者が所在し始めているが、所在機関は
全体の8％であり、そのほとんどが1年未満の短期滞在にとどまっている。今後、
外国人研究者の受け入れ制度の拡充が必要である。
また、公設試験研究機関100年の歴史的蓄積を考慮すれば、主として発展途
上国に対する国際貢献と、グローバルな科学技術の振興をも目指した、世界的レ
ベルでの研究機関の国際的ネットワークの形成等、公設試験研究機関の国際的な
役割は今後ますます重要である。
（6）地域における科学技術活動を担う人的資源の発掘・育成・確保に向けた取
り組みが重要
「シーズ創出型」の科学技術政策の展開には、まず、地域内に存在する良質の
科学技術シーズを発掘し、他の人的資源と結び付け、プロジェクトとして育て上
げるオーガナイザーの存在が重要である。その能力は個人的資質に依るところが
大きく、研究プロジェクトの内容を広い視野から理解するとともに、様々な調整
能力を発揮し、総合的にプロジェクトを遂行することができる人物でなければな
らない。このような人材を発掘していく　ことが、何にも増して重要である。
次に、科学技術活動を担う主体である研究者・技術者の育成・確保、と　りわけ
優秀な若手研究者の育成・確保が重要である。
本調査研究で明らかになったように大学・企業への派遣等若手研究者の育成に
取り組んでいる都道府県、政令指定都市は全体の約4割にとどまっており、今後、
これらの取り組みを強化することも重要である。
さらに、科学技術行政が地方行政において未経験の分野であったこともあり、
これを計画立案していく行政マンを育成・確保していく　ことも重要であり、これ
らオーガナイザー、研究者・技術者、行政マン等地域における科学技術活動を担
う多様な人的資源の発掘・育成・確保に向けた取り組みが重要である。
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11　今後の課題
今回の調査研究の結論を6点でまとめたが、今後、調査研究を進める必要があ
る課題として以下の5点を挙げる。
（1）いわゆる「政府研究開発投資倍増計画」と地方公共団体による科学技術関
係経費の関係
政府は「科学技術政策大綱」（平成4年4月24日）において、「政府の研究
開発投資額をできるだけ早期に倍増するように努める」ことを決定している。
また、学術審議会は「21世紀を展望した学術研究の総合的推進方策について」
（平成4年7月23日）において「国の学術研究関係予算は、………近年の学術
研究の全般的な高度化の進行や研究関連経費の上昇に適切に対応することが困難
になっている」との認識に立ち、「学術研究基盤の整備が急務になっている」こ
とを指摘している。
一方、経済団体連合会は、「21世紀をめざした研究開発体制の確立を望む」
（平成3年10月8日）において、科学技術関係予算、高等教育予算のシーリ　ン
グ枠を撤廃し、政府の研究開発費を5年間でG N P比1％に倍増することを提言
している。
昨今、このように様々な場で、我が国の研究開発投資の増額についての方向づ
けがなされている。しかし、これまでの議論は、国の科学技術関係経費を中心に
取り上げたものであり、地方公共団体の科学技術関係経費についてはあまり着目
されてはいない。既に記述したように、都道府県及び政令指定都市の科学技術関
係経費は、総額で国の科学技術関係経費の約4分の1に相当している。今後、我
が国の研究開発投資を検討していく際には、国の科学技術政策と地方公共団体の
科学技術政策がいかなる相互補完関係に立つべきなのかという点も含め、地方公
共団体による研究開発投資についても議論していく必要がある。
（2）都道府県を超えた広域的な視点からの科学技術政策の検討
近年、東北インテリジェント・コスモス構想、関西文化学術研究都市、九州北
部研究学園都市建設構想のように複数の府県にまたがって科学技術政策が推進さ
れる例もでてきている。経済活動や社会活動が広域的に展開しているという実態
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に加え、限られた研究者・技術者、研究設備施設、資金等の中で効果的に地域に
おける科学技術活動を支援していく　という観点に立つとき、今後、都道府県を超
えた広域的な視点からの科学技術政策の推進の在り方を具体的に検討することが
必要である。
（3）「科学技術の振興」と「地域の活性化」との連関の検討
「経済の発展には、科学技術の発達が不可欠である。」このような観点に立つ
とき、「地域における科学技術の振興」は、地域経済の発展を含んだ「地域の活
性化」という戦略的課題の中核に位置づけられるものである。
しかし、これまでは「いかに地域において科学技術の振興を図り、新たな産業
シーズを創り、育て、それをどのように地域の発展につなげていくか。」につい
ては十分論議されておらず、今後、科学技術の振興が、地域経済の発展も含め地
域の活性化にどのように結びつくかを検討することが必要である。
また、日本が、世界を先導する役割の一部を果たさなければならなくなった今、
新たな産業を創り育て、世界に移転して世界経済の安定を図る役割を果たすとい
う観点からもこのような検討は重要である。
（4）「地域科学技術政策の体系化」と「地域の科学技術指標」の検討
地方公共団体の科学技術政策の基本方向をみてみると、「産業の活性化」を前
面に唱うところもあれば、「豊かな生活の実現」「創造性豊かな文化的風土の実
現」を一番に掲げるところもある。「地域における科学技術の振興」について地
方公共団体がいかなる政策目標、政策理念を掲げていけばよいのか。また、前述
した（1）～（3）をより明らかにするためにも、「地域科学技術政策の体系化」
に向けた研究が必要である。
当研究所としては、本調査研究に引き続き、本調査研究に含めなかった地元企
業や大学など他の科学技術活動を担う主体も含めた包括的な調査研究を実施する
こ　と　と　している。
加えて、地域の科学技術政策の効果についての評価手法として、将来は「地域
の科学技術指標」を検討していく　ことにしている。そこでは科学技術という概念
の整理はもとより、地域の科学技術ポテンシャルの指標化を試み、その成果を国
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際的な場で広く提案すべきものと考えている。
（5）　r地域における科学技術の振興」という概念が、より一般的概念として根
付く　ことも重要
今回の調査研究では、「地域」を、とりあえず「都道府県」のような　Local
Governmentに置き換えて調査を行った。
調査研究の結果にあらわれた都道府県ごとの「科学技術」の捉え方も様々であ
った。
今後、「地域における科学技術の振興」という概念が、より一般的な概念とし
て根付いていく　ことも今後の調査研究にとっては重要なことである。
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【付 録】
表1「地元企業に対する技術相談、指導」事業一覧
都道府県等 事 業名 部 局名 事 業 内 容
北海道 地域工業技術ネットワーク推進事業 商工労働観光部 ・地元企業の研究グループ等が行 う研究開発を支援するたわ、道工誅の研究
（工業振興課） 月を派遣し、地域の技術開発の加速的な推進を回 る。
北海道 技術開発指導費 （国庫補助） 商工労働観光部 ・中小企業の依鄭 こ応 じ技術アドバイザーを漁遺して技術指導を行 う。
（工業振興課）
北海道 食品加工振興対策費 商工労働観光部 ・食品加工相談室の運営
（食品工業課）
北海道 先端技術コーディネー ト推進事業 商工労働観光部 ・企業への技術移転を効果的に促進するため、大学、国公設試験研究機関の
（新技術産業課） 技術シーズを円滑 に結び付 ける先端技術コーディネーターを配置。
北海道 水産加工技術普及指導事業 水産部 移動水産加工相談、巡回技術指導、公設水産加工研究施設連絡指導
北海道 魚類防疫対策事業 水産部 養殖魚巡回健康診断、魚病被害等調査、水産医業晶指導 ・検査、養殖魚魚病
診断 ・防止対策
北海道 林産技術交流プラザ 林産試験場 道内3 カ所において企業等に対する個別技術相談及び技術交流会 （講済）を
実旛 （平成 2年度技術相談 2 1企業4 3 件、技術交流会参加者 1 4 0 名）
北海道 技術相談 林産試験場 企業等からの技術相汝 （平成 2年度 1 9 0件）
北海道 加速的技術開発支援事業 林務部林産振興雪 特定地域の中小企業者の事業転換 ・新分野開拓のための技術開発 ・拇導
林産試験場
北海道 木・材産業高度化総合対策事業 林務部林産振興至 需要者ニーズの多様化に即 した品質 ・性能の確保 された高付加価値製品を安
定的 ・低コス トで供給 してい く体制を整備するため、企業に対する経営診断
技術指導、人材養成、設備導入に対する利子助成等を実施
北海道 森林総合技術セ ミナー 林業試験場 道民の森林 ・林業、線環境に関する知識と理解を沈め、かつ林業に携わる者
の技術の高度化を図る。 （1 ）林業技術基復 ・実現講座 （の 専門技術専修
講座 （3 ）林業技術公開講座 （4 ）林業技術情報講座 （5 ）森林教養講座
青森県 技術ア ドバイザー指導事業 商工労働部 民間の豊富な経験と専門的知識を有する技術 アドバイザーが行 う技術指導
青森県 巡回技術指導事業 商工労働部 中4、企業が当面 している技術間親について、民間の技術者及び試験研究機関
からなるチームを編成 し、生産技術の総合的な巡回指導を行う
青森県 水産加工技術指導事業 水産部 水産加工技術指導、講習 ・研修及び公害防止技術指導等を行う。
岩手県 技術ア ドバイザー指導事業 商工労働部 企業の求めに応 じ、予め登録 している技術の専門家を派遣する。
岩手県 巡回指導事業 商工労働部 試験研究機関の截員が中心 となり、企業を巡回、相談に応 じ、またその場で
指導を行う。
岩手県 技術インス トラクター派遣事業 商工労働部 中小企業の共同研究実施の現場に専門技術者をインス トラクターとして派遣
する。
岩手県 農産物加工指導分析事業 農政部 農産物の加工技術の普及指導
岩手県 岩手県水産試験場 林業水産部 具体的な事業は組んでいないが、水産加工部門において実験室を開放し、民
間に対する技術相訣指導を行 っている。
宮城県 技術アドバイザー指導事業 商工労働部 知識 ・経験の豊かな技術者をア ドバイザーとして委嘱 し、中小企業に対 し、
個別的 ・継続的な指導を行う。
宮城県 巡回技術指導事業 商工労働部 外部技術専門家及び工業技術センタ一散員か らなるチームが中4、企業の生産
現場での技術指導を行う。
宮城県 受託研修事業 商工労働鉢 中小企業の技術的問題の解決、及び技術者の資質向上を図るため、随時、企
業からの研修員を受け入れる。
宮城県 漁業後継者事業 水産林業部 若い漁業者育成確保推進事業、中核的漁業経営者育成確保事業等
宮城県 水産業改良普及事業 水産林業部 普及活動事業
宮城県 漁村高齢者活力促進事業 水産林業部 漁村高齢者活動推進会議の開催、漁村高齢者人材活用事業
漁村高齢者実践活動事業
宮城県 漁村青壮年実践活動促進事業 水産林業部 漁業技術の改良研究等の自主的実践活動に対する助成。
宮城県 魚類防疫対策事業 水産林業部 魚病の発生、伝播を防止 し、魚病被害を軽減 させることに上り、漁家経営の
安定を図るため、水産用医兼品の適正使用指導、魚病講習会、防疫定期ハ ト
ロールを実施する。
宮城県 さけます生産効率向上調査 水産林業部 さけます資源増大を目的に、民間ふ化場の放流種苗生産の技術指導等を行な
う。
吉城県 水産加工振興試験 水産林業鵠 水産加工開発依頼試験、分析依頼等の受け入れ指導
宮城県 水産加工相談指導事業 水産林業部 水産加工技術の相談指導
秋田県 中4、企業技術ア ドバイザー指導事業 商工労働部 県内中小企業の技術水準の向上と新製品、新技術の開発を促進するため、ア
工業振興課 ドパイザーを登録 し、中小企業の要望に応 じ、技術指導を行 う。
秋田県 巡回技術指導事業 商工労働部 技術知識の向上あるいは設備近代化等を推進するため、技術指導を行う。
工業振興課
秋田県 集中技術指導事業 商工労働部 中小企業を数社選定し、集中的に技術指導を行 う。
工業振興課
山形県 業種別講習会、新技術普及講習会 商工労働開発部 専門家等を招いて、企業を対象に計2 0 回の講習会の開催
山形県 技術 アドバイザー指導事業 商工労働開発部 工業技術センタ一哉員が、技術アドバイザー と共に中小企業を巡回指導する
山形県 迩回技術指導事業 商工労働開発部 工業技術センター職員等が中小企業に出向き指導する
福島県 各種講習会の講師 土木部
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都道府県等 事業名 部 局名 事 業 内 容
茨城県 産学官技術相談会 商工労働部 地元大学と共催で技術相談会を行う。
茨城県 技術アドバイザー事業 商工労働部 県が委嘱する技術アドバイザーを企業に派遣して技術指導を行う。
茨城県 巡回技術指導 商工労働部 企業を巡回して技術指導を行う。
茨城県 いばらきサロンハイテク相談コーナ 商工労働部 先藩技術分野の技術相談を行う。
事業
栃木県 活動費 （肩部） 商工労働観光部 工業試験研究機瀾 （6機関）における、技術相訣・指導件数3 ，6 4 9件
栃木県 技術アドバイザー指導事業 商工労働観光部 企業の要望に応じ、県が委嘱した技術アドバイザーを派遣し、指導・助言
指導企業数1 1 8 企業、指導日数5 2 4 日
栃木県 迦回技術指導事業 商工労働観光部 外部専門技術員及び工業試験研究機関の截員が直接中4、企業を逃回し、技術
指導　 一般巡回指導4 7 企業　 簡易巡回指導6 8企業
群馬県 技術アドバイザー指導事業 工業試験場 技術に関し豊富な知抜と経験を有する者をアドバイザーとして登録し、中4、
繊農工業試験場 企業の求めに応じ適切な技術指導を行う
群馬県 先端技術専任コンサルタント指導事 工業試験場 特に先端技術について知渡を有するものをコンサルタントとして登録し、中
小企業の求桝 こ応じ技術指導を行う。
群馬県 技術インストラクター指導事業 工業試験場 中小企業の共同研究の場にインストラクターを派遣し、長期間継麓的な技術
指導を行う。
埼玉県 中小企業指導事業 （国庫） 商工部 一般巡回技術指導、簡易巡回技術指斬 也
埼玉県 技術アドバイザー指導事業 （国庫） 商工部 技術アドバイザー1 1 7 人、指導企業1 1 4社
埼玉県 工業技術振興指導 商工部 工業技術巡回指導、技術講習会など
千葉県 技術指導事業 商工労働部 巡回技術指導の実施　 技術講習会の開催　 技術情報誌の発行
（工業課）
千葉県 中4、企業技術等指導顧問派遣事業 商工労働部 技術力の不足から、豊かな着想とざん薪なアイディアを新製品、新技術に結
（工業課） ぴつけることのできない中小企業及びその新製品、新技術を経営管理能力の
不足から市場投入等ができない中小企業に対し、知事の委嘱した技術等指導
顧問を派遣することに上り、中小企業の技術的諸問題の解決で技術の向上を
図る。
神奈川県 技術アドバイザー指導事業 商工部 技術アドバイザーに上る指導。1企業あたり1 0 日以内／年
神奈川県 巡回技術指導 商工＄ 外部指導層及び技術畿月に上る巡回指導1 ～3企業／日
神奈川県 技術指導育成事業 商工部 技術講習会等
神奈川県 技術指導普及賛 商工部 技術相談、講習会、セミナー等。
新潟県 中小企業技術指導賛 商工労働部 中小企業の技術高度化を回るため、工業技術センターが、中心となって技術
指導・相談や情報の収集、捷供を行う。
新潟県 技術講習会 ・研修会 （食品研究所） 農林水産部 各分野ごとに実施
富山県 中小企業技術指導事業 商工労働部 ・技術アドバイザー指導事業 （79企業、425日）・巡回技術指導事業 （308企
業） ・技術普及講習会開催事業 （18件） ・技術相談 （4．399件）
石川県 技術指導 商工労働紡 中小企業巡回技術指導 （国補）　 地域活性化、定期技術指導
（工業試験場） 技術アドバイザーによる技術開発指導 （国補）
福井県 技術アドバイザー指導事業 商工労働部 専門的技術者を技術アドバイザーとして委嘱。 中小企業の新製品、新技術の
開発促進のたわ、企業の技術的諸課題に対し、技術アドバイザーが指導
福井県 巡回技術指導事業 商工労働部 工業技術センタ一哉員と技術専門家がチームをつくり中小企業を迩酎旨導
福井県 技術指導育成事業 商工労働部 工業技術センター等の技術開発、研究成果の普及講習会の開催
福井県 食品加工技術相談 農林水産部 農業試験場食品加工研究所における技術相汝等
山梨県 指導、普及 商工労働部
長野県 中小企業技術育成事業 商工部 巡回技術指導、技術アドバイザー指導
長野県 水産技術指導 農政部 水産養殖業者への技術指導
岐阜県 巡回技術指導事業 商工労働部 ・一般巡回技術指導 ・簡易巡回技術指導　 ・公害防止巡回技術指導
・エネルギ一迫回技術指導 ・技術融合化集団技術指導
岐阜県 技術アドバイザー事業 商工労働部 技術アドバイザーの派遣
岐阜県 技術指導費 商工労働部 技術相談や指導事業に係る経費
静岡県 技術アドバイザー指導事業費 商工労働部 中小企業に対し、豊富な知激と経験をもったアドバイザーが技術措導を行う
静岡県 技術指導事業費 商工労働部 （1）簡易巡回技術指導 （2 ）公害防止巡回指導 （3）エネルギー巡回技術
指導 （4 ）技術普及講習会 （5）技術指導員養成研修 （6 ）全国技術指導
研究会 （7）技術情報事業
静岡県 試験研究機関指導事業費 商工労働部 技術上の様々な問題について、研究截員が技術指導等を行う。
愛知県 技術指導育成事業費 商工部 技術溝習合38回、巡回技術拍動 90件技術アドバイザー派遣指導延糾0日
愛知県 東三河工業技術相談コーナー運営事 商工部 相談コーナー1 5 0 日
費
愛知県 技術情報事業費 商工部 技術情報誌の発行3 ．9 0 0 書5
愛知県 常滑窯業技術センター試験研究指導費商工部 技術指導、所内指導、現地指導等の実旛
愛知県 瀬戸窯業技術センター試験研究指導費商工部 技術指導、所内指導、現地指導等の実施
愛知県 工業技術センター試験研究指導費 （ 商工部 技術指導、所内指導、親地指導等の実施
導費）
愛知県 食品工業技術センター試験研究指導費商工苦8 技術指導、所内指導、現地指導等の実施
愛知県 尾張繊維技術センター試験研究指導 商工部 技術指導、所内指導、親地指導等の実施
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愛知県 三河繊維技術センター試験研究指導費商工部 技術指導、所内指導、現地指導等の実施
三重県 技術アドバイザー指導事業 商工労働部 国補事業 （国昭、県1β）委嘱アド′くイサー62名指導実績83企業 延べ370日
三重県 巡回技術指導事業 商工労働部 国補事業 （国1β、県1〝）試験場職員に上る現場指導　 一般巡回指導80企業
簡易巡回指導糾企業　 公害防止巡回指導24企業
滋賀県 製剤技術相談事業 薬事指導所 相談員 （教授級）による製剤技術相詮の実施
滋賀県 兼用植物の組織培養の技術指導 薬事指導所 兼用植物の組織培養に上る有効成分等の検討および医薬品開発指導の実施
滋賀県 技術アドバイザー指導事業 商工労働部 中小企業者独自では解決困難な、新製品、新技術の開発等にかかる諸問題に
ついて、専門家による相談、指尊を行う。
滋賀県 巡回技術指導事業 商工労働部 中小企業の指導要請に応じ、専門家と公設試職員からなる指導班が、企業の
現場を逃回して、指導
滋賀県 地場産業デザイン向上事業 商工労働部 地場産地企業のデザインカ向上のため、デザイナーによるデザイン相談会を
実施
滋賀県 公設訳による相談・指導 商工労働部 工業技術センター内に大学教授による技術相談コーナーを開設するほか、企
業の技術相汝に応じるとともに、研究開発成果の普及を行う。
京都府 一般迩回技術指導 商工部 従業員2 0名以上の企業への部外指導員及び賎員による技術指導
簡易巡回技術指導 従業員2 0名以下の企業への部外指導員及び賎員に上る技術指導
エネルギー巡回技術指導 外部指導月と職員とで行う省エネルギー技術指導
公害巡回技術指導 外部指導員と職員とで行う公喜対策技術指導
京都府 アドバイザー技術指導 商工部 技術アドバイザーに上る中小企業への指導 （年 1 0 日以内）
京都府 特別技術相談会 商工部 毎週1回のテーマ別相談
京都府 技術育成指導事業 商工部 技術普及講習会、技術指導員養成研修
京都府 試験分析測定手業 商工部 各種依頼試験、技術相談
京都府 先染織物生産技術強化対儲事業 商工部 生染織物の生産管理技術の改善
京都府 産地技術活性化対儀事業 商工部 技術情報の収集、裂地見本の収集提供
大阪府 産業技術総合研究所における指導研 商工部 府下中小企業の技術水準の向上と振興育成を図るため、技術相訣 ・技術指導
事業 を行う。
兵庫県 技術交流の促進 商工部 技術アドバイザーの派遣　 民間の研究者をアドバイザーとして委嘱し、
中小企業者に対 し新製品 ・新技術の開発のための研究指導を行う。
技術の普及・指導等　 各地区巡回技術指導、但馬絹織物技術指導、
技術講習会
奈良県 真幸指導所普及事業 保健環境部 ・家庭糞の技術指導 （相談、誅習、実地指導） ・家庭業の品質管理及び成分
分析法　 ・微生物検査及び技術講習会 ・家庭業の製造技術及び開発 ・理
化学開放試験室の利用と指導
奈良県 技術アドバイザー指導事業 商工労働部
奈良県 技術指導事業 商工労働部 巡回指導、技術育成、技術情報事業
奈良県 移動工業試験場の開催 商工労働部 3 年度新規事業、年6 回
奈良県 スポーツ産業技術巡回指導事業 商工労働部
奈良県 巡回技術指導事業 （林業試験場） 農林部 部外講師を含む指導チームに上る木材業を対象とした技術指導事業 （中4、企
業庁補助）
和歌山県 技術アドバイザー指導事業 商工労働部 技術アドバイザーを登録配置し、中小企業の技術開発力の向上を図る （指導
産地振興課 企業数7 2社）
和歌山県 巡回技術指導事業 商工労働部 企業に出向き実態に応じた技術指導を行う　　　 一般巡回技術指導 5 0 企業
産地振興課 簡易巡回技術指導 1 3 6 企業　 公害巡回技術指導1 2 企業
鳥取県 （工業試験場）巡回技術指導、技術書商工労働部 （1）一般巡回技術指導　5 4社　 簡易巡回技術指導　5 4社　 公害防止巡回
導等 技術指導 1 7社 （2 ）研究指導延べ5，（泊3件 （3 ）技術相談延べ4，428件
鳥取県 （食品加工研究所）巡回技術指導 商工労働部 （1）一般巡回技術指導　9 社　 簡易巡回技術指導 8社　 公害防止巡回技術
指導　6 社 （2）実地指導延べ42件 （3）技術相談延べ罰5件
島根県 一般巡回技術指導 簡易巡回技術指導 商工労働部工業技企業の要望等に上り必要な技術指導5 3件、8 8件、7 件
公害防止技術指導
島根県 技術アドバイザー 商工労働部 4 8件
島根県 技術相談指導 商工労働部 3 ，1 3 1件
岡山県 中小企業技術指導育成費 （技術指導 商工部 地域産業振興のため、中小企業に対し技術情報の提供、巡回技術指導、技術
育成事業） （技術情報事業） （巡回技 アドバイザーに上る指導を行う。
術指導） （技術アドバイザー指導事業）
広島県 技術普及指導費 商工労働部 ・県内中小企業のニーズに対応して、工業技術センターの研究成果等を普及
するため、技術講習会を開催する。
広島県 技術アドバイザー指導事業 商工労働部 ・新製品、新技術開発又は製造工程上の技術的課題について県に登録された
技術専門家が技術指導を行う。
広島県 工業技術センター技術改善指導事業 商工労働部 ・県内企業の技術水準を向上させるため、技術指導を行う。
広島県 技術移転促進事業 商工労働部 ・地域システム技術開発事業の研究成果を普及させるたわ、成果普及講習会
実演会を開催する。
広島県 地域技術波及促進事業 商工労働部 ・テクノポリス地域内に蓄積された技術シーズをテクノポリス地域外に波及
させるため、研究成果普及講習会を開催。
実施主体 （財）広島県産業技術振興機構
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山口県 巡回技術指導事業 商工労働部 ・中4、企業の生産現場を逃回し、中小企業が当面する技術問題の改善を図る
山口県 技術アドバイザー指導事業 商工労働部 ・技術専門家が技術アドバイザーとして中小企業の求めに応じて技術指導を
行う。
山口県 技術移転促進事業 商工労働部 ・県所有の特許・実用新案等の新技術を中小企業に移転する。
山口県 依頼試験事業 商工労働部 ・中4、企業から依頼を受けて、試験 ・検査 ・分析等を行う。
山口県 技術インストラクター派遣事業 商工労働部 ・技術インストラクターを中4、企業の共同研究の場に長期にわたり派遣して
研究開発ポテンシャルの向上を図る。
山口県 水産加工技術開発研究事業 水産部 1．県内水産加工業者への技術相汝、巡回指導
徳島県 技術指導事業 ・進回技術指導 ・技‘商工労働部 県内中小企業の生産親場を迩回し、実態に即しての個々の企業が当面する生
アドバイザー指導 産技術の問題等について緒導を行う。　 中小企業の申し出に応じて企業独自
では解決困難な製品又は製造工程等に関する諸問題の解決
香川県 技術アドバイザー指導事業 企業振興課 （工業知事の委嘱した各方面の技術の専門家 （技術アドバイザー）に上り、中小企
技術センタ一発 業の独自に解決困難な問題の解決を図る
食品試験場）
香川県 巡回技術指導事業 企業振興課 ぐ．）中4、企業者を対象とする各種巡周技術指導
香川県 技術指導事業 企業振興課 （”）上記以外の来所、出張等に上る各種技術指導
愛媛県 技術アドバイザー指導事業 商工労働部 中小企業の技術水準向上に資するため、新製品技術の開発等、中小企業が独
白で解決困難な技術的問紗 こ対し技術アドバイザーに上る技術指導を行った
愛媛県 中小企業庁エネルギー巡回技術指導 商工労働部 中小企業の省エネルギーを促進するため、計測器を積載した診断パスにより
業 省エネルギーに関する巡回技術指導を実施した。
愛媛県 巡回技術指導事業 商工労働部 中小企業の技術力向上、先端技術導入のため、巡回技術指導を実施した。
高知県 巡回技術指導事業 商工労働部 試験研究機調の截員が必要に応じ、専門の外部那 市とチームを組むなどして
直接企業に出向き、技術的問題の解決を図る。
高知県 技術相談指導 商工労働部 事業化は、していないが技術相談に上って、依頼分析や設備利用等の業務と
一体化し推進している。
高知県 依頼試験及び技術指導 商工労働部 製紙企業での製品開発研究、品質評価試壊及び高度な新製品開発に伴う基復
研究及び抄造加工の試験研究技術相談現場指導。
高知県 高度技術指導委託事業 商工労働部 県内中小企業の近代化・合理化を促進するとともに技術の高度化を図るため
企業のニーズに応じた県内技術者を派遣、実践的な技術指導を実施する。
（社）高知県産業技術バンクに委託して実施。
福岡県 巡回技術指導事業 商工部技術振興宝工業技術センターの截員と外部専門技術者がチームを組み、1企業半日～5
日程度の間、企業の技術課題解決のための指導を行う。
福岡県 技術アドバイザー指導事業 商工部技術振興壬
佐賀県 技術アドバイザー派遣事業 商工労働部 中小企業の要請に応じた技術アドバイザーの派遣
佐賀県 巡回技術指導事業 商工労働部 専門家と県立誌の技術格員のチームが中小企業を巡回し、問題点の究明及び
改善内容の助言を行う。
佐賀県 個別相談 ・指導 商工労働部及び （予算束計上）企業からの要請に上る個別相談、指導を県立試において実施
水産局、農林部
熊本県 中4、企業技術指導事業 商工観光労働部 工業技術センターで実施 （技術アドバイザー指導事業、巡回技術指導事業
、技術指導育成事業の国庫補助事業）
大分県 技術アドバイザー指導事業 商工労働観光部 県に登録配置された技術専門家が技術アドバイザーとして中小企業者の求め
に応じて適切な技術指導を行う。
大分県 中小企業巡回技術指導事業 商工労働観光部 公設試験研究機関の技術賎貞等からなるチームが中小企業の工場を巡回して
生産技術上の問題点を究明するとともに、それに基づく改善内容の助言を行
い、生産全般の技術的問題の解決を図る。
大分県 技術インストラクター派遣事業 商工労働観光部 生産現場、研究現場における十分な専門的知認及び経験を有する技術インス
トラクターを中小企業の共同研究の場に長期派遣して、継続的技術指導を実
旛することに上り、地域中小企業の研究開発課題の解決を図るとともに研究
開発の場でのO R T を通じた中小企業の技術力の向上を図る。
宮崎県 技術アドバイザー指導事業 商工労働部 中小企業の依頼に応じて、技術課題解決のためそれぞれの分野の専門家を派
遣する。
宮崎県 巡回技術指導事業 商工労働涛 企業の当面する技術間親解決のため、生産現場を訪問して指導する。
鹿児島県 技術指導事業 （1）技術アドバイザー商工労働部 中小企業者が、新製品、新技術を開発するための技術的な助言を必要とする
指導事業 場合、企業の求めに応じ技術アドバイザーを派遣し、指導を行う。
鹿児島県 技術指導事業 （2 ）巡回技術指導事 商工労働部 個々の中4、企業を対象に迩回指導を行い、中小企業の技術力向上を図る。
鹿児島県 技術基盤強化支援事業 商工労働部 小規模企業の技術力向上及び人材育成等により経営の安定を図るための指導
を登録されたエキスパートが行う事業主体 ：県商工会連合会
鹿児島県 農産物加工研修事業 農政部 食料品製造業者、農協、農産加工グループ等を対象に流通加工技術研修、実
験機器の開放、相談業農を実施し、按術の向上、試験研究成果の技術移転等
を図る。
鹿児島県 カツオ新製品開発研究 林務水産部 カツオの有効利用に関する研究
鹿児島県 魚病対策技術開発研究 林務水産部 養殖プリの黄痘症等の予防及び治療の確立。
沖縄県 技術アドバイザー指導事業 商工労働部 企業の行う新製品・新技術開発に対し、技術専門家の技術アドバイザーを流
遺し指導を行う。
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都道府県等 事業名 部局名 事 業 内 容
仙台市 「2 1 世紀プラザ研究センター」運経済局商工振興壬ハイテク産業を中心とした地元企業などが研究室や分析測定機器等を低廉で
支援 利用し、また、キーパーソン（大学などの研究者で研究開発の持導をする人）
に上る研究相談や技術相談が受けられるよう、仙台北路中核テクノポリス計
画の中核施設として 「2 1 世紀プラザ研究センター」を産学官共同で設置し
た。この中で本市は、運営主体 （（株）テクノプラザみやぎ）への出資や載
員の派遣など側面からの支援事業を行っている。
京都市 技術指導 経済局染椎試験場講習会の開催、技術情報誌の発行、研究会 ・開放試験室での指導等。
京都市 技術指導 経済局工業試験場講習会・セミナーの開催、技術情報誌の発行等。
大阪市 指導普及事業 経済局 一般的な技術相談・技術指導
大阪市 ハイテク支按プラザ事業 経済局 （※間1 と重複）先端的な技術相談、技術指導、セミナー等
大阪市 巡回技術指導 経済局 企業の生産 ・加工現場を視患し、その技術指導を行う。
神戸市 登録技術コンサルタント制度 経済局 中小企業の技術力の向上 （現有技術の改善含む）、技術開発や新製品の開発
（国の事業名 簡易巡回技術指導） の促進を支援する。
広島市 生産工程合理化推進事業 経済局 現今の技術進歩に対応できる中小企業の技術力向上を図るため、 「新素材の
利用技術について」、 「素材管理と製品開発」等をテーマに、招へい講師、
工業技術センタ一哉を要請企業に派遣し、直接技術指導を行う。
北九州市 北九州テクノセンター整備事業 経済局企画調査雪 （株）北九州テクノセンターにおいて、企業からの相談を受けつけている。
（無料） また、相談の内容に上って、適切な支援機関を紹介している。
本格実施は平成5年度上りの予定。
北九州市 診断指導 中4、企業指導セント中小企業者に対 し診断指導を行う。 （技術に関する診断、指導を含む）
北九州市 産学官交流相談コーナー 中小企業指導セント技術に関する相談窓口を設置し、関係機関の指導者や研究者を紹介する。
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表2　「地元企業の技術開発、高度化支援」事業一覧
都道府県等 事 業 名 部 局名 事 業 内 容
北海道 地場工業育成強化促進事業費 商工労働観光部 （研究開発補助事業） ・中小企業等が行う新製品 ・新技術等の研究開発 に関
（工業振興課） する基復試験、試作研究などに対する補助。
（事業化貸金付事業） ・中小企業等が行う新製品 ・新技術等の事業化に対す
る貸付。
（従業員等派遣補助事業） ・中小企業等が行 う人材養成 （従業員等の先進企
業、試験研究機臥 大学等への派遣）に対する補助
北海道 地場工業振興対策費補助金 商工労働観光部 ・地域別地場産業監視ビジョンに基づき、組合等が行う新商品開発事業等に
（国庫補助） （工業振興課） 対する補助。 （新商品開発能力育成、需要朗拓、人材育成）
北海道 中小企業技術高度化対策車美食補助 商工労働観光部 ・中小企業技術開発促進臨時措置法に基づき認定された技術開発を行 う組合
（国庫補助） （工業振興課〉 等に対する補助。
北海道 技術高度化プロモーション事業 商工労働観光部 ・組合等が行う技術開発 ・導入等に関する研修会、研究会などの技術向上
（工業振興課） 対策事業に対す る補助。
北海道 加速的技術開発支緩事業 商工労働観光部 ・特定地域中小企業対策臨時措置法に基づき特定地域の公益法人が行 う、中
（工業振興課、食 小企業者に対す る技術指導や転換技術開発等に対する補助。
品工業課）
北海道 食品加工振興対策費 商工労働観光部 ・食品加工試験研究成果合同発表会の開催等。
（食品工業課）
北海道 食品産業振興対策事業費補助金 商工労働観光部 ・食品工業の技術力の向上対策事業等を行う団体に対する補助。 （食品加工
（食品工業課） 経営研究会、食品加工技術普及講座の開催）
北海道 先端技術移転促進事業費 商工労働観光部 ・道内大学研究内容説明会の開催。
（新技術産業課）
北海道 北の技術開発ネットワーク形成推進費商工労働観光部 ・技術開発拠点間ネットワーク形成事業 （機器等整備及びデータ調査等）に
（技術開発拠点形成促進事業） （新技術産業沫）対する補助。 ・≡地域 （面偏、道央両テクノポリス及び室蘭）共同研究開発
事業に対する補助。
北海道 加速的技術開発支援事業 林務部林産振興舌 特定地域の中小企業者の事業転換 ・新分野開拓のための技術開発 ・指導
林産試験場
北海道 木材産業高度化総合対策事業 林務部林産振興雷 需要者ニーズの多様化に即 した品質 ・性能の確保された高付加価値製品を安
定的 ・低コス トで供給 してい く体制を製偏するため、企業に対する経営診断
技術指導、人材養成、設備導入に対する利子助成等を実旛
北海道 設備の使用 林産試験場 企業等が行う製品開発等に試験場の設備 を使用
北海道 道有特許等の実施許諾 林産試験場 企業等に対する道有特許、実用新案等の実施許諾 （平成 2年度 6 件）
北海道 受託研究 林産試験場 企業等からの研究の受託 （平成 2年度 6件）
北海道 受託研究 林業試験場 企業等からの研究の受託 （平成 2年度 1件）
北海道 試験等の依頼 林産試験場林業ヨ 企業等からの依頼試験、分析、鑑定等 を受託
験場
青森県 地場産業活路開拓資金融資制度 商工労働部 漆器、水産加工、木工、農産食品加工、機械金属の5 業種の新商品 ・新技術
・デザイン開発、販路開拓を促進するための融資事業
青森県 地域産業技術賛補助事業 商工労働部 小規模企業者の新製品 ・新技術の開発に要する資金の一部を補助
岩手県 新技術開発企業育成資金 商工労働部 新技術の開発、導入を行 うため借入れる資金に対する利子補給補助
利子補給補助事業
岩手県 中小企業技術改善費補助事業 商工労働部 中小企業の技術開発に対する補助
岩手県 地域技術高度化対策事業 商工労働部 中小企業の協同細合が行 う先端技術開発研究に対する補助
岩手県 水産物流通加工振興対策事業 林業水産部 県内水産加工業者の加工施設の合理化、近代化を推進するため、水産加工機
槻頬貸与のための貸付を行った。 （8件）
宮城県 技術改善補助事業 商工労働部 中小企業の新製品、新技術の研究開発 を促進するため、研究開発経費の一部
を補助する。
宮城県 中小企業技術高度化補助事業 商工労働部 中小企業の革新的な技術開発を促進するため、中小企業組合の技術開発の経
費を補助する。
宮城県 水産加工新製品共同開発事業 水産林業部 地元企業の若手に上る研究団体の技術開発 ・高度化の支援。
秋田県 基盤業種強化支援事業 商工労働部工業 沫蓮を抱えている基盤業種に対する支援 （県単）
振興課 ・技術 ・経営総合指導 ・補助金交付 ・敵資あっせん
秋田県 地域技術改善費補助事業 商工労働部工業 新製品、新技術の開発研究を行う中4、企業者等に対する支珪
振興課 ・補助金交付 （国1／3 、県 1／ 3）
秋田県 テクノサテライ ト企業育成事業 商工労働部工業 新技術 ・新製品の開発を行うテクノサテライト地域の中小企業等に対する
振興課 支援 （県 1／3 、市町村 1／ 3 ）
・技術者派遣研修、技術指導受入事業補助
・研究開発事業欄助
山形県 技術改善費補助事業 商工労働開発儲 中小企業が技術改善を行 う技術開発に対する補助
茨城県 つくばフロンティア技術 商工労働部 つくば地区の国立試験研究機関等が有する技術シーズを県内企業に的細 こ移
移転促進事業 転すると共に、技術的 ・財政的支援策を検討する。
栃木県 新技術新製品開発促進事業 商工労働観光部 ・企業や組合等が行 う新技術 ・新製品の研究開発に要する経費の補助
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栃木県 技術開発活性化事業 商工労働観光部 ・産学官の連携を一層充実し、共同研究、技術交流等を行い、本県中小 ・
中堅企業の技術力向上を促進する。
栃木県 技術交流事業 商工労働観光部 ・産学官の連携を一層充実し、共同研究、技術交流等を行い、本県中小 ・
中堅企業の技術力向上を促進する。
栃木県 技術指導事業 商工労働観光部 ・産学官の連携を一層充実し、共同研究、技術交流等を行い、本県中小 ・
中堅企業の技術力向上を促進する。
栃木県 地域システム技術開発事業 商工労働観光部 ・産学官の総力を結集し、先端技術を導入する中で 「プレス金型製造技術の
高度システム」を構築する。
・栃木県 地域技術おこし事業 商工労働観光部 ・国立試験研究所が持つ先進技術を活用、地域の産学官が一体となって 「含
浸法に上る木質材料の難燃 ・不燃化技術開発を行う。
群馬県 地域産業技術改善費補助金 商工労働部 補助金の交付
群馬県 中小企業技術高度イ臼寸策事業費補助 商工労働部 協同組合が行う技術開発事業に対し補助金を交付する。
埼玉県 技術改善推進事業 商工部 中小企業が行う新製品 ・新技術の開発に対して補助金を交付する。
埼玉県 創造的技術開発推進事業 商工部 中小企業研究開発コンクール、新技術 ・新製品フェア地域テクノプラザ開催
新製品・新技術開発助成
埼玉県 産学官共同技術開発推進事業 商工部 研究開発テーマ 「金型製作の効率化」 「バイオテクノロジー等先端技術を応
用した食品製造システムの開発研究」
埼玉県 中小企業指導事業 商工部 一般巡回技術指導、簡易巡回技術指導。
埼玉県 技術アドバイザー指導事業 商工部 技術アドバイザーを派遣しての技術指導。
千葉県 中小企業高度化資金の貸付け 商工労働部金融！省資源 ・省エネルギー及び安全衛生に資する設備を導入する中小企業に対し
（うち関連分） て、長期、低利の公的資金を融資する。
千葉県 千葉県中小企業融合化開発促進事業 商工労働部金融璽中小企業に上る敵合化グループが行う
（経済振興部） 新製品・新技術の開発促進等の事業に対して補助を行う
千葉県 技術改善費補助事業 商工労働部工業雪中4、企業の技術の向上を図るため、中小企業の新技術、新製品等に関する技
術研究又は試作を行う者に対し補助金を交付する制度。 （1件当たり1 0 0
万円以上5 0 0万円以下で補助金を交付）
千葉県 中小企業技術開発促進補助事業 商工労働部工業号中小企業 （下請企業）が受注拡大のために行う試作、技術研究等の技術開発
に要する費用に対 し補助金を交付する制度。 （1件当たり5 0 万円を限度で
補助金を交付）
神奈川県 技術開発奨励事業 商工部 新製品、新技術開発及び先端技術開発の奨励補助、優れた技術開発の表彰並
ぴに （社）発明協会神奈川県支部の行う奨励事業の推進に伴う人件費及び事
業費への助成。
神奈川県 新分野事業育成資金貸付金 商工部 技術革新の急速な進展等に上る産業構造の著しい変化に対応して、中小企
業者に上る先端技術分野への事業進出を図るために必要な資金の貸付。
新潟県 わざづくり支援補助金（一般X高度） 商工労働瓢 中4、企業者が新技術開発などの研究開発に取り組むときに、その経費の一部
を補助する
新船県 技術高度化対策費補助金 商工労働部 中4、企業者の組合等がエレクトロニクス、新素材、バイオテクノロジー関連
技術の開発を行うにあたり、その経費の一部を補助する
石川県 石川ブランド技術開発 （新技術開発）商工労働部 県内中小企業が実施した新製品の販売促進事業に対 して助成した。
補助金 件数　2 8件
石川県 石川ブランド技術開発 （新技術開発）商工労働部 県内中小企業が実施した新技術の開発に関する技術指導受入費に対 して助成
補助金 した。　 件数　2件
石川県 石川ブランド技術開発資金貸付金 商工労働部 貸付先 （財）石川県産業振興基金協会
石川県 中小企業地域産業技術改善費補助金 商工労働部 （国補）1 ／2　　　 県内中4、企業が実施した新技術の開発、改善事業に対
して助成した。　 件数　2件
石川県 融合化促進室設置運営委託料 商工労働部 石川地場産業振興センター内に異業種交流グループの活動を支援するため拠
点を設置した。　 委託先 （財）石川中央地場産業振興センター
石川県 異業種融合化プラザ開催費 商工労働部 （国補）1 ／2　　 異業種交流グループの結成を促進するプラザ開催事業を
実施した。　 委託先 （財）石川中央地場産業振興センター
石川県 融合化開発誘導費補助金． 商工労働部 異業種交流グループが実施した新製品開発の企画事業に、石川県中小企業融
合化促進協議会を通して助成 した。
交付先 石川県中小企業融合化促進協議会　 対象グループ　 6 グループ
石川県 融合化開発促進事業費補助金 商工労働部 （国補）1 ／2　　 異業種組合の新製品開発を支援するため、融合化法の認
定を受けた研究開発事業を行う組合に石川県中小企業団体中央会を通して助
成した。
富山県 地域産業技術振興事業 商工労働部 県内中4、企業の研究開発費に対する補助
富山県地域産業技術振興費補助金 補助率2 ／3 以内、上限5 0 0 万円
富山県 地場産業振興対黛事業 商工労働部 新商品開発能力等育成事業への補助
福井県 福井県技術改善費補助金 商工労働部 中4、企業の技術研究、試作に対する補助
福井県 産業連携促進補助金 商工労働部 立地企業と地元企業の共同研究に対する補助
長野県 中小企業技術開発費補助 商工部 補助率2 ／3 、5 0 0万円以内
長野県 中小企業技術高度化対策費補助 商工部 補助率1 0 ／1 0 、1 5 0 0 万円／年×3年
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岐阜県 地場産業技術高度イ臼寸策事業 商工労働部 技術革新の進展に即応した技術で、従来にない技術の要素が付加され、かつ
研究費を行わなければ解決できない課題に関し、中小企業者が実旛する事業
に対し助成
岐阜県 加速的技術開発文枝事業 商工労働部 中4、企業者への技術指導及び転換技術開発支援
岐阜県 技術向上奨励事業 商工労働部 中4、企業者の新製品、新技術の開発及び試作事業に対する助成
静岡県 地域産業技術改善費補助金 商工労働部 研究開発に対する助成。補助率図1／3 、県1／3 。
静岡県 中小企業技術研究開発事業費補助金 商工労働部 研究開発に対する助成。補助率 1／2 以内、限度額5 ，0 0 0 千円。
基金果実に上る事業。平成2年度で終了し、平成3年度は、科学技術振興財
団で実施。
静岡県 産学共同研究開発事業費 商工労働部 共同研究に対する委託。3年間、1年1 5．0 0 0 －2 0 ，0 0 0 千円。
基金果実に上る事業。平成2 年度で終了し、平成3 年度は、科学技術振興財
団で実施。
愛知県 技術改善費補助金 商工部 中4、企業の新製品又は新技術の開発に要する経費の一部を助成する。
・対象経費　 原材料費、機微装置費等
・補助額 1件当り1．0 0 0 千円－5 ．0 0 0 千円 ・補助率2β以内
三重県 技術改善費補助事業 商工労働部 国補事業 （国1／2 、県1 ／2 ）新製品 ・新技術の開発
三重県 中小企業技術高度化事業 商工労働部 国補事業 （国1／2 、県1 ／2 ）高度化技術の開発
三重県 異業種融合化事業 商工労働部 県単事業異業種企業に上る新製品 ・新技術の共同開発
滋賀県 滋賀県地域産業技術改善費補助金 商工労働部 中4、企業者の行う技術開発、新製品開発に要する経費の助成
滋賀県 滋賀県先端技術開発促進事業費補助 商工労働部 ベンチャービジネスの行う技術開発等に要する経費の助成中小企業者が行う
先端技術分野にかかる技術開発等の経費助成
滋賀県 技術開発資金 商工労働部 中小企業者が行う技術開発、新製品開発、商品化等に要する経費に対する低
利融資 （県制度融資）
京都府 京都府中4、企業技術改善費補助事業 京都府商工部 府内中小企業が実施する新技術 ・新製品開発を助成 ・促進し、中小企業の技
工業課 術の向上・体質強化に資する。
・補助率 補助対象経費の2／3 以内　　　　　　　　　　 ・補助
・補助額 1∝I万円以上5（泊万円以内 （一般技術枠 ・省力化技術枠）
1∝l万円以上7㈱万円以内 （研究開発型企業枠）
京都府 中小企業技術高度イ臼寸策補助事業 商工部工業課 中小企業の技術力の向上を図るため、組合等が行う技術開発、その他の中小
企業技術高度化対儀事業を助成する。
大阪府 中小企業技術開発助成事業 商工部 府下中小企業者等が品質性能の向上と省力化、公害の防止、作業の安全化、
省資漆など生産現掛こおける諸課題に対処するため、新技術 ・新製品の開発
・研究又は製品の高級化、安全化を試作研究する場合に必要な資金について
助成する。
大阪府 技術高度化対策事業 商工部 近年の技術革新の急速な進展及び需要構造の著しい変化に対し、中4、企業の
技術開発基盤の強化、高度化を図るため、 「中小企業技術開発促進臨時措置
法」に基づき技術開発計画の認定を受けた組合等が実施する技術高度化事業
に対し助成する。
大阪府 フロンティア産業振興資金融資 商工部 新たな技術 ・商品の開発 ・企業化、新たなサービスや新規需要の開拓など、
時代のニーズに応 じた新事業を展開する中小企業の育成を図るために必要な
資金を融資する。 （平成2 年度融資承苦額）
兵庫県 先端技術研究開発促進費補助 商工部 民間試験研究機関の先端技術関連の研究開発に対する補助
兵庫県 技術向上奨励費補助 商工部 中4、企業の新製品・新技術に関する技術研究、又は試作に対する補助
（国庫 1／2 ）
兵庫県 先端技術導入等資金 商工部 1企業1組合あたり7 0 0 0 万円以内、融資目標額4 0 債円
兵庫県 先端技術研究開発資金 商工部 1企業あたり3 0 0 0万円以内、融資目標額1 0 優円の無担保融資
奈良県 中小企業技術高度化事業 商工労働部 中小企業の組合が共同で取り組む新技術の開発及び成果普及
奈良県 地域産業技術改善費補助 商工労働部 中4、企業の技術開発に対する助成
奈良県 地場産業デザイン高度化特定事業 商工労働部 デザイン開発及び製品化に対する助成
奈良県 毛皮革デザイン開先事業 商工労働部 3年度新規事業、毛皮革産業のデザインカ強化に対する助成
奈良県 先端技術応用利用研究調査事業 商工労働部 バイオ、新素材の応用利用研究会 （奈良工業会）に対する助成
和歌山県 中4、企業技術改善補助事業 商工労働部 新製品の試作又は新技術の開発に対し、
補助対象経費の2 ／3 以内 （1件限度5 0 0万円）を補助する
鳥取県 中小企業技術高度イ臼寸策費補助金 商工労働部 対象となる事業者に補助金助成。1事業協同組合 1 5 ，4 0 0 千円
島根県 技術改善費補助金 商工労働部 中4、企業者が行う新製品 ・新技術開発事業費の支援
島視県 地域資瀬等活用型起業化事業 商工労働部 地域の有用な資遷 ・技術等の活用により新たな起業化を図るための事業費の
支援
陶山県 岡山県地場産業振興対策 商工部
（地場産業振興対策事業）
岡山県 岡山県地域産業活性イ臼寸策 商工部
（地域産業活性化推進事業）
広島県 地域産業技術改善費補助事業 商工労働部 中4、企業が行う新技術、新製品の開発に助成 し、技術開発力の向上を図る。
補助金額 1 0 0 万円～5 0 0 万円 （国庫補助事業）
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広島県 中小企業技術高度化補助事業 商工労働部 ・エレク・トロニタス関連技術や新素材関連技術等技術革新の進展に即応 した
研究開発に助成、中小企業の技術高度化を支接する。中4、企業組合に対する
開発費助成 （1組合）
広島県 地域産業活性化推進事業 商工労働部 ・既存の中小企業施策に活用によって生まれた各稜の新製品 ・新技術を本格
的な事業化に結び付けようとする組合等に助成する。
助成限度額 1組合1 0．0 0 0 千円 対象4 組合
広島県 中堅企業育成事業 商工労働部 ・地域企業のリーダーとしての中堅企業の重要性に着目し、中堅企業が大学
又は他企業と共同で行う新技術 ・新商品開発事業に対して助成し、技術開発
・商品開発力の向上を回る。 助成限度額 1事業16．（X氾千円対象2事業
広島県 新技術研究会支援事業 商工労働部 ・輸出関連企業等の活性化を図るため、技術力の向上を目指した企業グルー
プに対する研究会活動を支援する。対象3 グルー1
山口県 地域産業技術改善費補助事業 商工労働部 新技術・新製品等の研究開発を促進するため、技術開発や試作に対 して補助
する。
山口県 地域中小企業技術開発促進事業 商工労働部 新素材、エレクトロニクス、バイオテクノロジー等先端技術分野の著 しい新
規性を有する研究開発に対 して補助する。
山口県 中小企業事業転換対策事業 商工労働部 組合等がその構成員の事業転換を円滑にするために行う新技術 ・新製品等の
研究開発に対して補助する。
山口県 地場産業総合振興事業 商工労働部 技術革新の進展や消費者ニーズの多様化に対応して組合等が行う調査 ・研究
開発に対して補助する。
山口県 地場産業デザイン高度化事業 商工労働琉 地場産業の高付加価値商品の開発能力を高めるため試作品のデザイン開発に
対して補助する。
山口県 地域技術先端化促進事業 商工労働部 中小企業の技術開発力を強化し、新素材、高機能性材料の加工利用技術及び
加工組立型産業の振興を推進するため、産・学 ・官に上る研究を行う。
山口県 地域産業活性化推進事業 商工労働部 地域資源や地域技術等を活用した産業起こしの芽の起業化に対して補助する
山口県 融合化開発促進事業 商工労働部 異分野の中小企業の経営資源の融合に上る新製品や役務の開発に対して補助
する。
山口県 中小企業高度化資金貸付事業 商工労働部 地域中小企業の活性化のため、第3 セクターに基金を設け運用益で研究陣発
商品開発を行う。
山口県 研究開発助成事業 商工労働部 新製品・新技術の開発や、ソフトウェアの開発に対して助成する。
山口県 地域技術起業化助成事業 商工労働部 技術革新の進展に即応した技術を製品の開発・生産等に利用する研究に対 し
（財）山口県産業技術開発機構事業） て助成する。
徳島県 地域産業技術改善費補助金 商工労働部 中小企業が行う新製品、新技術の開発事業を助成する （国補 1／2 ）
香川県 地域産業技術改善費補助金 企業振興課 地域中4、企業の行う新製品・新技術の開発に要する経費について補助金交付
香川県 先端技術研究開発費補助金 企業振興課 県内に研究体制を有する企業が行う先端技術に係る開発研究、新製品開発に
必要な経費について補助金交付
愛媛県 地域産業技術改善事業 商工労働鉢 中小企業者が行う地域産業に寄与する新製品、新技術の開発に助成を行った
愛媛県 地域産業中間技術開発促進事業 商工労働部 中間技術の開発を促進するため、地域の独自性のある新製品の開発をめざし
た中間技術開発を行うものに対して、助成措置を講じた。
愛媛県 高度技術開発事業 商工労働部 テクノポリス圏域の企業が高度技術に関する研究開発を大学等と共同で実施
（（財）愛媛テクノポリス財団事業） する場合に経費の一部を助成する産学共同研究助成事業、ハイ・イノベーシ
ヨン研究所における自主研究開発事業、テクノポリスコーディネーターが中
心となり、産学行の連携を回る技術リエゾン事業を行う。
愛媛県 高度技術起業化助成事業 商工労働部 県内の中小企業等が高度技術を製品開発または生産に利用するため、必要な
（（財）愛媛テクノポリス財団事業） 商品・デザイン開発等を実施する場合に経費の一部を助成する。
愛媛県 苦い漁業者育成事業 水産局 愛媛県青年漁業者連絡協議会が実施する研究事業に対し助成する。
高知県 県内製紙企業の新製品開発に伴う技補商工労働部 県内の家庭紙 ・短絹製紙業界を対象として企業での新製品開発時の問題点線
支援研究 決等の対応研究。
高知県 中小企業技術開発促進事業 商工労働部 県内の中小企業者が行う新製品開発のうち、その開発効果、実用効果が優秀
でかつ波及効果の高いものに対し助成することに上り、県内中小企業の技術
水準の向上を図る。
福岡県 福岡県技術開発促進助成費補助金 商工部技術振興宝企業が行う技術開発への支援　 補助対象経費のlβ以内または3∝）万円以内
福岡県 福岡県地域産業技術改善費補助金 商工部技術振興壬補助対象経費の2 ／3 以内または5 0 0万円以内
佐賀県 技術改善費補助金 商工労働部 中小企業者が新製品・新技術の開発を行う際、研究農費の一部を助成
佐賀県 先端技術開発事業補助 企画局 （財）久留米・鳥栖地域技術センターが行う先端技術研究開発事業 （研究開
発委託、共同研究開発事業）に対する補助
熊本県 地域産業技術改善推進事業 商工観光労働部 中小企業の新技術、新製品の開発研究 ・試作事業に補助金を交付し、中小企
業の技術力の向上、製品の高付加価値化を図る
熊本県 中小企業技術高度化事業 商工観光労働部 組合等が中小企業技術開発促進臨時措置法第3条の技術開発指針に即 して作
成し、認定された技術開発計画に基づいて技術開発を促進するための補助
大分県 中小企業技術高度イび寸策事業費補助 商工労働観光部 中小企業等の組合が行う新技術、新製品の研究開発に要する経費の補助
大分県 大分県地域産業技術改善費補助金 商工労働観光部 中小企業者が自ら行う新技術、新製品の研究開発に要する経費の補助
㊥ 1，0 0 0千円－5，0 0 0 千円
大分県 大分県先端技術共同開発研究費補助 商工労働観光部 （財）大分県高度技術開発研究所が県内の中小企業者と共同で行う先端技術
の研究開発に要する経費の補助
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宮崎県 地域産業技術改善費補助金 商工労働部 中4、企業が行う新商品・新技術の開発に関する研究開発経費の一部を補助す
る。　 限度額　5 0 0万円　補助率　2 ／3 以内
鹿児島県 技術改善費補助事業 商工労働部 地域産業の振興に寄与する新製品及び新技術の開発を行う中4、企業者に対す
る補助事業
鹿児島県 債務保証 ・低利融資事業 商工労働部 新技術開発に対する金融面の支援
鹿児島県 研究開発助成事業 商工労働部 新技術開発等に係る経費の一路助成
鹿児島県 地域技術起業化推進事業 商工労働部 新技術開発等に係る支援
鹿児島県 未利用魚加工開発研究 林務水産部 未利用資源の加工通性化研究
鹿児島県 魚病総合対策事業 林務水産部 養食魚疾病等に関する研究
鹿児島県 養食魚多様化検討調査 林務水産部 トラフグの養食管理技術の確立
鹿児島県 カツオ新製品開発研究 林務水産部 カツオの有効利用に関する研究
沖縄県 中小企業製品開発補助事業 商工労働部 県内中小企業者の製品開発研究に対し補助を行う。
仙台市 研究開発事業助成金 経済局中4、企業 本市内の中小企業者が、公的研究機関に新製品、新技術に関連する事項の研
指導センター 究を共同で委託するとき、委託事業費の3 0 ％以内（上限は1，0 0 0万円）
を助成する制度である。
仙台市 （財）宮城県高度技術振興財団の運呂経済局商工振興壬基本財産1 4 5 ．2 1 0 万円 （財）宮城県高度技術振興財団において、高度
支援 技術の導入 ・開発や企業化に必要な資金の借入の円滑化を図るため、借入資
金の債務保証及び低利融資を行っており、本市としても財団への出楕及び戦
員の派けん等側面から支援している。
川崎市 川崎市中小企業新事業開拓資金融資 経済局中小企業 市内経済活性化に資する新たな事業を開拓する内発的な中小企業者等を対象
指導センター として、企業育成を図る。
川崎市 川崎市中小企業経営安定資金融資 経済局中小企業 経済環境の変化に上り事業活勤に支障をきたしている市内中小企業者に対し
指導センター 事業資金を融資し経営基盤の確立を促進させる。
申込資格例 ：情報化推進及び新製品開発する企業
京都市 先端技術習祷助成糾度 経済局 中小製造業者が先端技術 ・先進技術を習得するため、研修会等に参加する経
費の一部を助成。
京都市 先端技術導入 ・技術開発融資制度 経済局
大阪市 大阪市テクノコミュニケーションプラ経済局 異業種交滝による新製品・新技術の開発促進
ザ
大阪市 大阪市中小企業構造転換研究開発助 経済局 新分野進出のための新製品・新技術の研究開発助成
大阪市 なにわのハイテクパートナーバンク 経済局 技術人材 ・研究機関のデータバンクに上る情報提供
大阪市 新バイオ技術利用促進事業 経済局 バイオ技術の工業化研究
大阪市 エンジニアリングプラスチックフイノ経済局 国の補助事業
ムの高専電化に関する研究
大阪市 強靭性複合材料の加工技術に関する 経済局 国の補助事業
究
大阪市 素材加工における高度表面処理技術 経済局 国の重要地域技術開発研究
神戸市 異業種交流 ・開発促進助成金 経済局 （1）交流助成…市内製造業を中心とした交沈グループに対して交流会場札 コ
ンサルタント派遣料等にかかる経費の1βで2∝I千円を限度に3年間補助する
（2）開発助成…市内製造業を中心とした交流グループに対 して新製品開発のた
わの設計経費の1βで1，㈱ 千円を綴度に補助する。
北九州市 北九州テクノセンター整備事業 経済局企画調査！福岡県とともに推進している顔脳立地構想の一環として、産業支援の中核旛
設 「北九州テクノセンター」を整備している。
事業主体は本市をはじめ、県や地域公団、民間企業の出資に上り設立された
（株）北九州テクノセンターであり、この会社の事業のひとつとして、研究
開発支援事業がある。本格実施は、平成5 年度上りの予定 （現在施設を建設
中である）
北九州市 中小企業技術開発振興助成金 中小企業指導セン新技術・新製品等の研究開発事業を行う中小企業者又は中4、企業団体に対し
1件当り、助成対象経費の2／3 以内で5 0 0 万円以内の額を助成する。
北九州市 融合化製品開発システム文枝事業 中小企業指導セン2 企業以上の中小企業グループが新製品等を企業化する場合の生産加工方法
や技術上の諸問題 （素材 ・横桟 ・人材 ・情報等）について、専門家指導班
（技術士 ・診断士・学激経験者）が企業に出向いて指導を行うもの。
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表3　「民間の研究交流促進（異業種交流等）」事業一覧
都道府県等 事 業 名 部局 名 事 業 内 容
北海道 食品加工振興対策費 商工労働観光部 異業種交流会の開催。
北海道 技術交流プラザ開催事業 （国庫補助）商工労働観光部 異業種企業に上る技術交流プラザを開催す る。
北海道 北海道異業種交流連絡協議会補助金 商工労働観光部 北海道異業種交流連絡協議会の事業運営に対する補助。
北海道 地域融合化促進室運営費 商工労働観光部 （社）北海道機械工業会に北海道地域融合化センターの運営を委託 し、異業
桂交誼の円滑な推進を図る。
青森県 技術 ・市場交流プラザ開催事業 商工労働部 プラザ開催
青森県 中4、企業融合化推進事業 商工労働部 ・県内の異業種交流グループ活動への支援 ・異業種交流グループのための常
設交流室の設置
青森県 融合化 ・開発促進指導認定調査 商工労働部 具体的な事業開発の日枝を設定 したグループに対 し、その計画の指導認定調査
岩手県 中小企業融合化開発促進事業 商工労働部 融合化法に基づく特定認定組合の行う研究開発に対する補助。
岩手県 技術 ・市場交流プラザ開催事業 商工労働部 異業種企業の交流事業の実施。
岩手県 地域融合化センター設置事業 商工労働部 異業種交流活動の場を整備、開設。
宮城県 異業種交流促進事業 商工労働部 中小企業の異業種間に釦 ナる技術 ・経営問題等に関する情報や意見の交換の協
として技術 ・市場交流プラザを開催する。
秋田県 異業種技術交流プラザ事業 商工労働部 中小企業の技術移転 ・技術開発を促進する （国1 ／2 、県 1／ 2）技術 プラザ
交流事業
山形県 中小企業融合化開発促進事業 商工労働開発部 千以上の異分野中小企業者で構成する事業協同組合が行 う新分野開拓のため、
それぞれが持っているノウハウ等を活用 し、新商品の研究開発を行う。
山形県 山形県融合化促進事業 商工労働開発部 上記制度を補完す るとともに、地域の実情に即 した新技術 ・新製品の研究開発
（3 以上の異分野中小企業者で構成する任意グループ等）
福島県 融合化支援事業 商工労働部 異業種交流、融合化支援に関する事業
茨娩県 融合化開発促進事業 商工労働部 異分野中小企業者の知激を散合させ、新分野の技術開発に取 り組む組合に対す
る事業費補助。 （3組合分）
栃木県 技術 ・市場交流プラザ開催事業 商工労働観光部 新技術 ・新製品開発等を促進するための異業種に上る技術交流の場の設置
栃木県 関東甲信越静プロッタ技術 ・市場交’商工労働観光部 上記参加企業が都県の枠を越えて、地域特性に応 じた多面的交流に上り、新
プラザ開催事業 野開拓を目指す中小企業の育成 （当番県）
栃木県 地域融合化促進事業 商工労働観光部 異業種交流団体 「テクノプラザ とちぎ」の行 う生産性向上、新技術新製品開発
事案等に要する経費の補助
栃木県 地域融合化促進室運営事業 商工労働枝光部 異分野中小企業の交流の活動拠点である地域融合化促進の運営に要する経費
群馬県 群馬県生産技術研究会、群馬県熱処 工業試験場 会の運営に上り会員企業に情報交換の場を提供する。
技術研究会、群馬県分析研究会の運
骨に上る情報交換
埼玉県 技術交流プラザ開催事業 商工部 参加企業 2 4社、開催内容、工場見学、講演会等
埼玉県 創造的技術開発推進事業 商工部 地域テクノプラザ開催事業6 グループ1 0 5社
埼玉県 地境産業異業種振興事業 商工酷 地場産業の2 以上の異業種の組合等が、需要構造の変化、技術革新の進展等に
対応するため、地場産業振興新 ビジョンに別 して共同で実施する次の事業に対
し、助成する。 （1）新商品開発能力育成事業 （2）需要開拓事業 （3）人
材育成事業
千葉県 技術 ・市場交流プラザ開催事業 商工労働部 県内中小企業 （異業種）を公募に上りグループ化 し、技術開発問題等に関する
意見交換を促進する。
千葉県 千葉県指定団地協議会 商工労働部 中小企業高度化資金を導入 した県内の団地組合を会員として、研修 ・交流を行
っている。
神奈川県 融合化開発促進事業 商工郎 融合化法の認定を受けて事業協同組合が行 う新製品開発事業に対 し、県中小企
業団体中央会 を通 じて助成する。
神奈川県 異業種交流推進事業 商工部 神奈川県異業種グループ連絡会譲が主催する事業に対する補助
神奈川県 異業種交流開催事業費 商工部 技術 ・市場交流プラザの開催
新潟県 技術 ・市場交流プラザ開催事業 商工労働部 技術 ・市場両面の異業種からなるグループを組織 し、融合化をめざした交流活
動を支援するための出会いの場を開催する。
富山県 中小企業融合化促進事業 商工労働部 技術、市場交流プラザ （1 2 回／年） を開催
富山県 融合化開発促進事業補助 商工労働部 融合化組合の研究開発事業に対する補助
富山県 「融合化ふれあいフェスタ ・イン富 商工労働部 異業種交流大会の開催
」の開催
富山県 富山県中小企業融合化推進協議会へ 商工労働部 県内異業腫交流グループの協議会の事業への助成
助成
石川県 融合化開発促進事業費 （1）融合化 商工労働部 石川地場産業振興センター内に異業種交沈グループの活動を支度するため拠点
進室設置運営委託料 を設置 した。 委託先 （財）石川中央地場産業振興センター
石川県 融合化開発促進事業費 （2）異業種 商工労働部 異業種交流グループの結成を促進するプラザ開催事業を実施 した。
合化プラザ開催費 委託先 （財）石川中央地場産業振興センター
石川県 融合化開発促進事業費 （3）融合化 商工労働部 異業種交流グループが実施 した新製品開発の企画事業に、石川県中小企業融合
発誘導賛補助金 化促進協議会を適 して助成 した。
交付先 石川県中小企業融合化促進協議会　 対象グループ6 グループ
福井県 技術 ・市場交流プラザ開催事業 商工労働部 異業種交漁研究会の設置年 1 2 回、2 グループ
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都道府県等 事業名 部局名 事 業 内 容
福井県 技術交流促進事業 商工労働部 北陸技術交沈テクノフェアの開催に対し助成
山梨県 研究開発助成事業 商工労働部 研究補助金の交付
長野県 技術交流プラザ開催事業 商工部 見学会、意見交換会
岐阜県 技術・市場交流研究会開催事業 商工労働部 異業種間の技術交流・市場交汝の促進を図るための研究会
岐阜県 異業種グループ育成事業 商工労働部 異業種グループの横断的交流の場を拡大することにより共同技術開発、各種惰
報提供、新製品開発の機会創出を図るとともに、新たなグループ再編を促進す
る。
静岡県 技術・市場交流プラザ開催事業費 商工労働部 異業種の中小企業者が、技術面・市場面の謙紗 こついて意見交換・情報交換等
の交漁を行う1 ラザを3 か所で開催。
静岡県 産学官交流推進事業費 商工労働部 官主i削こより、大学、地元中小企業との交流会を開催する。
愛知県 技術・市場交流プラザ開催費 商工部 技術交流研究会1 2 回開催
愛知県 研究開発支援事業費 商工部 技術交流ミニフォーラムの開催等
三重県 異業種共同技術開発補助事業 商工労働部
滋賀県 技術・市場交流プラザ開催事業 商工労働部 異業種交滝の場の提供
滋賀県 交流推進事業 商工労働部 異業種交流の普及啓発にかかるセミナー等の開催。異業種交流連絡協議会の遅
普 く（財）滋賀県工業技術振興協会が実施）
大阪府 技術 ・市場交流移転促進事業 商工部 中小企業の経営資源の融合化の推進を図るため、製造業、流通業など多機な業
種の参加により、技術 ・市場交流研究会 （技術 ・市場交流プラザ）を開催し、
技術面のみならず、販鼠等の市場面をも含めた技術 ・市場交流移転のための場
づくりを行う。
大阪府 大阪府融合化補助金 商工部 異業種グループの行う調査事業、研究開発事業に対し助成する。
兵庫県 技術交流の促進 （異業穣交流グルー 商工篩 異業種交流グループが実施する新たな製品等の開発に関する事前誼査、開発に
共同研究、開発の促進） 対する補助
奈良県 技術交流促進事業 商工労働部 技術フォーラムの開催、産学官交流会の開催など
奈良県 技術 ・市場交流プラザ開催事業 商工労働部
奈良県 近鼠プロッタ技術 ・市場交流プラザ．商工労働部
良大会の開催
和歌山県 技術・市場交流プラザ事業 商工労働部 県の指導により異業種交流グループを作り、その活動費を1年限りで支援する
和歌山県 異業捜交流活動促進事業 商工労働部 異業種交流グループが実施する融合化の研究開発事業の前提となるニーズ諷
査、技術開発可能性調査、情報交換等の経那こ対 して補助する。
鳥取県 融合化促進事業 商工労働部 1．融合化プラザ開催事業 異業種企業の交流を図り、融合化を促進する。
2．知抜融合開発事業　 融合化組合の行う開発事業に対する資金助成
3 ．融合化開発促進指導認定調査手業　 知激融合開発車業計画の認定等を行う
島根県 異業種交流事業 商工労働部 県内異業種交流グループ会員の参加に上る講演、研修等の実施
岡山県 産業人交流事業費 商工部 （産業人クラブ等交流事業） （地場企業等交流促進事業）
岡山県 交流プラザ開催事業 商工部
岡山県 融合化促進事業 商工部
広島県 技術・市場プラザ開催事業 商工労働部 ・異業種交流を促進するため、県内中小企業の交流の場として技術・市場交流
プラザを開催する。年1 2 臥 約3 0社。
広島県 融合化センター運営事業 商工労働部 ・広島県立産業技術交流センターに設置した交流促進のための融合化センター
の管理・運営経費を助成。助成対象 （財）広島県産業技術振興機構
広島県 知識融合化開発促進事業 商工労働部 ・「異分野中小企業者の知識の融合に上る新分野の開拓の促進に関する臨時描
置法」に基づき、中小企業の融合化促進のため、2団体に助成。
広島県 先端技術産業を核とする地域企業文．商工労働部 ・先端技術の移転を図るため、地域企業グJレー プの育成を図る。
グループ育成事業
山口県 技術 ・市場交流プラザ開催事業 商工労働部 異分野の中4、企業の交流の活性化を促進するため、交流の場を提供し、交流グ
ループの結成及びその活動を支援する。
徳島県 技術 ・市場交流プラザ開催事業 商工労働部 異業種の中小企業者が、技術及び市場等の課題について意見交換、情報交換等
を行う。
香川県 技術 ・市場交流プラザ開催事業 企業振興課 異業種中小企業の融合化による新分野開拓の促進のため、知事が指定した中小
企業者を参加者として、交流の場である 「プラザ」を開催する。
愛媛県 異業種間技術交流促進事業 商工労働部 技術交流プラザの開催
愛媛県 技術 ・市場交流プラザ開催事業 商工労働部 技術・市場交流プラザの開催
高知県 製紙技術高度化事業 （コウチ・アサヒ商工労働部 県内の製紙碑連技術者を対象として各企業の参加者が相互交流 ・技術交換 ・技
異業種交流会） 術レベルアップを目的とした講習会研修会、意見交換等の実施。
高知県 高知県技術 ・市場交流プラザ開催事 商工労働部 異分野の経営資湊と接触、交流を図り積極的に新分野の開拓を目指す中小企業
者約3 0 杜を募集。異業種交流に必要な技術 ・市場情報の収集、提供する等、
総合的な支援を実施し、中小企業の創意ある向上発展を図る。
福岡県 異業種企業技術、市場交流プラザ事 商工部 異業種交流促進のためのプラザを開催 （2 プラザを実施）
佐賀県 技術市場交流プラザ開催事業 商工労働部 異業種の中4、企業が集って、情報交換、技術提携、経営の問題等に関して交流
する場を県が提供
佐賀県 異業種技術融合製品開発費補助 商工労働部 2 社以上からなる異業種グループが共同で行う、新製品新技術の開発、試作に
係る研究経費の一部を助成
熊本県 技術指導交流プラザ事業 商工観光労働部 工業技術センターで実施 （国庫補助事業／一缶県単事業）
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都道府県等 事 業名 部局名 事 業 内 容
大分県 技術・市場交流プラザ開催事業 商工労働観光部 異業種の中4、企業の出会いと交泥の場をつくる
大分県 融合化開発促進事業 商工労働観光部 4企業以上の異業種の中4、企業で構成する事業協同組合が知敦融合開発事業計
画の認定を受けて実施する新製品・新役務の開発に助成する。
大分県 融合化基盤整備事業 商工労働観光部 2企業以上の異業種の中小企業で構成する融合化グル胃プが行う、新技術 ・新
製品・新役務の開発のための企画 ・調査・研究事業に助成する。
宮崎県 異業種交流推進事業 商工労働部 県内の異業種交流グループが一堂に会して、シンポジウムや交流会を行う。
宮崎県 技術 ・市場交洗プラザ開催事業 商工労働部 異業種の中4、企業者が技術ノウハウを出し合って新しい商品や技術を生み出す
ためのグループ活動を行う。
鹿児島県 技術 ・市場交流プラザ開催事業 商工労働諮 1．技術 ・市場交流プラザの開催 （年1 2 回）と異業種交流大会に対する助成
沖縄県 共同研究 農業試験場 野菜及び花きの品種適応試験
沖縄県 技術 ・市場交沈プラザ事業 商工労働部 技術の複合化、技術シーズの発錦等の気運の醸成を図り、県内工業水準の向上
はもとより、地域技術の確立を促進するため、異業種交流の場 （プラザ）を提
供する。
仙台市 「2 1 世紀プラザ研究センター」運呂経済局 本センターにおいて、入居研究機関相互の技術交流や外部研究者 ・技術者との
支援 交流の機会を提供しており、本市としても本センターの運営主体 （（株）テク
ノプラザみやぎ）に出資及び敢員を派遣し、異業種交流を側面から支援してい
る。
大阪市 大阪市異業種交流プラザ 経済局 異業種企業間の情報交換を図る
大阪市 大阪市テクノコミュニケーションプラ経済局 異業種交流に上る新製品・新技術の開発促進
ザ
神戸市 異業種交流・開発促進助成金 経済局 （1）交流助成…市内製造業を中心とした交流グループに対して交流会場料、
コンサルタント派遣料等にかかる経費の1／2 で　2 0 0 千円を限度に3年間
補助する。 （2 ）開発助成…市内製造業を中心とした交流グループに対 して新
製品開発のための設計経費の1／2で1，0 0 0 千円を
神戸市 神戸市技術交流会の運営 経済局 市内産 ・学 ・官の連携に基づく技術交流グループ、講漬、先進企業視察など
（年6 回例会開催）
広島市 技術交流事業・新素材技術交流部会 ・経済局 各交流部会においてテーマを定めて、新製品・新技術の開発等を目指した活動
生活環境技術交流部会 ・生産技術研 を行い、中4、企業の技術振興を図る。
究会
北九州市 北九州テクノセンター整備事業 経済局 （扶）北九州テクノセンターにおいて、交流促進のための事業を行っている。
北九州市 北九州医工学術者協会設立 経済局 市内の医学 ・工学・歯学・産業界の高度な先端技術力を結集し、新たな産業・
技術・学術環境を創造し、地域経済の発展に寄与することを目的として、倒
会、会議を開催する。
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表4　「産学官の研究交流（共同研究等）」事業一覧
都道府県等 事 業名 部 局名 事 業 内 容
北海道 共同研究 企画振興部 道立試験研究機関が相互又は大学や民間等と共同研究を行う。
北海道 先端技術推進対策費 商工労働観光部 産学官共同研究テーマを実施するためのワーキンググループ ・グループ
会護の開催。
青森県 ワムシ連続培養システム基復研究に係 水産部 ・ （社）マリノフォーラム2 1 との共同研究。
る共同研究開発事業 （省エネルギーの ・ヒラメ稚魚のオゾン処理水による循環飼育紋験。
ための用水処理技術の開発に係る事業）
青森県 キープロジェク ト方式による共同研究 商工労働部 県産業技術開発会議で審議決定された′くイオテクノロジーやメカ トロニクス
開発 等の先端技師 こ関する研究テーマについて共同で研究開発を実施
岩手県 地域研究交流促進事業 商工労働部 研究情報ネットワークの運営、筑波研究学園都市との交流、新技術 コーデイ
ネータの設置に上る研究交沈の推進。
岩手県 地域技術おこし事業 商工労働部 地元産学官による、特殊化合物 を対象とした新製品開発研究の推進。
岩手県 産学官共同研究促進事業 商工労働部 中小企業が大学等と共同研究を行 う場合に要する経費に対 し、その一部を補
肋。
岩手県 生物資源の効率的利用技術の開発に関 林業水産部 昭和 6 2 年度に、シラカンパの1年生実生苗を山地に高密度 （2 0 ． 0 0 0本
する総合研究 （バイオマス変換計画） ／ h a ）植栽 し、超短伐期林道成上の技術的問題点の抽出とその改良法の検
討及び超短伐期林の成長量、造成経費の把握等を行なっている誌験で、平成
2年度は植栽後 4 年を経過 した箇所と伐採切株から廟芽発生 している5 箇所、
計 6箇所 を伐採採取 し、櫓採4 年目の収穫量及 び投入労働量 ・経費を把捜 し
た。
宮城県 新素材応用研究開発事業 商工労働部 将来の技術撞戌のための、先導的研究開発を行 う。
宮城県 地域システム技術開発事業 商工労働部 地域企業にシステム技術開発能力の育成を図るための研究開発を行う。
宮城県 地域技術おこし事業 商工労働部 大学等の技術シーズを活用 し、地域に創造的新製品開発の基幹となる技術を
育成する。
宮城県 養殖ギンザケにおける栄養性疾病対策 水産林業部 ギンザケ養殖に ドライペレットを導入する試験。
試験 ギンザケのE I B S の研究。
秋田県 金属微粉末高機能化研究 商工労働部 銅 ・ニッケルの徹粉末化技術の開発、特性計価技術開発、複合化技術の開発
秋田県 天然ゼオライ ト高度利用化研究 商工労働部 天然ゼオライ トの絹製技術開発
新素材 ・新製品の開発
秋田県 珪藻土高度利用化研究 商工労働部 珪藻土による新素材の開発
秋田県 マリノベーション推進事業（共同研究）農政部 フェライ ト利用に上るアワビ硬の効果、 魚礁プロッタ利用に上る海底養殖、
銅製魚礁に上る漁場造成
秋田県 地域技術おこし事業 商工労働部 県内に大量に斌存する珪漂土及び天然ゼオライ トを高度に加工し、付加価値
工業振興課 を高め、地域中小企業の振興を図ることを目的に、大学等で所有 している技
術シーズを活用 し、塵学官一体 となった研究開発を行 う。 （テーマ ；県産．非
金属鉱物の不純物除去に上る高度利用
秋田県 バイオテクノロジー短期共同研究促進 農政部
賛
山形県 科学技術庁地域流動研究 商工労働開発部 疾病や生体内の生理作用と深 くかかわっているといわれるフリーラジカルの
計測法の確立と生体内でのフリーラジカル反応機構の解明 （1）地域オルガ
ナイサー （財）山形県テクノポリス財団理事長 鎌田仁 （2 ）研究テーマ名
「生物ラジカル計測 とその応用技術に関する研究」 （3 ）期間平成 2 年度
～平成 4 年度 （4 ）研究機関放射線医学総合研究所、国立環境研究所、 （財）
山形テクノポリス財臥　 山形大学、 （株）メタト
茨城県 産 ・学 ・官共同研究事業 商工労働部 （財）茨城県中小企業振興公社の基金事業である同事業に、産 t官の共同
研究として県工業技術センタけが加わり、実施 した。なお、平成4年度から
は、県が主体となった共同研究制度を発足 し、産学官の研究交流を積極的に
進めていく計画である。
茨城県 養殖ごい魚病対策試験 農林水産部 筋肉粘液胞子虫病、乳薮腫症など養殖ごいの新 しい魚病について防疫対策の
検討を行う。 委託先 ：東京大学及び東京水産大学
栃木県 産学官共同研究事業 商工労働観光部 公募 した研究参加企業 2 0 8社 と、大学、国立試験研究所、工業試験研究機
関による共同研究
栃木県 地域システム技術開発事業 商工労働観光部 産学官が一体となって、地域中小企業の基盤強化に必要なシステムを共同研
究 「プレス金型製造技術の高度化システム」
栃木県 地域技術おこし事業 商工労働観光部 大学、国立試験研究所等が持つ先進技術を活用 して地域の産学官が一体 とな
って、地域に密着 した創造的新製品の開発を可能とする技術を育成する研究
開発 「含浸法による木質材料の難燃 ・不燃化技術開発」
群馬県 地域人材不足．対策技術開発事業 工業試験場
埼玉県 産学官共同技術開発推進事業 商工部 研究開発テーマ 「金型製作の効率化」 （研究期間S 6 3 －H 2 ）
「バイオテクノロジー等先端技術 を応用 した食品製造システムの開発研究」
（研究期間H l ～
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都道府県等 事業名 部局名 事 業 内 容
埼玉県 第2期バイオテクノロジー等先端技術 農林沐 講演会、
研究推進事業 埼玉医科大学と共同研究　 鶏血液型遺伝子の有用遺伝子を束分割受精卵に導入
し、優良系統を造成する。
埼玉県 学際交沈研究集会 企画財政部 県試験研究機関の若手厳員を中心に産 ・学・行政の研究員を交えた学際交流
研究集会を年3 回開催。
千葉県 液状イ臼寸策 環境部
千葉県 液状化対儀 商工労働部
千葉県 芝草の無慮菓管理試験研究 農林部 芝草の無農業管理技術の開発 ・害虫防除用性フェロモン剤の開発 （農林水
産省、民間）
千葉県 A 型肝炎ワクチンの開発 開発検定沐 （共同研究者）予防衛生研究所、アンカ生研、化学及血清療法研究所
千葉県 B 型肝炎ワクチンの開発 開発検定部 明治乳業
千葉県 組み換えワクチニアウイルスの作製 開発検定部 京都大学、東亜燃料工業、塩野義製菓
（人白血病）
千葉県 組み換えワクチニアウイルスの作製 開発検定部 家畜衛生試験場
（牛白血病）
千葉県 組み換えワクチニアウイルスの作製 開発検定部 予防衛生研究所、都神経研、日本ゼオン
（B 型肝炎・日本脳炎）
千葉県 豚コレラ豚丹毒混合ワクチンの開発 製造部 動物用生物学的製剤協会、農林水産省
千葉県 新インフルエンザワクチンの開発 製造部 細菌製剤協会、予防衛生研究所、日本医大、国際針灸専門学校、三共
神奈川県 科学技術ネットワーク推進調整事業費 企画部 研究交流推進協議会 （仮称）の設置のための検討を行う。
神奈川県 地域総合研究課題選定調査費 企画部 県政推進上重要な行政課題を産学公連携による共同研究で行うため、課題
選定及び研究計画策定を行う。
神奈川県 新素材利用技術開発事業費 （工業試験 商工部 多携能性セラミックス技術開発　 共同研究先 （株）モリリカ
所）
神奈川県 光センシングの実用化技術開発 （工業 商工部 光交換素子及びそれに付加する高検能性光フィルタ等の関連技術開発
試験所） 共同研究先 （株）多摩川l電子
神奈川県 （財）神奈川高度技衝支援財団事業 商工部 「高速イオンビーム励起に上る電子分・光法の開発と応用」共同研究先 アル
の試験計測調査研究及び支援事業 バック・フアイ株式会社 「半導体材料と電棲金属との梱河作用」共同研究先
工業技術院電子総合研究所
新潟県 産学官共同研究事業 商工労働部 産学官が一体となって、地域の業界がかかえる技術課題に対 して、研究開発
を行う。
新潟県 産学官研究交流事業 商工労働部 工業技術センターに、客員研究員や、大学院生、企業技術者等を受入れ、互
いの技術力の向上を図る。
新潟県 大規模農業経営における標準機械化装 農林水産部 連携倒澗「新大 （農）倉田教授 実施期間 H 2 ～6 標準機械装備シュミレータ
備モデルの確立 ーの開発
新潟県 種子伝染性病害に対する種子の保菌診 農林水産部 連携機関 新大 （農）小島教授実施期間 H 元～3 血清学的診断法の開発
断技術の開発と保菌防止対策
新潟県 新潟米の品質 ・食味改善に上る商品性 農林水産部 連携機潤「新大 （農）梁取教授 東大松崎教授　 実施期間　H 2 ～6 施肥注改善
向上 による晶質・食味向上 ・品種間の立地条件別品質 ・食味の変動・立地条件に
上る晶質・食味の変動
新潟県 米国産モチ大麦の性状と加工通性に関 農林水産部 連携携関 全国精麦工業協同組合連合会実施期間　H 元～2 精麦製品品質の把
する試験 握と加工食への利用性の検討
新潟県 味噌の商品性向上並びに製造合理化 農林水産部 連携機関 県立女子短大 県味噌工業協同組合連合会実施期間　S 5 5 ～共同
研究
新潟県 醤油の商品性向上並びに製造合理化 農林水産部 連携機関 県立女子短大 県醤抽組合連合会 実施期間　S 5 5 ～共同研究
新潟県 新規刻み漬 （ドライ漬物）製造装置の 農林水産部 連携後閑 県漬物工業協同組合 東邦シートフレームK K M Y エンジニアリン
開発 グX K 実施期間　S 6 2 －共同研究
新潟県 渋楯の脱渋装置の開先 農林水産部 連携機関 M Y エンジニアリングK K 実施期間 H 2 －共同研究
新潟県 スカシユリの養成栽培における土壌姜 農林水産部 連携機憫「新大 （農）五十嵐教授実施期間　S 6 0 ～H 4 土壌養分分析、植物
分の実態と施肥法の改善 体の栄養分析
新潟県 桑園用デバイダの開発と利用技術 農林水産部 連携横瀾 （株）小林商店実施期間 H 元～4 デバイダの製造
新潟県 底生魚類を対象とする海底牧場造成技 農林水産部 連携機関 （社）マリノフォーラム2 1 王洋建設K K　フジタ工業K K　日本無
術の研究 親K K 実施期間　H 2 －5　ヒラメ
新潟県 ニシキゴイ浮腫病の発病要周の究明 農林水産部 連携携関東京水産大学佐野教授実施期間 H 元～ 電掛 こ上る病澹微生物の確
認
新潟県 テラビアの不妊化試験 農林水産部 連携欄澗「県いずみだい組合 帝京大学中村助手実施期間 S 6 2 －不妊化処理
魚の養殖効果　 H 元～
新潟県 サクラマス増殖手法の研究 農林水産部 連携傍腰上東大海洋研究所沼知教授 塚本教授実施期間　S 6 3 ～共同研究 （耳
石の分析、系郡の識別ほか）
新潟県 マツ枯れ進行中の海岸林内への広葉樹 農林水産部 連携欄澗「新大 （農）丸山教授 紙谷助教授実施期間 S 6 3 －H 2浸入広葉樹
の浸入様式と分布域拡大の機構 の繁殖特性、生理状態的特性の解明
新潟県 中国豚の遺伝的特性の利用に関する試 農林水産部 連携機関 新大 （農）鈴木教授 実施期間 S 6 2 －H 3 肉の呈昧成分、特にア
験 ミノ酸組成の分析
新潟県 ブロイラー用素ひなの効率的生産技術 農林水産部 連携機関 石田鶏巣K K 実施期間 u 2 －3 供試鶏および野外データ提供
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新潟県 発組郎埋没に上る在来マス顔の増殖拭 農林水産部 連携機関 県渓流釣団体連絡協議会 実施期間　S 6 2 －標抜魚の放流、採捕
験
富山県 食品加工技術指導 農業水産部 地場食品産業の技術水準の向上を図るため技術アドバイザーに上る技術指導、
エネルギー巡回技術指導の実施
富山県 食品産業育成指導事業 農業水産部 1技術アドバイザー指導エネルギ一過回技術指導の実施2 進回技術指導エネ
ルギー迩国技術指導の実施3 技術講習会
富山県 技術開発研修 農業水産部 農林水産省依頼研究員受け入れ
富山県 中央畜産研修 農業水産部 農林水産省中央畜産技術研修会
富山県 漁況海況予報事業 農業水産部 日本海スルメイカ漁場の調査
富山県 新栽培漁業対象種開発研究費 農業水産部 ワカメ養殖技術指導
富山県 漁病対策費 農業水産部 養殖場遜回指導水産医薬品適性使用指導
富山県 地域技術おこし事業 商工労働部 国立試 ・大学等の有する技術シーズを地域に関連した製品に結び付けるため
の研究隙発事業
富山県 産学官共同研究開発 商工労働部 地域産業界の高度化に不可欠な沫親研究 ・機能性高分子材料の開発 ・チタン
チタン合金鋳造用鋳型の開発　 計2 テーマ
富山県 産学官交流T O Y A M A テクノフォー商工労働部 研究者、技術者を集め、討論、交流を行うことにより、県内技術意欲、水準
ラム’9 0 の開催 の向上を促進する。 （事業費のうち、県負担金 1，5 0 0 千円）
石川県 ・創造頭脳集団 「客員研究員」制度運 商工労働部 国内外の大学企業等から研究者を 「客員研究員」として招請し、地場産業の
営 （工業試験場） 先端化、企業構造転換のための推進力とする
石川県 ・研究開発事業 （財）石川トライ公設試、大学、企業等で基復研究が終了した課題の実用化研究の実施 （2 テ
アルセンター ーマ）
石川県 ・受託研究事業 （財）石川 トライ企業からの受託研究及び公設試、大学、企業等との共同研究を実施、 （6社、
アルセンター gテーマ）
石川県 ・特別研究員招請事業 （国内） 農林水産部 弱毒ウイルス利用技術の確立切花周年供給体系の確立
石川県 ・尿汚水蒸発・気化処理試験費 農林水産部 （H 3年度新規）民間業者との覚え書きにより、共同研究を実施 （新しく閑
発された尿汚水気化蒸発装置の性能調査研究）
石川県 ・筑波石川科学技術交流推進費 企画開発部 産学官の参加に上るサイエンスフォーラム開催
石川県 ・北陸地域経済振興シンポジウム 企画開発部 北陸における産学官交流シンポジウムを後捜し、開催経費の一部を助成
助成
石川県 ・産学官共同研究助成 企画開発部 大学院大学と石川県工業試験場及び （財）石川トライアルセンターの共同研
究に助成
福井県 地場産業構造転換支援事業 商工労働部 繊維、眼鎌、機械産業の多角化に関する産学官共同研究を （財）福井県産業
振興財団に委託して実施
福井県 繊維製品 （織物）製造高度化システム 商工労働部 織臓製品製造システム技術研究組合と県工業技術センターでの共同研究 研究
技術開発事業 組合への委託　5 3 ．5 9 3 千円 工業技術センターの研究5 8，1 9 0 円
福井県 産・学 ・官共同バイオテクノロジー研 農林水産部 新品種開発、増殖技術開発 ミディトマトの大王増殖、4、玉系種なしスイカの
究推進事業 品種改良 カンタケの人工栽培、ユリの増殖実証
福井県 食品加工後閑共同開発事業 農林水産部 食品加工用機械 （らっきょうの根切り機）の開発
山梨県 研究開発助成事業 商工労働部
長野県 「工業関係試験場研究管理要綱」に基 商工部 工業関係試験場と民間企業・大学との共同研究
づく共同研究
長野県 「林業技術開発推進会議運営要領」に林務部 林業総合センターと民間企業との共同研究
基づく共同研究
岐阜県 共同研究開発推進事業 商工労働部 企業から申請のあった産・官共同研究の課題について、企業 ・県がそれぞれ
技術知識を交換、研究費用を分担し共同研究を行う。
岐阜県 岐阜県林業技術開発推進協議会 林政部 農林水産技術会濃をうけての林業関係研究目標を策定する。
静岡県 産学共同研究開発事業費 商工労働部 共同研究に対する委託 （平成2年度で終了し、平成3 年度は、科学技術振興
財団で実施。）
愛知県 産学行政共同研究推進事業費 商工部 技術交沈会の開催等
愛知県 研究交流推進事業費 商工部 3年度事業、地域の特徴を生かし、将来産学官の共同研究プロジェクトとな
りえると予想される技術分野について、産学官の研究者で構成される技術分
野別会を開催し、研究動向、研究領域等の調査を行う。
愛知県 バイオテクノロジー研究会 農地林務部 ・バイオテクノロジーを利用した新品種の創出等の要望に応えるため、次の
事項について研究討議 （1 ）研究要望の集約と課題の検討 （2 ）新しい知
激について研究討・情報の交換 （3 ）研究の実施計画 （4 ）成果の普及方法
構成員学諷経験者6名業界代表3 名行政腹的6名 ・年1 回開催
愛知県 都市計画総務費 建築部
愛知県 流域下水道建設事業費 建築部 下水道研究 1．流域下水道の調査研究 2 ．下水処理に関する調査研究　 3．
下水汚染の処理処分の調査研究4 ．下水道の情報収集及び提供5．下水道の技
術指導及び援助
三重県 地域人材不足対策技術開発事業 商工労働部 国補事業 （国1／2 、県1／2 ）実施期間 平成3 年度－4 年度 （2 ヶ年）
事業費 平成3 年　5 9 ．5 7 3 千円平成4 年6 4 0 0 0 千円研究テーマ；
非接触式表面自動検査システムの開発
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滋賀県 ファインセラミックスフォーラム 商工労働部 ファインセラミックスの研究開発、利用促進を図る。技術情報交換、講演
会、見学会等を実旛
滋賀県 科学技術振興プラザ 商工労働部 産学官交流機会の創出を図るため、講演会、シンポジウム、交洗会等を開
催
滋賀県 企業等研究生受入れ事業 商工労働輝 企業、大学等の研究者を工業技術センターに受け入れセンターの機器等を
使用させ、研究開発にあたらせるとともに、研究生とセンター職員との交
流を通して、地域技術の振興を図る。
滋賀県 東学官連携による工業技術振興システ 商工労働部 （H 3 ．予算額）大学のシーズと、企業のニーズを効率上く結び、本県工
ムの推進 業技術の振興を図れるシステムづくりについて、調査検討を行う。 （H 3
．から実施6 ，4 5 1千円）
京都府 地域人材不足対策技術開発事業 （中小企業総合 3次元物体認譲により、部品供給、加工、組立及び検査に亘って展開可能
ンター） な位置決め技術を備えた高速微細接合システムの開発
京都府 産官共同研究 各部 府蚕業センター、府農業総合研究所、丹後織物工業組合と 「太織度繭の生
産技術と新風用途の開発研究」について共同研究を実施
大阪府 産学官共同研究開発事業 商工部 産業界、大学、公設試験研究機関が一体となり、技術開発ニーズの高いテ
ーマについて基礎研究、応用研究、さらには製品化に至るまでの研究開発
を共同で実施し、その成果を技術移転することに上り、研究開発企業群の
創出を支接する。 （平成2 年度テーマ） ・酸化物超電導薄膜の加工技術の
開発 ・ジオテキスタイルの透水機能評価と機能向上のための研究 ・生産管
理システムの知識処理型柔軟設計学の確立に関する研究・高強度スタッド
の開発研究
水棲機能評価と機能向上のための研究・生産管理システムの知譲処理型柔
軟設計学の確立に関する研究・高強度スタッドの開発研究
兵庫県 試験研究 ・共同研究の推進 （産学官共 企画部商工部 県政上の重要課題を解決するための、県公設試を中心に産学官共周の研究
同研究開発の推進） 体制を組み研究開発を行う （6 テーマ）
兵庫県 試験研究 ・共同研究の推進 （先端通信 企画部 郵政省通稔研関西支所、関連企業の参画を得た研究会
技術研究の推進）
兵庫県 試験研究 ・共同研究の推進 （官民連帯 商工部 工技院大阪工業技術試験所と民間企業が行う研究への婦公設託の参画
共同研究） 画
奈良県 奈良県O R T 事業 商工労働部 中小企業技術者と工業試験場との共同研究
奈良県 地域研究者養成事業 商工労働部 O R T 事業を充実し、3年度より実施
和歌山県 産官共同研究事業 商工労働部 民間から実用化が望まれる研究テーマを公募し、採択されたテーマについ
産地振興課 て、企業と工業技術センターが共同研究を実施 （平成2年度6 テーマ）
鳥取県 研究開発推進事業 （財）鳥取県工 ・専門部会を2 テーマ設置し、研究開発プロジェクトを6 テーマ推進して
技術振興協会 いる。鳥取大学、米子工業高等専門学校並びに地域企業と県の研究機関の
連携に上り研究開発を実施。
岡山県 おかやま科学技術フォーラム 新技術振興財団
岡山県 農業総合助成試験費 農林部 ・細胞融合研究 （大根、なす） （岡山大学へ委託）
岡山県 技術共同開発研究費 商工部 （広域共同研究） （技術開発施設費）地域中小企業に共通した特定の技術
課題を効果的に解決するため、広域的な共同研究を行う
広島県 農業試験場産学官共同研究事業 農政部 （1）酒米育成系統龍造適正試験、 （2 ）タンク培養技術を利用 したユリ
類の養成技術の確立、 （3）ウイルスフリー苗利用に上る広島大業ユリの
安定生産技術、 （4 ）N F T 栽培法における液温管理技術の開発
広島県 果樹試験場産学官共同研究事業 農政部 （1）貯蔵庫換気システムの開発、 （2 ）ハウスみかん栽培における整枝
法並のこ温度管理法の改善、 （3 ）施設栽培に上る高品質果実生産技術、
（4 ）土壌バイオリアクター増強技術に上る高品質果生産技術
広島県 技術交流ひろば’9 0 開催事業 商工労働部 ・産学官の人的、技術的交流を促進するため、 「技術交流ひろば，9 0」
を開催し、県内産業の技術力向上に資する。関連機関に上る実行委員会
方式で開催。
広島県 つくば－ひろしま研究交流事業 商工労働部 ・筑波研究学園都市の広島県関係の研究者と県内の産学官の研究者 ・技術者等
の交流促進のたわ研究交流会を開催。実施主体 （財）広島県産業技術振興機構
山口県 地域技術先端化促進事業 商工労働部 地域中小企業の技術開発力を強化し、新素材 ・機能材料の加工利用技術及び加
工組立型産業の振興を推進して、地域経済の活性化を図るため、産学官が一体
となって研究を行う。 （平成2 －4年度） （1）事業の概要・研究諌凰新素材
・機能材料の研究開発及び加工技術の確立 ・事業推進体制地域技術先端化促進
事業企画調整委員会 ・技術部会4 つの技術部会を編成して、研究開発を実施す
る。高橋度自動加工技術部会、溶射加工技術部会、高機能性表面処理技術部会
高技能性セラミックス成形技術部会
山口県 地域水産物有効利用推進事業 （新製品水産部 消費者ニーズに即 した新製品や未利用魚を有効利用 した新製品の開発研究を県
開発推進事業） 内加工業者と県が協同実施。
香川県 度学官交流会 産業立地諌 研究発表会、交流会
香川県 産学官共同研究推進事業 企業振興課 産学官共同研究のほか、産官、官官共同研究も含む （表面改質技術開発、メカ
トロニクス技術開発、金属アルミニウム複合化技術開発など）
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香川県 産学官共同研究推進事業 企業振興課 酵素及び微生物利用に上る食品加工素材の開発
愛媛県 地域技術おこし事業 商工労働部 付加価値の高い特殊機能紙の開発を行い、地域経済の活性化を回ることとし、
推進会濃、中核技術研究開発、応用化技術研究開発を行った。
愛媛県 技術研究交流事業 商工労働部 県内企業の経営者、研究者及び大学等の研究者と筑波所在の研究機関の本県出
身研究者との交流を涙め、情報や助言を得て、県内企業の技術力の向上を図る
ため筑波研究交流会を開催した。
愛媛県 複合材料の再利用技術に関する研究 商工労働鉢 産学官共同で、F R P廃材の再利用技術に関する研究を行った。
愛媛県 く（財）愛媛テクノポリス財団事業〉商工労働部　 ． テクノポリス圏域の企業が高度技術に関する研究開発を大学等と共同実施する
産学共同研究助成事業 場合に経費の一部を助成する。
愛媛県 く（財）愛媛テクノポリス財団事業〉商工労働部 ハイ・イノベーション研究所において、産・学との連携を図りながら、自ら高度
自主研究開発事業 技術の研究開発を行うとともに、中4、企業の研究開発に対して支援・指導をする
愛媛県 く（財）愛媛テクノポリス財団事業〉商工労働部 テクノポリスコーディネーターが中心となり、技術のシーズ、ニーズを系統的
技術リエゾン事業 に収集、整理して、産学官の共同研究等連携を図る。
愛媛県 く（財）愛媛テクノポリス財団事業〉商工労働部 大学、高専、企業及び公設試験場の研究者、技術者の交流会の開催等を実施す
普及 ・交流事業 る
愛媛県 住友化学工業 （株）宝宴総合研究所と農林．水産部 バイオテクノロジー研究に関する情報交換
の技術交流
愛媛県 農林水産業バイオテクノロジー等 農林水産部 農林業研究開発交流事業 水産業技術開発交沈事業
研究交流促進事業 水産局
愛媛県 伊予濃海域構造モデル作成費 水産局 伊予漣における流動の三次元数億モデルの作成を委託。
高知県 技術開発研究費 （広域共同）補助事業 商工労働部 アルミニウムを素材とするF R M 材料の開発を研究
高知県 F R P 廃材の再利用技術に関する研究 商工労働部 四国工業技術試験所が中心となり、重要地域技術開発 「複合材料の再利用シス
テム技術」の一分野として標記事項について共同研。
高知県 産学官 （公）先端技術応用推進事業 商工労働部 バイオテクノロジー、介護、介助機器、超橋密加工それぞれの分野の開発協議
会を設置し各技術についての研究開発を実施。
高知県 新蒸解美剤に上る靭皮繊維原料のバル商工労働部 高知大学農学部林学科及び農業工学科と共同でシュウ酸アンモニウム処理によ
プ化及び緒三＝黒皮の剥皮研究。 る靭皮パルプの抄紙試験と紙質の評価改良実用化の研究と靭皮原料の黒皮をシ
ユウ酸塩ペクチン値の分解性と高圧シャワー水による物理的剥皮の研究。
高知県 キチン、キサトンの紙パルプへの利用 商工労働部 キチン、キトサンの生産県である島根県と共同でキチン、キトサンの特性機能
技術開発に関する研究。 を生かした各種機能紙の開発研究。
福岡県 技術交流促進車乗 商工部 産学官の情報交猛のための交流会を開催する。
福岡県 産学官技術交流窓口設置事業 商工部 県内の大学、工業技術センターに窓口を設け企業からの共同研究の要論等に的
確に対応する。
福岡県 バイオテクノロジー研究開発推進対策 農政部 大学との共同研究の実施、産学官研修会の開催
佐賀県 先端重要技術研究開発対策事業 商工労働部 今後、産業技術の中心になると予想される超伝導等の先端重要技術の研究開発
を産学官の連携に上り実施
佐賀県 先端技術研究開発事業補助 企画局 学への研究開発委託事業、産と学の共同研究開発事業に対する補助
熊本県 装置農業開発促進事業 農政部 技術革新推進部会の開催 パッシブ的水耕栽培装置の開発
熊本県 魚類成長ホルモン開発研究 林漬水産部 成長ホルモンを遺伝子組替え技術に上り大量生産し、これを養殖魚に与えるこ
とにより養殖の高効率化に努める
熊本県 資源管理型漁業モデル開発事業 林泉水産部 天然餌科発生促進システム、環境モンタリングシステムの開発
熊本県 沖合養殖パイロットファーム開発事業 林務水産部 沖合養殖システムの実証実験
熊本県 海洋生物行動制御システム開発事業 林務水産部 電気に上り湾口部を道断し、内側に人工種苗を放養し、海洋牧場化を図る。
熊本県 産官学交流促進事業 商工観光労働部 県内の大学、企業、公設誌の研究や技術を紹介しあい、相互の技術交流を図る
ため次の事業を実施する。（1）溝済会（2 ）研究発表、フォーラム（3 ）交流会
大分県 地域産学交流推進事業 商工労働観光部 テーマごとに産学官の技術者、研究者で構成される東学研究グループを8 グル
－プ結成し、研究交流会を毎月1 回程度実施した。
鹿児島県 産学交流推進事業 商工労働部 産学交淀の円滑かつ効果的な推進を図るため、有数者による推進会護等を開催
1 ．産学交洗推進会委員3 0 名2回開催　 2 ．筑波 ・鹿児島交洗会参加者3 3 名
3 ．度学交流セミナー参加者1 8 0名
鹿児島県 赤潮対策技術開発試験 林務水産部 赤潮に上る魚類へのへい死機構の解明及び防除剤の開発研究
鹿児島県 資源増殖新技術開発研究 林務水産部 海洋牧場構想実現のための魚群の行動制御に関する研究
沖縄県 さとうきび総合利用 農業試験場 さとうきび成分育種基礎調査及びセンイ成分等調査 （凍球大、三ビシレーヨン
エンジニアリング、工業試験場屋試〉
沖縄県 沖縄マングローブプロジェクト 林業試験場 科学技術庁地域流動研究 「沖縄マングローブプロジェクト」の一環としてマン
グローブ林を中心とした生態系解明 「青首技術」について実施している。
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都道府県等 事業名 訊局名 事 菓 内 容
仙台市 東北インテリジェント・コスモス構想 企画局 「東北インテリジェント・コスモス構想J とは、東北地方の産学官が一致協力
推進 企画調整課 して提唱した東北開発についての戦略的構想であり、東北地方全体が日本の研
究開発と産業開発の国際拠点となり、重層的産業構造を持った未来型産業社会
を形成することを目標としている。同構想推進の役割を担って鶉在研究用発会
社が次々と設立されているが、平成2年度事業としては、この研究開発会社の
設立をプロモートし、運営を支援する（株）インテリジェントコスモス研究倹楢
に1僚5 千万円出資するなどして、周構想の積極的推進を図っている。
大阪市 素材加工における高度表面処理技術 経済局 国の重要地域技術開発研究
神戸市 神戸生産技術研究会の運営 経済局 市内産 ・学・官の連射こ基づく技術研究グループ研究発表、先進企業祝祭など
（年1 0 回例会開催）
神戸市 神戸市技術交流会の運営 経済局 市内産 ・学・官の連携に基づく技術交流グループ、講演、先進企業視察など
（年6 回例会開催）
北九州市 北九州テクノセンター整備事業 経済局 「産学官研究交流推進協議会」の事務局を （抹）北九州テクノセンターがひさ
うけている。
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表5　「研究開発型企業の誘致、育成支援」事業一覧
都道府県等 事 業 名 箭 局 名 事 業 内 容
北海道 企業立地促進費補助金 商工労働観光部 北海道内に工場、ソフトウェアハウス、試験研究施設又は鉱業所を新設又は
増設する者に対する補助。 （ソフ トウェアハ ウス ・試験研究施設への補助額）
青森県 青森県企業立地促進資金貸付 商工労働部 誘致企業に対 し、工場建設等に要する資金の貸付 けを行 う。
青森県 青森県先端技術産業育成費金貸付 商工労働部 先端技術関連誘致企業に対 し、横根設備の増設に要する資金の貸付けを行う
青森県 青森県拠点工業団地企業立地促進 商工労働部 県の拠点工業団地への誘致企業に対 し、工場新設に要する経費に補助金を交
付する。
岩手県 新技術開発企業育成資金利子補給補 商工労働部 新技術の開発、導入を行うため借入れる資金に対する利子補給補助
事業
岩手県 中小企業技術改善費補助事業 商工労働部 中4、企業の技術開発に対する補助
岩手県 地域技術高度化対策事業 商工労働部 中小企業の協同組合が行う先端技術開発研究に対する補助
岩手県 水産物流通加工振興対策事業 林業水産部 県内水産加工業者の加工施設の合理化、近代化を推進するため、水産加工機
槻類貸与のための貸付を行った。 （8件）
宮城県 企業誘地奨励金 商工労働部 対象要件及び交付限度額について、一般業種と異なる区分を設けてい る。
秋田県 秋田県企業立地促進資金 商工労働部
秋田県 研究開発型企業育成資金 商工労働部
栃木県 とちぎ・つ くばのつどい 商工労働観光部 つ くば国立試験研究所と県内企業との交流の場の設置
栃木県 研究開発協力企業等登録事業 商工労働観光部 技術情報交流会の開催
栃木県 研究開発型企業の誘致促進 商工労働観光部 工場立地施策の一進事業として実施
群馬県 頭脳立地法に基づく集積促進事業 商工労働部 承認集積促進地域への企業誘致 （平成 2年度は委託調査が中心）
千葉県 企業 ・研究所立地促進資金 商工労働部 本県の内陸工業団地等に立地 しようとする企業又は本県内に研究所を立地 し
ようとする企業に対 し、用地取得金、工場建設資金その他立地に必要な資金
を融資することにより、内陸地域における工業立地と研究所の集積を促進 し
本県工業構造の高度化と雇用の創出を図る。
千葉県 技術改善費補助事業 商工労働部 研究開発型企業に対 しては、補助事業に係る直接人件費も補助対象経費に含
める。
神奈川県 研究開発型企業育成事業 （負担金） 商工部 研究開発型企業が生まれ、育ち、集い＝交流する拠点 「かながわサイエンス
バーク」において、その中核施設である （株）K S P などと共に育成 を支援
するイベントを開催する。
神奈川県 起業化支援事業資金貸付金 商工部 新 たな研究開発型企業の創立をめざす者に技術等を提供 し、企業家に育成す
ることを目的とした事業 （インキュベー ト）を営む民治法の認定を受けた法
人への資金の貸付。
新潟県 わざづくり支援補助金 （研究） 商工労働部 研究開発型企業が、エレクトロニクス、新素材 ・バイオテクノロジー関連技
術について、研究開発するときに、経費の一部を補助する。
新潟県 地域産業開発促進手業 商工労働部 中小企業者の団体等が行う、新技術 ・新商品開発事業等に対 して補助する。
新潟県 テクノポリス地域技術開発支援補助 商工労働部 テクノポリス地域の技術開発を支援するため地域の団体等が行 う新技術 ・新
商品開発研究事業に補助する。
新潟県 企業立地促進事業補助金 企画調整部 建物建築費用補助 限度額 5 千万円 （特認 1億円）※決算額中、研究開発型企
業に係 るものはない。
富山県 富山県産業創造センター整備費補助 商工労働部 インキュベーター機能をもつリサーチ ・コア施設 「富山産業創造センター」
の整備
富山県 民間研究所立地奨励金制度 商工労働部 民間研究所立地に対する用地、施設、設備の取律への補助
富山県 演騒産業立地奨励金制度 商工労働部 頭脳立地業種の受け皿である 「富山イノベーションパーク」へ立地する企業
への用地取待補助
富山県 富山県民間研究所立地奨励金制度 商工労働部 富山県民間研究所立地奨励金の交付。 ・対象 自然科学研究所を新 （増）没
するものであって、研究者数が5人 （1 0人）以上となるもの。
・補助率10・15％ ・限度額　 2億円 （特認3億円）
・平成 2年度実績 1企業 （高度情報通信の研究）
石川県 先端産業等立地促進補助金 商工労働部 ・立地にかかる投資額の一部を助成する。 ・助成限度額 1 0億円
福井県 企業立地奨励補助金 商工労働部 誘致企業に対 し、投下固定資産額の1 0 － 1 5 ％を補助 （先端技術産業の場
合は 1 5 ％の補助）
福井県 ベンチャービジネス育成補助事業 商工労働部 研究開発型企業育成のため、中小企業金融公庫の先端技術振興資金を借入す
る企業に対 し、利子の一部を補給
長野県 県営工業団地造成事業 商工部 リサーチパーク等の工業団地の造成
岐阜県 知識産業立地促進事業補助金制度 商工労働部 知識産業の立地を促進するため、企業研究開発事業等に対 して助成する。
静岡県 民間研究所設置事業費補助金 商工労働部 首都周一棲集中にある民間企業の研究開発機能を本県に立地誘導。
（対象）自然科学分野に係る研究所等 （要件）研究員 5 人以上で研究施設延
床面積 2 0 0 パ以上 （補助率）設備投資額の1ハ0以内かつ1健円以内。
愛知県 豊橋サイエンスコア整備計画 商工部 「民間事業者の能力の活用 に上る特定施設の整備の促進に関す る臨時措置法
」 （通称 「民活法」）のに基づ くリサーチコア （研究開発 ・企業化支援施設）
「豊橋サイエンスコア」を整備する。
三重県 三重ハイテクプラネット2 1構想推、 知事公室 多棲分散型国土形成促進法に基づく振興拠点地域制度に上る承認を受けた三
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都道府県等 事業名 部局名 事 業 内 容
事業 重ハイテクプラネット2 1構想の具体化を進めるたわ、重点整備地区の構想
について、構想の推進のたわの調査を実旛する。
三重県 鈴鹿山霊研究学園都市整備推進事業 知事公室 三重ハイテクプラネット2 1構想を推進するための中核的プロジュタトであ
る鈴鹿山靂研究学園都市の中心となる四日市市桜地区の用地造成工事を進め
学園都市センター、開放型試験研究旛没の具体化を図る。
三重県 三重県振興拠点地域基本構想推進基 知事公室 多極分散型国土形成促進法に基づく振興拠点地域承認基本構想の推進に要す
設置事業 る経費に充てるため基金を設置する。
三重県 試験研究施設等立地意向調査 地域振興部 東京、大阪、中京酎 こ本社が所在する約1 0 0 0 社から試験研究施設の計画
等について調査した。
三重県 技術改善費補助事業 商工労働部 国補事業 （国1／2 、県1／2）新製品 ・新技術の開発
滋賀県 滋賀県先端技術開発促進事業費補助 商工労働部 中小企業者の行う技術開発、新製品開発に要する経費の助成
滋責県 びわこサイエンスパーク整備推進事 商工労働部 びわこサイエンスパーク推進協議会への参画
大阪府 大阪府研究開発企業振興協議会に対 商工部 産・学・官の連携に上り府下の研究開発型企業の育成 ・振興を図る。
る支援
大阪府 （財）大阪府研究開発型企業振興財 ・商工部 貸付金10，㈱ ，（鼎） 出資金1，7（吼（椒）間接ベンチャーキャピタル事業により、
の設立 研究開発型企業の創業から成長段階に至るまでの、成長段階に応じた支援を
行う。
兵庫県 研究開発基盤の拡充・整備 商工部 播磨科学公園都市へ研究開発型企業を中心に誘致活動を行う。
（播磨科学公園都市企業誘致特別対
策事業）
兵庫県 研究開発基盤の拡充・整備 商工部 研究開発型企業の育成、既存中小企業の新規分野への進出を支援する拠点と
（尼崎リサーチ・インキュベーション して尼崎市や地域企業が一体となり整備する尼崎リサーチ・インキュベーシ
センター設置支援） ヨンセンターの設置を支援
和歌山県 企業立地促進対策助成 商工労働部 誘致企業が試験研究施設を設置した場合に投下固定資産総額に5 ％を乗 じた
額を企業立地促進奨励金として交付する （限度額l僅円）平成2 年度該当なし
鳥取県 中核的業務用地の整備 地域振興整備公・研究開発型企業の立地用地として整備
鳥取県 （裸）新産業創造センターの設置 商工労働部 東脳立地法に基づく研究開発等、地域産業の高度化支援機朋 として設置整備
鳥取県 鳥取県企業立地促進費金融資制度 商工労働部 ソフトウェア業等の立地促進融資
対象施設の2 ／3 を交付割合とし、2 億円を限度とする。
鳥取県 鳥取県企業立地促進補助金制度 商工労働部 ソフトウェア業等の立地促進補助金
対象施設の5／1 0 0 を交付割合とし、1億円を限度とする。
島根県 企業誘致対策費 商工労働部 福利厚生施設、環境施設、用排水施設等の整備が行われる場合助成金を交付
する。
岡山県 企業立地促進補助金交付事業 商工部 先端技術企業の立地促進を図るため、立地企業に対し奨励金を交付
広島県 新産業おこし促進融資 商工労働部 ・中小企業等が新事業開拓、研究開発をしようとする事業に対し、資金的文
援を行う。融資限度額 中堅企業 （1億円）、中小企業 （5 ，0 0 0 万円）
スタートアップ企業 （1．0 0 0万円）
広島県 試験研究施設立地促進助成 商工労働部 ・民間試験研究施設 （施設面積 1 0．0 0 0 0 が以上、設備投資額2億円以
上、研究者1 0名以上）の立地促進のための助成。　 助成限度額 1債円
山口県 企業立地促進補助金 商工労働部 先端技術型企業の立地を促進するため、一定の要件を満たした立地企業に対
して設備投資額及び新規雇用従業者数に基づき補助金を交付する。 （予算額
1億円）
香川県 研究開発型企業育成資金融資制度 商工課 すぐれた新技術 ・新製品の企業化を行う中小企業者に対 し、必要な資金を融
資することに上り、研究開発型企業の育成を図る。
・級資額　 5 0，0 0 0千円 （運転資金は3 0 ．0 0 0 千円）
・放資期間　 設備資金7年 （運転資金5年）
香川県 工場等立地促進事業 産業立地課 「香川県における先端技術工場等の立地の促進に関する条例」に基づき、先
端技術工場や試験研究施設等の立地に対して、一定の条件のもと最高5 債円
の助成を行う。
香川県 先端技術研究開発費補助金 企業振興課 県内に研究体制を有する企業が行う先端技術に係る開発研究、新製品開発に
必要な経費について補助金交付
愛媛県 地域産業技術改善事業 商工労働部 中小企業者が行う地域産業に寄与する新製品、新技術の開発に助成を行った
愛媛県 地域産業中間技術開発促進事業 商工労働部 中間技術の開発を促進するため、地域の独自性のある新製品の開発をめざし
た中間技術開発を行うものに対して、助成措置を講じた。
愛媛県 テクノプラザ愛媛建設事業 商工労働部 立ち上がり期にあるソフトウェア企業や企業内ソフトベンチャー、研究開発
型企業等向けの賃貸スペース及び起業文枝のたわの各種サービス業の入居ス
ペースであるインキェベート・ルームや商談、共同事務室等を整備する。
愛媛県 （参考） （株）海藻資瀬研究所出資 水産局 西日本以南に育成する南方性海藻の生態研究や利用技術の研究開発を行う。
（3年度） （3年3 月設立）
福岡県 福岡県研究所立地交付金 商工部 福岡県内に試験研究施設を設置 し、1 0 人以上を新規雇用した場合、試験研
究に供する面積 1があたり3 ，0 0 0 円を交付するもの
佐賀県 研究開発型企業育成強化事業費補助 商工労働部 高度な技術を要する先端技術分野の技術開発に取り組む中小企業に対し、研
究者の直接人件費を助成
佐賀県 企業立地促進事業費補助 商工労働部 試験研究旛没の新 ・増没に係る建設費の一部を助成
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都道府県 等 事 業 名 部 局 名 事 業 内 容
佐賀県 先端技 術産業等 誘致推進補助 商工労働部 先 端技術産業 の新 ・増設 に係 る新規 地元雇用 に対 す る助成
大分県 ソ フ トウェア業等立地推進事業 商工労働朕光 部 ソフ トウェア業及 び自然科 学研 究所 の立地に対 して、補 助金 を交付 す るもの
鹿 児 島県 企業 誘致促 進事業 商工労働 部 企業訪問、折衝 、工業団地親 地説明会 、市町村 と一体 となった企業誘致推進
協議会事業 の実施 、パ ンフ レッ トの作成 等企 業誘致活 動事業 （但 し、研究 開
発型 の誘致 に限定 して の予算計 上はない）
仙台 市 研 究旛 設設置助成 金 経済局 本 市の区域内 に投 下固定資産額 が 1億 円以上 （本市内 の中小企 業者 にあ って
は、 1 ， 0 0 0 万 円以上） の研 究施 設を設置す るとき、設置後賦 課 され る固
走資産税、都市計画税の 5 年分 と新増 設に係 る事業所税 に相 当する額 以内 を
助成す る制度 である。
仙 台市 （財）宮城 県高度技術儀 典財 団の還 呂経済局 （基本財 産 1 4 5 ， 2 1 0 万 円） （財）宮城 県高度技術振興財 団において、
支援 高度 技術の導入 ・開発や企業化 に必 要な資金 の借 入の 円滑化 を図るため、借
入 資金の債務保証及 び低利融 資を行 ってお り、本市 と しても財 団への出絹及
び乾員の派 けん等側面か ら支援 している。
京都 市 ベ ンチ ャー ビジネスクラブ助成 経済局 知 識集約型 ・都市型産業の担 い手と して、高い技 術力 を有 し、横桂 的な企業
活動 を続 けてい るベンチ ャー ビジネスの振興を図 るために組織 化 され たベ ン
チ ャー ビジ ネスクラブの指導 ・支援 を行 ってい る。
大阪 市 都市型次 世代 企業 育成事 業 経済局 創 業期の研 究開発型企業 を育成 する ビジネス ・イ ンキュベータを設置 ・運営
す る。事業主体 は （財）大阪市都市型 産業振 興セ ンター。
神戸 市 企業誘 致 経済局 都 市型先端産業、高度加工組 立型産業 等の活力あ る企業 を酉神 イ ンダス ドリ
アルパー タ、神戸ハイテ クパ ーク、神戸 リサーチパ ーク等へ 誘致す る。 また
、神戸 サイエ ンスパーク に企業研究所等 を誘 致す る。
北九 州市 産業振 興調査 経済局 頭脳 立地構想 の効果的推進 のため、 「産 業の薮脳 部分」 であ る特定事業の集
穣 状況、立地意向等の調査 を、福 岡県 と共 同で実施 している。脚 1 I4 予定）
北九 州市 北九州市企業 立地促進補助 金交付糾 経 済局 本 市の市域内 において、製造業等の施 設を新 増設す る企 業に対 し、補 助金 を
交付 す ることによ り、企業立地 の促進並 びに雇用 の創 出 ・拡大 を図ろ うとす
る もの。
北九 州市 北九州市企業 立地促進雇 用 奨励金交イ・経 済局 本 市経済の活性化 と市民 生活 の安定 に資 するため、生産施 設等 の新増 設企業
制度 の新規雇用 の拡大 に対 して、雇用奨励金 を交付 す るもの。
北九 州市 北九州市企業 立地促進費金 融資机度 経 済局 本 市経済の活性化 と産業構造 の高度化 、多様化 を積 棲的 に展 開す るため、企
業 の生産施 設等の新増設 に対 して資金融資 を行 うもの。 （新規 融資額 ）
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表6　「科学技術情報の珪供（域外とのシステム）」事業一覧
都道府県等 事 業名 部 局 名 事 業 内 容
北海道 地域産業情報センター事業費補助金 商工労働観光部 （杜）北海道商工指導センターに設置した北海道地域産業情報センターの事業
運営に要する経費補助。
岩手県 地域研究交流促進事業 商工労働部 パソコン通信ネットワーク 「ハイテクネットとうはく」の運営に上る情報提供
岩手県 科学技術文献情報の提供 商工労働部 J O I S 端末を設置、情報提供。
宮城県 「ハイテクネッ トとうはく」の技術 商工労働部 科学技術の振興及び地域企業の研究開発力の向上を図るたわ、 「ハイテクネッ
報の提供 トとうはく」の端末を開放する。
宮城県 水産加工相談指導事業 水産林業部 水産加工相談室だよりの発行。 （科学技術、特許等の情報捷僕）
秋田県 技術情報事業 商工労働部 県内中小企業を対象に、科学技術情報システムに上り、情報提供サービスを行
う。
福島県 J O I S ，P A T O L I S に上る情 商工労働部
提供
茨城県 技術情報ネットワーク化事業 商工労働部 茨城県工業技術悟報システム （IT I S ）のネットワーク化の推進。
栃木県 情報収集 ・加工事業 商工労働観光部 J O I S 、S M I L E S等のデータベースを代行検索 し提供する。
（実施主体 ：栃木県中小企業情報センター）
千葉県 千葉県科学技術ライブラリー 商工労働部 （データ入力費用） 県内企業間の交流を促進 し、技術提携、先端化、取引拡
大の一助とするたわ、企業の工業技術に関するデータをライブラリー化 し、
千葉県工業試験場において、随時無料で情報捷供
千葉県 農林業情報 システム 農林部 農林業技術情報システム農林業関係の技術情報をデータベース化 農業試験場
等農林部試験研究機関の研究者が検索できるよう整備の予定
神奈川県 オンライン情報捜索費 商工部 J O I S 、D I A L O G 、日経テレコム、P A T O L I S 、H I N E T
新潟県 技術情報提供事業中央データベース 商工労働鵠 工業技術センターの戦員の効果的な技術指導、研究開発の支技、及び中4、企業
棄提供賛 （バ ドノス、ジョイス） に対 して技術的コンサルティングを加えた付加価値の高い情報提供を行 うため
中央データベースに上る技術情報の検索、提供を実施する。
富山県 食品産業育成指導事業 農業水産部 食品製造技術、新製品等に関する情報を収集 し、県内の食品産業の要望に応 じ
て提供する。
富山県 研究開発高度化促進事業 商工労働部 県内の公立試 ・大学を結ぶ情報ネットワークシステムを構築。つくば、民間研
究所 ともアクセス可。
石川県 地域研究交流促進事業 （科技庁） 商工労働部 筑波学園都市、静岡地域等他地域の研究ネッ トワークと接続可能な 「ハイテク
（工業試験場） ネット石川」を運営 しパソコン通借に上る技術情報の提供を行っている。
石川県 農業情報センター運営費 農林水産部 農業情報オンラインネットワークの運用 平成 2年度からは、 「全国普及情報
V A N 」 とアクセスし全国情報の収集と提供が可能となっている。
長野県 長野県中小企業情報センター運営費 商工部 P A T O L I S 、J O I S 、 SM I R S 等の端末機利用に上る情報提供
岐阜県 技術情報等オンラインシステム収集 商工労働部 国等の中小企業旛策、技術指導、技術開発等の信報並びに民間研究機関等の革
供事業 新技術情報を収集及び企業カルテの作成等
岐阜県 林業普及情報 林政部 森林 ・林業 ・林産業に係る技術普及情報を提供する。
静岡県 研究開発高度化促進事業費 （3 年度 商工労働部 筑波学園都市鯖報ネットワークから最新技術情報を入手する。 （（財）テクノ
業名変更地域研究交流促進事業費） ポリス推進機構に委託）
滋賀県 情報提供事業 商工労働部 J o i s ．P a t o l i s に上る技術情報の撞侠 （（財）滋賀県工業技術振興
協会が実施）
京都府 地域研究交流促進モデル事業 企画推進局 けいはんなネットの運営
大阪府 技術情報提供事業 商工部 府下の中小企業が新技術や新製品の開発を効率的に行うたわに必要とする技術
や指導機関、人材についての情報を外部データベース及び独自作成の地域技術
情報データベースを活用 し、情報提供を行う。
奈良県 技術情報 「ジョイス」 商工労働部 日本科学情報センターとのオンライン
和歌山県 技術情報事業 商工労働部 情報誌の発行 （年11回） 研究報告1．8㈱部 （1回）情報誌18，細 部 （10回）
和歌山県 漁況海況予報事業 農林水産部 漁海況の調査研究及び資源調査の結果に基づ く漁海況情報の処理及び通報
鳥取県 技術情報収集事業 商工労働部 工業試験場 ・食品加工研究所における研究の取組 ・中小企業への技術指導の実
庭について必要となる文献情報を日本科学技術情報センター上り入手 し、円滑
な研究及び技術指導を行う。
島根県 J I C S T 商工労働部 科学文献等の検索
工業技術センター
島根県 技術情報提供 商工労働部 公開特許等のマイクロフィルム化
工業技術センター
岡山県 技術相談普及費 技術情報事業 商工部 技術情報誌の発行 ・提供及びオンラインに上る科学技術僑報 （J O I S ）の検
素 ・提供等。
山口県 山口県商工情報センター （（財）山 商工労働部 中小企業、研究機関等に対 して、次の外部データベースの検索サービスを行う
県産業技術開発機構内）データベー ・S M I R S （研究成果、先端技術情報等） ・J O I S （国内外の科学技術雑
ス検索サービス事業 誌、 レポー ト等のタイ トル抄録など）
香川県 技術情報ネットワーク設備整備 企業振興課 （工業 J O I S 、P A T O L I S からの情報提供
技術センター）
香川県 技術情報誌発行 企業振興課 （工業 年6 回技術情報誌の発行
技術センター）
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都道府県等 事業名 部局名 事 業 内 容
愛媛県 く　く財）愛媛県中小企業情報センター商工労働部 （財）県内商工関係試験場 （4 か所）の元年度における研究成果のリストを作成した
の事業〉愛媛県商工関係試験研究成 愛捜県中4、企業債 （4 0 ページだて1 7 0 0 部）
リストの発行 報センター）
高知県 技術情報事業 商工労働部 技術情報誌の発行、他県などの技術情報関係資料の整理及び閲覧に供する。
福岡県 工業技術情報ネットワークシステム 商工部 工業技術センターの県下4 ヶ所の研究所及び商工部技術振興課をネットワーク
菓 化し、J O I S等の科学技術情報の提供を行う。
熊本県 情報処理システム開発管理 商工枝光労働部 浅海海況データベース
熊本県 情報促進事業 商工観光労働部 工業技術センタ，にJO I S 、SM I L S の端末を置き、情報提供サービスを
行っている。
大分県 研究情報ネットワーク推進事業 企画捻室 科学技術庁が行う 「地域研究交流促進事業」 （昭和6 3年度一平成2年度）の
モデル地域措定を受けて構築した 「大分県研究情報ネットワーク」の事業を行
い、県内試験研究機関 （企業）及び研究者のレベルアップを図る。1迅速な惰
報交換や情報収集、時間や空間を超えてメッセージの交換が可能となるパソコ
ン通信に上り研究情報ネットワークを運営する。2県内の産学官の研究者がお
互いの経験、情報の交流、意見交換を行う。3 筑波研究学園都市の 「筑波ネッ
ト」と接続したことに上り、筑波の研究者との迅速な情報交換、技術相談、及
ぴデータ検索を行う。4研究交流の活性化に伴い新技術の開発及び企業化を図
る。また、開発、企業化にあたっては新技術事業団の各種制度を活用する。
鹿児島県 技術情報データベースの構築と有効禾I商工労働部 全国約2 0 0 の試験研究機関の研究報告約7 ．0 0 0 のテーマをデータベース
用に関する研究 に登録し、オンライン検束とファクシミリサービスに上り情報提供
システム名 「メビウス」
京都市 中小企業情報検索システムS M I R S 経済局 （財）京都産業情報センターを通じて利用している。
北九州市 北九州市産業情報センター （仮称）号経済局 地域情報 （企業の技術や設備等の情報）及び中央商用D B 等を提供する情報セ
置事業 ンターを平成4 年度末に設置すべく、平成3 年度より事業を行っている。
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表7　「国立研究機関等への資金拠出」事業一覧
都道府県等 事 業 名 部局 名 事 業 内 容
青森県 （社）マ リノフォーラム2 1 水産部 ・漁協の整備開発及び栽培漁業を中心としたつくり・育てる漁業等について
の新技術開発にかかる研修会への参画
・省エネルギーのための用水処理施設開発のための共同試験の実施
岩手県 地域共同研究開発事業負担金 企画調整部 岩手県及び海洋科学技術センターが共同で海洋空間利用拡大技術の開発を行
うもの。 （潜降浮上型人工海底を製作 し、これを用いてアワビ、タロソイの
飼育を行う。）
岩手県 マリノフォーラム2 1負担金 林業水産部 2 0 0 滝里水域内におけるつくり育てる漁業の新技術開発
岩手県 漁場形成予測システム開発事業特別 林業水産部 さば、さんま等の漁場形成について、短期予測システム開発及び予測実験
担金
宮城県 （社）農林水産先端技術産業振興七、農政部
ター入会金 ・会費
宮城県 （社）漁業情報サービスセンター費 水産林業部 漁業に必要な清報の提供を行 う。
宮妓県 （社）水産資源保護協会負担金 水産林業部 4 8都道府県及び市町村 （5 7研体）漁業団体等3 6 0会員
吉城県 （社）マ リノフォーラム2 1負担金 水産林業部 4 0都道府県、2 2 5 団体
宮城県 （社）日本栽培漁業協会負担金 水産林業部 3 8都道府県、2 6 漁連、7日】体
山形県 農林水産技術情報協会分担金 農林水産部 バイオテクノロジーに関する構報の収集
福 島県 東北農業試験研究協議会 農政部 東北農業を推進するための研究発表会研究成果誌の発刊等
福 島県 （社）農林水産技術情報協会 農政部 薪技術情報の提供及び技術の普及等
栃木県 大学等共同研究事業 （宇都宮大学へ 商工労働観光部 工業試験研究機関だけでは対応が困難な研究課題について、大学等が有する
負担金） 技術シーズを活用 し、機能分担に上る共同研究　 「磁性砥粒を用いた曲面研
麿に関する研究」（宇都宮大学地域共同研究センター ）
千葉県 （杜）農林水産技術情報協会会員負 農林部
金
千葉県 （社）農林水産先端技術産業振興セ：農林部
ター負担金
千葉県 生物系特定産業技術研究推進機摘出 農林部 農機具の改良に関する試験研究及び諷査
金
石川県 農業技術会議費 農林水産部 （社）全国農林水産技術情報協会，（社）農林水産先端技術産業振興センター
福井県 海洋資源調査機器共同開発事業 農林水産部 海洋科学技術センター （無人潜水機 （U R O V ）の共同開発）
福井県 協会等の負担金 農林水産部 農林水産先端技術産業技術センター、マリノフォーラム2 1等
長野県 （社）農林水産技術情報協会 農政部 情報交淀事業
長野県 （社）農林水産先端技術産業振興セ：農政部 1 0 0 （加入金） 5 0 （年会費）農林水産 ・食品分野におけるバイオテクノ
ター ロジー等先端技術の研究開発等
静岡県 栽培漁業センター管理運営費 林業 ・水産部 （社）日本栽培漁業協会負担金
愛知県 （社）日本水産資源保護協会 水産振興室
愛知県 （社）マリノフォーラム2 1 水産振興室
愛知県 （社）漁業情報サービスセンター 水産振興室
三重県 総合研究開発機構出資金 知事公室 （2年度末残高）総合研究開発機構法に基づ く出摘
滋賀県 「生研機構」への出資金 農林水産部 生物系特定産業技術研究推進機様に対する出資金
滋賀県 社団法人雪センター運営費 土木部 1．雪に関する総合的業務　 2．雪対策の高度化、効率化の推進
3 ．地域 と行故の橋渡 し　 4 ．地域と民間企業を結ぶパイプ
5 ．専門家のア ドバイス　 6．データバンク機能に上る情報提供
7 ．研究会、講習会の開催　 8．調査、研究、技術開発の委託
大阪府 科学技術振興 ・情報基盤整備基金造 商工部 （財）大阪科学技術センターに対 して補助
事業補助金 ・科学技術情報基盤整備事業
・産 ・学 ・官共同による先端科学技術開発の推進事業
・中小企業技術振興対策事業
和歌山県 （社）マ リノフォーラム2 1分担金農林水産部 淳魚礁システム研究会、大規模砂泥開発研究会、種苗生産システム研究会、
人工配合飼料研究会、海洋牧場開発研究会、マリノベーション技術研究会、
漁場施設開発研究会、養殖システム開発研究会等。
和歌山県 （社）漁業情報サービスセンター分 水産課 漁況海況情報事業 （海況情報迅速化システム設計試験漁場形成予測システム
金 開発事業。長期予潮高度化技術開発試験、サテライ トデータ利用システム開
発事業） 水産物需給対策情報収集事業、外回漁船操業情報収集通報業務。
鳥取県 漁業情報サービスセンター負担金 農林水産部 漁海況調査に関する情報入手
鳥取県 日本栽培漁業協会負担金 農林水産部 培裁漁業に関する技術 ・知黛の普及啓発及び種苗の生産 ・放流等。
鳥取県 日本下水道事業団出資金 土木部 下水道の普及促進
広島県 1農林水産技術 ・情報協会負担金 農政部 ・試験研究及び技術開発に関する最新の情報交流
広島県 2農林水産先端技術産業振興センタ 農政部 ・バイオテクノロジー等先端技術に関する情報交流
負担金
愛媛県 （社） 日本農業集落排水協会負担金 農林水産部 農業集落から排出される汚水処理施設に係る調査研究を行っている。
愛媛県 （社） 日本栽培漁業協会 水産局 栽培漁業の機種的な展開に寄与する。
愛媛県 （社） 日本水産資漬保護協会 水産局 水産資瀬の維持増大、漁業生産の安定的発展に寄与する。
－173－
都道府県 等 事 業 名 部 局 名 事 業 内 容
愛媛県 （社 ）漁業情報 サー ビス センター 水 産局 水 温，漁獲 などの情報提供 を受 けてい る。
愛媛県 （社 ）マ リノフ ォーラム 2 1 水 産局 漁業新技術 の開発 を促進す る。
熊本県 （社 ）農林水産先 端技術産業振 興セ ’農政部 （社）農林水産先 端技術産業振興 セ ンター設立 に伴 う年会 費
タ ・ー
熊本県 九州 産業技術 セ ンター出資事業 商工観光労働 部 九州 産業技術 センター運営費 と して拠 出
大分県 九州 産業技術 セ ンター出指金 商工労働 観光部 九州 地域におい て産業技術の普及、啓発 等に関す る諸事業 を総合 的かつ効率
的 に推進す ることに上 り、産業技術 の振興 を回 るた桝 こ設 立 され た （財 ）九
州 産業技術 センターの基金 に対 し出絹 を行 った。
仙台市 理化 学研 究所 出資金 企 画局 フ ォ トダイナ ミクス研究セ ンターを本 市に建設す るため、建 設費相当額 を県
・経 済団体 とともに年次割 りで分割出資 してい る。
京都市 廃棄物研 究財 団 清掃局 一 般廃棄物処理 に係 る技術開発 ・研 究 及び技 術振興 に関す る事 業等 を行 う。
京都市 日本 下水 道事業団補 助金 下水 道局 下水 道及 び除書施設 に関す る技術 を開発 し、 これ を実用 化 するこ とを促進す
るため に、研究 ・調査及 び試験 を行い 、並び にそれ らの成 果の普及 を行 うこ
と （日本下水 道事業団法第 2 6 粂第 1 項 第 6 号）があ るが 、これ らの業務還
官 費の一部 を補助。 （同法第 3 7 条）
京都市 （財 ）国際 日本文化研究 交洗財 団遺 臣文化 観光局 大 学共同利用機構 （国立）で ある r国際 日本文化研究 センター」 の行 う事業
補助 （日本文化 を国際的 ・学際的 ・総合的 に研 究 し、世界の 日本研究 者 に対 して
研 究協力 を行 う。）への援助等 を行 うこ とを日的 と し、設 立された （財 ）国
際 日本文化研 究交泥財 団に対 し、運営補 助を行った。
広島市 原爆後 陣書調査研究 衛 生局 原爆 放射能の人体 に及はす影響 （原 爆後 障害）についての調査研 究。
（財） 日本公衆衛 生協会へ の分担金 （厚 生省 、広 島県 ・市、長崎県 ・市）
広島市 （財 ）廃棄物研究財 団会 費 環境事業局 一般廃 棄物処理 に係 る情報収集、調査 、技術 開発、研 究、技術振 興 に関す る
事 業
北九州市 衛生総務 事業 保健局 ・地 方衛 生研 究所全国協議会 ・全 国公害研協 議会 ・全 国衛生化学技術 協議会
・九州衛 生科 学技術協議会 ・衛 生微 生物協議会 ・公衆衛 生情報研究 協議会 に
対 す る負 担金
北九州市 （財 ）廃 棄物研究財 団平成 2 年度会費 環 境局 財 団法人廃 棄物研究財団
廃棄 物処理に係 る情報の収集及び調査 、技術 開発 及び研 究、処理 困難性 評
価 、技術 振興 、情報提供 、国際交流 に関 する事 業
北九州市 社 団法人火力原 子力発電技術 協会平 環境局 （目的）火力発 電及 び原 子力発 電に関す る諸 問題 について調査研究 し、技術
2 年度 団体会費 の向上を図 り、本抑 こおけ る火力発 電及 び原 子力発電の発達改善 に寄与す る
こ と。
北九州市 財 団法人 ク リー ンジャパ ンセ ンター、 環 境局 （目的）廃棄物の処理及び再資源化 を促進 す るための先導的事業 を広 範に展
戌 2 年度 賛助会費 関する ことに 上 り、環境の保全 並びに国民生 活及び産業活動の省 資源化 に寄
与 し、 もって国民福 祉の増 進 と国民 経済 の効 率化 に賀す ること。
北九州市 社団 法人 日本 分析化 学会 （平成 2 年 環 境局 （目的）分析化学 に関す る学理技術の推 歩を図 るとともに、会員相 互の連絡
公益会員 会費） 研修 を行 い、 もって学術 ・文化の発 展 に寄与する こと
北九州市 公 害 一般 （社 ）瀬戸 内海 環境保全協会 環 境局 瀬戸 内海の環境保全 に関す る思想の普及及 び意譲の高揚、調査研 究、指導助
平成 2 年 度負 担金 成 、情 報の収集及 び提供等を行 う。
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表8　「専門技術分野の人材育成」事業一覧
都道府県等 事 業 名 部 局名 事 業 内 容
北海道 技術者研修事業費 （国庫補助） 商工労働観光部 ・中小企業の技術者を対象 に研修を行い資質の向上を図 る。
北海道 食品産業振興対策事業費補助金 商工労働観光部 ・食品加工技術普及講座の開設
北海道 ソフ トウェア産業育成推進事業費補助 商工労働観光部 ・S E 養成のための技術者研修
金
北海道 システムハウス産業育成推進事業費 商工労働観光部 ・ノヽ－ドウェア主体のマイコン関係研修。
助金
北海道 北海道ソフ トウェア技術開発機構出 商工労働観光部 ・高度情報処理技術者の養成 （研修）を目的とする人材育成機関への出資。
金
北海道 北海道高度情報技術センター出資金 商工労働観光部 ・高度情報処理技術者の養成 （研修）を目的とする人材育成機関への出資。
北海道 養成、転戦職業訓練費 （公共賎業訓 商工労働観光部 ・公共部門における根葉能力開発の充実強化。
費）
北海道 事業内職業訓練運営費補助金 商工労働観光部 ・民間における賎業能力開発の促進。
北海道 機動截業訓練費 商工労働観光部 ・＃転載者等の截業訓練。
北海道 成人轍業訓練費 商工労働観光部 ・在散労働者の向上訓練。
北海道 特用林産長期研修 林産試験場 きのこ生産技術の指導者養成、林産改良指導員 1名、 1年間
北海道 林産担当敢貞林産セミナー 林産試験場 林産行政の基復知識研修、道林産行政担当者 1 5 名、 3 日間
北海道 林業技能作業士育成研修 林産試験場 木材利用法の基捷研修、民間企業6 名、 2 日間
北海道 集成材加工技術研修 林産試験場 民間企業 2 名、2 日間
北海道 木材乾燥技術研修 林産試験場 民間企業8名、2 6 日間
北海道 製材のこ目立技術研修 林産試験場 民間企業 1名、8 3 日間
北海道 木材保存譲習合 林産試験場 民間団体主催の講習会に協力
北海道 木材乾燥技術講習会 林産試験場 民間団体主催の講習会に協力
青森県 地域研究者養成事業 商工労働部 人材養成事業 各企業が日頃扱っている材料を中心に人材 ・メカ トロ分野にお
て、創造的研究開発が展開できる研究者の養成
先端技術研修事業　 各企業が今後応用可能と思われるテーマを設定 し、バイオ
メカ トロ分野ごとに基礎から応用 までの高度な研究開発を対応できる能力を養
青森県 水産瘢術研修事業 水産部 バイオテクノロジー等の先端技術の修得 に関する長期研修の実施
岩手県 特に事業化はしておらず、一般の管 農政部 農業短期大学枝において、定期的に農業技術に関する研修会を開催 し、技術能力
運営費の中で実施 の向上と人材育成に努めている。
岩手県 技術者研修事業 商工労働部 各種技術者研修の実施。
岩手県 先端技術開発推進人材育成事業 商工労働鶉 中4、企業がその技術者を大学等の研究機関に漁遣する場合の経費に対する補助。
岩手県 技術パイオニア養成事業 商工労働部 先端技術分野における中核技術者の養成のため、工業試験場において、O R T を
実施。
宮城県 技術研修事業 商工労働部 研究成果等を普及する。
中小企業の技術者 を養成するため、技術 に関する専門知識や工業技術センターの
研究成果等を普及する。
宮城県 農業関係試験研究携関研修員受け入 農政部 将来地域農業の中核をめざす農業後継者のなかから特に希望する者に対 し、研
事業 員 として受け入れ知識と技術の指導を行った。平成 2 年度受け入れ数3名
宮城県 林業技能習得促進事業 水産林業部 中核的林業従事者を対象に、林業労働に必要な専門的技能を習得させる．
グリーンマイスター 対象人員 1 1名
グリーンオペ レーター 若年作業員に対 し、伐出作業を中心に機械化を担う高度林業技能集団を育成する
対象人員 7名
秋田県 中4、企業技術者研修事業 商工労働部 中小企業の技術力向上のため、従業員を対象 とした技術者研修 を実施する。
秋田県 組織培養研修 農政部 バイオテクノロジー関係の専門的技術研修
山形県 技術者研修事業 商工労働開発部 中小企業の技術者を対象に研修を行う。
山形県 技術パイオニア養成事業 商工労働開発部 O R T 研修及び先端技術研修を行う。
福島県 土木部専門研修 土木部 土木部職員の専門研修 （1〉建設技術研究所で 1 3 コースの研修を実施
（2 ）建設大学校等への派遣研修
福島県 高等学校教員先端技術等研修 県教育委員会 県立高等学校 （職業学科）の教月を、大学、研究機 関または企業等に派遣 し、
端技術をはじめとする専門的な知象技術を習律させ、その資質の向上と実技的
導力の向上を図る。
福島県 研修事業 商工労働部 メカトロニクス ・溶接 ・縫製 ・工芸に関する技術研修
福島県 バイオテクノロジー研究鞍員資質向 農政部 バイテク育種関係研究員の国立大学及び農林水産省試験研究機関への長期派遣
研修事業 修
福島県 先端技術研究截員資質向上研修 農政部 国立大学へ微生物活性解析手法の基礎技術研究のたわの長期派遣研修
茨城県 技術職員派遣研修 総務部 農林水産各分野の研究員に対 し専門的研修 を行う （3 カ月×4 名）
茨城県 園芸試験場研究畿員派遣研修 農林水産部 先端的、専門的研修を行う。　　　　　　　　　　　 （6 カ月×2名）
茨城県 生物工学研究所 （仮称）研究員養成 農林水産部 バイテク技術を修得するため専門的研修 を行う
修事業
茨城県 病性鑑定長期研修事業 農林水産部 病性鑑定長期研修を行う。
栃木県 技術者研修事業 商工労働観光部 技術に関する専門知議、基擾理論等に関する研修
栃木県 技術研修生受入制度 商工労働観光部 中小企業の従業員を工業試験研究機関に技術研修生 として受入れての研修
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栃木県 移動研修室事業 商工労働観光鵠 中4、企業の要隻に応 じた研修カリキュラムを設定し、講師を企業に直接派遣して
の研修
栃木県 工業技術基礎講座 商工労働観光部 機械金属工業の中4、企業者を対象とした工業技術の基礎講座
群馬県 中4、企業技術者研修 商工労働部 短期研修及び新技術研修3 課程 O R T研修及び先端技術研修1 0 且視 繊維製品
開発関係の研修1課程
埼玉県 中小企業技術者研修 商工部 機械課程2 課程、金属課程1 課程
埼玉県 第2 期バイオテクノロジー等先端技ノ農林部 国や図公立大学等の試験研究機関へ研修派遣
研究推進事業
千葉県 一般管理費 商工労働部 人件費及び運営費
截業能力開発棟
千葉県 公共紙業訓練事業 商工労働部 県立高等技術専門校の生徒募集、合同体育大会、作品展実施
賎業能力開発課
千葉県 事業内載業訓練事業 商工労働部 認定紙業訓練校等団体補助
載業能力開発諌
千葉県 技能検定事業 商工労働部 検能検定及び技能五輪の実施、職業訓練振興事業補助
賎業能力開発課
千葉県 生涯能力開発事業 商工労働部 生涯能力開発給付金制度の実施
賎業能力開発課
千葉県 職業訓練牧施設整備事業 商工労働部 県立高等技術専門校の施設 （建物 ・機械）整備
截業能力開発課
千葉県 職業訓練枚管理費 商工労働部 県立高等技術専門校の管理運営、訓練の充実強化
撚業能力開発課
千葉県 離転厳暑対策事業 商工労働部 誰転甑者再就職訓練委託
截業能力開発課
千葉県 千葉県技術パイオニア養成事業 商工労働部 中小企業の技術者の研究開発能力を養成するため、公設試験場での研究開発への
参加と先端技術分野での研修を行う。
千葉県 農業機械化研修所費 農林部 農業機械利用技能者養成研修の実施
千葉県 学会参加事業 開発検定部 日本ウイルス学会、日本細菌学会、日本獣医学会参加に上り最新専門知抜の修
神奈川県 載業能力開発事業 労働部 1柔軟な職業能力開発の推進 （1）かながわ総合根葉能力開発計画の策定
（複数の事業名の総称） （2 ）生涯賎業能力開発フォーラムの開催 （3 ）養成訓練、能力再開発及び向
上訓練の推進 （4 ）女性リファインド根菜講座の開催 （5）中高年リフレツ
シュ対策の推進
2 根葉能力開発施設整備の推進 （1）高等根菜技術枝現場整備の推進 （2）高
賎業技術枝機械整備の推進
3 企業内生涯職業能力開発体制の強化充実 （1）民間截業能力開発推進体制
の支援 （2 ）事業内訓練の援助 （3 ）生涯職業能力開発の援助
神奈川県 先端機器展示コーナー運営費 労働部 中小企業、教育関係機潤、労働者のM E機器への適応力の向上及び先端機器に上
る事務処理、加工技術等の革新や質的改善を図る機会提供の協として先端機器展
示コーナーを運営する。
神奈川県 中4、企業技術者研修事業費 商工部 長期研修、中期研修、高等研修、新技術研修及び地域技術者研修。3 0 コース。
神奈川県 工学系大学長期公開講座開設事業費 商工部 大学の有する教育や研究の専門性を活かした公開講座。
神奈川県 工業技術研修センター補助金 商工部 技術者研修事業を委託する （社）神奈川県工業技術研修センターに対する人件費
の補助。
神奈川県 中4、企業技術開発人材育成事業 商工部 高度機器を利用した先端技術開発研修。
新潟県 先端技術者養成大学事業費 商工労働部 近年の技術革新に伴うエレクトロニクス、新素材などを利用 した先端技術・高
梯度技術についての実践的技術者を養成するたわ、工業技術センター及び試験‘
において企業の技術者を対象とした基復から高度かつ専門的な技術者養成講座を
開設し、県内企業の技術技術力の向上を図る。
新潮県 研究職員研修 農林水産部 農林水産省依頼研修、短期集合研修、バイテク研修研究員全月研修。
富山県 賎業訓練指導員研修 商工労働部 截業訓練大学校、民間企業等で実施する専門的技術研修に派遣している。
石川県 試験研究員研修 農林水産部 専門技術派遣研修農林水産省果樹試験場1人静岡大学農学部1人
石川県 普及職員研修費 農林水産部 l改良普及員研修廷3 6 8 人 2 専門技術員研修4 人 3 専門技術派遣研修鳥取
大学1人農林水産省野菜・茶業試験場1人埼玉県園芸試験場1人
石川県 石川県農業技術交流団 県民生活局 石川県農業技術交淀団の一月として2 人を中国に派遣
石川県 林業技術者長期研修 （3 ケ月） 農林水産部 県職員の若手林業技術者を回や大学の研究機朋へ派遣し、地域の森林、林業に雪
題とされている技術分野 （内容）を修得し、林業振興に寄与する。 （毎年2人
度派遣）
石川県 ハイテクスクール産業大学講座開催 商工労働部 先端企業の講師により座学と実習を行う （人工知能システム技術、総合生産管
システム技術）工業技術に関する基礁理論と専門知敦について実用的な研修を
行う
石川県 試験計測機器利用技術研修 商工労働部 石川トライアルセンターに設置して試験機器の利用能力向上研修、先端技術研
、技術者交流セミナー等を実旛
福井県 技術者研修事業 商工労働部 地場産業高等技術者研修、中小企業技術者研修
福井県 福井県農林漁業大学校バイテク講座 農林水産部 組織培養の実習
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福井県 農林水産業新技術等習得派遣事業 農林水屋部 県の扶鹸研究機員を国の研究機関や大学等へ派遣
福井県 客員研究員招へい事業 稔務部 研究開発の指導、助言を受けるため、トップレベルの研究者を招へい
長野県 工業技術大学枚講座 商工部 中小企業の技術者研修 1 0 講座3 8 コース
長野県 技術指導事業 林務部 ・伐木造林・林業架線・木材乾燥木材加工技術の講習会
長野県 林業技能作業士育成事業 林務部 ・木業技能作業士の養成
長野県 林業士等養成事業 林務部 ・木葉士等の養成
長野県 向上訓練事業 社会部 ・在載者を対象にした新技術等の訓練
岐阜県 産地技術大学講座開催事業 商工労働部 「地域技術おこし事業」を支援するため、短掛 こ即効的な内客に上る講座を閑
する。 （7 講座－1講座3 日間）
岐阜県 先端技術等シンポジウム開催 商工労働部 複数の講師と企業パネラーによるシンポジウム （2 テーマ）
岐阜県 技術パイオニア養成事業 商工労働部 県が行う先酪技術研究開発 （電子応用技術、新素材利用技術、生物利用技術等）
に中4、企業の技術者が参加、技術の習得を図る。
岐阜県 技術普及講習会の開催 商工労働部 開催回数9 匝l
岐阜県 林業技術研修費 林政怒 普及指導載員の資質向上のため、社会・経済の変化に対応した林業新知裟及び
術の研修を行う。
静岡県 中小企業技術者研修事業費 商工労働部 各分野における基復理昔と応用知激等の講義実習。
静岡県 技術者育成研修事業費 商工労働部 光技術、エレクトロニクス技術、新材料技術の研修。
静岡県 中小企業技術支援事業費 商工労働部 中小企業従事者を公設試験研究機関の研究に参加させる。
静岡県 新規学卒者訓練事業費 商工労働部 高卒者を対象に、職業能力開発訓練を実施。
静岡県 林業技能習祷促進事業費 林業 ・水産部 伐木集運搬等の特殊技能に係る資格等を修律させる。
静岡県 漁業従事者能力向上対策事業費 林業 ・水産部 指導的漁船乗組員として必要な有資格者の養成。
愛知県 中小企業先進技術人材養成事業費補助商工部 中小企業の技術者が、大学等の高度な研究に参加できるよう、中小企業者に対 し
金 派遣に要する費用を助成する。
愛知県 中4、企業先端技術通応化推進事業 商工部 先端技術講習会、グループ研修、国内留学等。
愛知県 技術者研修費 商工部 短期6 課程、新技術3 課程
愛知県 産業デザイン開発指導事業費 商工部 デザイン開発講習会、製品開発実地講習会等
愛知県 自動制御生産システム技術開発推進事商工部 F A ・メカトロ技術者研修
業費
愛知県 県立高等技術専門枚運営 労働部 県立高等技術専門校7枚における職業訓練の実施 廷定員4 ，5 7 5 人 訓練内
容メカトロ、情報処理、建築、金属技術等
愛知県 環境保全業務研修費 環境部 県及び市町村の環境保全担当職月の情報処理、測定分析技術の向上を図るため、
の向上を図るため、研修を実施した。
愛知県 建築総務費 建築部 建設技術研修 （平成2 年度） ・建築関係 （講座2 4 ） 開催国数2 4 回
開催日数 （廷日数）4 1 日 受講者数 （延人数）1，3 8 0 人
・土木関係 （講座1 9）　 開催回数2 3 回　 開催日数 （延日数）4 2 日
受講者数 （延人数）1．9 9 9 人
愛知県 公営住宅建設費 建築部
愛知県 県農林水産技術会議費 農業技術課 国の研究機関への依頼研究員 （農林水産省生物資源研究所2名。各6 ケ月）
愛知県 家畜人工授絹事業費 畜産課 家畜人工授精講習会及び家畜受精卵移植講習会の開催
愛知県 水産業高度技術専門員養成費 水産振興室 国等の研究機関に依頼
（1）病理研修 魚類防疫センター （東京都）2名派遣
（2）ハイテクノロジー粛連研修
大学 （東京都）、水産庁養殖研究所 （三重県）、 （財）リモ トー トセンシング
術センター （東京都）各1名、計3名派遣
愛知県 運営費 （研修指導費） 衛生部 保健所試験検査職員に対する技術指導 （衛生研究所が実施）
愛知県 花粉症研修会 （花粉情報システム事業衛生艶 花粉測定技術の向上
賛）
愛知県 建築物衛生指導担当者講習会 （各種昌環境衛生課 建築物立入調査に係る技術の向上
業衛生指導費）
三重県 中小企業技術者研修事業 商工労働部 3 6 時間コース2課程 1 2 時間コース1課程
三重県 先端技術研修事業 商工労働部 3 6 時間コース2課程 1 2 時間コース1 課程 試験場留学研修
三重県 鋳造技術員養成講座 商工労働部 座学7 0 時間実習5 0 時間計1 2 0 時間
滋賀県 製菓技術者研修会 健康福祉部 研修目的、対象に応じた研修コースを設定し技術向上、人材育成の研修の実施。
滋賀県 中4、企業技術者研修事業 商工労働部 短期2 課程、新技術研修2諌我、地場産業振興高等技術者研修1課程
滋賀県 人材育成事業 商工労働部 技術者研修の実施 （短期1 3 コース、長期 1 コース） （（財）滋賀県工業技術
振興協会が実施）
滋賀県 農林水産省依頼研究員派遣事業 農林水雇部 高度な研究手法の習緒等を図るため、研究員を一定期間 （2 －6 か月）農林水
省の試験研究機関へ派遣する。
滋賀県 短期集合研修派遣事業 農林水産部 農林水産省により実施される 「短期集合研修」へ研究月を派遣する。
京都府 中小企業技術者研修 商工部 中期2 、短期3 コース実施
京都府 生産環境整備事業 商工部 精練 ・染色技術者講習
京都府 技術者養成講習 商工部 省エネ、公害、繊維電子技術者の講習会
京都府 京都府中小企業技術者研修 商工部 短期技術者3 コース、中期技術者4 コース 地場産業振興高等 1コース、新技術
2 コース ハイテク実践化1 コース計1 1 コース
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京都府 先端技術セミナー 商工部 最新の高度技術情報を普及するためのセミナーの開催
大阪府 中小企業技術者研修事業 商工部 中小企業者及びその従業員に対し、技術に関する基礎理論、応用知渡などを実
に即して研修することにより、中小企業の技術開発力を培養し、その発展を図る
大阪府 技術パイオニア養成事業 商工部 地域中小企業の活性化を図るため、O R T 事業及び先端技術研修事業を実施し、
中 ・長期的な視点に立って自ら創造的な研究開発を行い得る技術者を養成する。
大阪府 高等職業技術専門枚運営等 労働部 労働者の載業に必要な能力を開発し、その能力を向上させるため、府下8 か所の
公共職業訓練鬼没において、養成、向上、能力再開発訓練等を実施。
大阪府 中小企業事業転換等能力開発給付金 労働部 事業転換・事業多角化に伴い必要となる労働者の賎業能力開発を計画帥こ行う中
小企業事業主に給付金を支給する。平成2年度5事業所
大阪府 中小企業団体能力開発推進事業助成 労働部 情成事業主の雇用する労働者に係る甑兼能力開発の推進を目的とした能力開発
進事業を行う中小企業団体に助成金を支給する。平成2 年度1 5団体
大阪府 認定訓練派遣等給付金 労働部 労働者の敲業能力の開発向上を促進し、その地位向上を図るため、雇用労働者に
対し認定職業訓練を受講させる。中小企業事業主に給付金を支給する。平成2
度5 6 8事業所
大阪府 生涯能力開発鮒 金 労働部 企業内における労働者の截業能力開発体制の一層の充実を図るため、雇用労働
に対 し教育訓練を実施する事業主へ、給付金を支給する。平成2年度1 8 8 3
業所
大阪府 中4、企業人材育成助成事業助成金 労働部 中小企業における事業の高度化に対応した人材育成を促進するため、構成事業
の雇用する労働者を対象として人材育成のための事業を行う中小企業団体に助
金を支給する。平成2 年度2 団体
大阪府 認定載業訓練運営費等補助金 労働部 中小企業事業主等が行う認定賎業訓練に対して補助する。平成2年度2 9 事業
等
兵庫県 人材育成の推進 （技術パイオニアの 商工部 先端技術に関し、自ら創造的な研究開発を行い得る技術者を地域産業に密着 した
成） 形で養成 （1 0 年計画）
兵庫県 人材育成の推進 （産業技術大学の開 商工部 長期、中期、短期、高等、新技術の5棲3 6 コースの研修
催）
兵庫県 人材育成の推進 （西播磨コンビェータ労働部 周辺整備事業 （植栽、テニスコート、駐車場等整備） （達物本体は雇用促進事
カレッジ設置推進） 団建設）
兵庫県 人材育成の推進 （ハイテク短期大 労働部 ハイテク短期大学 （工業制御系）設立準備経費助成 （助成団体） （社）兵庫工
（仮称）設置推進） ノゝコT
奈良県 中小企業技術者研修事業 商工労働部 新技術短期、中期研修 「パソコンC A D 、三次元C A D研修」 「生産自動化技
術研修」 「生産管理技術研修」
奈良県 製靴産業技術研修事業 商工労働部
奈良県 スポーツ用品技術等研修事業 商工労働部 3 年度新規事業
奈良県 毛皮革産業技術研修手業 商工労働部
奈良県 同和産業後継者養成研修事業 商工労働部
奈良県 農業後継者研修事業 農林部 県農業大学校を県の農業に関する総合的な研修教育センターとして位置づけ、
域リーダー、就農青少年等に対 して、技術経営能力の向上、リーダーとしての
賃の養成を目的として、研修を実施
和歌山県 事業内厳業訓練 商工労働部 中小企業事業主が共同してその雇用者に対して行う認定訓練に対して助成 し、
業内訓練を推進する。
和歌山県 生涯賎業訓練助成 商工労働部 雇用する労働者に対し賎業訓練を受けさせた事業主、労働者に対し有給教育訓
休暇を与える事業主、労働者に対して認定教案訓練を受けさせた中小企業事業
に対し、賃金等の一部を助成することに上り、労働者の職業能力の開発向上を図
る。
和歌山県 婦人等就業援助センター運営 商工労働部 就業希望の主婦、母子家庭の母等に対し、就業相談及び技術講習を行い婦人の
力を更に活用できる上うその就業援助を図るとともに、求人開拓と就業需給の円
滑な調整を行う。
和歌山県 中小企業事業転換等能力開発助成 商工労働部 事業転換又は事業多角化に伴い必要となる能力開発を計画的に行う中小企業車
主に対 し助成を行い、労働者の計画的な能力開発を促進し、もって中小企業事
主が行う事業転換又は事業多角化の円滑な促進を図る。
和歌山県 中小企業団体能力開発推進 商工労働部 中小企業が経営環境の変化に対応した労働者の鞋業能力開発の推進に共同で取り
組むことを促進するたわ、その構成員たる事業主の雇用する労働者に係る賎業
力開発推進事業を行う中小企業団体に対して助成を行う。
和歌山県 プログラマー養成 商工労働訪 情報処理技術者養成のため、在賎労働者に、パソコン操作やプログラム作成技ノ
を習律させる認定職業訓練を行う中小企業事業主団体等に対 して助成する。
和歌山県 施設外訓練 商工労働部 県下の同和関係住民及び母子家庭の母等に対し、公共鞋業訓練施設以外の施設に
おいて委託訓練を実施し、就厳に必要な技能を習律させ、就轍の促進を図る。
和歌山県 和歌山高等技能学枚運営 商工労働部 養成訓練及び能力再開発訓練に要する経費。
和歌山県 田辺高等技能学校運営 商工労働部 養成訓練及び能力再開発訓練に要する経費。
和歌山県 新宮高等技能学校運営 商工労働部 養成訓練及び能力再開発訓練に要する経費。
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和歌山県 構造転換能力開発 商工労働部 産業構造の転換 ・就業構造の変化に対応して、特定不況業種在 ・離厳暑、特定雇
用開発促進地域離甑者及び高年齢者等の雇用保検受給資格者に対し委託訓練を中
心とした艶美転換訓練を実施し、失業の予防と離散者の再見韓を促進し、雇用の
安定を図る。
和歌山県 技術者研修 商工労働部 中小企業の経営者又は従業員を対象に技術研修を行う中期研修 （メカトロ）短
期研修 （デザイン）各 1件
和歌山県 皮革産業研修 商工労働部 皮革産業振興のため、皮革工業に関する研修を行う　年4 回実施
和歌山県 産地交漁研修 商工労働部 対象地域の同業種もしくは関連業種の中小企業音叉は従業員に対 し経営、労務、
技術等の向上を図るための講習会開催と産地間交流を行う
鳥取県 中小企業技術者研修事業 商工労働部 （課程名）エレクトロニクス先端応用技術研修 （受講音数）2 4 名
島根県 林業研修実施事業 林政課 林業技能作業士 （グリーンマイスター）の育成研修
島根県 伝習生、研究生の受け入れ 商工労働部 企業からの人材を受け入れ技術指導、楕報提供を行う1 2件
岡山県 マイクロコンピュータ研修 商工部 中小企業の技術者を対象としたコンピュータ研修 （年間7 コース）
岡山県 N C 、M C 研修 商工部 中小企業の技術者を対象としたN C、M C 研修 （年間2 コース）
広島県 技術パイオニア養成事業 商工労働部 中長期的なプログラムに上る技術研修を通じ、創造的研究開発を自ら行い得る中
小企業技術者の養成を図るため、O R T 研修、先端技術研修等を実施する。
広島県 技術者養成研修事業 商工労働部 中4、企業の技術者を一定期間、産業技術流動研究月として工業技術センターに
け入れ、共同研究を実施する。
広島県 情報関連技術研修事業 商工労働部 県内中小企業の情報関連術の高度化を図るための研修。
広島県 観葉訓練費 商工労働部 紙業能力開発関係の経費 （費目の項を計上）
山口県 技術パイオニア養成事業 商工労働部 先端技術分野における研究開発の手法や技術を習持させ、創造的な研究開発を自
ら行い得る研究開発リーダーを養成する。
徳島県 県立職業訓練校職業訓練事業 商工労働部 県立散薬訓練校において、養成訓練、向上訓練、能力再開発訓練を実施する。
徳島県 生涯職業能力開発奨励事業 商工労働部 能力開発給付金等の各種給付金を事業主に支給することに上り、労働者の職業
力を開発する。
徳島県 事業内厳業訓練強化封儀事業 商工労働部 法定の職業訓練を実施する事業主に対 し、その運営費及び施設、設備整備費に
戌を実施する。
徳島県 技術普及対策手業 商工労働部 中小企業の技術力向上のための実地指導及び講習会等の実施
香川県 技術者養成事業 企業振興課 県内企業から技術者を研修生として受け入れる
愛媛県 技術後継者研修事業 商工労働部 中小企業者又はその従事技術者を対象に技術に関する基礎及び応用如法を取得さ
せるため、研修 （7 課程）を行った。
愛媛県 研究開発リーダー養成事業 商工労働部 中小企業の技術力向上を図るため、新製品や新技術の開発を積極的に進める研
開発のリーダーシップのとれる研究者の養成を行った。
愛媛県 長期研修への派遣 農林水産諮 農林水産省農業研究センター （茨城県つくば市）への3 か月派遣。農林水産省
野菜 ・茶業試験場久留米支場 （福岡県久留米市）への3 か月派遣。
愛媛県 短期研修への派遣 農林水産部 農林交流センター （茨城県つくば市）への7 日間研修。
愛媛県 畜産試験場技術研修費 農林水産部 畜産農家等を対象とした技術研修会の開催。
愛媛県 林業技能取祷促進事業費 農林水産部 林業従業者に対し林業労働に必要な資格及び専門的な技能を取得させる研修。
愛媛県 依頼研究員研修 水産局 国の研究債関 （水産研究所、養殖研究所）へ紘月を2 か月間派遣。
愛媛県 漁業後継者対策事業 水産局 漁村の担い手である漁業後継者集団の健全な育成と、漁業技術及び経営の改善を
図る。
愛媛県 愛媛県漁業士活動促進事業 水産局 漁村地域のリーダーである漁業士に対し、研修会、交沈金などを実施 し、資賃の
向上を図る。
高知県 技術パイオニア養成手業 商工労働部 地域にねぎした自ら技術開発を行い得る技術者の養成及び先端技術分野の裾野を
広げるための研修を実施。
高知県 中小企業技術者研修事業 商工労働部 中4、企業者又は、その従業員に対して基復的、応用的技術を斌与するための研
を他旗関 （県以外）に委託して実施。
高知県 農業試験研究費 （稔員研修費） 農林水産部 試験研究の高度化、効率化を図るための短期で修得可能な先端的研究手法を修‘
させる。
高知県 訓練管理費 商工労働部 公共乾業訓練施設における観葉訓練の運営 ・手当・研修
高知県 高等技術学校費 商工労働部 県立高等技術学校運営費
高知県 委託訓練費 商工労働＄ 皺転歓者に対する機動的な職業訓練の実施
高知県 構造転換能力開発事業 商工労働部 特定不況業種・特定雇用開発促進地域の離転職者への畿業訓練
高知県 認定職業訓練助成事業 商工労働部 認定職業訓練校の運営費補助
高知県 中小企業人材育成プロジェクト事業 商工労働部 人材育成を行う中4、企業団体に事業費を補助
高知県 中小企業団体能力開発推進事業 商工労働部 能力開発の推進を図る中小企業団体に事業費を補助
福岡県 海外技術研修員受入事業 国際交流課 開発途上国から研修月を受入れ、必要な技術の習得及び県民等との接触を通じて
、その研修員の属する国の経済開発と繁栄に貢献しうる人材を養成し、併せて
岡県とそれぞれの国との種々の分野での交流に寄与することを目的とする。
受入れ人数農業1人水産3 人畜産3 人工業5人その他3 人計1 5人
福岡県 県立病院医療技術職員合同研究研修会 保健環境部 （1）目的 医療技術哉員の資質の向上と載楼閣の連携の円滑化を図るために研
修会を開催するもの。 （2 ）対象轍員各県立病院の業剤師、放射線技師、臨床
査技師、栄養士及び理学療法士。※研修項目として各厳種毎の分科会を設け、
その中で研究発表や情報交換等を行い、専門技術の向上を図っている。
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福岡県 中4、企業技術者研修事業 商工部 中小企業の技術者の資質向上を国もべく、中小企業者及びその従業者に対し下】
の技術者研修を実施 短期研修3 6 H 中期研修7 2 H 地場産業振興高等研修 1 0
0 0 Ii新技術研修9 H
福岡県 農業実習生受れ入れ 農政部 福岡県農業総合試験場実習生要綱に基づき1 カ年以内の範囲で実習生を受け入
2年度実績6 名
佐賀県 新技術開発推進人材育成事業費補助 商工労働部 新製品、新技術の開発のために必要な専門的技術 ・知譲を習律させるために職員
を扶験研究機屈へ漁遺すも鞍の経費の一部を助成。
熊本県 試験研究高度化推進事業 農政部 試験研究職員の長期派遣研欄「専門研究員の招へい 研修報告会の開催
熊本県 研修講習 林務水産部 各講習項目について、必要な知議並の こ関係法規についての講義並びに必要な
地講習を実施している。l 林業架線作業主任者講習2 はい作業主任者技能講習3
車両系建設横根運転技能講習4 フォークリフト運転技能講習5移動式クレーン
転特別教育
熊本県 研究開発研修事業 林務水産部 各種研修会への参加
熊本県 企業人材育成事業 商工観光労働部 企業の技術者、管理者に対し次の4 コースの講習会を実施 ・生産効率化コース
・品質管理実践セミナー・生産管理実践セミナー・新技術入門セミナー （財）熊
本テクノポリス技術開発基金
熊本県 地域ソフトウェアセンター建設推進 企画開発部 「地域ソフトウェア供給力開発事業推進臨時措置法」に基づく事業会社 （第3 セ
業 クター）への出資並びに事業運営掃導を行い、ソフトウェア技術者の育成を図る
ものである。
熊本県 研修事業 土木部 建設技術者その他建設事業に従事する者の研修
大分県 中4、企業技術者研修事業 商工労働観光部 中小企業者及びその従業員の基礎的、応用的技術知識を養成する各種の技術者
修を行った。
大分県 中4、企業人材育成事業 商工労働観光部 中小企業が人材育成計画に基づき行う各種事業に対し補助を行った。
宮崎県 技術イノペイター養成事業 商工労働部 県工業試験場の行う研究開発に中小企業の技術者を参加させること等に上り、倉
道的な研究開発を行いうる中核技術者及び技術革新に対応した先端技術者の養
を図る。
鹿児島県 技術職員研修ウイルスコース 保健環境部 国立公衆衛生院、その他の研修機関への技術職員の派遣
鹿児島県 技術紙貞研修第2 桂放射線取扱主任 保健環境部 国立公衆衛生院、その他の研修機蘭への技術職員の派遣
沖縄県 職業訓練枝運営事業 商工労働部 県立職業訓練校 （2 枚）において、中・高校の新規学卒者を対象とした養成訓
及び離転載者を対象とした能力再開発訓練、さらに企業等の在畿者に対する向
訓練を実施し、労働者の厳業能力開発に努めている。
仙台市 「（財）宮城県高度技術振興財周」の経済局 （財）宮城県高度技術振興財巨酎こおいて、メカトロニクス、バイオテクノロジー
運営支援 、新素材応用技術研修等の技術研修を実施しており、本市としても財団への出絹
及び職員の派遣等湖面から支援している。
川崎市 川崎市中小工業パソコン技術講習会 経済局 技術革新 ・情報化の進展に伴いコンピュータの普及はめざましく、コンピュータ
操作技能が特殊技能から一般技能化してきているため、中4、企業においてもコン
ビュータ操作技能を身につけた人材の育成とその技能の向上を図る。
京都市 中4、企業染織技術者研修 経済局染織試劇場染色・西陣織コース （1 2 7 日間）と染色上級コース （2 4 日間）を実施。
京都市 伝統産業技術後継者育成 経済局染織試験場本友禅染、染織デザイン西陣織についての研修とセミナーを実施。
京都市 中4、企業技術者研修 経済局工業試験場電気課程と新素材課程を実砧。
京都市 伝統産業技術後継者育成 経済局工業試験場陶磁器と京漆器の技術者を養成。
京都市 建設省建設大学故等への裁員派遣 住宅局 （建設省建設大学校）建築・電気 ・機械の各技術載員を以下の研修に派遣してい
る。・専門課程建築設計朴研修専門課程建賃施工監理科研修、専門課程住宅撞き
科研修へ順番に毎年度建築職員1名派遣。 ・専門沫程建築電気設備科研修、専門
課程建築機械設備科研修へ願番に毎年度電気叉は機械載員を1名派遣。
（（財）全図建築研修センター）専門課程市街地誘導朴研修へ毎年度漣集戯月を
1名派遣。 ・逐射 旨導科 （監視員）研修へ毎年度建築截員を1名派遣
京都市 その他 住宅局 新技術の開発等に伴う講習会への派遣や職場研修等を随時行っている。
大阪市 研修月制度 経済局 普通科・高等科…1年間
大阪市 めっき技術短期講習会 経済局 めっき業界従事者に対する技術講習
大阪市 中4、企業技術者研修 経済局 中小企業者及び従業員に対し、技術に関する基復知抜、専門知渡等の研修を行う
神戸市 農機製図技術基礎講座 経済局 初歩的な機械図面の見方、描き方の修得、現場作業者、販売担当者などを対象に
実施。
神戸市 毒物 ・劇物取扱者養成講座 経済局 化学の基腹から毒物、劇物の取り扱い及びこれらに関する法規、事故防止のため
の実務等を解説
神戸市 技術セミナーの開催 経済局 最新の技術 トピックスをテーマに第1線の研究開発動向をわかりやすく解説する
（年4 回開催）
神戸市 ソフトウェア人材育成モデル事業 経済局 中小企業の情報化、高度化を支援する財団法人を平成4 年3 月に予定している
、その準備事業としてソフトウェア研修を試験的に行った。
神戸市 研究振興費 教育委員会 研究に必要な教材費
広島市 新製品開発促進事業 生産工程合理化 経済局 デザイン、新素材、マイコン等2 4 テーマ （延べ7 5回）の講習会、研修会、
推進事業 新技術普及事業 究会等を開催 し、中小企業の技術者育成を図る。
北九州市 北九州テクノセンター整備事業 経済局 （株）北九州テクノセンターが人材育成事業を行なっている。
本格実施は平成5年度上りの予定。
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都道府県等 事業名 鉢局名 事 業 内 容
北九州市 診断指導 中小企業指導セン中小企業者に対 し､診斬 .指導を行う. (研修事業を含む)
タ-
北九州市 中小企業経営者等人材育成 中小企業緒ヰ七ン中小企業の人材育成を図るため､中小企業大学枚直方枚で行われる研修に研修
-181-
表9　「若手研究者の育成」事業一覧
都道府県等 事 業名 部 局名 事 業 内 容
北海道 外国流遣研修 （研究職） 総務部 試験研究に関する専門的知渡の習得調査研究 4 名、2 ケ月以内、4 5 才以下
北海道 外因派遣研修 （技術截） 総務部 専門的技術、知抜の習得、調査研究 （5名、 1ケ月以内、4 5才以下）
青森県 水産技術研修事業 水産部 バイオテクノロジー等の先端技術の修得に関する長期研修の実施 （同事業は
主として若手研究者 を対象としている。）
岩手県 事業化はしておらず、一般の管理運 呂農政部 農林水産省の依頼研究員制度を利用し、若手研究員に数ヶ月の派遣研究を行わ
費の中で実施 せている。
宮城県 平成2 年度依頼研究員派遣事業 農政部 農林水産省依頼研究員受入れ規則に基づき試験研究機欄の研究員を、農林水屋
省の就験研究機関へ浪遺し、技術習得に努めさせた。平成 2年度派遣音数 3名
宮城廃 魚類防疫対策事業 水産林業部 魚類防疫対策事業の一環として実施 している。
秋田県 研究者資質向上対策事業 農政部 国が実施する研修への県職員の派遣
山形県 技術指導者養成研修事業 商工労働開発部 截員を中小企業大学枚等へ派遣 し技術指導力を養成する。
山形県 農林水産省依頼研究員研修への漁遣 農林水産課 国の試験研究検閲に対 し若手研究員を派遣 し、資質の向上を図る。
福島県 研究截員資質向上研究 農政部 農林水産省試験研究機関への長期派遣研修
栃木県 工業技術研修 商工労働観光部 技術革新の進展に対応 した工業試験研究機開戦月の養成を図るための研修 （但
し、若手研究者に限定 してない。） ・大学等留学制度 ・中小企業事業団 （中小
企業大学枚派遣）研修 ・専門技術派遣研修 ・先端技術機器取扱企業視察研修等
千葉県 国の研究機関への派遣 農林部 農林水産省依頼研究員制度 に基づく研修
新潟県 研究截員短期国内留学事業 商工労働部 工業技術センターの若手研究截員を国内の大学等に留学させ、研究能力の向上
を図る。
石川県 研究交流 商工労働部 金沢大学大学院へ 2名 金沢工業大学大学院へ2 名
工業試験場
岐阜県 普及活動高度化特別対策事業 林政部 国内及び海外の企業 ・研究機関を活用 した長期集中研修を実施する。
京都府 丹後機業生産基盤強化対策事業 商工部 イノベーション基盤強化、人材養成 ・新商品開発事業
織物指導所
岡山県 技術パイオニア養成事業 商工部 （O R T 事業） （先端技術研修事業）県で実施する先端技術に関する研究開発
に中小企業の技術者を参加 させ、研究開発を通 じ、中核的技術者を育成。
愛媛県 技術後継者研修事業 商工労働部 中小企業音叉はその従事技術者を対象に技術に関する基腹及び応用知渡を取得
させるため、研修 （7課程）を行った。
愛媛県 研究開発リーダー養成事業 商工労働部 中小企業の技術力向上を図 るため、新製品や新技術の開発を積橿的に進める研
究開発のリーダーシップのとれる研究者の養成を行った。
愛媛県 長期研修への派遣 農林水産部 農林水産省農業研究センター （茨城県つくば市）への3 か月派遣。
農林水産省野菜 ・茶業試験場久留米支場 （福岡県久留米市）への3 か月派遣。
愛媛県 短期研修への漁遭 農林水産部 農林交沫センタ 　ーく茨城県つくば市）への7 日間研修。
愛媛県 依頼研究員研修 水産局 国の研究機関 （水産研究所、養殖研究所）へ職員を2 か月間派遣する。
高知県 研修派遣 商工労働部 中小企業事業団 ・中小企業大学枚や国立試験研究機関、大学等必要に応 じ研究
者育成のための研修に派遣。
福岡県 農業関係試験研究機関職員内地留学 農政部 福岡県農業関係試験研究機関研究員内地留学実施要綱に基づき、原則 として
研究歴3 年以上 1 0年未満の研究敢員を農林水産省の試験研究機関に 1カ年以
内の範囲で派遣。 2年度実績　 5名
佐賀県 技術者研修事業 商工労働部 技術に関する基獲理詮、応用知識などについて実地に即 した研修会の実施
大阪市 市立大学振興基金 市立大学事務局 海外出張旅費
神戸市 内地留学 教育委貞会 国内の国立大学へ半年若しくは 1年間派遣する。
広島市 中小企業大学校、 民間企業へ派遣 経済局 工業技術センターの若手技術甑員 を派遣 して、技術指導力の向上を図 る。
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表10　「県民理解の醸成」事業一覧
都道府県等 事業 名 部局 名 事 業 内 容
北海道 公開講座 林産試験場 指導者養成木工教室、親子木工教室など3 回開催
北海道 木と嘉らしの情報飽 林産試験場 道内の優れた木製品や林産試験場の開発技術の展示、紹介
北海道 各種行事への参加、協力 林産試験場 「木のフェスティバル」 「木製屋外施設展」など7件 に参加。林産試験場の開
林業試験場 技術の紹介、場内一般開放、 きのこ栽培の紹介と料理デモなどを実旛
北海道 展示物等の貸出 し 林産試験場 パネル、サンプル、ビデオテープ等の貸出し
北海道 森林総合技術セミナー 林業試験場 道屁の森林 ・林業、線環境に関する加護 と理解 を淀め、かつ林業に携わる者の
術の高度化を図る。 （1）林業技術基復 ・実践講座 （2 ）専門技術専修講座
（3 〉林業技術公開講座 （4）林業技術情報講座 （5）森林教養講座
北海道 道立試験研究機関公開講座 企画振興部 道立試験研究機関の研究成果を広 く道民に普及
青森県 原子燃料サイクル広報委託費 むつ小川原開発室原子燃料サイクル施設を中心 とした原子力に関する知識の普及と啓蒙を図る
青森県 原子燃料サイクル広報安全等対策交付 むつ小川原開発室原子燃料サイクル施設を中心 とした原子力に関する知渡の普及と啓蒙を図る
金
宮城県 みやぎ工業 フェスティバル 商工労働部 度学官連携による研究成果や地域雇業の技術産業の技術力等を展示、紹介 し、
業界の技術 ・情報交流も促進するとともに、県民に周知する。
宮城県 情報活動事業 商工労働部 工業技術に関する情報や工業技術センターの研究成果等を中小企業に提供するた
め、 「みやぎ工業技術情報」を発行する。
宮城県 みやぎ農業バイオ講演’ 9 0 農政部 「これからの食品バイオテクノロジー産業の展望」 と題 し、農林水産省食品蛇口
研究所食品資源紡良、農学博士佐々木尭氏を講師に招 き、講演会を開催した。
加者約 3 0 0名。
宮城県 「普及に移す技術」 （第59号第甜号） 農政部 試験研究機朋で得られた成果を冊子に して農業関係団体、指導農業士、青年農
の刊行 士等に配布 し、積極的な利用 を図った。
秋田県 バイオテクノロジーセミナー 農政部 諌済会を中心 とした、一般県民向けセミナー （1回開催）
山形県 科学技術週間事業 商工労働開発難
福島県 コンピュータ ・アニメーションフイス 総務部 新設する県立大学の理念や 巨指すべき方向について地元市民をはじめ県民の
ティパル ・イン ・会津 を深めることを目的として、コンピュータアニメーションを中心 とした企画を
容とするイベント （コンテス トシンポジウム等）を実施。
福島県 農業啓発事業 農政部 試験場参観デー開催
栃木県 工業技術振興会議開催事業 商工労働観光部 工業技術振興施策の総合的かつ基本的事項等に関する協議
栃木県 工業試験研究機関公開デー開催事業 商工労働観光部 県民及び産業界を対象として、県工業試験研究機関の紹介と先端技術への親近．
を深めるための、県工業試験研究検閲の公開デーの開催。
栃木県 子ども総合科学鶴運営費 県民生活部 科学銘の運営費
埼玉県 試験研究機関の公開事業 企画財政部 地域との交流を淀め、地域に開かれた試験研究機関と して科学技術の普及啓発に
寄与するため、 「科学技術週間」及び 「県民の日」に試験研究機関の公開を推、
するとともに、公開講座等を開催 した。
埼玉県 P R 誌の発行 （林業試験場運営費） 農林＄ 林業新技術情報シリーズ
埼玉県 埼玉県公害センター研究報告 藻境部 毎年度、調査研究の成果を報告書にとりまとめ、関係者に配布 している。
千葉県 上総国際生命科学 シンポジウムの開催 企画部かずさ D N A 研究の重要性について広く県民 を対象とした公開誅座を開催する。
7げ ミ7パ ター推進室
千葉県 発明相談事業 商工労働部工業呈発明相談室を開設し、発明 に関する相談に対 し、相談員 （弁理士）に上る相談を
行 う。
千葉県 発明考案展開催事業 商工労働部工業！県民の創意工夫思想の普及、奨励を目的とし、県内の発明考案晶、新製品を展示
紹介 し、その実用化を図る。
千葉県 科学技術功労者表彰等事業 商工労働部工業工科学技術について功績のあった者を表彰することで県内科学水準の向上を図る。
千葉県 社団法人発明協会千葉県支部指導 ・育 商工労働部工業至発明の奨励、工業所有権制度の啓豪普及を目的とする公益法人である発明協会
戌事業 葉県支部の育成を図る。
千葉県 平成 2年度科学技術道側 農林部 農業試験場、暖地園芸試験場の一般開放
千葉県 （東京汚栽培漁業センター内）展示 コ水産部 展示 コーナー設備経費、 （センター建設全体経費総額 2 7 億円）
ーナー 栽培漁業を県民に理解 してもらえるよう展示コーナーを設置するもので、 「東
靖の生態系」、 「千葉県の栽培漁業」、 「魚介類の成長」、 「種苗生産される“
種」等に分けて、分か りやす く展示する。平成 3年 8 月2 0 日一般県民へ公開
神奈川県 科学技術政策普及啓発事業 企画部 「科学技術白書」刊行準備のため、県内研究機関の実態調査を行 うとともに、奉
学技術政策シンポジウムを開催 した。
新お県 科学技術週周の周知 企画調整部 科学技術週間の趣旨の普及及び各種行事の開催について関係機馴 こ協力 を要績
ている。
福井県 庶子力広報 ・安全対策事業 商工労働珠 広報誌等の発行、テレビ等による広報 （（財）福井県慮子カセンターに委託）
原子力広報展示品の整備
福井県 科学技術週間行事開催事業 商工労働部 工業技術センターの一般公開、研究成果発表、技術講習会
愛知県 研究成果公開発表会 農地林務部 2 地区において、県民を対象 に試験研究成果を発表 した。
滋賀県 農業試験場見学着用 ビデオ製作費 農林水産部 農業試験場の業務内容等を紹介するため、ビヌオを製作する
滋賀県 青少年科学活動促進事業 教育委員会 小 ・中学生を対象に、科学する心を青む活動を総合的 に推進するため、県内 5 ケ
生涯学習諌 所の施設を中心に、青少年科学教室、青少年科学グループ活動および青少年科
会議を行い、青少年の社会教育の振興を図る。
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都道府県等 事業名 部局名 事 業 内 容
大阪府 事業普及刊行物の発行 商工部 定期刊行物の発行に上り、産業技術の高度化の普及啓発を図る。
奈良県 工業試験場 「技術だ上り」の発行 商工労働部
奈良県 技術フォーラムの開催 商工労働部
鳥取県 技術情報相訣指導事業 商工労働部 1．工業試験場、食品加工研究所の一般公開2 ．記念講演会開催　3 ．技術相
訣他
山口県 トップセミナー （（財）山口県産業技商工労働部 （平成3 年度事業）地域科学技術振興基金創設記念事業として、 「新世紀産業フ
術開発機楕事業） オーラムi n 山口」を開催し、科学技術の振興に上る地域活性化の方策について
のフォーラムを行った。
福岡県 試験研究成果の広報 農政部 福岡県農業総合試験場研究情報システムの稼動 「農業関係試験研究成果」等の
刊行
福岡県 技術情報ふくおか 商工部技術振興 最新の技術情報や技術振興施策、工業技術センターの業務内容等に関する新 LV
情報を中4、企業に提供する発行部数5 5 ．0 0 0 諮県内中4、企業 公的就験研究
機関 市町村 各県
熊本県 水産業広報研修事業 林着水産部 県民に水産業に関する情報を提供し、普及に努める。
鹿児島県 新技術研究開発促進事業 企画部 工業、農林水産業、環境衛生の各分野の県試験研究機関が一堂に会し、県民をヌ・
新技術情報譲 象に科学技術の啓発普及を図るため、研究成果の展示会と発表会を行う。
鹿児島県 調べよう鹿児島の自然訪ねよう科学の教育委員会 科学に親しむ環境づくり
世界
京都市 染拭ニュース・発行 経済局染織試験場
京都市 業務報告 ・工拭ニュース発行 経済局工業試験場
北九州市 航空宇宙産業に関する講演会の開催 経済局企画調査 「航空機製造の実態と今後の開発動向について」 （財）日本航空複開発協会藤
航空宇宙産業研究会設立言己金講演会 氏
北九州市 航空宇宙産業に関する講済会の開催 経済局企画調査 「わが国宇宙産業の将来像とその波及効果」通商産業省宇宙産業課横田氏
宇宙産業セミナー 「ロケット製造技術の現状と課題」三菱重工業名古屋航空宇宙システム制作所
木氏
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表11「科学技術教育の充実」事業一覧
都 道府県等 事 業 名 部 局 名 事 業 内 容
北 海道 青少年 科学技術振 興事 業費補助金 生洗学習部 青少年 の 「創 意工夫 す る心」 を育成 し、創造力 の伸長 と発揚 を因るこ とを目的 と
する作 品展 （青少年 科学技術振興作品展） の開催 。
北海道青少 年科学技術振 興作品展　 全道展札 幌市　 地方展 1 4 カ所
青森 県 漁 業生産の担い 手育成 事業 水産部 漁村 青少年 を対象に組織 的な学 習及び交流 活動等 を行 う。
宮 城県 少年 科学活動促 進事業 教育庁 ・動物教室…泉ケ岳 に生 息する昆虫、野鳥 の生態観察 、分 類の方法及 び植物 との
つなが り
・種物教室…草本樹木 の観察 と分 類の仕方 、分 布 の調査
・地学教室…天体観測 と岩石 、化 石、地形 の観察
・野鳥教室…野鳥の生息 観察 、特徴調 べ、巣箱づ くり
・植物教室…蔵王周辺 の植物 採集 、分類 の仕方、押 し花 つ くり
・少年科学会議… グル ープ活動の まとめ、活動 の成果 の展 示や発表会
自然科学者の講演会
秋 田県 ・斎 藤憲三顛 彰会研 究助成 （民間 団体 （財 ）斎藤恵 三顛 理科教育振興の ため、4 、・中 ・高校 のグルー プ研究及 び教 員の個人研 究に対 し
彰会 成。
秋 田県 ・博物館教室 県立博物飽 小 ・中学生対 象の、 自然 に親 しむ活動。
秋 田県 ・植物 ウオーク ラリー 県立農業科学館 植物の紋察、展示等。
山形県 遊学 大学総合講座 総務部 1 国際社会 とテ クノロジ 　ー 2 生命科学への誘 い 3 明日を拓 く資源 と技術
一般 県民 を対 象 と して有料 で専門分野 で活躍 してい る講 師を招いて、講座 を闊
す る。
福 島県 中学校 ・高等学校 生徒 の科学技術論 文 県教育委員会 有為 な人材 の育成 を目的 と して、県 内の中学校 、高等学校生徒 を対 象 に、 人類 の
（野 口英世賞）募 集 生存 と福祉 に貢献 し得 る科学技術 の在 り方 や自然科学 に関す る研 究 を、論 文 ・
見 ・提言 として募集す る。
入 賞　 最僅 秀賞 （中学 ・高校 の個 人、共同各 1 点） 4 点優 秀賞 （中学 ・高校 の
人、共同 2 点） 8 点　 平成 3 年度応募 状況　 中学校 （個 ・共） 5 0 点 高校 （個 ・
共） 9 1 点
栃木 県 チ ビも総合科学館 運営費 県民生活部
群 馬県 少年科 学飼 事業 教育委員会 ・子供 たちの 「科学す る心」 を育 てるための科 学展示 と科 学実験、子供 たちの
と希 望 を育むプラネ タリウムを柱 として、特 に体験的 な学 習を重曹 して違営 して
い る。
群 馬県 青少 年科学活動促 進事 業 教育委員会 ・小 5 －中 2 の児 童 ・生徒 を対象 に県有施設 を利 用 しなが ら、自然 の観察 ・紋 ’
・実験等を行 う。
埼 玉県 生産学習県民 講座情 報イ臼寸応講座 教育 局 高度情 報化の進展 に伴 い、県民 の情 報機器 につい ての知譲 ・技術 の習掛 こ対 する
要求に応え るため、 「コン ピュー タ活用講座 ・パ ソコン実用 講座 ・ワープロ実用
講座 ・けんかつ ビデ オ制 作局 ・青少年 パソコ ン教室」 の 5 講座 を、財 団法 人埼
県県民活動総合 センターに委 託 して開講 した。
埼玉県 科学技術講演会 の開催 企画財政 部 埼玉県の未来 を担 う小 学校及 び中学校 の児童 ・生徒 の科 学技術への興味 と理解 を
高め、創造性豊かな少年少 女を育てるため、県下 の中学校 2 枚 におい て科 学技ノ
講演会 を開催 した。
千葉県 教育 センター運営事業 学枚教育 部 4 、・中 ・高理科 ・工業研 修 2 5 講座
視聴覚 センター研修 ・研 究 ・教材整備
情報教育 センター研修 ・研究 ・教材整備 ・運営費 等
千葉県 教育用 コン ピュータ整備事業 学枚教 育部 高校 1 0 枚 4 6 台／枚 整備
千葉県 理科教育等 設備 整備事業 教育庁 理科教育振興法 に基 づ く補 助事業
千葉県 現代産業科 学館 （仮称） の建 設推進 教 育庁
千葉県 高等学枚 開放 誅座 教育庁 「だれにでもわかるパ ソコン教室」 （千葉工業 高） ・パソコ ンの機 能及 びコ ン
ビュータプログラムの仕組み ・簡単 なB A S I C プログラム ・コン ピュー タの
様 々な利用 （ワープロ、 C A D 製臥 コンピュータ製鞠 に上るロボ ッ ト操作）
「バ イオテクノロジーの基本 」 （山武農業高） ・培地づ く り　 無菌操 作
「コンピューター講座 」 （茂原工業高） ・パソ コンの機 能及 びコン ピュー ター
ログラムの仕組 み ・BA SIC プ ログラ ミング ・グ ラフィ ック、 ファイル処理 、
M S－D O Sの初 歩
「バ イオテクノロジー講座」 （安房農業高） ・バイ オテクノロジーの理解 ・植
組織培 養の実験 ・培 地 の成分 と調整 ・無菌操作 、茎頂培養 、生 長点培養 ・暖地
芸試験場見学
「バ イテク講座」 （君 津農林高） ・バイ テクの実態 ・組織培 養の理論 と方法 ・
養液 の作 り方 ・成 長点の摘出 ・分株 ・増殖方法 ・培養方法
神奈川県 青少年科学 活動推進事業 県民 部 科学実検公 開、青少年 センター体験活動事業等 を行 う。
神奈川県 情報教育研修 会事業 教育庁 普通科高校 におけ るパ ーソナル ・コンピュータ整備予定彼 の教員 を対 象 に研修 を
実施。
神奈 川県 高等学校情 報教育推進事 業 教育庁 普通科 高校全校 に各 1 台教科指導用 のパ ーソナル コンピュータを整備 す る （2
皮分 2 0 台）
神奈 川県 截業教育 設備 整備事業 教育庁 情 報化社会 に幅広 く対 応で きる截 業教育 を推 進 してい くための設備 整備
一185一
都 道府 県等 事 業 名 部 局 名 事 業 内 容
新 潟県 市町村基盤 整備 事業青少年 科学活動促 教 育庁 市 町村 が行 う、生涯学習の推進 を図 るこ とを目的 とす る事業 の うち、小 ・中学
進 事業 を対象 とした科学 に関す る教室 （1 教室 1 0 名准 度で、年 2 0 時間以上、 3 枚
以上 開催 ）、その成果の発表会 と しての フェステ ィバル を行 う。 とい う条件 を．
た してい るものに対 しては、その経費 の 3 分 の 1 を県が負担 する もの。補助金の
堺 は、最低 1 0 万円か ら、最高 3 0 万 円 となってい る。
富山県 新栽 培漁業対象種 開発研究 農 業水産部 水産 高等学校生徒 の栽培漁業実習。
富 山県 青少 年科学活動促 進事業 教 育委員会 2 市 町に 「科学教室」 「科学グルー プ」 の開設 を委託 し、各 々 4 教室 ・4 グルー
ープで活動。県 と して、科学 フェス ティバ ル を開催 し、講済 ・活動発表、施設
学 を行 う。
愛知県 高等 学枚 鞋業教育技術 認定事業費 教 育委員 会 県内 の高等 学校 及 び盲 ・聾 ・養護学校 の高等部に在 学す る生徒 を対 象に、紙業
格 の取得 を通 じて技術 ・技能に習熟 し、学 習意欲 を高め、 目的意識 を持 って充
した学校生 活を送 るための顕 彰 ・技 術検定。顔 彰該当者 10，215人、技 術検 定合格
者8，778人
愛知県 高 等学校 開放講座 教育 委員会 学校教育 に支障の ない範囲で高等学枝 の教 育機 能を地域社 会 に閉放 し、知議 ・
能及 び教 養に関す る学習機会 を提供 する。 ・パ ソコン講座愛知工 業高 を始め 6
・ワープロ講座 岩倉高校始め 3 枚
愛知県 県民 大学開設費補 助金 （大学 開放 講座 教育 委員 会 大学、高 等学校 、専修 ・各種 学校 の もつ教育機 能を開放 し、 専門的、技術的な内
容 につ いて絶 技的に学習で きる講座 の開設 ・ワープロ講座 名 古屋情 報経 理専門
学校 ・ワー プ ロ ・パソコ ン講座 三河高等学枚 ・パ ソコ ン講座享栄 高等学校
愛知県 産業 教育指導賛 （情 報処 理技術教育等 教育委月 会 県立高等学校 の職業教育 担当教員等 に対 し、情 報処理技術 教育等研修 を実施 し、
研 修 費） その資質 の向上を図 る。
三重県 科学 技術教育棟運 営事 業 教育委員 会 ・科学技術教育 に関す る専門的事項の調査 ・理科及 び技術家庭 科担当教職員対
象の研修 科学技術研修講座 3 7 講座
三重県 天体 観測研 修会 教育委員 会 ・天体 に関す る基 復的学習天体 紡潮 （l 泊 2 日） ・小 中高校生、 一般対 象
三重県 ウイ ンターチ ャ レンジ 教育委員 会 ・大 自然 の中での体験学習 （2 泊 3 日） ・小 4 年 以上、中 ・高校生対象
三重県 9 0 少年 チ ャ レンジスクール 教育委員 会 ・野外活動等 にチ ャレンジ し、自然 への理解 を図る （3 泊 4 日）
・小 5 － 6 年生 、中 1 ～ 2 年生対 象
滋努県 青少年科 学活動促進事業 教育委員 会 4 、・中学生 を対象 に、科学す る心 を育む活動 を総合的 に推 進す るため、県 内 5 ケ
所の施設 を中心 に、青少年科学教室 、青少年科学 グループ活動お よび青少年科
会議 を行い、 青少年 の社会教育 を図 る。
滋責県 青少年 科学施設検討調査 教育委員会 青少 年の科学的 なものの見方 、考 え方を養い、科学 の進 歩 を通 して人 間の尊さ、
神秘、感動、夢 を育てるため、宇宙 の科学等 にポイン トをおい た体験学 習の可
な夢のあ る施設 の整備 を目的 と して、先進地視察や資料 の収集 を行 な う
大阪府 大阪府 学生科学賞 教育委員会 大阪府内の小学枚 ・中学枚 ・高等学枚 ・養護教育 諸学枝 の児童 ・生徒 の科 学研究
を奨励す るため、理科学 習に基復 を置 く研 究、製作品等 の科学研究作 品の募集 を
行い、 これ を公 開展示 するとともに優 秀作品 を表 彰す る。
大阪府 科 学教育 セ ンター研究調査 費 教育委員会 学校 教育 に関す る専門的、技術 的事 項の研究調査
兵庫 県 普及 ・教育体 制の整備「私立学校 の科学 総務 部 私立学校 の振 興助成
技術 教育 の支援
兵庫 県 普及 ・教育体 制の整備 情 報教育 の推進 教育 委員 会 特色あ る高校教 育推進の一環
兵庫 県 普及 ・教育体制 の整備上県立高校の情報 教育委員 会 特色あ る高校教 育推進の一環
関係学科 等の充実
兵庫県 普及 ・教育体制 の整備 ニュー メデ ィア 教育委員会 C A I 教材 、映像教材 の開発
教 育 の推進
徳 島県 青少 年科学 活動促 進事業 教育委員 会 天文、植物等 コース別に分 け、児童 、生徒 の現 地観察 等の活動 に対 しての促進を
図 る。
香 川県 天文教室 教育委員会 宇宙への関心 と理解 を淀めるために科学的 な自然 観を養い天体観測 の技能 を研
す る。対 象 は小 ・中学生とその保 護者で 1 5 組 の親 子が参加
香川県 星 を見 る会 教育委員 会 星座の観察 とスケ ッチ等天体 に親 しむ。対象 は同上であ り、 2 回実施 し、 1 1 6
人が参加
香川県 天 体観測実技 講習会 教育委員会 星座 を観測 し、写真撮影技 能の向上 を図 る。対象 は同上で あ り、 2 回実施 し、の
ペ 1 1 6 人 が参加
香川県 理科系 クラブ合同研修会 教育委員 会 高校の理科系 クラ ブ員 とO B を対 象 に合 同で研 修 をす る。 5 8 人が参加
愛媛県 青少 年科学 活動推進事業 教育委貞 会 この事業 は、青少 年が 自然科学につい て健全 な興味 を持ち 、自己 を啓 発す ること
に 上 り、思考力 ・創造力 ・表現力 を高 めるこ とを目的 と して実旛 す る。 1 え ひめ
少年 自然教室 の開設 （小 5 、 6 年生、県下 5 教 室、 1 教室 1 0 人程 度、年間 2 0
時間） 2 えひめ少 年科学技術 活動グル ープの育成 （上記終 了者 、県下 5 グルー
1 グル ープ 1 0 人程度、年 間 2 0 時 間） 3 え ひめ青少年科 学会 議の 開催 （成
発表、作品展示 、講演）
愛媛県 生 渡学 習セ ンター事業運 営費 （コ ミュ 生活文化 総室 生涯学習 センターに おいて開催 してい るコ ミュニテ ィ ・カ レッジの中 に、 「産
ニ チ イ ・カ レッジ開催 費） 技術講座」 、 「自然探求講座」、 「愛媛 の産業」、 「愛媛 の風 土」等 の科学技‘
教育 に係 る誅座 を設 けてい る。
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高知県 青少 年 自然体験促進事業 教 育委員 会 地域の教育力 を活用 し、特 定の興味、関心 を自発的 、継続的 に追求でき る社会
音 の特性 を生 か し、青少年 に科学する心 を青 む活勤 を推進す る。 （科学教 室の
投、青少年科学会 議の開催 等）
福 岡県 青少 年科 学活動促 進事業 教育委員 会 少年科学教室 （5 教室） 、青少 年科学 のつ とい、青少年 科学活動促 進連絡会 譲の
開催
福 岡県 青少 年科 学飴運営費 教 育委員 会 青少年の科学へ の関心を高め、豊かな知 性 と創造性 に満 ちた人材 を育成 す るため
青少年科学館 を設置 し、その運営 を行 っている。展示 物 1 0 8 項目、プラネ タリ
ウム等
佐貿県 青少年 科学活動促進事業 教 育庁 青少年の科学 に関す る興味 、肺心を育む ことを目的 として、 フ ィール ドワー クを
中心 と した課外 活動のコース を設定
大分県 大分 少年 少女発 明 クラブ 商工労働 枝光 部 ・小学校 4 － 6 年 の児童 を対 象 （定員 4 0 名） と して、学枚 環境 を離れた集団の
中で、工作活動 な どを行 うこ とに 上り、科学的発想 に基 づ く生 活態度 を育成す る
とともに、創造性 豊かな人 間形成を図 るもの。
鹿 児島県 生涯学 習県民大学 教 育委員 会 ・県立学校 や教育横側 等に 「生涯学習県 民大学」 を開設 し、全県 的に学 習機会 の
提供 を行い、県民 の生 きがいのあ る人生 設計及 びす こヤかな嬉土づ くりの促 進に
資す る。講座 の開設数 3 1 講座　 うち科学技術 教育 に関す る誅座 敷 1 0 講座
主 な内容　 ワープロ ・パ ソコ ン ・ビデオ耐作 1 0 講座 の捨 実施時数 3 7 5 時 間
1 0 講座 の参加実人員 3 4 9 人
鹿 児島県 「星 と野鳥 」に語 りかけ る親子 のつど 教育委員会 ・期 日等 年 3 回 （1 泊 2 日）対 象 小 ・中学生 と保 護者 内容 星座観察 ・野鳥観
い 察 ・スケ ッチ等
鹿 児島県 スター ウオ ッチ ング ・イ ン赤崎 教育委員会 ・期 日等 年 3 回 （1 泊 2 日）対 象 県民 一般 内容 夏冬 の星座観察 ・野外活動等
鹿 児島県 パ ソコ ン入 門講座 教育委員会 ・期 日等 年 5 回 （2 E】間） 対 象 県民一般 （1 6 歳 以上）内容 パ ソコンの起動
と基本操作 、簡単 なグラフィ ック機能、 プ ログラムの作成等
鹿児 島県 や さ しい ビデオ教 室 教育委月会 ・期 日等 年 2 回 （2 日間） 対象 県民 一般 （1 6 才 以上） 内容 ビデオカ メラに
上る撮影法 、簡易ぷ集作品作成
鹿児 島県 調べ 上 う鹿児 島の自然 教育委員会 ・期 日等 年 3 回 ・対象 一般県民 ・内容 身 近な自然 の名前調 べ、分布 調査
鹿 児島県 訪ね よ う科学の世界 教 育委員 会 ・期 日等 年 1 9 3 回 ・対象 一般県民 ・内容 科 学教室、科学 映画教室、バ ソ
コン教 室、天体観察会他
沖縄 県 高等 学枚 開放県民 講座 教育委員会 県立高等学校 が持 ってい る人的 ・物的教 育機 能を一般 に開放 して、広 く県民 に
習横合 を提供 す る事業で、生涯学 習推進 事業の一環 と して実施 。
川 崎市 成人 学校 教育委月余 環境、資源 、先 端技術、 自然観察等に関 す る8 講座 。
川 崎市 市民 大学 講座 教育委員会 環境、エコ ロジー、 3 講座。
川崎 市 情 報．活用 能力育成 講座 教育委員会 コンピュー タを中心 と した情報化 に関す る講座 （3 講座）。
仙台市 展示教 育事業 教 育局科 学餌 常設展示、特別展示 、企画展示 の実施
仙 台市 生涯学 習事業 教育局科 学鰯 自然観察会 、科学教室、科学映 写会等 の開催
仙 台市 広溝川 自然 博物 閲事業 教育局科 学館 広瀬川の自然観察会、広瀬川遊 歩道整備
京都市 セ ンター学習 教育委員会 ・実験場 ・展示場 ・プラネダ リウム等鶴 設 を利用 した学 習指 導 を行 う。
京都 市 市民 科 学事業 教育委月 会 ・展示場 ・プラネタリウム ・屋外 囲等 を広 く市民 に公 開 し、生 涯学習 の実践 の ．
と して提供 す る （有料） ほか 、科学 に関す る講演会や講座等 も実施 してい る。
大阪市 市立科 学鮨運営事莱 教 育委員 会事務局 「宇宙」 と 「エネルギー」 を メイ ンテーマ と して、次代 を担 う青少年 に科 学 と
しむ心 を育み、 また、生 涯学習の場 としての役割 を果 たす ことを目的と してい る
運営は財 団法人 に委 託 している。
北九州市 児童文化 科学條展 示備品整備 事 業 教育委員 会 児童文化の向上 と、科学教 育の振興を図 るため展示偏 晶の整備 を行 う。
理工館の天文鰯 の展示 品の充実 児童生徒 の基礎 学習情報 セ ンター と して位置づ
ける。遊 びを取 り入 れた参加 体験型学習施設 と して整備 す る。
北九州市 児童文化 科学館 各種事業 教 育委員 会 青少年の科学教 育の向上を図 るため、各種事業 を行 う。ふれあ い天文教室 、サイ
エ ンスシ ョーな ど。
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（別　鴇）
不斗学技羽音関係経事畦の作成日こつヽヽて
1、質問は、全部で24間です。
2、作成は、以下の翼領でお願いいたします。
（1）本調査は関係部周が枚数にまたがるため、まず、担当窓口を碓足し
て下さい。
（2）次に、羊の碓定した担当窓口から関係部周へ調査表を配布し、回収
して下さい。
（3）さらに、担当窓口で調査寂をとりまとめた後、科学技術政第研究所
へ氾人済みの綱査裏を返送して下さい。
3、調査泉の各質問は、選択形態及び記入形態の2つから成り立っていま
す。
（1）まず、選択形腿の質問に対し答えて下さい。
（2）選択形態の質問については、YESかNO（または計画中）のいず
れかで答えることができます。核当する方を○印で囲んで下さい。
（3）NOと答えた場合、これ以上の作英をする必翼はありません。
（4）YES（または計画中）と答えた場合、YES（または計画中）と
答えた部局は記入形態の質問についても様式に従い答えて下さい。
（5）記入形鰭の質問に答える際、回答が枚数の質問に皿接する場合には
郡其概史の欄に「＊闇00と延紋計上」と記入して下さい。
4、なお、都道府及び政令指定都市におかれましては、貿間中の「県」を
「都道府」及び「政令指定都市」と抗み換えて答えて下さい。
●調査表の質問に答える前に、窓口担当者について妃入して下さい。
都遣肘県名
都道府県庁所在地
窓口担当者 部班名 ：　　　　　　　 氏名 ：
増結番号 ：
男昼間－男誼
【闇1］封爪には公役の試軟研究機閲がありますか。
【偶2］封県には理科系の学部を持つ公立大学や公立戯其短大など理科系
の公立の高等教育研究機関がありますか。
【偶3】出典では公立病院等の医療機関の研究に補助を行っていますか。
【閏4］封県が出えん又は出資して設立した財田法人又は第3セクターの
研究機関がありますか。
【聞5】虫県には自然科学系博物館がありますか。
【聞6］平成2年4月現在で、封県において公役試験研究機関の再編整相
計画を検肘していますか。
【聞7】封照が出えんして設立した研究開発を支援する財団法人はありま
すか。
【聞8］封県には、科学技術の振興を目的とした基金がありますか。
【間9］封県は、国の研究機関等（公益法人も含む）に対して拠出金や分
担金を支払っていますか。
【聞10プ班県は、地元企業が行う技術の間発や高度化を支捜しています
か。
【間11】封県は、研究開発型企業の紡数や育成を支援していますか。
【槻12］封典では、地元企炎に対する技術相談や指都を行なっています
か。
【偶13】頁県では、産学官の共同研究の実施など、産学官の研究交坑を
推進していますか。
【間14】費県には、県内の研究者が利用できる国全体や他県など県外か
らの科学技術傭報を提供するシステムがありますか。
【冊15】頁県では、只其孤交流に対する支援など民間における研究交流
を促進していますか。
［間16〕貴県では、苛少年教育や生涯教育等の分野で科学技術教育の充
実に努めていますか。
〔闇17】葺県では、技術研修の実施や職業能力の開発など専門的技術分
野における人材の育成に努めていますか。
〔閥18］封県では、若手研究者（35才以下）の育成のために特別の地
質を綱じていますか。
【田119〕畳県では、科学技術の分野における国際交流を推進するための
拠点を盤俳していますか。
【聞20〕貴県では、外国人研究者の受け入れに当たって、僅削持田や支
班措憶を網ずるなど科学技術の分野における国際交流を推進し
ていますか。
【闇21】科学技術に関する県行政を総合的に推進していますか。
【闘22】畏典では、県民に対し、県科学技術行政に関する馳解の朗成を
図っていますか。
【問23］畏県には、科学技術研究班補助金や科学技術振興調整錐のよう
な研究開発を促進するための制度がありますか。
mII24】貴県では、特定の行政分野における技術盟瀾（例：高齢者や陣
宙者を考慮し、住居内に適した串いすやリフト付きバスの開発
研究）を解決するための刑査研究を実施していますか。
（別　紙）記入に当たっての注意事項（間3、闇4及び問5に囲迎して）
【聞1】頁県には公設の試験研究機関がありますか。ある場合にはYES、ない場合にはNO。
YE S NO
●　YESの場合には、貴県試験研究機関の平成2年度決算額を以下の表に記入して下さい。
なお、内訳については下記の注意沓きを参考にして下さい。
・県試験研究機曲に係る経柴について
試験研究機関名 所管部局 平成2 年度 内　　　　　　　　　　　　　　 訳 備　　　　　 考
決算槻 人件費　 維持運営焚　 試験研究栗　 指導普及費　 施設整備柴　 庁舎改修貨
千円
合　　 計
??????
?????
??
??
?? ??? ? ?? ：職員の給与、非常勤職員の和酬等
：庁合及び軍両の維持運営、光熱水見、安全衛生の出川並びにその他の猪経費をいう。
：研究管理（図替、学界参加、会講開催）、経常・特定・共同及び受託の調査研究、依頼試験・検査並びに委託試敬業務等の柴用をいう。
：技術の指導・相談、情報提供、市町村職員等研修及び宣伝等の出川をいう。
：比較的大型の共益的な試験研究設備・施設の整備及び試験機器更新補修の費用等をいう。
：庁合改修工耶及び船舶更新補修等の費用をいう。
【問2】貴県には理科系の学部を持つ公立大学や公立農業短大などの理科系の公立の高等
教育研究機関があり　ますか。ある場合にはY E S、ない場合にはN O。
Y E S N O
●　　Y E Sの場合には、その名称、平成2年度の県からの財政支出額を以下の表に記入し
て下さ　い。
なお、公立の総合大学については理科系学部に対する財政支出について計上して下さ
い。
・公立の理科系の高等教育機関に対する県からの財政支出について
公立高等教育機関
名　　　 称
所管部局 平成2 年度
財政支出額
内　　　　　　 訳
千円
〔問3】貫県では公立病院等の医療機関の研究に補助を行なっていますか。行っている場
合にはY E S、行っていない場合にはN O。
Y E S N O
●　　Y E Sの場合には、以下の質問項目に記入して下さい。
なお、記入に当たっては別紙「記入に当たっての注意事項」を参考にして下さい。
・公立病院等医療機関の研究に対する補助金額について
（1）研究巽補助額（平成2年度決算額）について
総　　　　額　①＋②＋③＋⑥
人　件　巽（り
原　材　料　巽　②
有形固定資産の購入費　③
内　土地・建物など
機械・器具・装置など
訳　その他の有形固定資産
その他の経費　◎
（2）性格別研究費補助額（平成2年度決算額）について
捻　　　　 額　①十②＋◎ 千円
基礎研究費　① 千円
応用研究費　◎ 千円
開発研究費　③ 千円
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【聞4］貴県が出えん又は出資して設立した財団法人又は第3セクターの研究機関はあり
ますか。　ある場合にはY E S、ない場合にはN O。
Y E S  O
●　　Y E Sの場合には、その名称、投立年月、基金額（うち県負担）又は資本金（うち県
負担）及び県の所管部局を記入して下さい。
名　　　 称 ：
設立年月 ：
基金額 （うち県負担） ：
又は
資本金 （うち県負担） ：
県の所管部局 ：
●　　さらに、以下の質問項目に記入して下さい。
なお、記入に当たっては別紙「記入に当たっての注意事項」を参考にして下さい。
・地方自治体が管轄する研究芙務を行なっている財団法人、第3セク　ターに対する出ん金、
出資金及び補助金額について
平成2 年度支出総額 千円
ここでは、研究のためである　と否とを問わず、当該研究機関全体への出えん金、出資
金及び補助金を記入して下さい。
額（平成2年度決算額）
手手‾車；二義＿手▼E＿‾ニー＿
（3）性格別研究費補助額（平成2年度決算額）
捻　　　　 額　 ①＋②＋⑧ 千円
基礎研究費　① 千円
応用研究費　② 千円
開発研究賀　◎ 千円
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【閏5］貴県には自然科学系博物館があり　ますか。ある場合にはY E S、ない場合にはN
O、計画中の場合は計画中。
Y E S　　　　　　　計画中　　　　　　　　　N O
●　計画中の場合には、その名称と設立予定年を記入して下さい。
名　　　 称 ：
設立予定年 ：
●　　さ　らに以下の質問項目に記入して下さい。
・自然科学系博物館の建設に係る調査費、設計巽、用地取得賀、推進費等について
事　　　　　　 項
（事業名）
所管部局 平成2 年度
決算額
事　業　概　要
千円
●　　Y E Sの場合には、　その名称、設立年月を記入して下さい。
名　　　 称 ：
設立年月 ：
●　　さらに以下の質問項目に記入して下さい。
なお、記入に当たっては別紙「記入に当たっての注意事項」を参考に　して下さい。
・自然科学系博物館の研究に係る経費について
平成2 年度支出総額 千円
ここでは、研究のためであると否とを問わず、当該機関全体の支出捻額を記入して下
さい。
（2）研究黄補助額（平成2年度決算額）
総　　　　額　①＋②十③十⑥
人　件　費　①
原　材　料　費　②
有形固定資産の購入貸（診
内　土地・建物など
機械・器具・装置など
訳　その他の有形固定資産
その他の経費　⑥
??????????
（2）性格別研究費（平成2年度決算額）
総　　　　 額　 ①十②＋⑧ 千円
基礎研究費　 ① 千円
応用研究費　 ② 千円
開発研究費　◎ 千円
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【問6】平成2年4月．現在で、貪県において公設試験研究機関の再編整備計画を検討して
いますか。検討している場合にはY E S、検討していない場合にはN O。
Y E S N O
●　　Y E Sの場合には、事業名、平成2年度決算額等を以下の表に記入して下さい。
・公設試験研究機関の再編整備計画に係る調査巽、設計巽、用地取得巽、推進貨等につい
て
事　　　　　　 項
（啓美名）
所管部局 平成 2 年度
決算額
事　 業　 概　 要
千円
一一194－
〔問7】貴県が出えんして設立した研究開発を支援する財団法人はあり　ますか。ある場合
にはY E S、　ない場合にはN O。
Y E S N O
その名称、設立年月、基金額（う　ち県負担）及び県の所管部局を記
名　　　 称 ：
設立年月 ：
基金額 （う　ち県負担） ：
県の所管部局 ：
●　　さらに、事業名、平成2年度決算額等を以下の表に記入して下さい。
・地方自治体が管轄している研究開発を支援している財団法人に対する地方自治体からの
出えん金及び補助金について
事　　　　　　 項
（事業名）
所管部局 平成2 年度
決算額
事　業　概　要
（基金造成）
（補助）
千円
・当該財団法人の事業予算について
事　　　　　　 項
（事業名）
所管部局 平成 2 年度
決算額
事　 業　 概　要
千円
【問8】貪県には、科学技術の振興を目的とした基金がありますか。ある場合にはY E S、
ない場合にはN O。
Y E S N O
●　Y E Sの場合は、その基金の名称、基金額及び実施する事業等を以下の表に記入して
下さい。
・科学技術の振興を目的とした基金について
基金の名称 所管部局 基金額 基金を活用して
（目標基金額） 実施している事業の内容
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【問9】貴県は、国の研究機関等（公益法人も含む）に対して拠出金や分担金を支払って
いますか。支払っている場合にはY E S、支払っていない場合にはN O。
Y E S N O
●　Y E Sの場合は、事業名、平成2年度決算額等を以下の表に記入して下さい。
・国の研究機関等（公益法人も含む）に対する拠出金や分担金について
事　　　　　　 項
（事業名）
所管部局 平成2 年度
決算額
事　業　概　要
（拠出金）
（分担金）
千円
【問10】寅県は、地元企業が行う技術の開発や高度化を支援していますか。支援してい
る場合にはY E S、支援していない場合にはN O。
Y  S N O
●　Y E Sの場合は、事業名、平成2年度決算額等を以下の表に記入して下さい。
・民間の新技術の開発や技術の高度化に対する支援事業に係る経費について
事　　　　　　 項
（事業名）
所管部局 平成2 年度
決算額
事　業　概　要
千円
【問11】責県は、研究開発型企業の誘致や育成を支援していますか。支援している場合
にはY E S、支援していない場合にはN O。
Y E S  O
●　　Y E Sの場合は、事業名、平成2年度決算額等を以下の表に記入して下さい。
・研究開発型企業の誘致や育成に対する支援事業に係る経費について
事　　　　　　 項
（事業名）
所管部局 平成2 年度
決算額
事　業　概　要
千円
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【間12］貴県では、地元企業に対する技術相談や指導を行なっていますか。行っている
場合にはY E S、行っていない場合にはN O。
Y  S  O
●　Y E Sの場合は、事業名、平成2年度決算額等を以下の表に記入して下さい。
・民間に対する技術相談や指導事業に係る経男について
事　　　　　　 項
（事業名）
所管部局 平成2 年度
決算額
事　業　概　要
千円
〔問13］貫県では、産学官の共同研究の実施など、産学官の研究交流を推進しています
か。推進している場合にはY E S、推進していない場合にはN O。
Y E S N O
●　Y E Sの場合は、　その事業名、平成2年度決算額等を以下の表に記入して下さい。
（なお、産学官の共同研究については経常研究費以外で実施したものについて記入して
下さい）
・産学官の研究交流に係る経費について
事　　　　　　 項
（事業名）
所管部局 平成2 年度
決算額
事　業　概　要
千円
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【問14】貴県には、県内の研究者が利用でき　る国全体や他県など県外からの科学技術情
報を提供する　システムがあ　り　ますか。　ある場合にはY E S、ない場合にはN O。
Y E S N O
●　　Y E Sの場合は、事業名、平成2年度決算額等を以下の表に記入して下さい。
・科学技術情報の提供に係る経巽について
事　　　　　　 項
（事業名）
所管部局 平成2 年度
決算額
事　其　概　要
千円
【問15】貴県では、異業種交流に対する支接など民間における研究交流を促進していま
すか。　促進している場合にはY E S、促進していない場合にはN O。
Y E S N O
●　　Y E Sの場合は、事業名、平成2年度決算額等を以下の表に記入して下さい。
・異業種交流に対する支援など民間における研究交流の促進に係る経費について
事　　　　　　 項
（事業名）
所管部局 平成2 年度
決算額
事　業　概　要
千円
【間16】貪県では、青少年教育や生涯教育等の分野で科学技術教育の充実に努めていま
すか。努めている場合にはY E S、努めていない場合にはN O。
Y E S N O
●　Y E Sの場合は、事業名、平成2年度決算額等を以下の表に記入して下さい。
・科学技術教育の充実に係る経費について
事　　　　　　 項
（事真名）
所管部局 平成2 年度
決算額
事　業　 概　 要
千円
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〔問17］貴県では、技術研修の実施や職業能力の開発など専門的技術分野における人材
の育成に努めていますか。努めている場合にはY E S、努めていない場合にはN O。
Y E S N O
●　　Y E Sの場合は、事業名、平成2年度決算額等を以下の表に記入して下さい。
・専門的技術分野における人材の育成に係る経貨について
事　　　　　　 項
（事真名）
所管部局 平成2 年度
決算額
事　業　概　要
千円
【間18】貪県では、若手研究者（3　5才以下）の育成のために特別の施策を討じていま
すか。詐じている場合にはY E S、討じていない場合にはN O。
Y E S N O
●　Y E Sの場合は、事業名、平成2年度決算額等を以下の表に記入して下さい。
・若手研究者の育成に係る繕巽について
事　　　　　　 項
（事業名）
所管部局 平成2 年度
決算額
事　業　概　要
千円■
【間19】貸県では、科学技術の分野における国際交流を推進するための拠点を整備して
いますか。整備している場合にはY E S、整備していない場合にはN Oo
Y E S N O
●　Y E Sの場合は、事業名、平成2年度決算額等を以下の表に記入して下さい。
・科学技術の分野における国際交流拠点の整備に係る経費
事　　　　　　 項
（事業名）
所管部局 平成2 年度
決算額
事　業　 概　 要
千円
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【間2　0】貴県では、‘外 ?
????
?
????????????????
など科学技術の
にはY E S、推
Y E S
?
??????????????????????
?
????????????
●　　Y E Sの場合は、事業名、
・科学技術の分野における昆日課
????????????
?????????
の表に記入して下さい。
つ　い　て
事　　　　　　 項
（事業 名 ）
所 管 部局 平 成 2 年 度
決算 額
事　 業　 概　 要
千 円
【問21】科学技術に関する県行政を捻合的に推進していますか。推進している場合には
Y E S、推進していない場合にはN O。
E S N O
●　　Y E Sの場合は、事業名、平成2年度決算額等を以下の表に記入して下さい。
・総合的な科学技術行政の推進に係る経寅について
事　　　　　　 項
（事業名）
所管部局 平成 2 年度
決算額
事　 業　概　 要
千円
一一　2α〕－‥
〔問22】貫県では、県民に対し、県科学技術行政に関する理解の崖成を図っていますか。
図っている場合にはY E S、図っていない場合にはN O。
Y E  N 
●　Y E Sの場合は、事業名、平成2年度決算額等を以下の表に記入して下さい。
・科学技術行政の普及啓発に係る経費について
事　　　　　　 項
（事業名）
所管部局 平成2 年度
決算額
事　業　概　要
千円
【間23〕責県には、科学技術研究費補助金や科学技術振興調整巽のような研究開発を促
進するための制度があり　ますか。ある場合にはY E S、ない場合にはN O。
Y E S N O
●　　Y E Sの場合は、事業名、平成2年度決算額等を以下の表に記入して下さい。
・科学技術研究費補助金や科学技術振興調整費のような研究開発を促進する補助金につい
て
事　　　　　　 項
（事業名）
所管部局 平成 2 年度
決算額
事　 業　 概　 要
千円
〔問2　4】貴県では、特定の行政分野における技術課題（例：高齢者や障害者を考慮し、
住居内に適した車いすやリ　フト付きバスの開発研究）を解決するための調査研
究を実施していますか。実施している場合にはY E S、実施していない場合に
はN O。
Y E S N O
●　　Y E Sの場合は、事業名、平成2年度決算額等を以下の表に記入して下さい。
・委託研究突、調査研究費（研究開発のための事前調査も含む）、実証試敦賀、パイ　ロ　ッ
ト　プラント及びプロト　タイ　プ（商業上のコ　ピーは含まない）の設計、製作、試験に要す
る経費
事　　　　　　 項
（事業名）
所管部局 平成 2 年度
決算額
事　 業　 概　 要
千 円
調201肩
（別　　　紙）
記入に当たっての注意事項（閏3、間4及び閏5に関連して）
1、研究貨の経理上の区分
研究賓に関しては経理上研究賓の項目　と　して計上されていない場合でも、研究のために
使用　した経費を分離して記入して下さい。　また、現物収入叉は現物支出の場合には、時価
に評価して含めて記入して下さい。
2、研究奨補助額
1年間分の研究貸補助を記入して下さい。　なお、研究部門と他の部門とに分けて算出す
る　こ　とが困難な場合には、あん分して金額を算出　し記入して下さい。
（1）人件翼
・研究関係の従事者に対して1年間に支払った給与（基本給、措手当、賞与等で定期・臨
時に支払われたもの）の総額（所得税、地方税、保険料などを差し引　く前の総額であって、
いわゆる手取り額ではない。）のほか、退職金、研究所が負担する社会保険料などを含め
たものをいいます。　ただし、研究以外の業務に従事する従業者の分は含めません。
（2）原材料異
研究のために要した主要原料費、主翼材料異、補助材料柴、部分品貨、試作品異などを
含めた総額をいいます。
（3）有形固定資産の購入史
研究に必要なすべての有形固定資産をいいます。
○土地・建物など…………土地、建物（付属設備を含む）、構築物、船舶、航空機
○機械・器具・蓑田「など…耐用年数1年以上でかつ取得価額が2　0万円以上の機械、装置、
車両、その他の運搬具、工具、器具及び備品
○その他の有形固定資産・・・建設仮勘定など
（4）その他の経黄
研究のために要した図書費、光熱水道貨、旅黄、通信費、保険料、事務費、消耗品費、
印刷柴などを含めた総額をいいます。
なお、記入に当たっては、企業会計原則を参考に記入して下さい。
3、性格別研究費
研究費補助の総額を研究の畦格によって分類し記入して下さい。区分は原則として研究
テーマごとに行ないますが、それが困難な場合には、研究者又は研究室ごとに分類しても
差し支えあり　ません。
なお、この項目は特に研究者の意見を参考に記入して下さい。
また、基礎医学は基礎研究に、臨床医学は応用研究に分類して下さい。
一般的な定義は次のとおりです。
基礎研究
特別な応用、用途を直接に考慮することなく、仮説や理論を形成するため叉は
察可能な事実に関して新しい知識を得るために行なわれる理論的叉は実証的研
す。
応用研究
基礎研究によって
????
???????
?????????「????????????
?
????????????
????????????????????????????．?????????????????????
?????
??
??
??
????
??
?? ?????????????
?
???????????
?
?
＿??? ??????
?
?????????
???????????????????
??
?
??? ??
公役ま武験研究裾線関対象
「地域科学技術振興もこおもナる地域資源の
有効活用iこ関する調査研究」lこ「＝＞1しヽての
アンケ－　ト都司査集計結果
社団法人
科学技術とこ経済の会
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P2．貴研究機関の設立年月をお答え下さい。
設立 年 月 件　 数 ％
1945年 以 前 173 36．73
1945　 ～ 1949 33 7 ．01
1950　 ～1954 33 7 ．01
1955　 ～ 1959 24 5 ．10
1960　 ～ 1964 42 8 ．92
1965　 ～ 1969 34 7 ．22
1970　 ～ 1974 46 9 ．77
1975　 ～ 1979 22 4 ．67
1980　 ～ 1984 31 6 ．58
1985　 ～ 1989 25 5 ．31
1990年 以 降 8 1．70
合　 計 471 100 ．00
無 回答 1
T3．貴研究機関は下記のどの分野に属しますか。
（複数回答）
所 属 分 野 件　 数 ％
1 ．保 健 ・環 境 系 90 18 ．79
2 ．農 林 水 産 系 2 87 59 ．92
3 ．工 業 系 90 18 ．7g
4 ．そ の 他 12 2 ．51
合　 計 4 79 100 ．00
対 象 件 数 4 72
【間1】　貴研究機関の職貞構成について以下の表にお答え下さい。（1980年度及び1985年度以降に
設立された研究機関につきましては該当するところにのみご記入下さい。）
1．全職員数
」＿」 嬰 0年度 1985年 度 1990年 度
人　 数 件 数 ％ 件 数 ％ 件 数 ％
～　 5人 未 満 2 0 ．50 1 0 ．23 2 0 ．4 3
5人 以 上 10 18 4 ．52 29 6 ．7 1 3 6 7 ．7 1
10　　 ～ 15 40 10 ．0 5 5 1 11 ．8 1 53 11 ．35
15　　 ～　 20 4 0 10 ．0 5 4 1 9 ．49 50 10 ．7 1
2 0　　 ～　 3 0 94 23 ．62 93 2 1 ．53 95 2 0 ．3 4
3 0　　 ～　 40 62 15 ．58 72 16 ．67 80 17 ．13
4 0　　 ～　 50 43 10 ．80 4 6 10 ．6 5 4 1 8 ．78
50　　 ～　 70 42 10 ．5 5 4 0 9 ．2 6 4 710 ．0 6
70　　 ～ 1 00 23 5 ．78 29 6 ．7 1 3 57 ．4 9
100　　 一一1 50 2 6 6 ．53 20 4 ．6 3 183 ．85
150人 以 上 8 2 ．0 1 10 2 ．3 1 102 ．14
合　 計 398 100 ．00 4 32 10 0 ．00 4 67 10 0 ．0 0
平　 均 4 2 ．0 6 4 0 ．0g 39 ．44
無 回 答 ま た は 0 人 7 4 40 5
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2．試験研究業務音数
1980年度　 l1985年度　 l 1990年度
人　 数 件 数 ％ 件 数 ．． 件 数 ％
～　 5人 未 満 5 1 ．2 6 4 0 ．9 3 7 1 ．5 1
5人 以 上 10 3 5 8 ．8 2 50 11 ．60 59 12 ．72
10　　 ～ 15 63 15 ．8 7 6 6 15 ．3 170 15 ．09
15　　 ～　 2 0 5 7 14 ．3 6 6 6 15 ．3 1 64 13 ．79
20　　 ～　 3 0 7 8 19 ．65 7 1 16 ．47 80 17 ．24
30　　 ～　 4 0 57 14 ．3 6 67 15 ．5 5 7 1 15 ．30
40　　 ～　 50 3 3 8 ．3 1 3 58 ．12 34 7 ．33
50　　 ～　 70 2 8 7 ．0 5 327 ．4 2 35 7 ．54
70　　 ～ 100 2 4 6 ．0 5 24 5 ．57 28 6 ．03
100　　 ～ 150 11 2 ．7 7 1 1 2 ．5 5 9 1 ．9 4
150人 以 上 6 1 ．5 1 5 1 ．16 7 1 ．51
合　 計 397 10 0 ．00 43 1 100 ．00 4 64 100 ．00
平　 均 33 ．7 1 32 ．32 32 ．02
無 回 答 ま た は 0 人 7 5 41 8
3．研究職員
1980年度　 l 1985年度 ⊥ 1990年度
人　 数 件 数 ％ 件 数 ％ 件 数 ％
～　 5人 未 満 14 3 ．58 16 3 ．7 6 16 3 ．48
5人 以 上 10 54 13 ．8 1 73 17 ．14 83 18 ．04
10　　 ～ 15 8 1 20 ．7 2 82 19 ．2 5 84 18 ．26
15　　 ～　 2 0 66 16 ．8 8 69 16 ．20 76 16 ．52
20　　 ～　 3 0 7 7 19 ．6 9 74 17 ．37 73 15 ．87
30　　 ～　 4 0 38 9 ．7 2 43 10 ．09 53 11 ．52
40　　 ～　 50 18 4 ．6 0 26 6 ．10 27 5 ．87
50　　 ～　 70 22 5 ．6 3 24 5 ．63 28 6 ．09
70　　 ～ 10 0 15 3 ．8 4 14 3 ．2 9 15 3 ．26
10 0　　 ～ 150 4 1 ．0 2 3 0 ．7 0 3 0 ．65
150人 以 上 2 0 ．51 2 0 ．4 7 2 0 ．43
合　 計 3 91 10 0 ．0 0 4 2 6 100 ．0 0 4 60 100 ．00
平　 均 2 5 ．2 1 24 ．40 24 ．47
無 回 答 ま た は 0 人 8 1 46 12
一205－
4．技能職員
1980年度 1985年度 1990年度
人　 数 件 数 ％ 件 数 ％ 件 数 ％
～　 5人 未 満 13 5 43 ．8 3 14 1 43 ．52153 44 ．74
5人 以 上 10 67 21 ．7 5 7 7 23 ．77 7 9 23 ．10
10　　 ～ 15 32 10 ．3 9 2 9 8 ．95 3 0 8 ．77
15　　 ～　 2 0 19 6 ．17 19 5 ．86 2 1 6 ．14
20　　 ～　 30 30 9 ．74 32 9 ．88 32 9 ．36
30　　 ～　 40 10 3 ．2 5 10 3 ．0 9 11 3 ．22
40　　 ～　 50 5 1 ．62 6 1 ．8 5 6 1 ．75
50　　 ～　 70 6 1 ．9 5 7 2 ．16 6 1 ．75
70　　 ～ 100 2 0 ．6 5 3 0 ．93 4 1 ．17
10 0　　 ～ 150 2 0 ．6 5 0 0 ．00 0 0 ．00
1 50 人 以 上 0 0 ．00 0 0 ．00 0 0 ．00
合　 計 30 8 100 ．00 3 24 10 0 ．00 342 10 0 ．00
平　 均 1 1 ．21 10 ．8 1 10 ．56
無 回 答 ま た は 0 人 164 148 13 0
【間2】1985年度以前に設立された研究機関の方のみお答え下さい。
貴研究機関における研究職貞に対する技能職員の割合（技能職員／研究職員）の推移についてお伺
いします。1985年度と比較して1990年度の研究職員に対する技能職員の割合はどのように変化してい
るとお感じですか。
項　　 目 件　 数 ％
1．減少 して いる 59 14 ．11
2 ．少 し減少 して いる 81 19 ．38
3 ．変 わ らな い 228 54 ．55
4 ．少 し増 え て い る 42 10 ．05
5 ．増 えて い る 8 1．91
合　 計 418 100 ．00
無 回 答 54
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【間3】　研究職員の年齢別構成の推移について以下の表にご記入下さい。（1980年度以降に設立さ
れた研究機関につきましては該当するところにのみご記入下さい。）
1．25歳以上
1980年度　 I 1990年度
割　 合 件 数 ％ 件 数 ％
0％ 18 5 50 ．4 1 2 2 6 48 ．3 9
1％以 上 10％未 満 12 g 3 5 ．15 1 5032 ．12
10　　 ～　 20 3 9 10 ．63 7 8 16 ．70
20　　 ～　 30 9 2 ．4 5 7 1 ．50
30　　 ～　 4 0 2 0 ．54 3 0 ．64
40　　 ～　 50 1 0 ．2 7 2 0 ．43
50　　 ～　 60 1 0 ．2 7 1 0 ．21
60　　 ～　 7 0 1 0 ．2 7 0 0 ．00
70　　 ～　 8 0 0 0 ．0 0 0 0 ．0 0
80　　 ～　 9 0 0 0 ．0 0 0 0 ．0 0
； 9 0　　 ～ 100 0 0 ．0 0 0 0 ．00
10 0％ 0 0 ．00 0 0 ．00
合　 計 3 67 100 ．00 4 67 100 ．0 0
平　 均 4 ．26 4 ．70
無 回 答 105 5
2．25歳以上　35歳未満
1980年度　 i1990年度
割　 合 件 数 ％ 件 数 ％
0％ 18 4 ．90 2 7 5 ．78
1％以 上 10％未 満 19 5 ．18 2 6 5 ．57
！ 10　　 ～　 20 52 14 ．17 9 0 19 ．27
2 0　　 ～　 30 10 0 27 ．2 5 12 8 27 ．4 1
運　3 0　　 ～　 40 80 2 1 ．80 94 20 ．13
i 4 0　　 ～　 50 3 6 9 ．8 1 6 0 12 ．8 5
： 50　　 ～　 60 3 8 10 ．3 5 3 0 6 ．42
i 6 0　　 ～　 70 12 3 ．27 8 1 ．7 1
7 0　　 ～　 80 9 2 ．4 5 3 0 ．64
8 0　　 ～　 9 0 2 0 ．5 4 1 0 ．21
90　　 ～ 10 0 0 0 ．0 0 0 0 ．00
100％ 1 0 ．2 7 0 0 ．00
合　 計 367 100 ．0 0 4 67 100 ．00
平　 均 30 ．77 27 ．4 0
無 回 答 10 5 5
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3．35歳以上　45歳未満
1980年度 1990年度
割　 合 件 数 ％ 件 数 ％
0％ 12 3 ．27 16 3 ．43
1％以 上 10％未 満 8 2 ．18 10 2 ．14
10　　 ～　 20 72 19 ．62 7 1 15 ．20
20　　 ～　 30 10 6 28 ．88 145 3 1 ．05
30　　 ～　 40 92 25 ．07 1 05 22 ．48
40　　 ～　 50 49 13 ．35 6 1 13 ．06
50　　 ～　 60 22 5 ．99 38 8 ．14
60　　 ～　 70 4 1 ．0 9 1 1 2 ．36
70　　 ～　 80 2 0 ．54 7 1 ．50
80　　 ～　 90 0 0 ．00 0 0 ．00
90　　 ～ 100 0 0 ．00 1 0 ．2 1
10 0％ 0 0 ．00 2 0 ．43
合　 計 36 7 100 ．00 4 67 10 0 ．00
平　 均 2 8 ．63 30 ．80
無 回 答 10 5 5
4．45歳以上　55歳未満
1980年度　 l1990年度
割　 合 件 数 ％ 件 数 ％
0％ 15 4 ．09 27 5 ．78
1％以 上 10％未 満 16 4 ．36 17 3 ．64
10　　 ～　 2 0 7 2 19 ．62 8718 ．63
20　　 ～　 3 0 9 5 25 ．89 154 3 2 ．98
30　　 ～　 4 0 7 7 20 ．98 10 6 2 2 ．70
40　　 ～　 5 0 5 1 13 ．90 50 10 ．7 1
50　　 ～　 6 0 2 8 7 ．63 2 0 4 ．28
60　　 ～　 7 0 7 1 ．9 1 4 0 ．8 6
70　　 ～　 8 0 4 1 ．09 0 0 ．00
80　　 ～　 9 0 0 0 ．00 1 0 ．2 1
90　　 ～ 10 0 0 0 ．00 0 0 ．00
10 0篤 2 0 ．54 1 0 ．2 1
合　 計 36 7100 ．00 4 67 100 ．00
平　 均 2 9 ．12 2 6 ．41
無 回 答 1 05 5
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5．55歳以上
1980年度 1990年度
割　 合 件 数 ．． 件 数 ％
0％ 121 32 ．97 10 3 22 ．06
1％以 上 10％未 満 135 36 ．78 14 1 30 ．19
10　　 ～　 20 83 22 ．62 152 32 ．5 5
20　　 ～　 30 17 4 ．6 3 50 10 ．7 1
30　　 ～　 4 0 7 1 ．9 1 14 3 ．00
40　　 ～　 50 4 1 ．09 4 0 ．8 6
50　　 ～　 60 0 0 ．00 1 0 ．2 1
60　　 ～　 70 0 0 ．00 2 0 ．43
70　　 ～　 8 0 0 0 ．00 0 0 ．00
80　　 ～　 90 0 0 ．00 0 0 ．00
90　　 ～ 100 0 0 ．00 0 0 ．00
100％ 0 0 ．00 0 0 ．00
合　 計 367 100 ．00 4 67 100 ．00
平　 均 7 ．23 10 ．58
無　 回 答 10 5 5
【問4】1990年度における研究職員の平均年齢についてお答え下さい。
平均年齢 件　 数 ％
30歳未満 0 0 ．00
30歳以上　 35歳未満 18 3 ．85
35歳以上　 40歳未満 150 32 ．12
40歳以上　 45歳未満 247 52 ．89
45歳以上　 50歳未満 45 9 ．64
50歳以上　 55歳未満 6 1．28
55歳以上 1 0．21
合　 計 467 100 ．00
平　 均 40 ．75
無 回 答 5
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【間5】　研究職員の学歴構成の推移について以下の表にご記入下さい。（1980年度及び1985年度以
降に設立された研究機関につきましては該当するところにのみご記入下さい。）
1．大学院博士課程卒
1980年度　 i 1985年度　 i1990年度
割　 合 件 数 ％ 件 数 ％ 件 数 ％
0％ 300 83 ．57 3 25 82 ．28 3 59 77 ．37
1％以 上 10 ％未 満 4 7 13 ．0g 57 14 ．43 77 16 ．5g
10　　 ～　 20 8 2 ．23 9 2 ．28 2 0 4 ．3 1
20　　 ～　 30 3 0 ．84 3 0 ．76 5 1 ．0 8
30　　 ～　 40 1 0 ．28 0 0 ．00 1 0 ．22
4 0　　 ～　 50 0 0 ．0 0 1 0 ．25 0 0 ．00
50　　 ～　 60 0 0 ．00 0 0 ．00 2 0 ．43
60　　 ～　 70 0 0 ．00 0 0 ．00 0 0 ．00
70　　 ～　 80 0 0 ．0 0 0 0 ．0 0 0 0 ．00
80　　 ～　 90 0 0 ．0 0 0 0 ．0 0 0 0 ．00
9 0　　 ～ 10 0 0 0 ．0 0 0 0 ．00 0 0 ．00
100％ 0 0 ．0 0 0 0 ．00 0 0 ．0 0
合　 計 3 5910 0 ．0 0 3 9 5100 ．00 464100 ．00
平　 均 1 ．10 1 ．23 1 ．8 9
無 回 答 ・ 113 77 8
2．大学院修士課程卒
1980年度 1985年度 1990年度
割　 合 件 数 ．． 件 数 ％ 件 数 ．．
0％ 14 2 3 9 ．5 5 126 3 1 ．90 9 1 19 ．61
1％以 上 10％未 満 10 3 2 8 ．6 9 86 21 ．77 8 3 17 ．89
10　　 ～　 20 83 2 3 ．12 11 5 29 ．11 16 2 34 ．9 1
20　　 ～　 30 19 5 ．2 g 52 13 ．16 8919 ．18
30　　 ～　 40 8 2 ．23 10 2 ．53 2 2 4 ．74
4 0　　 ～　 50 1 0 ．2 8 2 0 ．5 1 1 1 2 ．3 7
50　　 ～　 60 2 0 ．5 6 1 0 ．2 5 4 0 ．8 6
60　　 ～　 7 0 1 0 ．2 8 3 0 ．7 6 1 0 ．22
70　　 ～　 8 0 0 0 ．00 0 0 ．00 1 0 ．22
80　　 ～　 9 0 0 0 ．00 0 0 ．00 0 0 ．0 0
90　　 ～ 100 0 0 ．00 0 0 ．00 0 0 ．0 0
100％ 0 0 ．00 0 0 ．00 0 0 ．0 0
合　 計 3 59 10 0 ．00 3 9 5 10 0 ．00 464 100 ．00
平　 均 7 ．48 10 ．0 8 14 ．0 0
無 回 答 1 13 7 7 8
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3．大学学部卒
件数 l ％ 件数 l ％ 件数 I ％割　 合 件 数 ％ 件 数 ％ 件 数 ％
0Ⅹ 5 1 ．3 9 5 1 ．27 4 0 ．86
1％以 上 10％未 満 0 0 ．0 0 0 0 ．00 0 0 ．00
10　　 ～　 20 8 2 ．2 3 4 1 ．0 1 2 0 ．4 3
20　　 ～　 30 12 3 ．3 4 133 ．29 8 1 ．7 2
30　　 一一　40 2 2 6 ．13 184 ．56 16 3 ．4 5
4 0　　 ～　 50 4 1 11 ．4 2 3 2 8 ．10 22 4 ．74
50　　 ～　 60 56 15 ．6 0 55 13 ．92 7 9 17 ．0 3
60　　 ～　 70 64 17 ．8 3 8 2 20 ．76 9 2 19 ．83
70　　 ～　 80 6 5 18 ．1 1 84 2 1 ．2 7 12 1 26 ．08
80　　 ～　 90 5 3 14 ．7 6 6 2 15 ．70 8 0 17 ．24
90　　 ～ 100 12 3 ．34 20 5 ．0 6 23 4 ．96
10 0％ 2 1 5 ．8 5 20 5 ．0 6 17 3 ．66
合　 計 359 10 0 ．00 3 95 10 0 ．0 0 4 64 100 ．0 0
平　 均 62 ．7 3 6 5 ．65 67 ．74
無 回 答 11 3 77 8
4．高等学校、高専、短大卒
1980年 度 1985年 度 1990年 度
割　 合 件 数 ％ 件 数 ．． 件 数 ％
0鴛 6 1 16 ．99 80 2 0 ．2 5 118 2 5 ．4 3
1％以 上 10％未 満 38 10 ．59 55 13 ．9 2 95 20 ．4 7
10　　 ～　 20 65 18 ．1 1 78 19 ．7 5 112 24 ．14
20　　 ～　 30 6 1 16 ．99 74 18 ．7 3 68 14 ．66
30　　 ～　 40 47 13 ．09 48 12 ．15 3 1 6 ．68
4 0　　 ～　 50 32 8 ．9 1 20 5 ．0 6 18 3 ．8 8
50　　 へ′　60 33 9 ．19 19 4 ．8 1 10 2 ．16
60　　 一一　70 10 2 ．79 7 1 ．7 7 2 0 ．43
70　　 ～　 80 4 1 ．1 1 6 1 ．52 3 0 ．65
8 0　　 ～　 90 7 1 ．95 6 1 ．5 2 5 1 ．0 8
90　　 ～ 100 0 0 ．00 0 0 ．0 0 0 0 ．00
10 0％ 1 0 ．28 2 0 ．51 2 0 ．43
合　 計 35 9 100 ．0 0 3 9 5 100 ．00 48 4 100 ．00
平　 均 2 5 ．09 2 1．05 15 ．15
無 回 答 113 77 8
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5．その他
1980年度　 I 1985年度　 l1990年度
都　 合 件 数 ％ 件 数 ％ 件 数 ．．
0％ 2 66 74 ．09 3 17 80 ．2 5 39 7 8 5 ．56
1％以 上 10％未 満 4 5 12 ．5 3 40 10 ．13 4 7 10 ．13
10　　 ～　 2 0 2 8 7 ．80 28 7 ．09 14 3 ．0 2
20　　 ～　 3 0 7 1 ．9 5 5 1 ．27 4 0 ．8 6
3 0　　 ～　 4 0 6 1 ．6 7 4 1 ．0 1 1 0 ．22
4 0　　 ～　 50 5 1 ．3 9 1 0 ．2 5 1 0 ．22
5 0　　 ～　 60 1 0 ．2 8 0 0 ．00 0 0 ．00
60　　 ～　 7 0 1 0 ．28 0 0 ．00 0 0 ．00
7 0　　 ～　 8 0 0 0 ．00 0 0 ．00 0 0 ．0 0
8 0　　 ～　 9 0 0 0 ．00 0 0 ．00 0 0 ．0 0
90　　 ～ 10 0 0 0 ．00 0 0 ．00 0 0 ．0 0
100％ 0 0 ．00 0 0 ．00 0 0 ．0 0
合　 計 359 日 00 ．0 0 39 5 100 ．00 464 100 ．00
平　 均 3 ．5 5 2 ．08 1 ．22
無　 回 答 113 77 8
【間6】1990年度における貴研究機関内での博士号既取得者の数をご記入下さい。
人　 数 件　 数 ％
0 人 259 56 ．67
1 78 17．07
2 43 9．41
3 19 4 ．16
4 17 3 ．72
5 11 2 ．41
6 6 1．31
7 4 0．88
8人以上 20 4．38
合　 計 457 100．00
平　 均 1．58
無 回答 15
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【間7】　貴研究機関における30歳の研究職員の平均年間給与支給総額について該当するものに○印
をご記入下さい。
給 与支 給 総額 件 数 ％
1．300万 円未満 4 0．92
2 ．300万以 上 ～350万 円 未満 27 6．24
3 ．350万　　 ～400万 円 91 21．02
4 ．400万　　 ～450万 円 198 45．73
5 ．450万　　 ～ 500万 円 90 20 ．79
6 ．500万　　 ～ 550万 円 19 4．39
7 ．550万　　 ～ 600万 円 4 0．92
8 ．600万 円以上 0 0 ．00
合　　 計 433 100 ．00
無 回 答 39
【問8】1990年度における貴研究機関と他機関との研究職員の流動（他機関からの中途採用及び他
機関への中途退職）についてお伺いします。
1．国立研究機関
他機関から 他機関へ
人　 数 件 数 ％ 件 数 ．．
0 人 43 7 96 ．4 7 43 3 9 6 ．44
1 12 2 ．6 5 15 3 ．3 4
2 3 0 ．6 6 1 0 ．2 2
3 0 0 ．0 0 0 0 ．0 0
4 1 0 ．2 2 0 0 ．00
5 人 以 上 0 0 ．0 0 0 0 ．0 0
合　 計 4 53 100 ．0 0 44 9 10 0 ．00
平　 均 0 ．05 0 ．04
無 回 答 19 23
2．公設試験研究機関
他機閑から 1 他機閲へ
人　 数 件 数 ％ 件 数 ％
0 人 412 90．95 414 92 ．20
1 21 4 ．64 1g 4 ．23
2 11 2．43 5 1．11
3 4 0．88 8 1．78
4 0 0 ．00 1 0 ．22
5 人以 上 5 1．10 2 0 ．44
合　 計 453 100．00 449 100 ．00
平　 均 0．20 0 ．16
無 回 答 19 23
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3．大学
他 機関 か ら 他機 関へ
人　 数 件 数 ％ 件 数 ％
0 人 438 96 ．69 43 3 9 6 ．44
1 12 2 ．6 5 14 3 ．12
2 2 0 ．44 1 0 ．22
3 1 0 ．22 0 0 ．00
4 0 0 ．00 1 0 ．22
5 人 以 上 0 0 ．00 0 0 ．00
合　 計 453 100 ．00 44 9 100 ．00
平　 均 0 ．0 4 0 ．04
無 回 答 19 23
4．民間企業
他機関か ら 他機 関へ
人　 数 件 数 ％ 件 数 ％
0 人 4 27 94 ．26 4 3 9 97 ．7 7
1 1g 4 ．19 10 2 ．23
2 5 1 ．10 0 0 ．0 0
3 0 0 ．00 0 0 ．00
4 1 0 ．2 2 0 0 ．0 0
5 人 以 上 1 0 ．2 2 0 0 ．0 0
合　 計 4 53 100 ．0 0 4 49 100 ．0 0
平　 均 0 ．0 9 0 ．02
無 回 答 19 23
5．産官学共同の研究機関
他機関から 但瑳園仝＿＿」
人　 数 件 数 ％ 件数 ％
0 人 453 100．00 448 99．78
1 0 0．00 1 0 ．22
2 0 0．00 0 0 ．00
3 0 0．00 0 0 ．00
4 0 0．00 0 0 ．00
5 人以 上 0 0．00 0 0 ．00
合　 計 453 100．00 449 100 ．00
平　 均 0 ．00 0．00
無 回 答 19 23
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6．産官共同の研究機関
他機関から 他機関さ　」
人　 数 件 数 ．． 件 数 ％
0 人 453 100．00449 100 ．00
1 0 0．00 0 0 ．00
2 0 0．00 0 0 ．00
3 0 0．00 0 0 ．00
4 0 0．00 0 0 ．00
5 人以上 0 0．00 0 0 ．00
合　 計 453 100．00 449 100 ．00
平　 均 0 ．00 0．00
無 回 答 1g 23
7．複数企業共同の研究機関
他機関から 他機関へ
人　 数 件 数 ．． 件数 ％
0 人 453 100 ．00 449 100．00
1 0 0 ．00 0 0 ．00
2 0 0 ．00 0 0 ．00
3 0 0 ．00 0 0．00
4 0 0 ．00 0 0．00
5 人以 上 0 0 ．00 0 0 ．00
合　 計 453 100 ．00 449 100 ．00
平　 均 0．00 0．00
無 回 答 1g 23
8．特殊法人の研究機関
他機関から 他機関へ
人　 数 件 数 ％ 件 数 ％
0 人 450 99 ．34 449 100．00
1 3 0 ．66 0 0．00
2 0 0 ．00 0 0 ．00
3 0 0．00 0 0 ．00
4 0 0．00 0 0 ．00
5 人以上 0 0 ．00 0 0 ．00
合　 計 453 100．00 449 100 ．00
平　 均 0 ．01 0．00
無 回 答 19 23
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9．その他
件数 I ％ 件数 i　 ％人　 数 件 数 ．． 件 数 ％
0 人 40 9 9 0 ．29 40 1 89 ．3 1
1 14 3 ．09 2 0 4 ．4 5
2 15 3 ．3 1 12 2 ．67
3 9 1 ．99 9 2 ．0 0
4 2 0 ．44 4 0 ．8 9
5 人 以 上 4 0 ．88 3 0 ．6 7
合　 計 45 3 10 0 ．00 449 100 ．0 0
平　 均 0 ．23 0 ．24
無 回 答 19 23
10．全体
「‾醇叡…‾「‾膏 l ・－　■ 田人　 数 件 数 ．． 件 数 ％
0 人 3 3 5 7 3 ．9 5 3 4 6 7 7 ．0 6
1 5 4 1 1 ．9 2 5 1 1 1 ．3 6
2 2 7 5 ．9 6 18 4 ．0 1
3 2 0 4 ．4 2 1 6 3 ．5 6
4 4 0 ．8 8 10 2 ．2 3
5 人 以 上 1 3 2 ．8 7 8 1 ．7 8
合　 計 4 5 3 10 0 ．0 0 4 4 9 1 0 0 ．0 0
平　 均 0 ．6 2 0 ．5 1
無 回 答 1 9 2 3
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【間9】　現在貴研究機関にいる外国人研究者の数をご記入下さい。
1．1カ月未満
人　 数 件　 数 ％
0 人 454 99．56
1 1 0．22
2 1 0．22
3 0 0．00
4 0 0．00
5 人 以上 0 0．00
合　 計 456 100．00
平　 均 0．01
無 回 答 16
2．1カ月以上　3カ月未満
人　 数 件　 数 ％
0 人 451 98．90
1 4 0．88
2 0 0．00
3 0 0．00
4 0 0．00
5 人以上 1 0．22
合　 計 456 100．00
平　 均 0．03
無　 回 答 16
3．3カ月以上　1年未満
人　 数 件　 数 ％
0 人 425 93．20
1 23 5．04
2 2 0 ．44
3 4 0 ．88
4 1 0 ．22
5 人以 上 1 0 ．22
合　 計 456 100．00
平　 均 0 ．11
無 回 答 16
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4．1年以上　　2年未満
人　 数 件　 数 ％
0 人 454 99．56
1 2 0 ．44
2 0 0 ．00
3 0 0．00
4 0 0．00
5 人以 上 0 0．00
合　 計 456 100．00
平　 均 0．00
無　 回 答 16
5．通常勤務者
人　 数 件　 数 ．－
0 人 4 56 10 0 ．00
1 0 0 ．00
2 0 0 ．00
3 0 0 ．00
4 0 0 ．00
5 人 以 上 0 0 ．0 0
合　 計 4 56 100 ．00
平　 均 0 ．00
無　 回 答 16
6．合計
人　 数 件　 数 ％
0 人 4 20 9 2 ．11
1 24 5 ．26
2 4 0 ．88
3 5 1 ．10
4 0 0 ．0 0
5 人 以 上 3 0 ．66
合　 計 45 6 10 0 ．0 0
平　 均 0 ．14
無　 回 答 16
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【間10】　貴研究機関に外国人研究者のいる方にお伺いします。
その外国人研究者に対する処遇は特にどのようなことを行なっていますか。それぞれに対して特に
力を入れているものを2つ選び○印をご書己大下さい。
項　目：1．特に行なっていない
2．住宅面での援助を行なっている
3．給与面での優遇を行なっている
4．研究費での優遇を行なっている
5．ポスト等での優遇を行なっている
6．配偶者の就職先の斡旋を行なっている
7．家族の生活面での援助を行なっている（医療、教育、言葉の問題等）
8．その他
」 1カ月 未 満 1カ月 ～3カ月 3カ月 ～ 1年 1年 ～ 2年 通常 勤務 者
項　 目 件 数 ％ 件 数 ％ 件 数 ％ 件 数 ％ 件 数 ％
1 ． 1 3 3 ．33 3 10 0 ．00 9 2 1 ．43 0 0 ．0 0 0 0 ．0 0
2 ． 1 3 3 ．33 0 0 ．00 13 30 ．95 1 3 3 ．3 3 0 0 ．0 0
3 ． 0 0 ．00 0 0 ．00 4 9 ．52 0 0 ．0 0 0 0 ．0 0
4 ． 1 3 3 ．33 0 0 ．00 8 19 ．05 0 0 ．0 0 0 0 ．0 0
E 5 ． 0 0 ．00 0 0 ．00 0 0 ．00 0 0 ．0 0 0 0 ．0 0
6 ． 0 0 ．00 0 0 ．00 0 0 ．00 0 0 ．0 0 0 0 ．0 0
7 ． 0 0 ．00 0 0 ．0 0 2 4 ．76 1 3 3 ．3 3 0 0 ．0 0
8 ． 0 0 ．00 0 0 ．0 0 6 14 ．2g 1 33 ．3 3 0 0 ．0 0
合　 計 3 10 0 ．00 3 100 ．0 0 4 2 100 ．00 3 100 ．0 0 0
無 回 答 47 1 4 7 2 4 58 4 71 4 72
【間11】　貴研究機関の組織体制についてお伺いします。
下記の項目は時系列となっております。各年度ごとに垂皇室旦墨謹皇塑立上ヱ持っているときは〇、
持っていないときは×をご記入下さい。（1977年度及び1984年度以降にできた組織につきましては該
当する部分のみご記入下さい。）
1 1977年度　 l 1984年度　 l 1990年度
項　 目 件 数 ％ 件 数 ．． 軒 疲1 …　 ％
1．企画 調 整 部 門 62 16 ．32 8621．08 120 27 ．03
2．管 理部 門 243 63 ．95267 65 ．44 290 65 ．32
3．研究 開発 部 門 236 62 ．11 252 61 ．76 274 61 ．71
4．分 析 ・測 定部 門 123 32．37 13332 ．60 149 33 ．56
5．技 術サポ トー部 門 56 14 ．74 62 15 ．20 7115 ．99
6．相 談窓 口 70 18 ．42 73 17 ．89 8719 ．59
合　 計 380 408 444
無 回 答 92 64 28
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【問12】　貴研究機関では研究室間の定期的な人材の異動を行なっておりますか。各年度ごとに該
当するところに○印をご記入下さい。（1977年度及び1984年度以降にできた組織につきましては該当
する部分のみご記入下さい。）
1977年度　 I 1984年度　 l 1990年度
項　 目 件 数 ％ 件 数 ％ 件 数 ％
1．行 な って いる 104 28．97 125 32 ．38 136 31．92
2．行 な って いな い 255 71 ．03 261 67 ．62 290 68 ．08
合　 計 359 100．00 386 100 ．00 426 100 ．00
無　 回 答 113‘ 86 46
【問13】　貴研究機関の研究運営について、各年度ごとに該当するところに○印をご記入下さい。
（1977年度及び1984年度以降にできた組織につきましては該当する部分のみご記入下さい。）
L件＿畢⊥ ％ I件 数 i ％ I件数 l 密‾「項　 目 件 数 ％ 件 数 ％ ．．
1．プロジ ェクト単 位 24 6．42 34 8．42 47 10 ．61
2 ．研 究 室 単 位 216 57 ．75 216 53．47 209 47 ．18
3．1と2の 併用 113 30．21 131 32．43 172 38 ．83
4．その他 32 8 ．56 40 9．90 47 10 ．61
合　 計 374 404 443
無 回 答 98 68 29
【間14】1984年度以降、組織体制の大幅な再編成を行ないましたか。該当するところに○印をご
記入下さい。また、組織体制の大幅な再編成を行なった場合には、その実施年度をご記入下さい。
項　 目 件　 数 ％
1．は　 い 161 34．55
2．い いえ 305 65．45
合　 計 466 100．00
無 回 答 6
＊大幅な組織改編の実施年度
実施年度 件　 数 ％
8 4 年度 15 9．38
8 5 年度 11 6．88
8 6 年度 22 13．75
8 7 年度 19 11．88
8 8 年度 20 12．50
8 9 年度 22 13．75
9 0 年度 23 14．38
9 1 年度 28 17．50
合　 計 160 100．00
無 回 答 1
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【問15】　貴研究機関に現在ある研究設備についてお伺いします。試験研究設備の設備状況の推移
について以下の表にご記入下さい。
1．取得価格　20万円以上100万円未満
計測 ・試験機器点数 件　 数 ％
0点 7 1．75
1点以上　　　 5点未満 11 2．76
5点以上　　 10点未満 10 2．51
10点以上　　 20点未満 20 5．01
20点以上　　 30点未満 32 8．02
30点以上　　 40点未満 38 9．52
40点以上　　 50点未満 23 5．76
50点以上　　 60点未満 33 8．27
60点以上　　 70点未満 26 6．52
70点以上　　 80点未満 25 6．27
80点以上　　 90点未満 18 4．51
90点以上　 100点未満 19 4．76
100点以上　 150点未満 51 12．78
150点以上　　 200点 未満 30 7．52
200点以上 56 14．04
合　 計 399 100．00
平　 均 107．24
無 回 答 73
2．取得価格100万円以上　300万円未満
計 測 ・試 験 機器 点数 件　 数 ％
0点 4 0．93
1点 以上　　　 5点 未 満 33 7 ．66
5点 以上　　 10点 未満 51 11．83
10点 以上　　 20点 未満 104 24 ．13
20点 以上　　 30点 未満 63 14 ．62
30点 以上　　 40点 未満 48 11．14
40点 以上　　 50点 未満 27 6．26
50点 以上　　 60点 未満 18 4．18
60点 以上　　 70点 未満 15 3．48
70点以 上　　 80点 未 満 10 2．32
80点 以上　　 90点 未満 16 3．71
90点 以上　 100点 未満 3 0．70
100点以 上　 150点 未満 27 6．26
150点以 上　　 200点 未 満 6 1．39
200点以 上 6 1．39
合　 計 431 100．00
平　 均 37．86
無　 回 答 41
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3．取得価格　300万円以上　500万円未満
計測 ・試験機器点数 件　 数 ％
0点 44 10．23
1点以上　　　 5点未満 137 31．86
5点以上　　 10点未満 92 21．40
10点以上　　 20点未満 79 18．37
20点以上　　 30点 未満 34 7．91
30点以上　　 40点未満 21 4．88
40点以上　　 50点未満 9 2．09
50点以上　　 60点未満 6 1．40
60点以上　　 70点未満 0 0．00
70点以上　　 80点未満 2 0．47
80点以上　　 90点未満 2 0．47
90点以上　 100点未満 0 0．00
100点以上　 150点未満 2 0．47
150点以上　　 200点未満 1 0．23
200点以上 1 0．23
合　 計 430 100．00
平　 均 12．17
無 回 答 42
4．取得価格　500万円以上1000万円未満
計 測 ・試 験 機器 点 数 件　 数 ．．
0点 87 20．28
1点 以上　　　 5点 未 満 178 41．49
5点 以上　　 10点 未 満 75 17．48
10点 以上　　 20点 未 満 50 11．66
20点 以上　　 30点 未満 13 3．03
30点 以上　　 40点 未 満 10 2．33
40点 以上　　 50点 未 満 7 1．63
50点 以上　　 60点 未 満 3 0．70
60点 以上　　 70点 未満 0 0．00
70点 以上　　 80点 未 満 1 0．23
80点 以上　　 90点 未 満 2 0．47
90点 以上　 100点 未満 2 0．47
100点 以上　 150点 未満 1 0．23
150点 以上　　 200点 未 満 0 0．00
200点 以 上 0 0．00
合　 計 429 100 ．00
平　 均 7 ．51
無 回 答 43
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5．取得価格1000万円以上5000万円未満
計測 ・試験機器点数 件　 数 ％
0点 152 35．43
1点以上　　　 5点未満 191 44 ．52
5点以上　　 10点未満 30 6．99
10点以上　　 20点未満 29 6．76
20点以上　　 30点未満 13 3 ．03
30点以上　　 40点未満 6 1．40
40点以上　　 50点未満 5 1．17
50点以上　　 60点未満 1 0．23
60点以上　　 70点未満 1 0．23
70点以上　　　 80点未満 1 0．23
80点以上　　 90点未満 0 0．00
90点以上　 100点未満 0 0．00
100点以上　 150点未満 0 0．00
150点以上　　 200点未満 0 0．00
200点以上 0 0．00
合　 計 429 100．00
平　 均 4．43
無 回 答 43
6．取得価格5000万円以上　1億円未満
計測 ・試験機器点数 件　 数 ％
0点 381 89 ．23
1点以上　　　 5点未満 39 9 ．13
5点以上　　 10点未満 4 0．94
10点以上　　　 20点未満 3 0．70
20点以上　　 30点未満 0 0 ．00
30点以上　　 40点未満 0 0．00
40点以上　　 50点未満 0 0．00
50点以上　　 60点未満 0 0．00
60点以上　　 70点未満 0 0．00
70点以上　　 80点未満 0 0．00
80点以上　　 90点未満 0 0．00
90点以上　 100点未満 0 0．00
100点以上　 150点未満 0 0 ．00
150点以上　　 200点未満 0 0 ．00
200点以上 0 0 ．00
合　 計 427 100．00
平　 均 0．26
無 回 答 45
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7．取得価格　1億円以上
計測 ・試験機器点数 件　 数 ％
0点 403 95．05
1点以上　　　 5点未満 21 4．95
5点以上　　 10点未満 0 0．00
10点以上　　 20点未満 0 0．00
20点以上　　 30点未満 0 0．00
30点以上　　 40点未満 0 0．00
40点以上　　 50点未満 0 0．00
50点以上　　 60点未満 0 0．00
60点以上　　 70点未満 0 0．00
70点以上　　 80点未満 0 0．00
80点以上　　 gO点未満 0 0．00
90点以上　 100点未満 0 0．00
100点以上　 150点未満 0 0．00
150点以上　　 200点未満 0 0．00
200点以上 0 0．00
合　 計 424 100．00
平　 均 0．06
無 回 答 48
＊そのうち経過年数8年以上のものの割合
1．取得価格　20万円以上100万円未満
割　 合 件　 数 ％
0％ 4 1．07
1％以上　 10％未満 2 0．53
10　　 ～　 20 11 2．93
20　　 ～　 30 24 6．40
30　　 ～　 40 31 8．27
40　　 ～　 50 65 17．33
50　　 ～　 60 74 19．73
60　　 ～　 70 64 17．07
70　　 ～　　 80 52 13．87
80　　 ～　 90 28 7．47
90　　 ～　 100 12 3．20
100％ 8 2．13
合　 計 375 100．00
平　 均 55．69
無 回 答 97
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2．取得価格100万円以上　300万円未満
割　 合 件　 数 ％
0％ 12 3．00
1％以上　 10％未満 9 2 ．25
10　　 ～　 20 35 8 ．75
20　　 ～　 30 35 8 ．75
30　　 ～　 40 38 9 ．50
40　　 ～　 50 67 16．75
50　　 ～　 60 76 19 ．00
60　　 ～　 70 53 13 ．25
70　　 ～　 80 33 8 ．25
80　　 ～　 90 24 6．00
90　　 ～　 100 7 1．75
100％ 11 2 ．75
合　 計 400 100 ．00
平　 均 48 ．27
無 回 答 72
3．取得価格　300万円以上　500万円未満
割　 合 件　 数 ％
0％ 33 9 ．38
1％以 上　 10％未 満 11 3 ．13
10　　 ～　 20 20 5．68
20　　 ～　 30 30 8．52
30　 ・～　 40 45 12 ．78
40　　 ～　 50 30 8 ．52
50　　 ～　 60 65 18 ．47
60　　 ～　 70 38 10 ．80
70　　 ～　 80 19 5．40
80　　 ～　 90 1g 5．40
90　　 ～　 100 3 0 ．85
100％ 39 11．08
合　 計 352 100．00
平　 均 47．90
無 回 答 120
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4．取得価格　500万円以上1000万円未満
割　 合 件　 数 ％
0％ 61 20 ．20
1％以 上　 10％未 満 6 1．99
10　　 ～　 20 11 3 ．64
20　　 ～　 30 31 10 ．26
30　　 ～　 40 30 9 ．93
40　　 ～　 50 23 7 ．62
50　　 ～　 60 57 18．87
60　　 ～　 70 24 7．95
70　　 ～　 80 11 3．64
80　　 ～　 90 8 2．65
90　　 ～　 100 3 0．99
100％ 37 12．25
合　 計 302 100．00
平　 均 42．52
無　 回 答 170
5．取得価格1000万円以上5000万円未満
割　 合 件　 数 ％
0％ 70 29．7g
1％以 上　 10％未満 9 3．83
10　　 ～　 20 16 6．81
20　　 ～　 30 20 8．51
30　　 ～　 40 23 9．7g
40　　 ～　 50 8 3．40
50　　 ～　 60 30 12．77
60　　 ～　 70 16 6．81
70　　 ～　 80 7 2．98
80　　 ～　 90 0 0．00
90　　 ～　 100 1 0．43
100％ 35 14．89
合　 計 235 100．00
平　 均 36．48
無 回 答 237
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6．取得価格5000万円以上　1億円未満
割　 合 件　 数 ％
0％ 27 64．29
1駕以上　 10篤未満 0 0．00
10　　 一　 20 1 2．38
20　　 ～　 30 2 4．76
30　　 ～　 40 0 0．00
40　　 ～　 50 1 2．38
50　　 ～　 60 1 2．38
60　　 ～　 70 0 0．00
70　　 ～　 80 0 0．00
80　　 ～　 90 0 0．00
90　　 ～　 100 0 0．00
100％ 10 23．81
合　 計 42 100．00
平　 均 27．26
無 回 答 430
7．取得価格　1億円以上
割　 合 件　 数 ％
0％ 14 73．68
1％以上　 10％未満 0 0．00
10　　 ～　 20 0 0．00
20　　 ～　 30 0 0．00
30　　 ～　 40 0 0．00
40　　 ～　 50 0 0．00
50　　 ～　 60 0 0．00
60　　 ～　 70 0 0．00
70　　 ～　 80 0 0．00
80　　 ～　 90 0 0．00
90　　 ～　 100 0 0．00
100鴛 5 26．32
合　 計 19 100．00
平　 均 26．32
無 回 答 453
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【問16】　貴研究機関の業務成果の推移についてお伺いします。各年度ごとに該当する件数をご記
入下さい。（1980年度及び1985年度以降にできた組織につきましては該当する部分のみご記入下さい）
1．研究開発
1980年 度 1985年 度 1990年度
項　 目 件 数 ％ 件 数 ．． 件 数 ％
0件 5 1 ．6g 4 1 ．22 5 1 ．3 6
1件 以 上 10件 未 満 9 8 33 ．22 11 6 3 5 ．37 122 33 ．24
10　　 ～　 20 7 8 2 6 ．44 8 1 24 ．70 88 23 ．9 8
2 0　　 ～　 30 4 6 15 ．59 5 5 16 ．77 66 17 ．9 8
3 0　　 ～　 40 2 6 8 ．8 1 2 5 7 ．62 27 7 ．3 6
4 0　　 一一　 50 14 4 ．7 5 19 5 ．79 22 5 ．99
50　　 ～　 60 7 2 ．37 6 1 ．83 1 1 3 ．0 0
60　　 ～　 70 5 1 ．69 2 0 ．61 4 1 ．0 9
7 0　　 ～　 80 0 0 ．00 1 0 ．30 5 1 ．3 6
8 0　　 ～　 90 2 0 ．68 3 0 ．91 2 0 ．54
9 0　　 ～ 100 4 1 ．3‘6 1 0 ．30 2 0 ．54
100件 以 上 10 3 ．39 1 5 4 ．57 13 3 ．54
合　 計 29 5 100 ．00 328 100 ．00 3 67 100 ．00
平　 均 24 ．22 23 ．66 24 ．49
無 回 答 177 144 10 5
2．技術指導・相談
1980年 度 1985年度 1990年 度
項　 目 件 数 ％ 件 数 ％ 件 数 ．．
0件 7 2 ．79 8 2 ．83 8 2 ．4 8
1件 以 上　 10件 未 満 2 7 10 ．7 6 2 6 9 ．19 33 10 ．2 5
10　　 ～　　 20 9 3 ．5 9 19 6 ．7 1 18 5 ．59
2 0　　 ～　　 30 10 3 ．9 8 11 3 ．89 14 4 ．35
30　　 ～　　 50 13 5 ．18 9 3 ．18 10 3 ．11
50　　 ～　 100 2 3 9 ．16 3 1 10 ．95 32 9 ．94
100　　 ～　 200 30 11 ．9 5 2 2 7 ．77 3 3 10 ．25
2 00　　 ～　 500 4 0 15 ．94 4 7 16 ．6 1 5 0 15 ．53
5 00　　 ～ 10 00 2 8 11 ．16 3 8 13 ．43 4 0 12 ．42
10 00　　 ～　 20 00 2 1 8 ．37 2 7 9 ．54 3 1 9 ．63
20 00　　 ～　 50 00 2 6 10 ．3 6 2 6 9 ．19 3 2 9 ．94
50 00　　 ～ 100 00 11 4 ．38 13 4 ．59 12 3 ．73
10 000件 以 上 6 2 ．39 6 2 ．12 9 2 ．80
合　 計 2 51 10 0 ．00 28 3 100 ．00 32 2 100 ．00
平　 均 155 6 ．90 14 60 ．29 130 5 ．24
無 回 答 22 1 189 150
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3．依頼検査・試験
1980年 度 1985年 度 1990年 度
項　 目 件 数 ％ 件 数 ％ 件 数 ％
0件 3 0 11 ．63 30 10 ．10 35 10 ．2 3
1件 以 上　 10件 未 満 4 3 16 ．67 48 16 ．16 4g 14 ．3 3
10　　 ～　　 2 0 1 5 5 ．8 1 1g 6 ．40 24 7 ．0 2
20　　 ～　　 3 0 11 4 ．26 12 4 ．04 13 3 ．8 0
30　　 ～　　 50 12 4 ．65 13 4 ．38 2 1 6 ．14
50　　 ～　 10 0 2 1 8 ．14 19 6 ．40 17 4 ．9 7
100　　 ～　 20 0 15 5 ．8 1 2 1 7 ．07 22 6 ．4 3
2 00　　 ～　 50 0 16 6 ．20 15 5 ．05 2 1 6 ．14
500　　 ～ 100 0 6 2 ．33 14 4 ．7 1 25 7 ．3 1
10 00　　 ～　 200 0 13 5 ．04 18 6 ．06 2 1 6 ．14
20 00　　 ～　 500 0 1 5 5 ．81 12 4 ．04 23 6 ．7 3
50 00　　 ～ 1000 0 2 0 7 ．75 27 9 ．09 25 7 ．3 1
10 00 0件 以 上 4 1 15 ．89 4 9 16 ．50 46 13 ．4 5
合　 計 25 8 100 ．00 2 97 100 ．00 34 2 10 0 ．00
平　 均 57 26 ．34 65 63 ．8 1 5 69 6 ．95
無 回 答 2 14 17 5 130
4．その他
1980年 度 1985年 度 1990年 度
項　 目 件 数 ．－ 件 数 ％ 件 数 ％
0件 4 0 32 ．26 4 3 30 ．28 4 4 2 7 ．67
1件 以 上 10件 未 満 2 3 18 ．55 26 18 ．31 30 18 ．87
10　　 へノ　 20 11 8 ．87 12 8 ．45 15 9 ．4 3
20　　 ～　 30 7 5 ．65 10 7 ．04 7 4 ．4 0
30　　 ～　 4 0 5 4 ．03 6 4 ．23 5 3 ．14
40　　 ～　 5 0 3 2 ．42 4 2 ．82 8 5 ．0 3
50　　 ～　 6 0 3 2 ．4 2 1 0 ．70 2 1 ．26
60　　 一一　 7 0 1 0 ．8 1 3 2 ．11 3 1 ．89
70　　 ～　 8 0 3 2 ．4 2 0 0 ．0 0 2 1 ．26
80　　 ～　 9 0 1 0 ．8 1 0 0 ．0 0 1 0 ．63
90　　 ～　 100 0 0 ．0 0 1 0 ．7 0 1 0 ．63
10 0件 以 上 2 7 2 1 ．77 36 25 ．35 4 1 2 5 ．79
合　 計 124 100 ．00 142 100 ．00 159 100 ．0 0
平　 均 526 ．4 7 17 30 ．8 3 10 14 ．48
無 回 答 34 8 3 30 3 13
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【間17】　貴研究機関では依頼検査・試験一つにどれだけの人・時間をかけていますか。各年度ご
とにおおよその平均値でお答え下さい。（1980年度及び1985年度以降にできた組織につきましては該
当する部分のみご記入下さい。）
19 80年 度 19 85年 度 19 90年 度
費 や した 時 間 件 数 ％ 件 数 ％ 件 数 ％
0以 上　 1人 時 未 満 103 34 ．9 2 14．4 9 1 4 4 ．68
1　 ～　　 2 78 26 ．4 4 3 0 ．9 6 1 0 ．3 3
2　 ～　　 3 4 6 15 ．5g 2 0 ．64 0 0 ．0 0
3　 一一　　 6 47 15 ．9 3 3 0 ．9 6 0 0 ．0 0
6　 ～　 12 1 1 3 ．7 3 5 1 ．60 0 0 ．0 0
12　 ～　　 24 9 3 ．0 5 2 0 ．64 0 0 ．0 0
24　 ～　 120 1 0 ．3 4 3 0 ．96 1 0 3 ．34
120　 ～　 2 40 0 0 ．0 0 1 0 ．32 2 0 ．6 7
24 0　 ～　 4 80 0 0 ．0 0 0 0 ．00 10 3 ．34
48 0　 ～　 7 20 0 0 ．00 0 0 ．0 0 13 4 ．3 5
72 0　 ～　 9 60 0 0 ．00 0 0 ．0 0 9 3 ．0 1
9 60　 ～ 12 00 0 0 ．0 0 20 6 ．4 1 6 2 ．0 1
120 0　 ～　 24 00 0 0 ．0 0 26 8 ．3 3 2 4 8 ．03
240 0　 ～　 4 8 00 0 0 ．00 58 18 ．59 50 16 ．72
4 80 0　 ～　 60 00 0 0 ．00 9 7 3 1 ．0 96 5 2 1 ．74
600 0　 ～　 72 00 0 0 ．00 7 7 24 ．684 0 13 ．38
720 0人 時 以 上 0 0 ．00 1 0 ．3 2 5 5 18 ．39
合　 計 29 5 100 ．00 3 12 100 ．0 0 29 9 100 ．00
平　 均 1 ．9 8 49 12 ．64 5079 ．53
無 回 答 17 7 1 60 173
【間18】　貴研究機関は1990年度にどれだけの共同研究を行ないましたか。その件数をご記入下さ
い。
共 同 研 究 数 件　 数 ％
0 件 9 3 2 8 ．10
1 6 9 2 0 ．8 5
2 4 3 1 2 ．9 9
3 2 3 6 ．9 5
4 2 5 7 ．5 5
5 16 4 ．8 3
6 14 4 ．2 3
7 10 3 ．0 2
8 7 2 ．1 1
9 6 1 ．8 1
1 0 件 以 上 2 5 7 ．5 5
合　 計 3 3 1 1 0 0 ．0 0
平　 均 4 ．3 1
無 回 答 1 4 1
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【問19】　その共同研究の相手はどの機関でしたか。下記の中から該当するものにそれぞれの件数
をご記入下さい。
1．大学と
相 手 数 件　 数 ％
0件 2 49 74 ．3 3
1 56 16 ．72
2 14 4 ．18
3 6 1 ．7g
4 4 1 ．1g
5件 以 上 6 1 ．7g
合　 計 3 35 10 0 ．00
平　 均 0 ．52
無 回 答 137
2．民間企業と
相 手 数 件　 数 ％
0件 234 70 ．06
1 55 16 ．4 7
2 18 5 ．39
3 10 2 ．99
4 5 1 ．50
5件 以 上 12 3 ．59
合　 計 334 100 ．00
平　 均 0 ．7 5
無 回 答 138
3．国立研究機関と
相手 数 件　 数 ％
0件 270 80 ．84
1 41 12．28
2 9 2．69
3 7 2 ．10
4 3 0 ．90
5件以 上 4 1．20
合　 計 334 100．00
平　 均 0．37
無 回 答 138
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4．公設試験研究機関と
相 手数 件　 数 ％
0件 146 43 ．71
1 88 26 ．35
2 46 13 ．77
3 21 6．29
4 12 3 ．5g
5件以 上 21 6．29
合　 計 334 100 ．00
平　 均 1．38
無 回 答 138
5．その他の研究機関と
相手 数 件　 数 ％
0件 319 95．80
1 11 3．30
2 2 0 ．60
3 1 0．30
4 0 0．00
5件 以上 0 0 ．00
合　 計 333 100．00
平　 均 0 ．05
無 回 答 139
6．大学と民間企業と
相手 数 件　 数 ％
0件 301 90．39
1 16 4．80
2 8 2．40
3 1 0．30
4 1 0．30
5件 以 上 6 1．80
合　 計 333 100．00
平　 均 0 ．25
無 回 答 139
7．大学と国立研究機関と
相 手数 件　 数 ％
0件 ′　326 97 ．90
1 6 1．80
2 1 0 ．30
3 0 0 ．00
4 0 0 ．00
5件以 上 0 0 ．00
合　 計 333 100 ．00
平　 均 0．02
無 回 答 139
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8．大学と公設試験研究機関と
相 手 数 件　 数 ％
0件 322 96．70
1 9 2 ．70
2 1 0．30
3 0 0 ．00
4 0 0 ．00
5件 以上 1 0 ．30
合　 計 333 100 ．00
平　 均 0．05
無 回 答 139
9．大学とその他の研究機関と
相手 数 件　 数 ％
0件 325 97．60
1 5 1．50
2 3 0 ．90
3 0 0．00
4 0 0．00
5件 以上 0 0．00
合　 計 333 100．00
平　 均 0 ．03
無 回 答 139
10．民間企業と国立研究機関と
相手 数 件　 数 ％
0件 326 97．90
1 6 1．80
2 1 0 ．30
3 0 0 ．00
4 0 0 ．00
5件 以上 0 0 ．00
合　 計 333 100 ．00
平　 均 0．02
無 回 答 139
11．民間企業と公設試験研究機関と
相手 数 件　 数 ％
0件 316 94 ．89
1 10 3 ．00
2 4 1．20
3 2 0 ．60
4 1 0 ．30
5件 以上 0 0 ．00
合　 計 333 100．00
平　 均 0 ．08
無 回 答 139
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12．民間企業とその他の研究機関と
相 手 数 件　 数 ．．
0件 329 98．80
1 4 1．20
2 0 0 ．00
3 0 0．00
4 0 0．00
5件 以 上 0 0．00
合　 計 333 100．00
平　 均 0．01
無　 回 答 139
13．国立研究機関と公設試験研究機関と
相 手数 件　 数 ％
0件 274 82．04
1 27 8．08
2 9 2．69
3 7 2．10
4 3 0．90
5件 以 上 14 4．19
合　 計 334 100．00
平　 均 0 ．79
無　 回 答 138
14．国立研究機関とその他の研究機関と
相 手数 件　 数 ％
0件 326 97．90
1 4 1．20
2 1 0．30
3 0 0．00
4 1 0 ．30
5件 以上 1 0 ．30
合　 計 333 100．00
平　 均 0．05
無 回 答 139
15．公設試験研究機関とその他の研究機関と
相 手 数 件　 数 －．
0件 320 96．10
1 7 2 ．10
2 4 1．20
3 2 0 ．60
4 0 0．00
5件 以上 0 0．00
合　 計 333 100．00
平　 均 0 ．06
無 回 答 139
ー234－
16．その他
相 手 数 件　 数 ％
0件 29 9 89 ．52
1 2 2 6 ．59
2 4 1 ．20
3 6 1 ．80
4 1 0 ．30
5件 以 上 2 0 ．60
合　 計 3 34 100 ．00
平　 均 0 ．4 4
無 回 答 13 8
【間20】　共同研究の平均研究期間はどのくらいですか。
平 均研 究 期 間 件 数 ％
1．3カ月以 内 9 3 ．03
2．3カ月以 上 ～6カ月 未満 5 1 ．68
3．6カ月　　 ～ 1年 40 13 ．47
4．1年　　 ～2年 41 13 ．80
5．2年　　 ～3年 69 23 ．23
6．3年　　 ～ 5年 127 42 ．76
7．5年 以 上 6 2．02
合　 計 297 100．00
無 回 答 175
【間21】　共同研究の平均研究予算総額（人件費は除く）はどのくらいですか。
平 均 研究 予 算総 額 件 数 ％
1．100万 円以 下 77 25 ．50
2 ．100～ 500万 円 138 45．70
3 ．500～ 1000万 円 38 12 ．58
4 ．1000～ 2000万 円 17 5．63
5．2000～ 5000万 円 26 8 ．61
6．5000～1億 円 2 0．66
7 ．1億 円以 上 4 1．32
合　 計 302 100．00
無 回 答 170
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＊また、そのうち貴機関の負担分はどのくらいですか。
割　 合 件　 数 ％
0％ 28 9．89
1％以 上　 10％未 満 6 2．12
10　　 ～　 20 20 7．07
20　　 ～　 30 20 7．07
30　　 ～　 40 20 7 ．07
40　　 ～　 50 17 6．01
50　　 ～　 60 111 39．22
60　　 ～　 70 8 2．83
70　　 ～　 80 13 4 ．59
80　　 ～　 90 8 2．83
90　　 ～　 100 8 2．83
100％ 24 8．48
合　 計 283 100．00
平　 均 45．46
無 回 答 189
【聞22】　共同研究の課題について該当するものすべてに○印をご記入下さい。
項　 目 件　 数 ．1
1．農 業 一 般 ・作 物 90 13 ．01
2．獣 医 ・畜 産 44 6．36
3．林 業 33 4 ．77
4 ．水 産 業 44 6．36
5．食 品 工 学 44 6．36
6 ．蚕 業 ・繊 維 31 4 ．48
7．化 学 21 3．03
8．医薬 品 16 2 ．31
9．原 子 力 ・エ ネ ル ギ ー 4 0 ．58
10 ．字 音 開 発 0 0．00
11．海 洋 開 発 8 1．16
12 ．バ イ オ テ ク ノ ロ ジ ー 89 12．86
13．土 木 ・建 設 7 1．01
14 ．窯 業 18 2．60
15 ．鉄 鋼 ・金 属 工 学 24 3．47
16 ．新 素 材 37 5．35
17．機 械 工 学 27 3．90
18 ．電 子 ・通 信 ・情 報 工 学 33 4 ．77
19 ．そ の 他 電 気 工 学 3 0．43
20．環 境 ・公 害 67 9．68
21．公 衆 衛 生 37 5．35
22．そ の 他 15 2．17
合　 計 692 100．00
無 回 答 134
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【聞23】　共同研究の課題を選定する際には、どのような方法をとっていますか。長も一般的なケ
ースについて○印1つでお答え下さい。
項　 目 件　 数 ％
1．貴研究機 関の研究者 の直接の働 きかけ 95 29．50
2 ．貴研究 機関の仲介者 を通 じた働 きかけ 46 14．29
3 ．貴研究機 関の葡整部 門を使った働きか け 44 13．66
4 ．共同研 究の相手か らの直接の働 きかけ 87 27．02
5 ．共同研 究の相手の仲 介者 を通 じた働 きかけ 30 9．32
6 ．その他 20 6．21
合　 計 322 100 ．00
無　 回 答 150
【問24】　「仲介者を通じた働きかけ」で共同研究が行なわれる場合、その仲介者とは具体的にど
のような機関ですか。最も一般的なケースについて○印1つでお答え下さい。
項　 目 件　 数 ％
1．中央行政機関 45 48 ．91
2．地方行政機関 32 34 ．78
3．民間機関 2 2 ．17
4 ．第 3 セ クター 2 2 ．17
5．その他 11 11．96
合　 計 92 100 ．00
無　 回 答 380
【間25】　共同研究の成果を評価する際には、一般的にどのような方法をとっていますか。下記の
中より該当するものに○印1つでお答え下さい。
項　 目 件　 数 ％
1 ．特 に行なっていない 76 22．96
2．外部学識経験者で構成 する諮問機関を作 り、行なっている 21 6．34
3 ．庁 内に協議機関を作 り、行なってい る 24 7．25
4 ．科学技術振興機関 を設置 し、行 なっている 3 0 ．91
5 ．貴研究機関内の長及び部門長が行な っている 44 13 ．29
6 ．貴研究機関内の企画調整部門で行な っている 4 1．21
7 ．貴研究機関 と相手機関 とで協議 して行なっている 145 43 ．81
8 ．その他 14 4．23
合　 計 331 100 ．00
無　 回 答 141
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【問26】　貴研究機関における共同研究の成果の取り扱いについて何がとくに問題となりましたか。
特に重要な要因に○印1つでお答え下さい。
項　 目 件　 数 ％
1．特 に問題 となった ことはない 271 81．14
2．守秘義務 による研究内容の公表制限 24 7．19
3．権利 （知的所有権 ）の帰属 14 4．19
4 ．権利 （知的所有権 ）の扱 い 20 5．99
5．その他 5 1．50
合　 計 334 100．00
無　 回 答 138
【問27】　高い研究ポテンシャルを維持していくために、研究者の処遇をどのようにしていこうと
お考えですか。該当するものに3つ以内で○印をご記入下さい。
項　 目 件　 数 ％
1．特 に考 えて いない 23 2．11
2．研究者へのテーマ決定 ・変更等の意志決定権 限の委譲 74 6．78
3．給与 ・賞与等の報酬 の改善 75 6．87
4 ．勤務時間 ・就業規則等の労務管理面での改善 28 2．57
5．ポス ト等 の処遇上の改善 119 10．91
6 ．研究人員 の増大 210 19．25
7 ．研究人員 の若返 り 91 8．34
8 ．研究者の流動化 ・他 の研究機関 との人事交流 131 12．01
9 ．研究者の教育 ・訓練 326 29．88
10．その他 14 1．28
合　 計 1091 100．00
無 回 答 32
【間28】　貴研究機関における研究予算の計上方法について、該当するものに○印をご記入下さい。
項　 目 件　 数 ％
1．単年 度予 算 方 式 361 80 ．04
2 ．プ ロ ジェ ク ト予算 方 式 2 0 ．44
3．単年 度 とプ ロジ ェク ト予 算 方式 の 併用 85 18．85
4 ．その他 3 0．67
合　 計 451 100．00
無 回 答 21
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「地域科学技術振興における地域資源の
有効活用に関する調査研究」についての
アンケート調査
1992年1月
社団法人　科学技術と経済の会
本曇調査票は
1 9 9 2 年 1 月 2 9 日（水 ）まで に
ご返送下さい。
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＿．選．萱旦且真
1．日的
近年、東京圏への一極集中等を背景として各地方自治体において、地域の活性
化という観点から科学技術振興方策の検討が積極的に進められております。また、
本年度に答申が予定されている科学技術会議第18号答申においても、政府の重
点施策のひとつとして地域における科学技術の支援がとり上げられられることと
なっております。
そこで本調査研究においては、鑑豊丘嵐丘且豊丘庖底屋且盛．藍旦＿真底によりこ
うした地方自治体の動きについての実態、問題点等の中で、特に地方に設立され
た研究機関を対象とした調査を行ない、そこから地域科学技術振興上の問題点及
び今後国がなすべき施策等について考察することを目的として、ここに皆様のご
協力をお願いする次第でございます。
2．調査の対象
本調査は公役試験研究機関を対象としております。
3．調査票の閉め切り
本討査票は1992年1月29日（水）までにご返送下さい。
4．調査票の返送方法
調査票のご返送に際しましては、同封の返信用封筒を利用の上、ご返送下さい。
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5．本甫査に関するお問い合わせ
本蘭重に関するご質問あるいは不明な点等がございましたら、下記にお問い合
わせ下さい。
〒102　東京都千代田区飯田橋　2－4－5
社団法人　科学技術と経済の会
研究部　横山正幸、遠藤遠弥
丁引L：03－3263－5501
FAX：03－3263－5504
6．調査の取り扱い
調査結果は、統計的に処理致しますので、個々の組織名・個人名が公表される
ことはございません。
また、調査にご協力していただきました研究機関に対しましては、調査結果を
後日ご報告致します。
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Pl．フェイスシート
ご回答者の
お名前
貴研究機関の
名称
ご回答者の
役職名
貴研究機関
の所在地
T
TEL　　　　 （　 ）
P2．貴研究機関の設立年月をお答え下さい。
19□年□月
F3．貴研究機関は下記のどの分野に属しますか。該当するものに○印をご記入下さい。
回答楕
1 ．保 健 ・環 境系
2 ．農 林水 産系
3 ．工 業系
4 ．そ の他
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【間1】　貴研究機関の職員構成について以下の表にお答え下さい。（1980年度及び1985年度以
降に設立された研究機関につきましては該当するところにのみご記入下さい。）
（単位：人）
l
19 80 年 度 19 85年 度 1990 年 度
1 ．全 職 員 数
2 ．う ち 試 験 研 究 業 務
3 ．研 究 職 員
4 ．技 能 職 員
（注：技能職員とは、技能技師、技能貞及び業務員等をいう。）
【問2】1985年度以前に設立された研究機関の方のみお答鼻下さい。
貴研究機関における研究職員に対する技能職員の割合（技能職員／研究職員）の推移について
お伺いします。1985年度と比較して1990年度の研究職員に対する技能職員の割合はどのように変
化しているとお感じですか。該当するところに○印をご記入下さい。
回答穣
1．減少 して いる
！
2 ．少 し減少 している
3 ．変 わ らな い
4 ．少 し増 え ている
5．増 えて い る
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【間3】　研究職員の年齢別構成の推移について以下の表にご記入下さい。（1980年度以降に設
立された研究機関につきましては該当するところにのみご記入下さい。）
（単位：％）
19 80 年 度 19 90 年 度
1 ． 2 5 歳 以 下
2 ． 2 5 歳 以 上 ～ 3 5 歳 未 満
3 ． 3 5 歳　　 ～ 4 5 歳
4 ． 4 5 歳　　 ～ 5 5 歳
5 ． 5 5 歳 以 上
合　　　　　 計 1 0 0 1 0 0
（小数点以下四捨五入）
【問4】1990年度における研究職貞の平均年齢についてお答え下さい。
平均［：＝コ歳
（小数点以下四捨五入）
【問5】　研究職員の学歴構成の推移について以下の表にご記入下さい。（1980年度及び1985年
度以降に設立された研究機関につきましては該当するところにのみご記入下さい。）
（単位：％）
1 98 0年 度 198 5年 度 19 90年 度
1 ．大 学 院 博 士 課 程 卒
2 ．大 学 院 修 士 課 程 卒
3 ．大 学 学 部 卒
4 ．高 等 学 校 、 高 専 、 短 大 卒
5 ．そ の 他 （具 体 的 に　　　　　 ）
合　　　　 計 1 00 100 10 0
（小数点以下四捨五入）
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【問6】1990年度における貴研究機閑内での博士号既取得者の数をご記入下さい。
［＝コ人
【間7】　貴研究機関における30歳の研究職貞の平均年間給与支給総額について該当するものに
○印をご記入下さい。
回 答 編
1． 300万 円未 満
】
2 ． 300万 以 上 ～ 350万 円 未 満
3 ．350万　　 ～ 400万 円
五 400万　 ～ 450万 円
白 ．450万　　 ～ 500万 円
6 ．500万　　 ～ 550万 円
7 ．550万　　 ～ 600万 円
8 ．600万 円 以 上
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【間8】1990年度における貴研究機園と他機関との研究職貞の流動（他機関からの中途採用及
び他機関への中途退職）についてお伺いします。下記の表に該当する数字をご記入下さい。また、
該当する人がいない箇所には必ず0をご書己大下さい。
（単位：人）
他 機 関 か ら 他 機 関 へ
1 ．国 立 研 究 機 関
2 ．公 設 試 験 研 究 機 関
．3 ．大 学
4 ．民 間 企 業
5．産 官 学 共 同 の 研 究 機 関
6 ．産 宮 共 同 の 研 究 機 関
7 ．複 数 企 業 共 同 の 研 究 機 関
手8 ・特 殊 法 人 の 研 究 機 関
l
1 9 ・そ の 他 （具 体 的 に　　　　　　 ）
合　　　 計
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【問9】　現在貴研究機関にいる外国人研究者の数をご記入下さい。また、該当する人のいない
箇所には必ず0をご記入下さい。
（単位：人）
回 答 梱
1 1・ 1カ月 未 満
2 ． 1カ月 以 上 ～ 3カ月 未 満
l
3 ． 3カ月　　 ～ 1年
l白 ． 1年　 ～ 2年
I
5 ． 通 常 勤 務 者
l
l　 合　 計
i
【問10】　貴研究機関に外国人研究者のいる方にお伺いします。
その外国人研究者に対する処遇は特にどのようなことを行なっていますか。それぞれに対して
特に力を入れているものを2つ選び○印をご記入下さい。
1カ月
未満
1カ月
～3カ月
3カ月
～1年
1年
～2年
通常
勤務者
l
ll・特に行なっていない
2．住宅面での援助を行なっている
i
13．給与面での優遇を行なっている
l
l
P ・研究費での優遇を行なっている
5．ポス ト等での優遇を行なっている
l
6．配偶者の就職先の斡旋を行なっている
i
7．家族の生活面での援助を行なっている
（医療、教育、言葉の問題等）
l
8．その他 （具体的に　　　　　　　　　 ）
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研究機関の組織体制
【問11】　貴研究機関の組織体制についてお伺いします。
下記の項目は時系列となっております。各年度ごとに遊里宣旦塾毯旦塾立上ヱ持っているとき
は〇、持っていないときは×をご記入下さい。（1977年度及び1984年度以降にできた組織につき
ましては該当する部分のみご言己大下さい。）
1977年 度 1984年 度 1990年 度
1 ．企 画 調 整 部 門
2 ．管 理 部 門
3 ．研 究 開 発 部 門
4 ．分 析 ・測 定 部 門
5．技 術 サポ ート部 門
6 ．相 談 窓 口
【問12】　貴研究機関では研究室間の定期的な人材の異動を行なっておりますか。各年度ごと
に該当するところに○印をご記入下さい。（1977年度及び1984年度以降にできた組織につきまし
ては該当する部分のみご記入下さい。）
1977年度198聖 ⊥1990年度
1．行 な っ て い る
，2 ．行 な っ て い な い
［
【問13】　貴研究機関の研究運営について、各年度ごとに該当するところに○印をご記入下さ
い。（1977年度及び1984年度以降にできた組織につきましては該当する部分のみご記入下さい。）
1977年度 1984年度 1990年度
1．プロジェクト単位
2 ．研究室単 位
3 ．1と2の併 用
4 ．その他 （具体 的 に　 ）
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【問14】1984年度以降、組織体制の大幅な再編成を行ないましたか。該当するところに○印
をご記入下さい。また、組織体制の大幅な再編成を行なった場合には、その実施年度をご記入下
さい。
回 答 柵
1 ．は　 い
2 ．い い え 19［＝コ年度
研究設備について
【問15】　貴研究機関に現在ある研究設備についてお伺いします。試験研究設備の設備状況の
推移について以下の表にご記入下さい。
計測及び うち設置後 8年以上
試験機器類 経過したもの
－　 （単位 ：点） （単位 ：％）
1．取 得価格　 20万円以上 100万円未 満
2 ．　　　 100万円以上　 300万 円未 満
3 ．　　　 300万円以上　 500万 円未満
4 ．　　　 500万円以上 1000万 円未満
5 ．　　 1000万円以上　 5000万 円未満
6 ．　　　 5000万円以上 1億 円未満
7 ．　　　　 1億円以上
（小数点以下四捨五入）
（注：なお、ここでは計測及び試験機器類とは、耐用年数1年以上でかつ取得価格が
20万円以上の機械、装置、その他の器具及び備品をいう。）
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研究開発、技術指導・相談、委託研究について
【間16】　貴研究機関の業務成果の推移についてお伺いします。各年度ごとに該当する件数を
ご記入下さい。（1980年度及び1985年度以降にできた組織につきましては該当する部分のみご記
入下さい。）
（単位：件）
1980年 度 1985年 度 1990年 度
1 ．研 究 開 発
2 ．技 術 指 導 ・相 談
3 ．依 頼 検 査 ・試 験
；4 ．そ の 他
【間17】　黄研究機関では依頼検査・試験一つにどれだけの人・時間をかけていますか。各年
度ごとにおおよその平均値でお答え下さい。（1980年度及び1985年度以降にできた組織につきま
しては該当する部分のみご記入下さい。）
1980年度 1985年度 1990年度
平均 （人 ・時間）
（小数点以下四捨五入）
（注：人・時間とは一人の研究者が行なったとしたときにか
かる時間を表わすものである。）
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地域における共同研究の実施状況について
【間18】　貴研究機関は1990年度にどれだけの共同研究を行ないましたか。．その件数をご記入
下さい。
⊂＝コ件
【間19】　その共同研究の相手はどの機関でしたか。下記の中から該当するものにそれぞれの
件数をご記入下さい。
件数 件数
1．大 学 と 10．民 間 企 業 と図 研 と
2 ．民 間 企 業 と 11．民 間企 業 と公 役 試 と
3 ．国 研 と 12．民 間企 業 とそ の 他 の研 究 機 関 と
4 ．公 設 武 と 13．国研 と公 設武 と
l5 ．そ の 他 の 研 究 機 関 と 14 ．国 研 とそ の他 の 研究 機 園 と
6．大 学 と民 間 企 業 と
l
15．公 設 武 とそ の他 の研 究 機 関 と
再 ．大 学 と国 研 と
l
16．そ の他 （具体 的 に　　　　　　 ）
8．大 学 と公 設 武 と
9．大学 とその他の研 究機 関 と
（注：国研＝国立研究機関、公設試＝公設試験研究機関）
【問20】　共同研究の平均研究期間はどのくらいですか。該当するものに○印をご記入下さい。
回答梱回答柵
1．3カ月以内 5．2年以上～3年未満
12・3カ月以上 ～6カ月未満 6．3年　　 ～5年
上 6カ月　 ～1年
7．5年以上
4 ．1年　　　 ～2年
－251－
【聞21】　共同研究の平均研究予算総額（人件費は除く）はどのくらいですか。該当するもの
に○印をご記入下さい。
回答柵 庚答叫
1． 100万 円以 下 5 ．2000～ 5000万 円
2 ． 100～ 500万 円 6 ．5000～ 1億 円
3 ．500～ 1000万 円
L
7 ．1億 円以 上
ト1000～2000万円 ］
また、そのうち貴機関の負担分はどのくらいですか。お答え下さい。
［＝＝］ ％（小数点以下四捨五入）
【間22】　共同研究の課題について該当するものすべてに○印をご首己大下さい。
回答梱 回答欄
1．農業 一般 ・作物 12ノてイオテ クノロジー
・2．獣 医 ・畜産 13．土木 ・建 設
3．麻 美 14．窯業
4．水産業 15．鉄鋼 ・金 属工学
5．食 品工 学 16．新素材
6．蚕 業 ・繊維 17．機械工学
7．化 学 18．電子 ・通信 ・情報工学
8．医薬 品 19．その他 電気工学
9．原 子 力 ・エ ネル ギー 20．環 境 ・公害
l！10．宇宙 開発 21．公衆 衛生
22．その他 （具体的に ）
l
ill・海洋開発
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【問23】　共同研究の課題を選定する陰には、どのような方法をとっていますか。最も一般的
なケースについて○印1つでお答え下さい。
回答柵
l
l．貴研究機関の研究者の直接の働きかけ
2．貴研究機関の仲介者を通じた働きかけ
3．貴研究機関の調整部門を使った働きかけ
4．共同研究の相手か らの直接の働きかけ
5．共同研究の相手の仲介者を通じた働きかけ
6．その他 （具体的に　　　　　　　　　　　　　 ）
【間24】　「仲介者を通じた働きかけ」で共同研究が行なわれる場合、その仲介者とは具体的
にどのような機関ですか。最も一般的なケースについて○印1つでお答え下さい。
回答柵
1．中央 行政機関
！2．地 方 行政 棟園
3．民 間機関
i4・第 3 セ クタ‾
5．その他 （具体 的 に　　　　　　 ）
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【問25】　共同研究の成果を評価する際には、一般的にどのような方法をとっていますか。下
記の中より該当するものに○印1つでお答え下さい。
L回答柵
1．特 に行なっていない
2．外部学識経験者で構成する諮問機関を作 り、行なっている
5．庁内に協議機関を作り、行なっている
6．科学技術振興機関を設置 し、行なっている
7．貴研究機関内の長及び部門長が行なっている
8．貴研究機関内の企画調整部門で行なっている
9．貴研究機関と相手機園とで協議して行なっている
10．その他 （具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）
【間26】　黄研究機関における共同研究の成果の取り扱いについて何がとくに問題となりまし
たか。特に重要な要因に○印1つでお答え下さい。
回答穣
1．痔 に聞産 となった ことはない
2 ．守秘義務 による研究内容の公表制限
3．権利 （知的所有権 ）の帰属
4 ．権利 （知的所有権 ）の扱 い
5．その他 （具体的に　　　　　　　　　　　 ）
ー254－
【問27】　高い研究ポテンシャルを維持していくために、研究者の処遇をどのようにしていこ
うとお考えですか。該当するものに3つ以内で○印をご記入下さい。
回答職
1．特に考えていない
2．研究者へのテーマ決定 ・変更等の意志決定権限の委譲
3．給与 ・賞与等の報酬の改善
4．勤務時間 ・就業規則等の労務管理面での改善
5．ポス ト等の処遇上の改善
6．研究人員の増大
7．研究人員の若返り
18・研究者の流動化 ・他の研究機関との人事交流
9．研究者の教育 ・訓練
10．その他 （具体的に　　　　　　　　　　　　　　　 ）
【間28】　貴研究機関における研究予算の計上方法について、該当するものに○印をご記入下
さい。
l 回答櫛
1．単 年 度 予 算 方 式
l
2 ．プ ロ ジ ェ ク ト予算 方 式
l 3 ．単 年 度 とプ ロ ジェ ク ト予 算 方 式 の 併 用
4 ．そ の 他 （具 体 的 に　　　　　　　　　　　 ）
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＊共同研究について何かご意見がございましたらご記述下さい。
＊このアンケートについて何かご意見がございましたらご記述下さい。
ご協力有難う　ござしヽ　ます0
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各地域乙こ設立された研究機関ヌ寸象
「地域科学技術振興をこお古ナる地域資源の
有効措用をこ関する謬司査研究」　もこつしヽての
アンケ－　ト調査集計結果
社団法人
科学技術と経済の会
－257－
P2．貴社の設立年月をお答え下さい。
設 立 年 月 件　 数 ％
1969年 以 前 1 2 ．08
1970　 ～ 1974 0 0 ．00
1975　 ～ 1979 0 0 ．00
1980　 ～ 1983 0 0 ．00
1984 0 0 ．00
1985 2 4．17
1986 5 10．42
1987 7 14．58
1988 11 22．92
1989 6 12．50
1990年 以 降 16 33．33
合　 計 48 100．00
無 回答 0
P3．貴社の資本金または基本財産を書己大して下さい。
さらに、そのうち地方自治体、基盤技術研究促進センター、生物系特定産業技術研究推進機構及び
医薬品副作用被害救済・研究振興基金からの出資金または出えん金を記入して下さい。
（なお、公設試験研究機関の場合は、この間に答える必要はありません。）
1．資本金または基本財産　総額
金　 額 件 数 ％
1000万 円未 満 0 0．00
1000万 円以 上　 5000万 円未 満 1 2．17
5000万　　 ～　　 1億 0 0．00
1億　　 ～　　 3億 6 13．04
3億　　 ～　　 5億 9 19．57
5億　　 ～　　 7億 4 8．70
7億　　 ～　 10億 5 10．87．
10億　　 ～　 15億 6 13．04
15億　　 ～　　 20億 4 8．70
20億　　 ～　　 30億 3 6．52
30億　　 ～　　 40億 3 6．52
40億　　 ～　　 50億 0 0．00
50億　　 ～　 100億 3 6．52
100億　　 ～　 150億 0 0．00
150億 円以 上 2 4．35
合　 計 46 100．00
平　 均 24000
無 回 答 2
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2．うち地方自治体出資金または出えん金
金 ‾額 件 数 ％
1000万 円未 満 2 20．00
1000万 円以 上　 5000万 円未満 1 10．00
5000万　　 ～　　 1億 1 10．00
1億　　 ～　　 3億 1 10．00
3億　　 ～　　 5億 1 10．00
5億　　 ～　　 7億 0 0．00
7億　　 ～　 10億 0 0．00
10億　　 ～　 15億 2 20．00
15億　　 ～　　 20億 0 0．00
20億　　 ～　　 30億 0 0．00
30億　　 ～　　 40億 1 10．00
40億　　 ～　　 50億 0 0 ．00
50億　　 ～　 100億 0 0 ．00
100億　　 ～　 150億 0 0 ．00
150億 円以 上 1 10 ．00
合　 計 10 100．00
平　 均 21166
無　 回 答 0
3．うち基盤技術研究促進センター出資金または出えん金
金　 額 件 数 ．．
1000万 円未 満 0 0．00
1000万 円以 上　 5000万 円 未満 0 0．00
5000万　　 ～　　 1億 0 0 ．00
1億　　 ～　　 3億 1 6．25
3億　　 ～　　 5億 2 12．50
5億　　 ～　　 7億 2 12 ．50
7億　　 ～　 10億 1 6．25
10億　　 ～　 15億 3 18．75
15億　　 ～　　 20億 2 12．50
20億　　 ～　　 30億 2 12．50
30億　　 ～　　 40億 0 0．00
40億　　 ～　　 50億 1 6．25
50億　　 ～　 100億 1 6．25
100億　　 ～　 150億 1 6．25
150億 円以上 0 0．00
合　 計 16 100．00
平　 均 23424
無　 回 答 0
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4．うち生物系特定産業技術研究推進機構出資金または出えん金
金　 額 件 数 ％
1000万 円未 満 0 0 ．00
1000万 円以上　 5000万 円 未満 0 0 ．00
5000万　　 ～　　 1億 0 0 ．00
1億　　 ～　　 3億 T 43 ．75
3億　　 ～　　 5億 7 43．75
5億　　 ～　　 7億 1 6．25
7億　　 ～　 10億 0 0，00
10億　　 ～　 15億 1 6．25
15億　　 ～　　 20億 0 0．00
20億　　 ～　　 30億 0 0．00
30億　　 ～　　 40億 0 0．00
40億　　 ～　　 50億 0 0．00
50億　　 ～　 100億 0 0．00
100億　　 ～　 150億 0 0．00
150億 円以 上 0 0．00
合　 計 16 100．00
平　 均 3533
無 回 答 0
5．．うち医薬品副作用被害救済・研究振興基金出資金または出えん金
金　 額 件 数 ％
1000万 円未 満 0 0．00
1000万 円以 上　 5000万 円 未満 0 0．00
5000万　　 ～　　 1億 0 0．00
1億　　 ～　　 3億 1 20．00
3億　　 ～　　 5億 0 0．00
5億　　 ～　　 7億 2 40．00
7億　　 ～　 10億 1 20．00
10億　　 ～　 15億 0 0．00
15億　　 ～　　 20億 0 0．00
20億　　 ～　　 30億 1 20．00
30億　　 ～　　 40億 0 0．00
40億　　 ～　　 50億 0 0．00
50億　　 ～　 100億 0 0．00
100億　　 ～　 150億 0 0．00
150億 円以 上 0 0．00
合　 計 5 100．00
平　 均 9048
無 回 答 0
－260一
【問1】　貴社の職員構成について以下の表にお答え下さい。
1．全職員数
人　 数 件 数 ％
～　 5人 未 満 0 0 ．0 0
5人 以 上 10 6 12 ．50
10　　 ～ 15 10 2 0 ．8 3
15　　 ～　 20 10 20 ．8 3
2 0　　 ～　 25 9 18 ．7 5
2 5　　 ～　 30 2 4 ．17
30　　 ～　 3 5 4 8 ．3 3
3 5　　 ～　 4 0 0 0 ．0 0
4 0　　 ～　 4 5 3 6 ．2 5
4 5　　 ～　 50 1 2 ．0 8
50　　 ～ 1 00 3 6 ．25
10 0人 以 上 0 0 ．0 0
合　 計 4 8 10 0 ．0 0
平　 均 2 3 ．10
無 回 答 ま た は 0 人 0
2．試験研究業務者数
人　 数 件数 ％
～　 5人 未 満 2 4．17
5人以 上 10 11 22．92
10　　 ～ 15 11 22．92
15　　 ～　 20 9 18．75
20　　 ～　 25 6 12．50
25　　 ～　 30 2 4．17
30　　 ～　 35 2 4．17
35　　 ～　 40 2 4 ．17
40　　 ～　 45 0 0 ．00
45　　 ～　 50 0 0 ．00
50　　 ～ 100 3 6 ．25
100人 以 上 0 0 ．00
合　 計 48 100 ．00
平　 均 17．69
無 回答 また は 0 人 0
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3．研究職貞
人　 数 件 数 ％
～　 5人 未 満 2 4 ．17
5人 以 上 10 15 3 1 ．2 5
10　　 ～ 15 10 2 0 ．8 3
15　　 一一　2 0 9 18 ．7 5
2 0　　 一一　2 5 7 14 ．58
2 5　　 ～　 3 0 1 2 ．08
3 0　　 ～　 35 0 0 ．00
3 5　　 ～　 4 0 1 2 ．08
4 0　　 ～　 4 5 1 2 ．08
4 5　　 ～　 50 0 0 ．00
50　　 ～ 1 00 2 4 ．1 7
10 0人 以 上 0 0 ．0 0
合　 計 4 8 10 0 ．0 0
平　 均 15 ．6 7
無 回 答 ま た は 0 人 0
4．技能職員
人　 数 件 数 ％
～　 5人 未 満 13 68 ．4 2
5人 以 上 10 4 2 1 ．0 5
10　　 ～ 15 0 0 ．0 0
15　　 ～　 2 0 1 5 ．2 6
2 0　　 ～　 2 5 1 5 ．2 6
2 5　　 ～　 30 0 0 ．0 0
30　　 ～　 3 5 0 0 ．00
3 5　　 ～　 4 0 0 0 ．00
4 0　　 ～　 45 0 0 ．0 0
4 5　　 ～　 50 0 0 ．0 0
5 0　　 ～ 10 0 0 0 ．00
10 0人 以 上 0 0 ．0 0
合　 計 19 10 0 ．0 0
平　 均 5 ．0 0
無 回 答 ま た は 0 人 2 9
－262一
【問2】　研究職員の年齢別構成について以下の表にご記入下さい。
1．25歳以下
割　 合 件 数 ．．
0％ 3 1 64 ．58
1％以 上 10％未 満 8 16 ．67
10　　 ～　 2 0 6 12 ．5 0
2 0　　 ～　 3 0 3 6 ．2 5
30　　 ～　 40 0 0 ．00
40　　 ～　 5 0 0 0 ．00
5 0　　 ～　 6 0 0 0 ．00
6 0　　 ～　 7 0 0 0 ．00
7 0　　 ～　 8 0 0 0 ．0 0
80　　 ～　 90 0 0 ．00
90　　 ～ 100 0 0 ．00
10 0％ 0 0 ．0 0
合　 計 48 10 0 ．0 0
平　 均 4 ．2 1
無 回 答 0
2．25歳以上　35歳未満
割　 合 件 数 ．．
0箕 1 2 ．0 8
1％以 上 10％未 満 0 0 ．0 0
10　　 ～　 20 3 6 ．2 5
20　　 ～　 30 9 18 ．7 5
30　　 ～　 40 7 14 ．5 8
40　　 ～　 50 10 20 ．8 3
50　　 ～　 60 1 1 2 2 ．9 2
60　　 ～　 70 1 2 ．0 8
70　　 ～　 8 0 2 4 ．17
8 0　　 ～　 9 0 1 2 ．0 8
90　　 ～ 100 1 2 ．08
10 0％ 2 4 ．1 7
合　 計 4 8 100 ．0 0
平　 均 44 ．4 8
無 回 答 0
肩263－
3．35歳以上　45歳未満，
割　 合 ’ 件 数 ％
0％ 4 8 ．33
1％以 上 10％未 満 2 4 ．17
10　　 ～　 20 7 14 ．58
20　　 ～　 30 17 35．42
30　　 ～　 40 7 14 ．58
40　　 ～　 50 10 20 ．83
50　　 ～　 60 1 2 ．08
60　　 ～　 70 0 0 ．00
TO　　 ～　 80 0 0 ．00
80　　 ～　 90 0 0 ．00
90　　 ～ 100 0 0．00
100％ 0 0 ．00
合　 計 48 100 ．00
平　 均 25．75
無 回 答 0
4．45歳以上　55歳未満
割　 合 件 数 ％
0％ 14 29．17
1％以 上 10％未 満 2 4 ．17
10　　 ～　 20 15 31．25
20　　 ～　 30 10 20．83
30　　 ～　 40 4 8．33
40　　 ～　 50 2 4 ．17
50　　 ～　 60 1 2．08
60　　 ～　 70 0 0．00
70　　 一一　80 0 0 ．00
80　　 ～　 90 0 0 ．00
90　　 ～ 100 0 0．00
100％ 0 0 ．00
合　 計 48 100．00
平　 均 15．63
無 回 答 0
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5．55歳以上
割　 合 件 数 ％
0％ 15 31．25
1％以 上 10％未 満 17 35．42
10　　 ～　 20 9 18．75
20　　 ～　 30 2 4．17
30　　 ～　 40 2 4．17
40　　 ～　 50 1 2．08
50　　 ～　 60 1 2．08
60　　 ～　 70 1 2．08
70　　 ～　 80 0 0．00
80　　 ～　 90 0 0．00
90　　 ～ 100 0 0．00
100％ 0 0．00
合　 計 48 100．00
平　 均 9．94
無　 回 答 0
【聞3】　研究職員の平均年齢についてお答え下さい。
平 均年 齢 件　 数 ％
30歳 未満 3 6 ．25
30歳 以上　 35歳 未 満 7 14 ．58
35　　 ～　 40 23 47 ．92
40　　 ～　 45 11 22 ．92
45　　 ～　 50 3 6 ．25
50　　 ～　 55 1 2 ．08
55歳 以上 0 0 ．00
合　 計 48 100 ．00
平　 均 37．73
無 回 答 0
－265一
【問4】　研究職員の学歴構成について以下の表にご記入下さい。
1．大学院博士課程卒
割　 合 件 数 ％
0％ 17 35．42
1％以 上 10％未 満 7 14．58
10　　 ～　 20 10 20．83
20　　 ～　 30 7 14．58
30　　 ～　 40 3 6．25
40　　 一一　50 1 2．08
50　　 ～　 60 1 2．08
60　　 ～　 70 0 0．00
70　 一～　 80 1 2．08
80　　 ～　 90 0 0．00
90　　 ～ 100 0 0．00
100％ 1 2．08
合　 計 48 100．00
平　 均 15 ．00
無 回 答 0
2．大学院修士課程卒
割　 合 件 数 ％
0％ 8 16 ．67
1％以 上 10％未 満 2 4 ．17
10　　 ～　 20 8 16 ．67
20　　 ～　 30 12 25．00
30　　 ～　 40 6 12 ．50
40　　 ～　 50 4 8 ．33
50　　 ～　 60 6 12 ．50
60　　 ～　 70 0 0 ．00
70　　 ～　 80 1 2 ．08
80　　 ～　 90 1 2．08
90　　 ～ 100 0 0 ．00
100％ 0 0．00
合　 計 48 100．00
平　 均 27 ．04
無 回 答 0
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3.大学学部卒
割 合 件数 %
0Ⅹ 3 6.25
1%以上 10%未満 2 4.17
10 - 20 2 4.17
20 - 30 2 4.17
30 - 40 9 18.75
40 - 50 4 8.33
50 - 60 ll 22.92
60 - 70 7 14.58
70 - 80 3 6.25
80 - 90 3 6.25
90 -100 0 0.00
100% 2 4.17
合 計 48 100.00
平 均 47.48
4.高等学校､高専､短大卒
割 合 件数 %
0% 23 47.92
1%以上 10%未満 9 18.75
10 - 20 8 16.67
20 - 30 4 8.33
30 - 40 0 0.00
40 - 50 2 4.17
50 - 60 0 0.00
60 - 70 2 4.17
70 - 80 0 0.00
80 - 90 0 0.00
90 -100 0 0.00
100% 0 0.00
合 計 48 100.00
平 均 9.92
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5．その他
割　 合 件 数 ％
0％ 47 97 ．9 2
1％以 上 10％未 満 0 0 ．00
10　　 ～　 20 1 2 ．0 8
2 0　　 ～　 3 0 0 0 ．0 0
30　　 ～　 4 0 0 0 ．0 0
4 0　　 ～　 50 0 0 ．0 0
50　　 ～　 60 0 0 ．0 0
60　　 ～　 70 0 0 ．00
7 0　　 ～　 8 0 0 0 ．0 0
8 0　　 ～　 g O 0 0 ．0 0
90　　 ～ 100 0 0 ．0 0
100％ 0 0 ．0 0
合　 計 4 8 100 ．0 0
平　 均 0 ．35
無　 回 答 0
【問5】　貴社での博士号既取得者の数をご記入下さい。
人　 数 件　 数 ％
0 人 8 17．02
1 11 23 ．40
2 4 8．51
3 8 17．02
4 7 14 ．89
5 0 0 ．00
6 2 4 ．26
7 2 4 ．26
8人以 上 5 10．64
合　 計 47 100．00
平　 均 3 ．28
無　 回 答 1
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【問6】　貴社における30歳の研究職員の平均年間給与支給捻額について該当するものに○印をご記
入下さい。
項　 目 件 数 ％
1 ．3 00万 円 未 満 0 0 ．0 0
2 ．3 00万 以 上 ～ 3 50万 円 未 満 5 11 ．36
3 ． 350万　　 ～ 4 00万 円 4 9 ．09
4 ．4 00万　　 ～ 4 50万 円 15 3 4 ．09
5 ．4 50万　　 ～ 5 00万 円 6 13 ．64
6 ． 500万　　 ～ 5 50万 円 6 13 ．64
7 ． 550万　　 ～ 6 00万 円 3 6 ．82
8 ． 600万 円 以 上 5 11 ．36
合　　 計 44 10 0 ．00
無　 回 答 4
【問7】　設立時における貴社の研究職員の採用（新卒者採用、他機関からの中途者採用等）につい
てお伺いします。下記の表に該当する数字をご記入下さい。
1．新卒者
人　 数 件　 数 ％
0 人 32 7 4 ．4 2
1 2 4 ．65
2 3 6 ．98
3 5 11 ．63
4 0 0 ．00
5 1 2 ．33
6 0 0 ．00
7 0 0 ．00
8 0 0 ．00
9 0 0 ．00
10 人 以 上 0 0 ．00
合　 計 4 3 100 ．00
平　 均 0 ．65
無 回 答 5
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2．他機関からの採用
人　 数 件　 数 ％
0 人 1 2 ．33
1 2 4 ．65
2 0 0 ．00
3 0 0 ．00
4 4 9 ．30
5 1 2 ．33
6 6 13 ．95
7 3 6 ．98
8 4 9 ．30
9 4 9 ．30
10人以 上 18 41．86
合　 計 43 100 ．00
平　 均 11．47
無 回 答 5
3．国立研究機関
人　 数 件　 数 ％
0 人 38 88．37
1 4 9．30
2 1 2．33
3 0 0 ．00
4 0 0 ．00
5 0 0 ．00
6 0 0 ．00
7 0 0 ．00
8 0 0 ．00
9 0 0 ．00
10人 以 上 0 0 ．00
合　 計 43 100 ．00
平　 均 0 ．14
無 回 答 5
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4．公設試験研究機関
人　 数 件　 数 ％
0 人 37 86．05
1 2 4．65
2 1 2．33
3 2 4．65
4 0 0．00
5 0 0．00
6 0 0．00
7 1 2．33
8 0 0 ．00
9 0 0．00
10人以 上 0 0．00
合　 計 43 100．00
平　 均 0．40
無 回 答 5
人　 数 件　 数 ．．
0 人 33 76．74
1 3 6．98
2 3 6．98
3 1 2．33
4 1 2．33
5 2 4 ．65
6 0 0．00
7 0 0．00
8 0 0．00
9 0 0．00
10人 以 上 0 0．00
合　 計 43 100．00
平　 均 0．60
無 回 答 5
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6．民間企業
人　 数 件　 数 ％
0 人 7 16 ．28
1 5 1 1 ．63
2 3 6 ．98
3 4 9 ．30
4 2 4 ．65
5 0 0 ．00
6 2 4 ．65
7 2 4 ．65
8 1 2 ．33
9 1 2 ．33
10人 以 上 16 3 7 ．2 1
合　 計 43 10 0 ．00
平　 均 8 ．23
無 回 答 5
7．産官学共同の研究機関
人　 数 件　 数 ％
0 人 43 100 ．00
1 0 0 ．00
2 0 0 ．00
3 0 0．00
4 0 0 ．00
5 0 0 ．00
6 0 0 ．00
7 0 0 ．00
8 0 0 ．00
9 0 0 ．00
10人以 上 0 0 ．00
合　 計 43 100．00
平　 均 0 ．00
無 回 答 5
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8．産官共同の研究機関
人　 数 件　 数 ％
0 人 43 100 ．00
1 0 0 ．00
2 0 0 ．00
3 0 0 ．00
4 0 0 ．00
5 0 0 ．00
6 0 0 ．00
7 0 0 ．00
8 0 0．00
9 0 0 ．00
10人以 上 0 0 ．00
合　 計 43 100 ．00
平　 均 0．00
無 回 答 5
9．複数企業共同の研究機関
人　 数 件　 数 ％
0 人 43 100．00
1 0 0 ．00
2 0 0 ．00
3 0 0 ．00
4 0 0 ．00
5 0 0 ．00
6 0 0 ．00
7 0 0 ．00
8 0 0．00
9 0 0．00
10人以 上 0 0．00
合　 計 43 100．00
平　 均 0 ．00
無 回　 答 5
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10．特殊法人の研究機関
人　 数 件　 数 ％
0 人 35 81．40
1 4 9 ．30
2 0 0 ．00
3 0 0 ．00
4 2 4 ．65
5 1 2 ．33
6 1 2．33
7 0 0 ．00
8 0 0 ．00
9 0 0 ．00
10人 以 上 0 0 ．00
合　 計 43 100 ．00
平　 均 0 ．53
無 回 答 5
1．1．その他
人　 数 件　 数 ％
0 人 3 3 76 ．74
1 3 6 ．98
2 2 4 ．65
3 0 0 ．00
4 2 4 ．65
5 0 0 ．00
6 0 0 ．00
7 0 0 ．00
8 0 0 ．00
9 1 2 ．33
10人 以 上 2 4 ．6 5
合　 計 43 100 ．00
平　 均 1 ．56
無 回 答 5
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12．合　計
人　 数 件　 数 ％
0 人 0 0 ．00
1 2 4 ．6 5
2 0 0 ．00
3 1 2 ．33
4 2 4 ．65
5 1 2 ．33
6 5 11 ．63
7 3 6 ．9 8
8 4 9 ．30
9 2 4 ．6 5
10人 以 上 23 5 3 ．49
合　 計 4 3 100 ．00
平　 均 1 2 ．12
無 回 答 5
【間8】現在貴社にいる外国人研究者の数をご記入下さい。
1．1カ月未満
人　 数 件　 数 ％
0 人 48 100．00
1 0 0 ．00
2 0 0 ．00
3 0 0 ．00
4 0 0 ．00
5 人以 上 0 0．00
合　 計 48 100．00
平　 均 0．00
無 回 答 0
2．1カ月以上　3カ月未満
人　 数 件　 数 ％
0 人 47 97 ．92
1 0 0 ．00
2 1 2．08
3 0 0．00
4 0 0．00
5 人以上 0 0．00
合　 計 48 100．00
平　 均 0．04
無 回 答 0
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3．3カ月以上　1年未満
人　 数 件　 数 ％
0 人 43 89．58
1 2 4 ．17
2 0 0 ．00
3 1 2．08
4 2 4 ．17
5 人 以 上 0 0 ．00
合　 計 48 100 ．00
平　 均 0 ．27
無　 回 答 0
4．1年以上　　2年未満
人　 数 件　 数 ％
0 人 44 91．67
1 2 4 ．17
2 1 2 ．08
3 1 2 ．08
4 0 0．00
5 人以 上 0 0 ．00
合　 計 48 100 ．00
平　 均 0．15
無 回 答 0
5．通常勤務者
人　 数 件　 数 ％
0 人 43 89 ．58
1 4 8 ．33
2 1 2 ．08
3 0 0 ．00
4 0 0 ．00
5 人 以 上 0 0 ．00
合　 計 48 100 ．00
平　 均 0 ．13
無　 回 答 0
6．合計
人　 数 件　 数 ％
0 人 36 7 5 ．00
1 7 14 ．58
2 1 2 ．08
3 1 2 ．08
4 1 2 ．08
5 人 以 上 2 4 ．17
合　 計 48 100 ．00
平　 均 0 ．48
無　 回 答 0
－276－
【問9】　貴社に外国人研究者のいる方にお伺いします。
その外国人研究者に対する処遇は特にどのようなことを行なっていますか。それぞれに対して特に
力を入れているものを2つ選び○印をご記入下さい。
項　目：1．特に行なっていない
2．住宅面での援助を行なっている
3．給与面での優遇を行なっている
4．研究費での優遇を行なっている
5．ポスト等での優遇を行なっている
6．配偶者の就職先の斡旋を行なっている
7．家族の生活面での援助を行なっている（医療、教育、言葉の問題等）
8．その他
「1 カ月未満 1カ月～3カ月 3カ月～1年 1年～2年 通常勤務者
頑 ‾ 目 ・－ ％ 件 数 ．． 疎 密 ％ 件 数 ．． 件 数 ％
1 ． 0 0 ．00 0 0 ．0 0 3 50 ．003 60 ．0 0 2 28 ．57
2 ． 0 0 ．00 1 50 ．0 0 2 33 ．3 3 1 2 0 ．0 0 1 14 ．2 9
3 ． 0 0 ．00 0 0 ．0 0 0 0 ．00 0 0 ．0 0 1 14 ．2 g
4 ． 0 0 ．00 0 0 ．0 0 0 0 ．00 0 0 ．0 0 0 0 ．0 0
5 ． 0 0 ．00 0 0 ．0 0 0 0 ．00 0 0 ．0 0 1 14 ．2 g
6 ． 0 0 ．00 0 0 ．0 0 0 0 ．00 0 0 ．0 0 0 0 ．0 0
7 ． 0 0 ．00 0 0 ．0 0 1 16 ．671 2 0 ．0 0 1 14 ．2 9
8 ． 0 0 ．0 0 1 0 ．00 0 0 ．00 0 0 ．0 0 1 14 ．29
合　 計 0 2 1 00 ．0 0 6 100 ．00 5 10 0 ．0 0 7 100 ．0 0
無 回　 答 48 4 6 4 3 44 4 3
【問10】　貴社の組織体制についてお伺いします。
該当する組織を独立して持っているときは〇、持っていないときは×をご記入下さい。
項　 目 件 数 ％
1 ．企画調整部門 15 31．25
2 ．管理部門 41 85．42
3 ．研究開発部門 42 87．50
4 ．分析 ・測定部門 4 8．33
5．技術サポ トー部門 4 8．33
6．相談窓 口 3 6．25
合　 計 109
無　 回 答 0
【問11】　貴社の研究運営について該当するところに○印をご記入下さい。
項　 目 件 数 ．．
1．プロジェクト単位 19 39．58
2 ．研究室単位 11 22．92
3．1と2の併用 16 33．33
4 ．その他 2 4．17
合　 計 48 100．00
無 回 答 0
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【聞15】　貴研究機関に現在ある研究設備についてお伺いします。試験研究設備の設備状況の推移
について以下の表にご記入下さい。
1．取得価格　20万円以上100万円未満
計測 ・試験機器点数 件　 数 ％
0点 4 8．89
1点以上　　　 5点未満 2 4．44
5点以上　　 10点未満 2 4．44
10点以上　　 20点 未満 2 4．44
20点以上　　 30点未満 8 17．78
30点以上　　 40点未満 6 13．33
40点以上　　 50点 未満 3 6．67
50点以上　　 60点未満 2 4．44
60点以上　　 70点未満 2 4．44
70点以上　　 80点未満 1 2．22
80点以上　　 90点未満 0 0．00
90点以上　 100点未満 1 2．22
100点以上　 150点未満 6 13．33
150点以上　　 200点未満 2 4．44
200点以上 4 8．89
合　 計 45 100．00
平　 均 67．38
無 回 答 3
2．取得価格100万円以上　300万円未満
計 測 ・試 験 機器 点 数 件　 数 ％
0点 4 8．89
1点以 上　　　 5点 未 満 4 8．89
5点 以 上　　 10点 未 満 6 13．33
10点 以上　　 20点 未 満 10 22．22
20点以 上　　 30点 未 満 8 17．78
30点以 上　　 40点 未 満 4 8．89
40点以 上　　 50点 未 満 2 4 ．44
50点以 上　　 60点 未 満 2 4 ．44
60点以 上　　 70点 未 満 2 4 ．44
70点以 上　　 80点 未 満 1 2．22
80点以 上　　 90点 未 満 0 0．00
90点以 上　 100点 未 満 1 2．22
100点 以上　 150点 未 満 1 2．22
150点以 上　　 200点 未 満 0 0．00
200点 以上 0 0．00
合　 計 45 100 ．00
平　 均 25．60
無 回 答 3
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3．取得価格　300万円以上　500万円未満
計測 ・試験 機器 点 数 件　 数 ％
0点 6 13 ．33
1点 以上　　　 5点 未満 16 35．56
5点 以上　　 10点 未 満 11 24 ．44
10点 以上　　 20点 未 満 10 22．22
20点以 上　　 30点 未 満 0 0 ．00
30点 以上　　 40点 未 満 0 0．00
40点以 上　　 50点 未 満 1 2．22
50点 以上　　 60点 未 満 1 2．22
60点 以上　　 70点 未 満 0 0．00
70点 以上　　 80点 未 満 0 0 ．00
80点 以上　　 90点 未 満 0 0．00
90点 以 上　 100点 未満 0 0．00
100点 以 上　 150点 未満 0 0 ．00
150点 以 上　　 200点 未 満 0 0 ．00
200点 以 上 0 0．00
合　 計 45 100．00
平　 均 7．22
無　 回 答 3
4．取得価格　500万円以上1000万円未満
計 測 ・試験 機器 点 数 件　 数 ％
0烏 5 11．11
1点 以上　　　 5点 未満 18 40．00
5点 以上　　 10点 未 満 9 20 ．00
10点 以上　　 20点 未 満 g 20 ．00
20点 以上　　 30点 未 満 2 4 ．44
30点 以上　　 40点 未 満 0 0 ．00
40点 以上　　 50点 未 満 1 2．22
50点 以上　　 60点 未 満 1 2．、22
60点 以上　　 70点 未 満 0 0．00
70点 以上　　 80点 未 満 0 0．00
80点 以上　　 90点 未 満 0 0．00
90点 以上　 100点 未 満 0 0．00
100点 以上　 150点 未 満 0 0．00
150点 以上　　 200点 未 満 0 0．00
200点 以 上 0 0．00
合　 計 45 100．00
平　 均 8．22
無　 回 答 3
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5．取得価格1000万円以上5000万円未満
計測 ・試験機器点数 件　 数 ％
0点 7 15．56
1点以上　　　 5点未満 21 46．67
5点以上　　 10点未満 7 15．56
10点以上　　 20点未満 7 15．56
20点以上　　 30点未満 2 4 ．44
30点以上　　 40点未満 1 2 ．22
40点以上　　 50点未満 0 0 ．00
50点以上　　 60点未満 0 0 ．00
60点以上　　 70点未満 0 0 ．00
70点以上　　 80点未満 0 0 ．00
80点以上　　 90点未満 0 0 ．00
90点以上　 100点未満 0 0 ．00
100点以上　 150点未満 0 0 ．00
150点以上　　 200点未満 0 0 ．00
200点以上 0 0 ．00
合　 計 45 100 ．00
平　 均 6．38
無 回 答 3
6．取得価格5000万円以上　1億円未満
計測 ・試験機器点数 件　 数 ％
0点 33 73．33
1点以上　　　 5点未満 10 22．22
5点以上　　 10点未満 0 0．00
10点以上　　 20点未満 1 2．22
20点以上　　 30点 未満 1 2．22
30点以上　　 40点 未満 0 0．00
40点以上　　 50点 未満 0 0．00
50点以上　　 60点未満 0 0．00
60点以上　　 70点未満 0 0．00
70点以上　　 80点未満 0 0．00
80点以上　　 90点未満 0 0．00
90点以上　 100点未満 0 0．00
100点以上　 150点未満 0 0．00
150点以上　　 200点未満 0 0．00
200点以上 0 0．00
合　 計 45 100．00
平　 均 1．36
無 回 答 3
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7．取得価格1億円以上
計 測 ・試 験 機器 点 数 件　 数 ．．
0点 36 80．00
1点 以上　　　 5点 未 満 8 17．78
5点 以上　　 10点 未 満 1 2．22
10点 以上　　 20点 未 満 0 0 ．00
20点 以上　　 30点未 満 0 0 ．00
30点 以上　　 40点 未 満 0 0 ．00
40点 以上　　 50点 未 満 0 0 ．00
50点 以上　　 60点 未 満 0 0 ．00
60点以上　　 70点未 満 0 0 ．00
70点 以上　　 80点 未 満 0 0 ．00
80点 以上　　 90点 未 満 0 0 ．00
90点以 上　 100点 未 満 0 0．00
100点以 上　 150点 未 満 0 0 ．00
150点以 上　　 200点 未満 0 0 ．00
200点以 上 0 0．00
合　 計 45 100 ．00
平　 均 0 ．33
無 回 答 3
【間13】　貴社の業務成果について該当する件数をご記入下さい。
1．研究開発
項　 目 件 数 ％
0件 4 14 ．29
1件 以 上 10件 未 満 11 39 ．29
10　　 ～　 2 0 7 25 ．00
2 0　　 ～　 3 0 1 3 ．57
3 0　　 ～　 4 0 1 3 ．57
4 0　　 ～　 50 0 0 ．00
5 0　　 ～　 6 0 2 7 ．14
6 0　　 ～　 7 0 0 0 ．00
7 0　　 ～　 8 0 1 3 ．57
8 0　　 ～　 9 0 0 0 ．00
9 0　　 ～ 10 0 0 0 ．00
1 00件 以 上 1 3 ．57
合　 計 28 1 00 ．0 0
平　 均 24 ．29
無 回 答 20
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2．技術指導・相談
項　 目 件 数 ％
0件 9 60 ．00
1件 以 上 10件 未 満 2 13 ．33
10　　 ～　 20 1 6 ．67
2 0　　 ～　 30 0 0 ．00
3 0　　 ～　 4 0 0 0 ．00
4 0　　 ～　 50 0 0 ．00
50　　 ～　 60 0 0 ．00
60　　 ～　 7 0 0 0 ．00
70　　 ～　 8 0 0 0 ．00
80　　 ～　 g O 0 0 ．00
90　　 ～ 10 0 0 0 ．00
100 件 以 上 3 2 0 ．0 0
合　 計 15 10 0 ．00
平　 均 9 0 ．39
無 回 答 33
3．依頼検査・試験
項　 目 件 数 ％
0件 10 6 6 ．67
1件 以 上 10件 未 満 2 13 ．33
10　　 ～　 20 0 0 ．00
2 0　　 ～　 30 0 0 ．00
3 0　　 ～　 4 0 0 0 ．00
4 0　　 ～　 50 0 0 ．00
50　　 ～　 60 0 0 ．00
60　　 ～　 70 0 0 ．00
7 0　　 ～　 80 0 0 ．00
8 0　　 ～　 90 0 0 ．00
9 0　　 ～ 100 0 0 ．00
100件 以 上 3 20 ．00
合　 計 15 10 0 ．00
平　 均 77 ．80
無 回 答 33
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4．その他
項　 目 件 数 ％
0件 10 83 ．33
1件 以 上 10件 未 満 0 0 ．00
10　　 ～　 2 0 0 0 ．00
20　　 ～　 3 0 0 0 ．00
3 0　　 ～　 4 0 0 0 ．0 0
4 0　　 ～　 5 0 0 0 ．0 0
50　　 ～　 6 0 0 0 ．0 0
60　　 ～　 70 0 0 ．00
70　　 ～　 80 0 0 ．00
80　　 ～　 90 0 0 ．00
90　　 ～ 10 0 0 0 ．00
100件 以 上 2 1 6 ．67
合　 計 12 100 ．00
平　 均 30 ．0 0
無 回 答 36
【問14】貴社では依頼検査・試験一つにどれだけの人・時間をかけていますか。おおよその平均
値でお答え下さい。
費や した時 間 件 数 ％
0以上　 1人 時未 満 0 0．00
1　 ～　　 2 0 0．00
2　 ～　　 3 0 0．00
3　 ～　　 6 4 44．44
6　 へ′　 12 1 11．11
12　 ～　　 24 1 11．11
24　 ～　 120 0 0．00
120　 ～　 240 0 0．00
240　 ～　 480 0 0．00
480　 ～　 720 1 11．11
720　 ～　 960 0 0．00
960　 ～ 1200 1 11．11
1200　 ～　 2400 0 0．00
2400　 ～　 4800 1 11．11
4800　 ～　 6000 0 0．00
6000　 ～　 7200 0 0．00
7200人 時以 上 0 0．00
合　 計 g 100．00
平　 均 493 ．89
無 回 答 39
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【間15】　貴社は現在どれだけの共同研究を行っていますか。その件数をご記入下さい。
共 同研究 数 件　 数 ％
0件 7 21．21
1 2 6．06
2 6 18．18
3 6 18．18
4 4 12．12
5 5 15．15
6 1 3．03
7 0 0．00
8 0 0．00
9 1 3．03
10件以 上 1 3．03
合　 計 33 100．00
平　 均 4．33
無　 回 答 15
【問16】　その共同研究の相手はどの機関ですか。下記の中から該当するものにそれぞれの件数を
ご記入下さい。
1．大学と
相 手 数 件　 数 ％
0件 13 3 9 ．3 9
1 10 3 0 ．30
2 2 6 ．0 6
3 4 12 ．12
4 1 3 ．03
5件 以 上 3 9 ．09
合　 計 33 100 ．0 0
平　 均 1 ．97
無　 回 答 15
2．民間企業と
相 手 数 件　 数 ％
0件 18 54．55
1 6 18．18
2 4 12．12
3 2 6．06
4 2 6．06
5件 以 上 1 3．03
合　 計 33 100．00
平　 均 1．00
無 回 答 15
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3.国立研究機関と
相手数 件 数 %
0件 23 69.70
1 7 21.21
2 2 6.06
3 1 3.03
4 0 0.00
5件以上 0 0.00
合 計 33 100.00
平 均 0.42
無 回 答 15
4.公設試験研究機関と
相手数 件 数 %
0件 19 57.58
1 ll 33.33
2 3 9.09
3 0 0.00
4 0 0.00
5件以上 0 0.00
合 計 33 100.00
平 均 0.52
無 回 答 15
5,その他の研究機関と
相手数 件 数 %
0件 31 93.94
1 1 3.03
2 1 3.03
3 0 0.00
4 0 0.00
5件以上 0 0.00
合 計 33 100.00
平 均 0.09
無 回 答 15
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6．大学と民間企業と
相 手数 件　 数 ％
0件 30 90．91
1 2 6．06
2 1 3 ．03
3 0 0 ．00
4 0 0．00
5件以 上 0 0 ．00
合　 計 33 100 ．00
平　 均 0．12
無 回 答 15
7．大学と国立研究機関と
相 手 数 件　 数 ．．
0件 32 96．97
1 0 0 ．00
2 0 0．00
3 0 0．00
4 0 0 ．00
5件 以 上 1 3 ．03
合　 計 33 100 ．00
平　 均 0 ．15
無 回 答 15
8．大学と公設試験研究機関と
相 手 数 件　 数 ％
0件 33 100 ．00
1 0 0．00
2 0 0．00
3 0 0．00
4 0 0．00
5件 以 上 0 0．00
合　 計 33 100．00
平　 均 0．00
無 回 答 15
9．大学とその他の研究機関と
相 手数 件　 数 ％
0件 33 100．00
1 0 0．00
2 0 0．00
3 0 0．00
4 0 0．00
5件 以 上 0 0 ．00
合　 計 33 100 ．00
平　 均 0 ．00
無 回 答 15
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10．民間企業と国立研究機関と
相手 数 件　 数 ％
0件 33 100 ．00
1 0 0 ．00
2 0 0．00
3 0 0 ．00
4 0 0 ．00
5件 以 上 0 0．00
合　 計 33 100 ．00
平　 均 0．00
無 回 答 15
11．民間企業と公設試験研究機関と
相手 数 件　 数 ％
0件 32 96．97
1 1 3．03
2 0 0 ．00
3 0 0．00
4 0 0．00
5件 以 上 0 0．00
合　 計 33 100．00
平　 均 0．03
無 回 答 15
12．民間企業とその他の研究機関と
相手 数 件　 数 ％
0件 33 100 ．00
1 0 0 ．00
2 0 0 ．00
3 0 0．00
4 0 0 ．00
5件以 上 0 0．00
合　 計 33 100．00
平　 均 0 ．00
無 回 答 15
13．国立研究機関と公設試験研究機関と
相手 数 件　 数 ％
0件 33 100 ．00
1 0 0．00
2 0 0．00
3 0 0．00
4 0 0．00
5件以 上 0 0．00
合　 計 33 100．00
平　 均 0 ．00
無 回 答 15
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14．国立研究機関とその他の研究機関と
相 手数 件　 数 ％
0件 33 100 ．00
1 0 0．00
2 0 0．00
3 0 0 ．00
4 0 0．00
5件 以 上 0 0．00
合　 計 33 100 ．00
平　 均 0．00
無 回 答 15
15．公設試験研究機関とその他の研究機関と
相 手 数 件　 数 ．．
0件 33 100．00
1 0 0．00
2 0 0．00
3 0 0 ．00
4 0 0．00
5件 以上 0 0．00
合　 計 33 100 ．00
平　 均 0 ．00
無 回 答 15
16．その他
相 手 数 件　 数 ％
0件 3 2 9 6 ．97
1 1 3 ．03
2 0 0 ．00
3 0 0 ．00
4 0 0 ．00
5件 以 上 0 0 ．00
合　 計 3 3 10 0 ．00
平　 均 0 ．0 3
無 回 答 15
【問17】　共同研究の平均研究期間はどのくらいですか。
項　 目 件 数 ．．
1 ．3カ月 以 内 0 0 ．00
2 ．3カ月 以 上 ～ 6カ月 未 満 0 0 ．00
3 ． 6カ月　　 ～ 1年 6 2 1 ．43
4 ． 1年　　 ～ 2年 7 2 5 ．00
5 ． 2年　　 ～ 3年 4 14 ．29
6 ．3年　　 ～ 5年 9 3 2 ．14
7 ． 5年 以 上 2 7 ．14
合　 計 2 8 10 0 ．00
無　 回 答 2 0
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【問18】　共同研究の平均研究予算総額（人件費は除く）はどのくらいですか。該当するものに○
印をご記入下さい。．
項　 目 件 数 －．
1 ． 100万 円 以 下 5 15 ．63
2 ． 100 ～ 500 万 円 16 50 ．00
3 ． 500 ～ 100 0万 円 7 21 ．88
4 ． 1000 ～ 20 00万 円 2 6 ．2 5
5 ．2 000 ～ 50 00万 円 2 6 ．25
6 ． 5000 ～ 1億 円 0 0 ．00
7 ． 1億 円 以 上 0 0 ．00
合　 計 32 100 ．00
無 回 答 16
＊また、そのうち貴社の負担分はどのくらいですか。お答え下さい。
割　 合 件　 数 ％
0％ 1 3 ．85
1％以上　 10％未満 1 3 ．85
10　　 ～　 20 0 0 ．00
20　　 ～　 30 0 0 ．00
30　　 ～　 40 2 7．69
40　　 ～　 50 0 0 ．00
50　　 ～　 60 11 42 ．31
60　　 ～　 70 2 7 ．69
70　　 ～　 80 1 3 ．85
80　　 ～　 90 3 11．54
90　　 ～　 100 1 3．85
100％ 4 15．38
合　 計 26 100．00
平　 均 59．35
無 回　答 22
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【聞19】　共同研究の課題について該当するものすべてに○印をご記入下さい。
項　 目 件　 数 ．－
1．農 業 一 般 ・作 物 8 12 ．12
2．獣 医 ・畜 産 1 1．52
3．林 業 1 1．52
4 ．水 産 業 1 1．52
5．食 品 工 学 2 3．03
6．蚕 業 ・繊 維 0 0．00
7．化 学 2 3．03
8 ．医 薬 品 3 4 ．55
9 ．原 子 力 ・エ ネ ル ギ ー 0 0 ．00
10 ．宇 宙 開 発 1 1．52
11．海 洋 開 発 0 0 ．00
12 ．バ イ オ テ ク ノ ロ ジー 16 24 ．24
13 ．土 木 ・建 設 0 0 ．00
14 ．窯 業 2 3．03
15 ．鉄 鋼 ・金 属 工 学 2 3．03
16 ．新 素 材 6 9 ．09
17 ．機 械 工 学 5 7．58
18．電 子 ・通 信 ・情 報 工 学 9 13．64
19 ．そ の 他 電 気 工 学 1 1．52
20 ．環 境 ・公 害 2 3．03
21．公 衆 衛 生 0 0．00
22．そ の 他 4 6．06
合　 計 66 100 ．00
無 回 答 15
【間20】　共同研究の課題を選定する際には、どのような方法をとっていますか。最も一般的なケ
ースについて○印1つでお答え下さい。
項　 目 件　 数 ％
1．貴研究機関の研究者 の直接の きかけ 1g 63．33
2．貴研究機関の仲介者 を通 じた きかけ 3 10．00
3 ．貴研究機 関の謂整部 門を使 っ
．ヽ
働 きかけ 3 10 ．00
4 ．共同研究 の相手か らの直接 の きかけ 4 13．33
5．共同研究の相手の仲介者 を通 た働 きかけ 1 3．33
6．その他 0 0．00
合　 計 30 100．00
無 回 答 18
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【問21】　「仲介者を通じた働きかけ」で共同研究が行なわれる場合、その仲介者とは具体的にど
のような機関ですか。最も一般的なケースについて○印1つでお答え下さい。
項　 目 件　 数 ％
1 ．中央行政機関 1 25．00
2 ．地方行政機関 1 25．00
3 ．民間機関 1 25．00
4 ．第 3 セクター 1 25．00
5 ．その他 0 0．00
合　 計 4 100．00
無 回 答 44
【問22】　共同研究の成果を評価する隋には、一般的にどのような方法をとっていますか。下記の
中より該当するものに○印1つでお答え下さい。
項　 目 件　 数 ％
1．特 に行なって いない 5 15．15
2．外部学識経験者で構成する諮問機関を作 り、行なっている 0 0．00
3．庁内に協議機関を作 り、行なっている 0 0．00
4．科学技術振興機関を設置 し、行 なっている 0 0 ．00
5．貴研究機関内の長及 び部門長が行なっている 6 18 ．18
6．貴研究機関内の企画調整部門で行なっている 2 6．06
7．貴研究機関と相手機関 とで協議 して行なって いる 19 57．58
8．その他 1 3．03
合　 計 33 100 ．00
無　 回 答 15
【間23】　貴社における共同研究の成果の取り扱いについて何がとくに問題となりましたか。特に
重要な要因に○印1つでお答え下さい。
項　 目 件　 数 ％
1．特 に問題 となったこ とはない 22 66．67
2 ．守秘義務 による研究 内容の公表制限 1 3．03
3 ．権利 （知的所有権 ）の帰属 4 12．12
4 ．権利 （知的所有権 ）の扱 い 6 18．18
5 ．その他 0 0．00
合　 計 33 100．00
無　 回 答 15
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【間24】　高い研究ポテンシャルを維持していくために、研究者の処遇をどのようにしていこうと
お考えですか。該当するものに3つ以内で○印をご記入下さい。
項　 目 件　 数 ％
1．特 に考 えて いない 7 7 ．53
2 ．研究者へのテーマ決定 ・変更等の意志決定権限の委譲 12 12．90
3．給与 ・賞与等の報酬の改善 10 10 ．75
4 ．勤務時間 ・就業規則等の労務管理面での改善 7 7 ．53
5．ポス ト等の処遇上の改善 3 3 ．23
6．研究人員の増大 8 8 ．60
7 ．研究 人員の若返 り 4 4 ．30
8．研究者の流動化 ・他の研究機 関との人事交流 18 19 ．35
9．研究者の教育 ・訓練 20 21．51
10 ．その他 4 4 ．30
合　 計 93 100 ．00
無 回 答 6
【問251　貴社における研究予算の計上方法について、該当するものに○印をご記入下さい。
項　 目 件　 数 ％
1．単年度予算方式 23 50．00
2．プロジェク ト予算方式 4 8．70
3．単年度 とプ ロジェク ト予算方式の併用 18 39．13
4．その他 1 2．17
合　 計 46 100．00
無　 回 答 2
－292－
「地域科学技術振興における地域資源の
有効活用に関する 査研究」についての
アンケート
1992年2月
社団法人　科学技術と経済の会
本調査票は
1992年3月11日（水）までに
ご返送下さい。
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＿遡査旦箆旦
1．日的
近年、東京圏への一極集中等を背景として各地方自治体において、地域の活性
化という観点から科学技術振興方策の検討が積極的に進められております。また、
先般等申された科学技術会議第18号答申においても、政府の重点施策のひとつ
として地域における科学技術の支援がとり上げられております。
そこで本調査研究においては、塾星琵置屋．塾豊互選遡畳旦宏遡旦亘詮により各
地域に設立された研究機関を対象とした調査を行ない、そこから地域科学技術振
興上の問題点及び今後国がなすべき施策等について考察することを目的として、
ここに皆様のご協力をお酷いする次第でございます。
2．調査の対象
本調査は各地域に設立された研究機関を対象としております。
3．調査票の閉め切り
本調査票は1992年3月11日（水）までにご返送下さい。
4．調査票の返送方法
調査票のご返送に降しましては、同封の返信用封筒を利用の上、ご返送下さい。
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5．本調査に関するお問い合わせ
本調査に関するご質問あるいは不明な点等がございましたら、下記にお問い合
わせ下さい。
〒102　東京都千代田区飯田橋　2－4－5
社団法人　科学技術と経済の会
研究部　横山正幸、遠藤達弥
TEI一：03－326　3－5501
FAX：03－3　26　3－5504
6．調査の取り扱い
調査結果は、統計的に処理致しますので、個々の組織名・個人名が公表される
ことはございません。
また、調査にご協力していただきました研究機関に対しましては、調査結果を
後日ご報告致します。
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Pl．フェイスシート
ご回答者の
お名前
貴社の名称
ご回答者の
役職名
貴社の本社
所在地
T
TEL　　　　 （　 ）
貴社研究機関
の所在地
（貴社に所属す
る全ての研究機
関を記入して下
さい。）
F2．貴社の設立年月をお答え下さい。
年□月
F3．貴社の資本金または基本財産を記入して下さい。
さらに、そのうち地方自治体、基盤技術研究促進センター、生物系特定産業技術研究推進機構
及び医薬品副作用被害救済・研究振興基金からの出資金または出えん金を記入して下さい。
（なお、公設試験研究機関の場合は、この間に答える必要はありません。）
（単位：百万円）
回答欄
資本金 また は基本財 産
うち （　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）
（　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）
」
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【問1】　貴社の職員構成について以下の表にお答え下さい。
（単位：人）
回 答 欄
1 ．全 職 員 数
2 ．う ち 試 験 研 究 業 務
E
3 ．研 究 職 員
4 ．技 能 職 員
（注：技能職員とは、技能技師、技能員
及び業務員等をいう。）
【間2】　研究職員の年齢別構成について以下の表にご記入下さい。
（単位：％）
回 答 欄
ll巨 ・ 2 5 歳 以 下
】
2 ． 2 5 歳 以 上 ～ 3 5 歳 未 満
［
［
3 ． 3 5 歳　　 ～ 4 5 歳
4 ． 4 5 歳　　 ～ 5 5 歳
5 ． 5 5 歳 以 上
l 合　　 計
1 0 0
（小数点以下四捨五入）
【問3】　研究職員の平均年齢についてお答え下さい。
平均□歳
（小数点以下四捨五入）
1297－
【問4】　研究職員の学歴構成について以下の表にご記入下さい。
（単位：％）
回 答 欄
1 ．大 学 院 博 士 課 程 卒
2 ．大 学 院 修 士 課 程 卒
3 ．大 学 学 部 卒
4 ．高 等 学 校 、 高 専 、 短 大 卒
l！5 ．そ の 他 （具 体 的 に　　　 ）
合　　　　 計　　　　」 100
（小数点以下四捨五入）
【間5】　貴社での博士号既取得者の数をご記入下さい。
□人
【間6】　貴社における30歳の研究職員の平均年間給与支給総額について該当するものに○印を
ご記入下さい。
回答欄
1 ．300万 円 未 満
2 ．300万 以 上 ～ 350万 円束 満
3 ．350万　　 ～ 400万 円
4 ．400万　　 ～ 450万 円
5 ．450万　　 ～ 500万 円
6 ．500万　　 ～ 550万 円
7 ．550万　　 ～ 600万 円
8 ．600万 円 以 上
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【問7】　設立時における貴社の研究職員の採用（新卒者採用、他機関からの中途者採用等）に
ついてお伺いします。下記の表に該当する数字をご記入下さい。また、該当する人がいない箇所
には必ず0をご記入下さい。
（単位：人）
回 答 欄
1 ．新 卒 者
2 ．他 機 関 か らの 採 用
l
l
I
3．国 立 研 究 機 関
4．公 設 試 験 研 究 機 関
圧 大 学
1 6 ・民 間 企 業
7 ．産 官 学 共 同 の 研 究 機 関
8 ．産 官 共 同 の 研 究 機 関
9 ．複 数 企 業 共 同 の 研 究 機 関
lE lO ・特 殊 法 人 の 研 究 機 関
I
11 ．そ の 他 （具 体 的 に　　　　　　　　 ）
合　　　 計
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【間8】　現在貴社にいる外国人研究者の数をご記入下さい。また、該当する人のいない箇所に
は必ず0をご記入下さい。
（単位：人）
回答 柵
1 ． 1カ月 未 満
；2 ・ 1カ月 以 上 ～ 3カ月 未 満
l
．3 ． 3カ月　　 ～ 1年
［
4 ． 1年　　 ～　 2 年
5 ． 通 常 勤 務 者
I
合　　 計
【問9】　貴社に外国人研究者のいる方にお伺いします。
その外国人研究者に対する処遇は特にどのようなことを行なっていますか。それぞれに対して
特に力を入れているものを2つ選び○印をご記入下さい。
1カ月 1カ月 3カ月 1年 通常
未満 ～3カ月 ～1年 ～2年 勤務者
1．特 に行なっていな い
［
2．住宅面での援助を行なっている
3．給与面での優遇を行なっている
4．研究費での優遇 を行なっている
l
5．ポス ト等での優遇 を行なっている
6．配偶者の就職先の斡旋を行なっている
7．家族の生活面での援助を行なっている
（医療、教育、青葉の問題等）
8．その他 （具体的 に　　　　　　　　　 ）
300肩
研究機関の組織体制
【間10】　貴社の組織体制についてお伺いします。
該当する組織を独立して持っているときは〇、持っていないときは×をご記入下さい。
回答柵
1．企画調 整部門
2．管理 部門
3．研究 開発部 門
4．分 析 ・測定部 門
5．技 術サホ。－ト部 門
6．相 談窓 口
【問11】　貴社の研究運営について該当するところに○印をご記入下さい。
回答欄
1．プロジェクト単位
l
l
2．研究室単 位
！3・1と2の併 用
4．その他 （具体的 に ）
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研究設備について
【間12】　貴社に現在ある研究設備についてお伺いします。試験研究設備の役偏状況について
以下の表にご記入下さい。
計測及び
試験機器類
（単位 ．・点 ）
1 ．取 得 価 格　 20万 円 以 上 100万 円未 満
2 ．　　　 100万 円 以 上　 300万 円未 満
3 ．　　　　 300万 円 以 上　 500万 円 未 満
4 ．　　　　 500万 円 以 上 1000万 円 未 満
5 ．　　 1000万 円 以 上　 5000万 円 未 満
6 ．　　　 5000万 円 以 上 1億 円 未 満
！
7 ．　　　　 1億 円 以 上
（小数点以下四捨五入）
（注：なお、ここでは計測及び試験機器類とは、耐用年数1年
以上でかつ取得価格が20万円以上の機械、装置、その他
の器具及び偏晶をいう。）
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研究開発、技術指導・相談、委託研究について
【間13】　貴社の業務成果について該当する件数をご記入下さい。
（単位：件）
回 答 欄
1 ．研 究 開 発
2 ．技 術 指 導 ・相 談
3 ．依 頼 検 査 ・試 験
4 ．そ の 他
【問14】　貴社では依頼検査・試験一つにどれだけの人・時間をかけていますか。おおよその
平均値でお答え下さい。
L 回答欄
平均 （人 ・時間）
（小数点以下四捨五入）
（注：人・時間とは一人の研究者
が行なったとしたときにか
かる時間を表わすものである。）
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地域における共同研究の実施状況について
【間15】　貴社は現在どれだけの共同研究を行っていますか。その件数をご記入下さい。
⊂＝］件
【問16】　その共同研究の相手はどの機関ですか。下記の中から該当するものにそれぞれの件
数をご記入下さい。
L件数 件数
巨 ・大学 と 10．民間企業 と国研 と
！2．民 間企 業 と
11．民間企業 と公設武 と
3．国研 と 12．民間企 業 とその他の研究機 関 と
「‾［ 13・国研と公設武と　　 ‾‾1」4．公設武と
5 ．そ の 他 の 研 究 機 関 と 14 ．国 研 と そ の 他 の 研 究 機 関 と
6 ．大 学 と 民 間 企 業 と 15 ．公 設 試 と そ の 他 の 研 究 機 関 と
7 ．大 学 と 国 研 と 16 ．そ の 他 （具 体 的 に　　　　　　 ）
8 ．大 学 と公 設 武 と
9 ．大 学 と そ の他 の 研 究 機 関 と
（注：国研＝国立研究機関、公設試＝公設試験研究機関）
【問17】　共同研究の平均研究期間はどのくらいですか。該当するものに○印をご記入下さい。
一回答可 庚 答欄
！1．3カ月以内 5．2年以上～3年未満
2．3カ月以上 ～6カ月未満 6．3年　　 ～5年
上 6カ月　 ～1年
7．5年以上
4 ．1年　　　 ～ 2年
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【問18】　共同研究の平均研究予算総額（人件費は除く）はどのくらいですか。該当するもの
に○印をご記入下さい。
回 答 櫛 回 答 柵
1 ．100万 円 以 下 5 ．2000～ 5000万 円
2 ．100～ 500万 円 6 ．5000～ 1億 円
3 ．500 ～ 1000万 円 7 ．1億 円以 上
4 ．1000～2000万 円
また、そのうち貴社の負担分はどのくらいですか。お答え下さい。
［＝＝：コ ％（小数点以下四捨五入）
【問19】　共同研究の課題について該当するものすべてに○印をご記入下さい。
回答欄 回答柵
1．農業 一般 ・作物 12．バ イオ テ クノロジー
2．獣 医 ・畜産 13．土木 ・建設
上 ．林 業
14．窯業
4．水 産業 15．鉄鋼 ・金属工学
5．食 品工学 16．新素材
6．蚕 業 ・繊維 17．機械 工学
7．化 学 18．電子 ・通信 ・情報 工学
8 ．医薬 品 19．その他電気工学
9 ．原 子 力 ・エネルギ ー 20．環境 ・公害
10．宇宙 開発 21．公衆 衛 生
11．海 洋開発 22．その他 （具体的 に　　 ）
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【問20】　共同研究の課題を選定する際には、どのような方法をとっていますか。最も一般的
なケースについて○印1つでお答え下さい。
回答欄
1．貴社の研究者の直接の働きかけ
2．貴社の仲介者を通 じた働きかけ
3．貴社の謝整部門を使った働きかけ
4．共同研究の相手からの直接の働きかけ
I
i5・共同研究の相手の仲介者を通 じた働きかけ
6．その他 （具体的に　　　　　　　　　　　　 ）
【問21】　「仲介者を通じた働きかけ」で共同研究が行なわれる場合、その仲介者とは具体的
にどのような機関ですか。最も一般的なケースについて○印1つでお答え下さい。
回答欄
1．中央行政機関
2．地方行政機関
3．民間機関
4．第 3 セクター
5．その他 （具体的に　　　　　　 ）
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【問221　共同研究の成果を評価する際には、一般的にどのような方法をとっていますか。下
記の中より該当するものに○印1つでお答え下さい。
回答欄
1．特に行なっていない
2．外部学識経験者で構成する諮問機関を作り、行なっている
5．庁内に協議機関を作り、行なっている
6．科学技術振興機関を設置し、行なっている
［7・貴社の長及び部門長が行なっている
ギ8．貴社の企画調整部門で行なっている
［9．貴社と相手機関とで協議して行なっている
10．その他 （具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）
【問23】　貴社における共同研究の成果の取り扱いについて何がとくに問題となりましたか。
特に重要な要因に○印1つでお答え下さい。
回答欄
1．特 に問題 となった ことはない
2．守秘義務 による研究内容の公表制限
3．権利 （知的所有権 ）の帰属
4．権利 （知的所有権 ）の扱い
5．その他 （具体的 に　　　　　　　　　　 ）
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【問24】　高い研究ポテンシャルを維持していくために、研究者の処遇をどのようにしていこ
うとお考えですか。該当するものに3つ以内で○印をご記入下さい。
回答欄
】
1．特に考えていない
2．研究者へのテーマ決定 ・変更等の意志決定権限の委譲
3．給与 ・賞与等の報酬の改善
4．勤務時間 ・就業規則等の労務管理面での改善
5．ポスト等の処遇上の改善
6．研究人員の増大
7．研究人員の若返り
8．研究者の流動化 ・他の研究機関との人事交流
9．研究者の教育 ・訓練
10．その他 （具体的に　　　　　　　　　　　　　　　 ）
【問25】　貴社における研究予算の計上方法について、該当するものに○印をご記入下さい。
回答欄
五 単年度予算方式
2．プロジェク ト予算方式
3．単年度 とプロジェク ト予算方式の併用
l：4 ．その他 （具体的 に　　　　　　　　　 ）
l
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＊共同研究について何かご意見がございましたらご記述下さい。
＊このアンケートについて何かご意見がございましたらご記述下さい。
ご協力有難　う　ござしヽ　ます○
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